
横浜市報調達公告版 

第４号 平成26年１月28日発行 

1 

 

第４号 

横浜市報調達公告版
       

        横浜市中区港町１丁目１番地 

  発 行 所 

        横  浜  市  役  所 

 

 

【調達公告】 

△ 一般競争入札（工事）の施行（消費税率８％適用） 

  （西部処理区上飯田地区下水道整備工事（その71） ほか51件） ······························ ２ 

△ 一般競争入札（工事）の施行 

  （平成25年度帷子川改修工事 ほか19件） ················································· 103 

△ 特定調達契約に係る一般競争入札の施行（消費税率８％適用） 

  （ポリ塩化アルミニウム溶液（10％） 約1,056トンの購入） ································ 128 

△ 同（次亜塩素酸ソーダ（12％） 約436トンの購入） ········································ 131 

△ 同（アンモニア水 約276,000キログラムの購入 ほか４件） ································ 134 

△ 同（高反応性消石灰とゼオライトのプレミックス 約503,171キログラムの購入） ··············· 137 

△ 同（ベントナイト 約677,000キログラムの購入 ほか３件） ································ 140 

△ 同（ベントナイト 約460,306キログラムの購入 ほか３件） ································ 143 

△ 同（ハイブリット小型ごみ収集車（回転板式） ５台の購入 ほか１件） ······················ 146 

△ 同（除細動電極 約3,320組の購入） ······················································ 149 

△ 同（市立保育所午睡用寝具Ａ 一式の借入 ほか１件） ····································· 152 

△ 同（寝具Ａ 一式の借入 ほか３件） ····················································· 155 

△ 同（図書館資料等運搬業務委託 一式） ··················································· 158 

△ 同（「広報よこはま」等運送委託（北部地域） 一式 ほか３件）···························· 161 

△ 一般競争入札（物品・委託等）の施行 

  （塵芥収集コンテナ（アロン化成） ３台ほか 同等品可 ほか14件） ························ 164 

△ 一般競争入札（物品・委託等）の施行（消費税率８％適用） 

  （流域貯留浸透施設清掃廃棄物処分委託 ほか11件） ······································· 182 

△ 特定調達契約に係る一般競争入札の施行（消費税率８％適用） 

  （福祉保健システム大量帳票作成業務委託 一式） ········································· 197 

△ 特定調達契約の落札者等の決定 ··························································· 200 

△ 同 ····················································································· 201 

 

【水道局】 

△ 一般競争入札（工事）の施行（消費税率８％適用） 

  （栄町口径150ｍｍから300ｍｍ配水管布設替工事に伴う路面復旧工事 ほか１件） ·············· 202 

△ 一般競争入札（工事）の施行 

  （野毛町３丁目公園内水道モニュメントポール設置工事 ほか５件） ·························· 208 

 

【交通局】 

△ 一般競争入札（工事）の施行（消費税率８％適用） 

  （センター南駅連絡橋通路設置その他工事（電気設備工事）） ······························· 218 

△ 特定調達契約に係る一般競争入札の施行（消費税率８％適用） 

  （バス車両の車検整備（滝頭） 一式 ほか６件） ········································· 223 

△ 一般競争入札（交通局経営企画課契約分）の施行 

  （鉄くず（車輪）15,722キログラムほかの売払） ··········································· 226 

△ 特定調達契約の落札者等の決定 ··························································· 230 

 

 

 

 



横浜市報調達公告版 

第４号 平成26年１月28日発行 

2 

 

調 達 公 告 
 

横浜市調達公告第26号 

一般競争入札（工事）の施行（消費税率８％適用） 

次のとおり、「西部処理区上飯田地区下水道整備工事（その71）」ほか51件の工事について、一般競争入

札を行う。 

平成26年１月28日 

契約事務受任者 

横浜市財政局長 柏 崎   誠 

１ 入札参加資格 

入札参加者は、開札日（ただし、基準日を別に定める場合を除く。）において、次に掲げる資格を全て

満たしていなければならない。 

(1) 横浜市契約規則（昭和39年３月横浜市規則第59号）第３条第１項に掲げる者でないこと及び同条第２

項の規定に基づき横浜市工事請負に関する競争入札取扱要綱（以下「入札取扱要綱」という。）第３条

第１項により定める資格を有する者であること。 

(2) 平成25・26年度横浜市一般競争入札有資格者名簿（工事関係）（以下「有資格者名簿」という。）に

登載されている者であること。 

(3) 横浜市一般競争参加停止及び指名停止等措置要綱（以下「指名停止等措置要綱」という。）に基づく

一般競争参加停止及び指名停止措置を受けていない者であること。 

(4) 工事ごとに定める入札参加資格を全て満たす者であること。 

なお、用語の定義は、次のとおりとする。 

 ア 主たる営業所の所在地 

   有資格者名簿における主たる営業所の所在地が属する行政区をいう。 

 イ 優良工事表彰事業者 

   横浜市優良工事施工会社表彰名簿に登載されている者をいう。 

 ウ 工事成績 

   工事ごとに入札参加資格として定めた工種に係る工事の横浜市請負工事検査事務取扱要綱第７条、

横浜市水道局請負工事検査事務取扱要綱第８条、横浜市交通局請負工事検査事務取扱要綱第８条及び

横浜市病院経営局請負工事検査事務取扱要綱第８条に規定する工事完成検査結果通知書の評定点（工

事ごとに定める期間内に完成した工事が２件以上ある場合は、完成した月が最新月のものを対象とす

る。また、最新月に完成した工事が２件以上ある場合は、最高点のものを対象とする。）をいう。 

 エ 発注者別評価点（主観点） 

   平成25・26年度の横浜市入札参加資格審査結果通知における工種ごとの発注者別評価点（主観点）

をいう。 

 オ 横浜型地域貢献企業 

   横浜型地域貢献企業として認定されている者をいう。 

 カ 建設機械所有事業者 

   ブルドーザー、ドーザーショベル、掘削機、モーターグレーダー、トラッククレーン、クローラー

クレーン、油圧式クレーン、クレーン付きトラック、タイヤショベル又は振動ローラーを所有してい

る者又は長期の賃貸借契約（契約期間中であり、かつ契約始期から契約終期までが１年を超える賃貸

借契約に限る。）をしている者をいう。  

 キ 災害協力事業者 

   災害協力事業者名簿に登載されている者をいう。 

(5) ＩＣカードを購入し、電子入札システムにより利用者登録を行った者であること。 

(6) その他、詳細については横浜市契約規則、入札取扱要綱、横浜市電子入札運用基準（工事請負関係）

（以下「運用基準」という。）及び横浜市工事請負等競争入札参加要領（以下「入札参加要領」という

。）等に定めるところによる。 

２ 入札参加手続等 

(1) 入札に参加するための事前の入札参加申請手続は要しない。ただし、６(1)ただし書きの定めにより

入札保証金の納付を求める場合及び８(11)に定める場合を除く。 

(2) 設計図書のダウンロード等 
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ア 設計図書の購入先・申込期限欄において、「電子図渡しを行う」としている案件（以下「電子図渡

し案件」という。）については、横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードする

こと。 

イ 電子図渡し案件以外の案件については、工事ごとに定める期間において、設計図書を購入しなけれ

ばならない。設計図書の購入先及び購入の申込期間は工事ごとに定める。また、工事ごとに定める期

間において、工事担当課において設計図書を閲覧に供する。 

ウ 設計図書購入の申込手続については、横浜市のホームページを参照すること。 

(3) １に掲げる入札参加資格の確認は、開札後に資格を確認する必要があると認める者について行う。 

３ 入札方法等 

(1) 入札期間及び開札予定日時については、工事ごとに定める。 

(2) 入札参加者は、定められた期間内において、電子入札システムにより入札書を提出すること。また、

郵便による入札は認めない。 

(3) 電子入札システムによらない入札参加については、運用基準第７条に定める場合を除き、認めない。 

(4) 入札にあたっては、別途指定がある場合を除き、工事費内訳書を電子ファイル化し、電子入札システ

ムを通じて入札書提出の際に添付すること。工事費内訳書の提出については、運用基準第13条を参照す

ること。また、工事費内訳書の合計金額は、入札金額と一致させること。 

なお、工事費内訳書とは、本市が工事ごとに定めた設計書のうち、工事内訳及び中科目別内訳（以下

「中科目別内訳書」という。）又は本工事内訳書（中科目別内訳書又は本工事内訳書がないものは同

等の内訳。以下同じ。）に記載した項目及び数量と一致した項目及び数量が明示されているもので、

かつ、中科目別内訳書又は本工事内訳書よりも詳細な内訳が明示されたものをいう。 

(5) 落札決定にあたっては、入札金額に当該金額の100分の８に相当する額を加算した金額（当該金額に

１円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てた金額）をもって落札価格とするので、入札参加者

は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった契約希

望金額の108分の100に相当する金額を入札金額とすること。 

(6) 入札の回数は１回とする。 

なお、開札をした結果、各者の入札のうち予定価格（消費税及び地方消費税を合わせた税率を８％で

算出する。）の制限の範囲内の入札がないときは、当該入札を不調とする。 

(7) 合併入札の場合には、合併の対象となる全ての工事の合計金額を入札金額とすること。 

４ 入札の無効 

次の入札は、無効とする。 

(1) 横浜市契約規則第19条の規定に該当する入札 

(2) １に定める入札参加資格を満たさない者が行った入札 

(3) 有資格者名簿における代表者又は受任者以外の名義人によるＩＣカードを用いて行った入札 

(4) ３(4)に定める工事費内訳書の提出をしない者が行った入札、又は３(4) の定めに従わない工事費内

訳書の提出をした者が行った入札 

(5) ６(1)ただし書きの定めにより入札保証金の納付を求める入札において、入札保証金の取扱いに係る

説明書４の各号に該当する入札 

(6) 特定建設共同企業体による入札の場合に、共同企業体協定書兼委任状の提出をしない者が行った入札 

(7) 特定建設共同企業体と当該特定建設共同企業体のいずれかの構成員が同一の案件において入札を行っ

た場合における、当該特定建設共同企業体が行った入札及び当該構成員が行った入札 

(8) 特定建設共同企業体と当該特定建設共同企業体のいずれかの構成員を構成員とする他の特定建設共同

企業体が同一の案件において入札を行った場合、これらの特定建設共同企業体が行った入札 

(9) 中小企業等協同組合と当該中小企業等協同組合のいずれかの組合員が同一の案件において入札を行っ

た場合における、当該中小企業等協同組合が行った入札及び当該組合員が行った入札 

(10) 中小企業等協同組合と当該中小企業等協同組合のいずれかの組合員が加入する他の中小企業等協同

組合が同一の案件において入札を行った場合、これらの中小企業等協同組合が行った入札 

５ 入札参加資格の確認及び落札の決定 

(1) 開札後、工事ごとに定める予定価格の制限の範囲内の価格で最低制限価格（横浜市工事請負契約に係

る最低制限価格取扱要綱第３条第１号中の「合計額に100分の105 を乗じて得た額」を「合計額に100分

の108 を乗じて得た額」と読み替えて算出する。）以上の価格をもって入札を行った者のうち最低の価

格をもって入札を行った者を落札候補者とし、入札参加者に当該落札候補者名及び当該価格を通知し、

落札の決定は保留する。 
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(2) 予定価格の制限の範囲内の価格で最低制限価格以上の価格をもって入札を行った者のうち最低の価格

をもって入札を行った者が２者以上あるときは、電子くじにより落札候補者を決定するものとする。 

(3) 落札決定を保留した後、落札候補者が入札参加資格を満たす者であるかを確認する。 

(4) (3)に規定する確認の結果により、落札候補者の取扱いは次のいずれかによるものとする。 

ア 当該落札候補者が入札参加資格を満たす者であることを確認した場合には、その者を落札者とし、

入札参加者にその旨を通知する。 

イ 当該落札候補者が入札参加資格を満たす者でないことを確認した場合には、その者の入札を無効と

する。この場合、予定価格の制限の範囲内の価格で最低制限価格以上の価格をもって入札した他の者

のうち最低の価格をもって入札をした者を新たに落札候補者とし、(3) の入札参加資格の確認を行う

。以後、落札者が決定するまで同様の手続を繰り返す。 

(5) (3) の入札参加資格の確認にあたっては、当該落札候補者は、工事ごとに定める提出書類を、開札日

（(4) イの定めにより新たに落札候補者になった者については、提出を求めた日）から翌開庁日の午後

５時までの間に財政局契約第一課へ提出し、また確認のために必要な指示に従わなければならない。上

記期間内に書類が提出されない場合又は指示に従わない場合には、当該落札候補者は入札参加資格を満

たす者でないとし、(4) イの手続により落札者を決定する。 

(6) (4) イの手続により、落札候補者の入札を無効とした場合には、入札を無効とした理由を付して、当

該落札候補者に通知する。 

(7) 開札後、落札決定するまでの間に、当該落札候補者が指名停止等措置要綱第２条第１項、第３条又は

第４条に該当した場合（ただし、軽微な事由による停止措置を除く。）には、その者を落札者とせず、

予定価格の制限の範囲内の価格で最低制限価格以上の価格をもって入札した他の者のうち最低の価格を

もって入札した者を新たに落札候補者とする。 

６ 入札保証金及び契約保証金 

(1) 入札保証金はこれを免除する。ただし、工事ごとの注意事項に、入札ボンド制度の試行対象工事であ

る旨の記載がある工事については、入札保証金の納付を求める。この場合、金融機関の入札保証等をも

って入札保証金の納付に代えることができる。また、入札保証保険契約の締結を行い、又は契約保証の

予約を受けた場合は、入札保証金を免除する。入札保証金の納付等に係る書類の提出期限、場所及び方

法等については、入札保証金の取扱いに係る説明書に定めるほか、工事ごとに定める。 

(2) 契約保証金の要否については、工事ごとに定める。 

(3) 契約保証金を求める場合の取扱いについては、入札参加要領第27条から第29条までの規定による。 

７ 契約金の支払方法 

(1) 前金払の有無及び方法並びに部分払の回数は、工事ごとに定める。 

なお、前金払は部分払の回数に含まない。 

(2) 工事ごとに定める前金払の方法が「する（一括）」とある場合には、契約を締結した会計年度におい

て契約金額の10分の４以内の額を支払うとともに、公共工事の前払金に関する規則第２条第３項に規定

する認定を受けたときには、追加して、契約金額の10分の２以内の額を支払う。また、工事ごとに定め

る前金払の方法が「する（各年）」とある場合には、契約で定める各会計年度の出来高予定額の10分の

４以内の額を当該会計年度ごとに支払うとともに、公共工事の前払金に関する規則第２条第３項に規定

する認定を受けたときには、追加して、契約で定める各会計年度の出来高予定額の10分の２以内の額を

当該会計年度ごとに支払う。 

  なお、平成25年度における前払金には、消費税の税率の改正による消費税の増加分を含まないものと

する。 

(3) 工期が複数年度に渡る場合の契約金の支払いは、契約期間中の各会計年度において、契約で定める当

該会計年度の支払限度額の範囲内で、出来高に応じて行う。 

  なお、平成25年度における出来高に係る部分払金には、消費税の税率の改正による消費税の増加分を

含まないものとする。 

８ その他 

(1) 建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事に該当するか否

かは、工事ごとに明示する。 

(2) 当該工事に直接関連する他の工事の請負契約を、当該工事の請負契約の相手方と随意契約により締結

する予定がある場合には、工事ごとに明示する。 

(3) 入札を執行し、落札者が決定したときは、本市の定める契約書の取り交わしをするものとする。この

場合、契約書の作成費用は落札者が負担するものとする。 
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(4) 配置技術者の届出後、当該工事が完成するまでの間は、当該技術者の変更はできない。ただし、技術

者の変更が真にやむを得ないと認められる場合で、かつ、新たに配置する技術者が、工事ごとに定める

入札参加資格（変更すべき事由が生じた日を基準日とする。）を満たすと確認された場合はこの限りで

ない。 

(5) 必要と認めるときは入札を延期（入札期間の延長を含む。）し、中止し、又は取り消すことがある。 

(6) 本市の都合により、開札日時を変更する場合、運用基準第14条第４項に定めるとおりとする。 

(7) 開札後、次のいずれかに該当するときは、指名停止等措置要綱第２条の規定により、一般競争参加停

止及び指名停止の措置を行う。 

ア 落札候補者となった者が、正当な理由なく落札者となることを辞退した場合 

イ 落札候補者となった者が、５(5) に定める書類の提出をしない場合 

(8) ５(3) の入札参加資格の確認とあわせて、入札取扱要綱第25条第１項の規定に基づき適格性の審査を

行い、当該工事の請負業者としての適格性に欠ける者と認定された場合は、当該工事の契約は締結しな

いものとする。 

(9) (8)の適格性の審査にあたり、予定されている現場代理人が、工事請負契約約款第11条第２項に定め

る常駐義務を満たさないおそれがある場合は、入札取扱要綱第25条第１項第８号に該当し、適格性に欠

ける者となるので留意すること。 

ただし、工事監督課が同一であり、かつ、監督員と常に携帯電話等により連絡をとれる体制が確保

されている場合で、次のアからウのいずれかに該当するときは、この限りではない。 

ア ２件の工事請負契約の場合で、それぞれの予定価格（消費税及び地方消費税相当額を含む。）が

2,500万円（工種「建築」の工事請負契約の場合は5,000万円）未満のとき。 

イ 工種「建築」の工事請負契約を含まない３件の工事請負契約の場合で、予定価格（消費税及び地

方消費税相当額を含む。）の合計が2,500万円未満であるとき。 

ウ 工種「建築」の工事請負契約を含む３件の工事請負契約の場合で、予定価格（消費税及び地方消

費税相当額を含む。）の合計が5,000万円未満であるとき。ただし、３件の中に、工種「建築」以外

の工事請負契約を含む場合には、工種「建築」以外の工事請負契約の予定価格（消費税及び地方消

費税相当額を含む。）の合計が2,500万円未満であること。 

なお、工事現場への出動体制について制限を設けている工事請負契約、現場説明書に兼任を認めな

い旨を記載している工事請負契約及び設計変更等に伴う契約変更により請負代金額（消費税及び地方

消費税相当額を含む。）が2,500万円（工種「建築」の場合は5,000万円）以上となった工事請負契約

については、現場代理人の他の工事との兼任を認めないものとする。 

(10) (8)の適格性の審査にあたり、開札日において、平成25・26年度の横浜市入札参加資格審査結果（変

更届を提出した場合は、審査が完了し、資格審査申請システムに登録されているもの。）における当該

工事と同工種の元請最高請負実績額が当該工事の工事費（当該工事の予定価格（消費税及び地方消費税

相当額を含む。））の６割に満たず、かつ、当該工事と同工種の下請最高請負実績額が当該工事の工事

費（当該工事の予定価格（消費税及び地方消費税相当額を含む。））の８割に満たない者は、入札取扱

要綱第25条第１項第９号に該当し、適格性に欠ける者となるので留意すること。 

(11) 特定建設共同企業体による入札を行う場合は、入札の前に特定建設共同企業体の情報について横浜

市のホームページから登録（以下「特定ＪＶ登録」という。）を行い、提出書類のうち共同企業体協定

書兼委任状を、入札締切日時までに、横浜市役所内郵便局に到着するよう横浜市財政局契約第一課あて

の書留郵便により郵送し、又は横浜市財政局契約第一課まで持参しなければならない。 

なお、特定ＪＶ登録並びに共同企業体協定書兼委任状の作成及び提出方法等の詳細については、横浜

市のホームページを参照すること。 

(12) 当該工事の契約締結について、横浜市議会の議決に付すべき契約に関する条例（昭和39年３月横浜

市条例第５号）第２条の規定により市議会の議決に付すべきものである場合には、工事ごとに明示する

。 

(13) その他、この公告に規定のない事項については、横浜市契約規則、公共工事の前払金に関する規則

、入札取扱要綱、運用基準、入札参加要領及び入札保証金の取扱いに係る説明書等に定めるところによ

るものとする。 
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契約番号 １３２１０１０７３６ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
西部処理区上飯田地区下水道整備工事（その７１） 

施工場所 
泉区上飯田町３５９０番地先 

工事概要 

塩ビ管布設工（Φ２５０ｍｍ、Ｌ＝３６．０ｍ）、鋼製さや管推進工（Φ２５０ｍｍ、Ｌ 

＝９．５ｍ）、鋼製さや管推進工（Φ１５０ｍｍ、Ｌ＝６．５ｍ） ほか 

工期 契約締結の日から平成２６年 ７月３１日まで 

予定価格 ２４，５４０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

登録工種 土木 

格付等級 【土木：Ｂ】 

登録細目 【土木：一般土木工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

土木工事業に係る主任技術者又は監理技術者を施工現場に専任で配置すること。 

当該技術者は開札日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、（２）当該雇用期

間が３か月間経過しており、（３）他の工事に従事していない者でなければならない。  

その他 

次の入札参加資格を全て満たす者であること。（詳細は公告本文１（４）参照） 

（１）平成１０年４月１日以降に完成した、推進工事の元請としての施工実績を有するこ 

  と。なお、当該施工実績が、共同企業体の構成員としての実績の場合は、出資比率が 

  １０分の２以上のものに限る。 

（２）現場代理人は、開札日において、直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、かつ、当該 

  雇用期間が３か月間経過している者であること。 

提出書類 

（１）配置技術者・現場代理人（変更）届出書（第６号様式） （２）主任技術者を配置 

する場合は、（１）に記載した資格を証明する書類（建設業法に定める技術検定の合格証 

明書の写し等） （３）監理技術者を配置する場合は、監理技術者資格者証の写し及び監 

理技術者講習修了証の写し （４）配置する技術者及び現場代理人の雇用（期間）が確認 

できる書類（健康保険被保険者証の写し又は雇用保険被保険者証の写し等） （５）施工 

実績調書（工事内容欄に入札参加資格に定められた施工実績を記入し、併せて、その実績 

を証明する契約書及び設計図書の写し等の書類を添付すること。） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２６年 ２月 ７日（金）午前 ９時００分から 

平成２６年 ２月１２日（水）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２６年 ２月１３日（木）午前 １０時３０分  

支払い条件 前金払 する（各年） 部分払 ４回以内 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当する 

注意事項 

（１）入札参加にあたっては、公告本文の記載事項を確認すること。特に、工事費内訳書 

  の作成及び提出、現場代理人の工事現場への常駐並びに最高請負実績額に係る適格性 

  の審査について、公告本文（３（４）、８（９）及び８（１０））に記載があるので 

  留意すること。 

（２）消費税率８％適用に伴う入札金額、予定価格、最低制限価格、前払金及び部分払金 

  の取扱いについて、それぞれ公告本文（３（５）、３（６）、５（１）、７（２）及 

  び７（３））に記載があるので留意すること。 

工事担当課 環境創造局管路整備課 電話 ０４５－６７１－４３１５ 

契約事務担当課 財政局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６ 
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契約番号 １３２１０１０７３７ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
西部処理区和泉地区下水道整備工事（その１８４） 

施工場所 
泉区和泉が丘一丁目４番３号地先から７番３号地先まで 

工事概要 

塩ビ管布設工（Φ２５０ｍｍ～Φ４５０ｍｍ、Ｌ＝１２０．０ｍ） 

工期 契約締結の日から平成２６年 ６月３０日まで 

予定価格 ２４，２６０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

登録工種 土木 

格付等級 【土木：Ｂ】 

登録細目 【土木：一般土木工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

土木工事業に係る主任技術者又は監理技術者を施工現場に専任で配置すること。 

当該技術者は開札日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、（２）当該雇用期

間が３か月間経過しており、（３）他の工事に従事していない者でなければならない。  

その他 

次の入札参加資格を全て満たす者であること。（詳細は公告本文１（４）参照） 

（１）主たる営業所の所在地が、旭区、緑区、青葉区、戸塚区、泉区又は瀬谷区内のいず 

  れかであること。 

（２）現場代理人は、開札日において、直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、かつ、当該 

  雇用期間が３か月間経過している者であること。 

提出書類 

（１）配置技術者・現場代理人（変更）届出書（第６号様式） （２）主任技術者を配置 

する場合は、（１）に記載した資格を証明する書類（建設業法に定める技術検定の合格証 

明書の写し等） （３）監理技術者を配置する場合は、監理技術者資格者証の写し及び監 

理技術者講習修了証の写し （４）配置する技術者及び現場代理人の雇用（期間）が確認 

できる書類（健康保険被保険者証の写し又は雇用保険被保険者証の写し等） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２６年 ２月 ７日（金）午前 ９時００分から 

平成２６年 ２月１２日（水）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２６年 ２月１３日（木）午前 １０時３０分  

支払い条件 前金払 する（各年） 部分払 ４回以内 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当する 

注意事項 

（１）入札参加にあたっては、公告本文の記載事項を確認すること。特に、工事費内訳書 

  の作成及び提出、現場代理人の工事現場への常駐並びに最高請負実績額に係る適格性 

  の審査について、公告本文（３（４）、８（９）及び８（１０））に記載があるので 

  留意すること。 

（２）消費税率８％適用に伴う入札金額、予定価格、最低制限価格、前払金及び部分払金 

  の取扱いについて、それぞれ公告本文（３（５）、３（６）、５（１）、７（２）及 

  び７（３））に記載があるので留意すること。 

工事担当課 環境創造局管路整備課 電話 ０４５－６７１－３５７１ 

契約事務担当課 財政局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６ 
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契約番号 １３３２０１００６５ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
神奈川土木管内下水道修繕工事（その６） 

施工場所 
神奈川土木管内一円 

工事概要 

本管修繕工（Φ２５０ｍｍ、Ｌ＝９ｍ）、塩ビ取付管修繕工（Φ１５０ｍｍ～Φ２００ 

ｍｍ、１３か所）、人孔修繕工（人孔蓋枠）７か所 ほか 

工期 契約締結の日から平成２６年 ９月３０日まで 

予定価格 １１，０９０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

登録工種 土木 

格付等級 【土木：Ｃ】 

登録細目 【土木：一般土木工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

土木工事業に係る主任技術者を施工現場に配置すること。 

当該技術者は開札日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、（２）当該雇用期

間が３か月間経過しており、（３）専任配置を要する他の工事に専任の技術者として従事して

いない者でなければならない。  

その他 

次の入札参加資格を全て満たす者であること。（詳細は公告本文１（４）参照） 

（１）主たる営業所の所在地が、鶴見区又は神奈川区内のいずれかであること。 

（２）有資格者名簿において企業規模が「中小企業」であること。 

（３）現場代理人は、開札日において、直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、かつ、当該 

  雇用期間が３か月間経過している者であること。 

提出書類 

（１）配置主任技術者・現場代理人（変更）届出書（第７号様式） （２）（１）に記載 

した資格を証明する書類（建設業法に定める技術検定の合格証明書の写し等） （３）配 

置する技術者及び現場代理人の雇用（期間）が確認できる書類（健康保険被保険者証の写 

し又は雇用保険被保険者証の写し等） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２６年 ２月 ７日（金）午前 ９時００分から 

平成２６年 ２月１２日（水）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２６年 ２月１３日（木）午前 １０時４５分  

支払い条件 前金払 する（各年） 部分払 しない 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当しない 

注意事項 

※次頁のとおり 

本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は１頁目です。） 

工事担当課 神奈川区神奈川土木事務所 電話 ０４５－４９１－３３６３ 

契約事務担当課 財政局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６ 
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契約番号 １３３２０１００６５ 

工事件名 
神奈川土木管内下水道修繕工事（その６） 

入 

 

札 

 

に 

 

係 

 

る 

 

必 

 

要 

 

事 

 

項 

【注意事項】 

（１）入札参加にあたっては、公告本文の記載事項を確認すること。特に、工事費内訳書 

  の作成及び提出、現場代理人の工事現場への常駐並びに最高請負実績額に係る適格性 

  の審査について、公告本文（３（４）、８（９）及び８（１０））に記載があるので 

  留意すること。 

（２）消費税率８％適用に伴う入札金額、予定価格、最低制限価格、前払金及び部分払金 

  の取扱いについて、それぞれ公告本文（３（５）、３（６）、５（１）、７（２）及 

  び７（３））に記載があるので留意すること。 

（３）入札取扱要綱第２５条第１項第１２号の規定に基づき、開札日において、次の工事 

  を契約しているとき（落札決定通知書の送付を受けているときを含む。）は、本件工 

  事の契約を締結できない（ただし、完成検査が完了している場合はこの限りでない。 

  ）。 

  ア 神奈川土木管内下水道修繕工事（その３） 

  イ 神奈川土木管内下水道修繕工事（その４） 

  ウ 神奈川土木管内下水道修繕工事（その５） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は２頁目です。） 

この頁に記載されていない事項については、１頁目をご確認ください。 
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契約番号 １３３２０１００６６ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
神奈川土木管内河川水路維持工事（その４） 

施工場所 
神奈川土木管内一円 

工事概要 

河川しゅんせつ工５０ｍ３、水路しゅんせつ工６０ｍ３、河川除草工１，０００ｍ２、水 

路除草工８００ｍ２ ほか 

工期 契約締結の日から平成２６年 ７月３１日まで 

予定価格 ５，３９０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

登録工種 土木又はとび・土工 

格付等級 【土木：Ｃ】又は【とび・土工：－】 

登録細目 【土木：一般土木工事】又は【とび・土工：とび・土工工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

土木工事業又はとび・土工工事業に係る主任技術者を施工現場に配置すること。 

当該技術者は開札日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、（２）当該雇用期

間が３か月間経過しており、（３）専任配置を要する他の工事に専任の技術者として従事して

いない者でなければならない。  

その他 

次の入札参加資格を全て満たす者であること。（詳細は公告本文１（４）参照） 

（１）主たる営業所の所在地が、鶴見区又は神奈川区内のいずれかであること。 

（２）有資格者名簿において企業規模が「中小企業」であること。 

（３）現場代理人は、開札日において、直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、かつ、当該 

  雇用期間が３か月間経過している者であること。 

提出書類 

（１）配置主任技術者・現場代理人（変更）届出書（第７号様式） （２）（１）に記載 

した資格を証明する書類（建設業法に定める技術検定の合格証明書の写し等） （３）配 

置する技術者及び現場代理人の雇用（期間）が確認できる書類（健康保険被保険者証の写 

し又は雇用保険被保険者証の写し等） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２６年 ２月 ７日（金）午前 ９時００分から 

平成２６年 ２月１２日（水）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２６年 ２月１３日（木）午前 １１時００分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 しない 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当しない 

注意事項 

※次頁のとおり 

本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は１頁目です。） 

工事担当課 神奈川区神奈川土木事務所 電話 ０４５－４９１－３３６３ 

契約事務担当課 財政局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６ 
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契約番号 １３３２０１００６６ 

工事件名 
神奈川土木管内河川水路維持工事（その４） 

入 

 

札 

 

に 

 

係 

 

る 

 

必 

 

要 

 

事 

 

項 

【注意事項】 

（１）入札参加にあたっては、公告本文の記載事項を確認すること。特に、工事費内訳書 

  の作成及び提出、現場代理人の工事現場への常駐並びに最高請負実績額に係る適格性 

  の審査について、公告本文（３（４）、８（９）及び８（１０））に記載があるので 

  留意すること。 

（２）消費税率８％適用に伴う入札金額、予定価格、最低制限価格、前払金及び部分払金 

  の取扱いについて、それぞれ公告本文（３（５）、３（６）、５（１）、７（２）及 

  び７（３））に記載があるので留意すること。 

（３）入札取扱要綱第２５条第１項第１２号の規定に基づき、開札日において、次の工事 

  を契約しているとき（落札決定通知書の送付を受けているときを含む。）は、本件工 

  事の契約を締結できない（ただし、完成検査が完了している場合はこの限りでない。 

  ）。 

  ア 神奈川土木管内河川水路維持工事 

  イ 神奈川土木管内河川水路維持工事（その２） 

  ウ 神奈川土木管内河川水路維持工事（その３） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は２頁目です。） 

この頁に記載されていない事項については、１頁目をご確認ください。 
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契約番号 １３３３０１００４０ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
西土木管内下水道修繕工事（その６） 

施工場所 
西土木管内一円 

工事概要 

塩ビ管修繕工（Φ２５０ｍｍ、Ｌ＝１２ｍ）、塩ビ取付管修繕工（Φ１５０ｍｍ～ 

Φ２００ｍｍ、１２か所）、人孔蓋枠撤去・設置修繕工７か所 ほか 

工期 契約締結の日から平成２６年 ９月３０日まで 

予定価格 ９，２５０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

登録工種 土木 

格付等級 【土木：Ｃ】 

登録細目 【土木：一般土木工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

土木工事業に係る主任技術者を施工現場に配置すること。 

当該技術者は開札日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、（２）当該雇用期

間が３か月間経過しており、（３）専任配置を要する他の工事に専任の技術者として従事して

いない者でなければならない。  

その他 

次の入札参加資格を全て満たす者であること。（詳細は公告本文１（４）参照） 

（１）主たる営業所の所在地が、西区、中区又は保土ケ谷区内のいずれかであること。 

（２）有資格者名簿において企業規模が「中小企業」であること。 

（３）現場代理人は、開札日において、直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、かつ、当該 

  雇用期間が３か月間経過している者であること。 

提出書類 

（１）配置主任技術者・現場代理人（変更）届出書（第７号様式） （２）（１）に記載 

した資格を証明する書類（建設業法に定める技術検定の合格証明書の写し等） （３）配 

置する技術者及び現場代理人の雇用（期間）が確認できる書類（健康保険被保険者証の写 

し又は雇用保険被保険者証の写し等） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２６年 ２月 ７日（金）午前 ９時００分から 

平成２６年 ２月１２日（水）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２６年 ２月１３日（木）午前 １１時００分  

支払い条件 前金払 する（各年） 部分払 しない 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当しない 

注意事項 

※次頁のとおり 

本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は１頁目です。） 

工事担当課 西区西土木事務所 電話 ０４５－２４２－１３１３ 

契約事務担当課 財政局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６ 
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契約番号 １３３３０１００４０ 

工事件名 
西土木管内下水道修繕工事（その６） 

入 

 

札 

 

に 

 

係 

 

る 

 

必 

 

要 

 

事 

 

項 

【注意事項】 

（１）入札参加にあたっては、公告本文の記載事項を確認すること。特に、工事費内訳書 

  の作成及び提出、現場代理人の工事現場への常駐並びに最高請負実績額に係る適格性 

  の審査について、公告本文（３（４）、８（９）及び８（１０））に記載があるので 

  留意すること。 

（２）消費税率８％適用に伴う入札金額、予定価格、最低制限価格、前払金及び部分払金 

  の取扱いについて、それぞれ公告本文（３（５）、３（６）、５（１）、７（２）及 

  び７（３））に記載があるので留意すること。 

（３）入札取扱要綱第２５条第１項第１２号の規定に基づき、開札日において、次の工事 

  を契約しているとき（落札決定通知書の送付を受けているときを含む。）は、本件工 

  事の契約を締結できない（ただし、完成検査が完了している場合はこの限りでない。 

  ）。 

  ア 西土木管内下水道修繕工事（その３） 

  イ 西土木管内下水道修繕工事（その４） 

  ウ 西土木管内下水道修繕工事（その５） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は２頁目です。） 

この頁に記載されていない事項については、１頁目をご確認ください。 
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契約番号 １３３４０１００５６ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
中土木管内下水道修繕工事（その７） 

施工場所 
中土木管内一円 

工事概要 

塩ビ取付管修繕工（Φ１５０ｍｍ～Φ２００ｍｍ、１７か所）、人孔蓋枠等修繕工１４か 

所、雨水桝修繕工３か所 ほか 

工期 契約締結の日から平成２６年 ９月３０日まで 

予定価格 １１，３４０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

登録工種 土木 

格付等級 【土木：Ｃ】 

登録細目 【土木：一般土木工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

土木工事業に係る主任技術者を施工現場に配置すること。 

当該技術者は開札日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、（２）当該雇用期

間が３か月間経過しており、（３）専任配置を要する他の工事に専任の技術者として従事して

いない者でなければならない。  

その他 

次の入札参加資格を全て満たす者であること。（詳細は公告本文１（４）参照） 

（１）主たる営業所の所在地が、西区、中区又は磯子区内のいずれかであること。 

（２）次のア又はイのいずれかの入札参加資格を満たす者であること。 

  ア 平成２４年度又は平成２５年度の土木・造園部門に係る優良工事表彰事業者であ 

   ること。    

  イ 平成２４年１月１日から平成２５年１２月３１日までの間の最新月に完成した工 

   種「土木」に係る工事成績が７５点以上の者であること。  

（３）有資格者名簿において企業規模が「中小企業」であること。 

（４）現場代理人は、開札日において、直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、かつ、当該 

  雇用期間が３か月間経過している者であること。 

提出書類 

（１）配置主任技術者・現場代理人（変更）届出書（第７号様式） （２）（１）に記載 

した資格を証明する書類（建設業法に定める技術検定の合格証明書の写し等） （３）配 

置する技術者及び現場代理人の雇用（期間）が確認できる書類（健康保険被保険者証の写 

し又は雇用保険被保険者証の写し等） （４）入札参加資格その他（２）イの場合、工事 

完成検査結果通知書の写し 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２６年 ２月 ７日（金）午前 ９時００分から 

平成２６年 ２月１２日（水）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２６年 ２月１３日（木）午前 １１時１５分  

支払い条件 前金払 する（各年） 部分払 しない 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当しない 

注意事項 

※次頁のとおり 

本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は１頁目です。） 

工事担当課 中区中土木事務所 電話 ０４５－６４１－７６８１ 

契約事務担当課 財政局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６ 

 



横浜市報調達公告版 

第４号 平成26年１月28日発行 

15 

 

契約番号 １３３４０１００５６ 

工事件名 
中土木管内下水道修繕工事（その７） 

入 

 

札 

 

に 

 

係 

 

る 

 

必 

 

要 

 

事 

 

項 

【注意事項】 

（１）入札参加にあたっては、公告本文の記載事項を確認すること。特に、工事費内訳書 

  の作成及び提出、現場代理人の工事現場への常駐並びに最高請負実績額に係る適格性 

  の審査について、公告本文（３（４）、８（９）及び８（１０））に記載があるので 

  留意すること。 

（２）消費税率８％適用に伴う入札金額、予定価格、最低制限価格、前払金及び部分払金 

  の取扱いについて、それぞれ公告本文（３（５）、３（６）、５（１）、７（２）及 

  び７（３））に記載があるので留意すること。 

（３）入札取扱要綱第２５条第１項第１２号の規定に基づき、開札日において、次の工事 

  を契約しているとき（落札決定通知書の送付を受けているときを含む。）は、本件工 

  事の契約を締結できない（ただし、完成検査が完了している場合はこの限りでない。 

  ）。 

  ア 中土木管内下水道修繕工事（その３） 

  イ 中土木管内下水道修繕工事（その４） 

  ウ 中土木管内下水道修繕工事（その５） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は２頁目です。） 

この頁に記載されていない事項については、１頁目をご確認ください。 
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契約番号 １３３５０１００４５ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
南土木管内下水道修繕工事（その６） 

施工場所 
南土木管内一円 

工事概要 

本管修繕工（Φ２５０ｍｍ、Ｌ＝６ｍ）、塩ビ取付管修繕工（Φ１５０ｍｍ～Φ２００ 

ｍｍ、１０か所）、人孔蓋枠修繕工１５か所 

工期 契約締結の日から平成２６年 ９月３０日まで 

予定価格 １１，１１０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

登録工種 土木 

格付等級 【土木：Ｃ】 

登録細目 【土木：一般土木工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

土木工事業に係る主任技術者を施工現場に配置すること。 

当該技術者は開札日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、（２）当該雇用期

間が３か月間経過しており、（３）専任配置を要する他の工事に専任の技術者として従事して

いない者でなければならない。  

その他 

次の入札参加資格を全て満たす者であること。（詳細は公告本文１（４）参照） 

（１）主たる営業所の所在地が、南区又は保土ケ谷区内のいずれかであること。 

（２）有資格者名簿において企業規模が「中小企業」であること。 

（３）現場代理人は、開札日において、直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、かつ、当該 

  雇用期間が３か月間経過している者であること。 

提出書類 

（１）配置主任技術者・現場代理人（変更）届出書（第７号様式） （２）（１）に記載 

した資格を証明する書類（建設業法に定める技術検定の合格証明書の写し等） （３）配 

置する技術者及び現場代理人の雇用（期間）が確認できる書類（健康保険被保険者証の写 

し又は雇用保険被保険者証の写し等） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２６年 ２月 ７日（金）午前 ９時００分から 

平成２６年 ２月１２日（水）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２６年 ２月１３日（木）午前 １１時１５分  

支払い条件 前金払 する（各年） 部分払 しない 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当しない 

注意事項 

※次頁のとおり 

本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は１頁目です。） 

工事担当課 南区南土木事務所 電話 ０４５－７４１－３１２４ 

契約事務担当課 財政局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６ 
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契約番号 １３３５０１００４５ 

工事件名 
南土木管内下水道修繕工事（その６） 

入 

 

札 

 

に 

 

係 

 

る 

 

必 

 

要 

 

事 

 

項 

【注意事項】 

（１）入札参加にあたっては、公告本文の記載事項を確認すること。特に、工事費内訳書 

  の作成及び提出、現場代理人の工事現場への常駐並びに最高請負実績額に係る適格性 

  の審査について、公告本文（３（４）、８（９）及び８（１０））に記載があるので 

  留意すること。 

（２）消費税率８％適用に伴う入札金額、予定価格、最低制限価格、前払金及び部分払金 

  の取扱いについて、それぞれ公告本文（３（５）、３（６）、５（１）、７（２）及 

  び７（３））に記載があるので留意すること。 

（３）入札取扱要綱第２５条第１項第１２号の規定に基づき、開札日において、次の工事 

  を契約しているとき（落札決定通知書の送付を受けているときを含む。）は、本件工 

  事の契約を締結できない（ただし、完成検査が完了している場合はこの限りでない。 

  ）。 

  ア 南土木管内下水道修繕工事（その２） 

  イ 南土木管内下水道修繕工事（その３） 

  ウ 南土木管内下水道修繕工事（その４） 

  エ 南土木管内下水道修繕工事（その５） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は２頁目です。） 

この頁に記載されていない事項については、１頁目をご確認ください。 

 



横浜市報調達公告版 

第４号 平成26年１月28日発行 

18 

 

契約番号 １３３６０１００５９ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
港南土木管内下水道修繕工事（その５） 

施工場所 
港南土木管内一円 

工事概要 

本管修繕工（Φ２５０ｍｍ、Ｌ＝１５ｍ）、塩ビ取付管修繕工（Φ１５０ｍｍ～Φ２００ 

ｍｍ、１４か所）、人孔修繕工２７か所 ほか 

工期 契約締結の日から平成２６年 ９月３０日まで 

予定価格 １３，８８０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

登録工種 土木 

格付等級 【土木：Ｃ】 

登録細目 【土木：一般土木工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

土木工事業に係る主任技術者を施工現場に配置すること。 

当該技術者は開札日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、（２）当該雇用期

間が３か月間経過しており、（３）専任配置を要する他の工事に専任の技術者として従事して

いない者でなければならない。  

その他 

次の入札参加資格を全て満たす者であること。（詳細は公告本文１（４）参照） 

（１）主たる営業所の所在地が、港南区又は戸塚区内のいずれかであること。 

（２）有資格者名簿において企業規模が「中小企業」であること。 

（３）現場代理人は、開札日において、直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、かつ、当該 

  雇用期間が３か月間経過している者であること。 

提出書類 

（１）配置主任技術者・現場代理人（変更）届出書（第７号様式） （２）（１）に記載 

した資格を証明する書類（建設業法に定める技術検定の合格証明書の写し等） （３）配 

置する技術者及び現場代理人の雇用（期間）が確認できる書類（健康保険被保険者証の写 

し又は雇用保険被保険者証の写し等） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２６年 ２月 ７日（金）午前 ９時００分から 

平成２６年 ２月１２日（水）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２６年 ２月１３日（木）午前 １１時３０分  

支払い条件 前金払 する（各年） 部分払 しない 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当しない 

注意事項 

※次頁のとおり 

本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は１頁目です。） 

工事担当課 港南区港南土木事務所 電話 ０４５－８４３－３７１１ 

契約事務担当課 財政局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６ 
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契約番号 １３３６０１００５９ 

工事件名 
港南土木管内下水道修繕工事（その５） 

入 

 

札 

 

に 

 

係 

 

る 

 

必 

 

要 

 

事 

 

項 

【注意事項】 

（１）入札参加にあたっては、公告本文の記載事項を確認すること。特に、工事費内訳書 

  の作成及び提出、現場代理人の工事現場への常駐並びに最高請負実績額に係る適格性 

  の審査について、公告本文（３（４）、８（９）及び８（１０））に記載があるので 

  留意すること。 

（２）消費税率８％適用に伴う入札金額、予定価格、最低制限価格、前払金及び部分払金 

  の取扱いについて、それぞれ公告本文（３（５）、３（６）、５（１）、７（２）及 

  び７（３））に記載があるので留意すること。 

（３）入札取扱要綱第２５条第１項第１２号の規定に基づき、開札日において、次の工事 

  を契約しているとき（落札決定通知書の送付を受けているときを含む。）は、本件工 

  事の契約を締結できない（ただし、完成検査が完了している場合はこの限りでない。 

  ）。 

  ア 港南土木管内下水道修繕工事（その３） 

  イ 港南土木管内下水道修繕工事（その４） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は２頁目です。） 

この頁に記載されていない事項については、１頁目をご確認ください。 
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契約番号 １３３６０１００５８ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
港南土木管内河川・水路維持工事（その３） 

施工場所 
港南土木管内一円 

工事概要 

側溝清掃工Ｌ＝２００ｍ、転落防止柵工Ｌ＝３０ｍ、Ｕ型側溝工Ｌ＝２０ｍ ほか 

工期 契約締結の日から平成２６年 ９月 １日まで 

予定価格 ４，６２０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

登録工種 土木又はとび・土工 

格付等級 【土木：Ｃ】又は【とび・土工：－】 

登録細目 【土木：一般土木工事】又は【とび・土工：とび・土工工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

土木工事業又はとび・土工工事業に係る主任技術者を施工現場に配置すること。 

当該技術者は開札日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、（２）当該雇用期

間が３か月間経過しており、（３）専任配置を要する他の工事に専任の技術者として従事して

いない者でなければならない。  

その他 

次の入札参加資格を全て満たす者であること。（詳細は公告本文１（４）参照） 

（１）主たる営業所の所在地が、港南区又は戸塚区内のいずれかであること。 

（２）有資格者名簿において企業規模が「中小企業」であること。 

（３）現場代理人は、開札日において、直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、かつ、当該 

  雇用期間が３か月間経過している者であること。 

提出書類 

（１）配置主任技術者・現場代理人（変更）届出書（第７号様式） （２）（１）に記載 

した資格を証明する書類（建設業法に定める技術検定の合格証明書の写し等） （３）配 

置する技術者及び現場代理人の雇用（期間）が確認できる書類（健康保険被保険者証の写 

し又は雇用保険被保険者証の写し等） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２６年 ２月 ７日（金）午前 ９時００分から 

平成２６年 ２月１２日（水）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２６年 ２月１３日（木）午前 １１時３０分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 しない 契約保証 免除 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当しない 

注意事項 

※次頁のとおり 

本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は１頁目です。） 

工事担当課 港南区港南土木事務所 電話 ０４５－８４３－３７１１ 

契約事務担当課 財政局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６ 
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契約番号 １３３６０１００５８ 

工事件名 
港南土木管内河川・水路維持工事（その３） 

入 

 

札 

 

に 

 

係 

 

る 

 

必 

 

要 

 

事 

 

項 

【注意事項】 

（１）入札参加にあたっては、公告本文の記載事項を確認すること。特に、工事費内訳書 

  の作成及び提出、現場代理人の工事現場への常駐並びに最高請負実績額に係る適格性 

  の審査について、公告本文（３（４）、８（９）及び８（１０））に記載があるので 

  留意すること。 

（２）消費税率８％適用に伴う入札金額、予定価格、最低制限価格、前払金及び部分払金 

  の取扱いについて、それぞれ公告本文（３（５）、３（６）、５（１）、７（２）及 

  び７（３））に記載があるので留意すること。 

（３）入札取扱要綱第２５条第１項第１２号の規定に基づき、開札日において、次の工事 

  を契約しているとき（落札決定通知書の送付を受けているときを含む。）は、本件工 

  事の契約を締結できない（ただし、完成検査が完了している場合はこの限りでない。 

  ）。 

   港南土木管内河川・水路維持工事（その２） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は２頁目です。） 

この頁に記載されていない事項については、１頁目をご確認ください。 
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契約番号 １３３７０１００６９ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
保土ケ谷土木管内下水道修繕工事（その４） 

施工場所 
保土ケ谷土木管内一円 

工事概要 

本管修繕工（Φ２５０ｍｍ、Ｌ＝１０ｍ）、塩ビ取付管修繕工（Φ１５０ｍｍ～Φ２００ 

ｍｍ、６か所）、人孔修繕工２４か所 ほか 

工期 契約締結の日から平成２６年 ７月３１日まで 

予定価格 １１，１００，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

登録工種 土木 

格付等級 【土木：Ｃ】 

登録細目 【土木：一般土木工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

土木工事業に係る主任技術者を施工現場に配置すること。 

当該技術者は開札日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、（２）当該雇用期

間が３か月間経過しており、（３）専任配置を要する他の工事に専任の技術者として従事して

いない者でなければならない。  

その他 

次の入札参加資格を全て満たす者であること。（詳細は公告本文１（４）参照） 

（１）主たる営業所の所在地が、神奈川区又は保土ケ谷区内のいずれかであること。 

（２）有資格者名簿において企業規模が「中小企業」であること。 

（３）現場代理人は、開札日において、直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、かつ、当該 

  雇用期間が３か月間経過している者であること。 

提出書類 

（１）配置主任技術者・現場代理人（変更）届出書（第７号様式） （２）（１）に記載 

した資格を証明する書類（建設業法に定める技術検定の合格証明書の写し等） （３）配 

置する技術者及び現場代理人の雇用（期間）が確認できる書類（健康保険被保険者証の写 

し又は雇用保険被保険者証の写し等） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２６年 ２月 ７日（金）午前 ９時００分から 

平成２６年 ２月１２日（水）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２６年 ２月１３日（木）午後 １時１５分  

支払い条件 前金払 する（各年） 部分払 しない 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当しない 

注意事項 

※次頁のとおり 

本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は１頁目です。） 

工事担当課 保土ケ谷区保土ケ谷土木事務所 電話 ０４５－３３１－４４４５ 

契約事務担当課 財政局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６ 
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契約番号 １３３７０１００６９ 

工事件名 
保土ケ谷土木管内下水道修繕工事（その４） 

入 

 

札 

 

に 

 

係 

 

る 

 

必 

 

要 

 

事 

 

項 

【注意事項】 

（１）入札参加にあたっては、公告本文の記載事項を確認すること。特に、工事費内訳書 

  の作成及び提出、現場代理人の工事現場への常駐並びに最高請負実績額に係る適格性 

  の審査について、公告本文（３（４）、８（９）及び８（１０））に記載があるので 

  留意すること。 

（２）消費税率８％適用に伴う入札金額、予定価格、最低制限価格、前払金及び部分払金 

  の取扱いについて、それぞれ公告本文（３（５）、３（６）、５（１）、７（２）及 

  び７（３））に記載があるので留意すること。 

（３）入札取扱要綱第２５条第１項第１２号の規定に基づき、開札日において、次の工事 

  を契約しているとき（落札決定通知書の送付を受けているときを含む。）は、本件工 

  事の契約を締結できない（ただし、完成検査が完了している場合はこの限りでない。 

  ）。 

  ア 保土ケ谷土木管内下水道修繕工事（その２） 

  イ 保土ケ谷土木管内下水道修繕工事（その３） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は２頁目です。） 

この頁に記載されていない事項については、１頁目をご確認ください。 
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契約番号 １３３７０１００７０ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
保土ケ谷土木管内河川・水路維持工事（その３） 

施工場所 
保土ケ谷土木管内一円 

工事概要 

Ｕ型側溝築造工Ｌ＝４０ｍ、防護柵設置工Ｌ＝４０ｍ、アスファルト舗装工３０ｍ２ ほ 

か 

工期 契約締結の日から平成２６年１０月３１日まで 

予定価格 ４，５８０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

登録工種 土木又はとび・土工 

格付等級 【土木：Ｃ】又は【とび・土工：－】 

登録細目 【土木：一般土木工事】又は【とび・土工：とび・土工工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

土木工事業又はとび・土工工事業に係る主任技術者を施工現場に配置すること。 

当該技術者は開札日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、（２）当該雇用期

間が３か月間経過しており、（３）専任配置を要する他の工事に専任の技術者として従事して

いない者でなければならない。  

その他 

次の入札参加資格を全て満たす者であること。（詳細は公告本文１（４）参照） 

（１）主たる営業所の所在地が、神奈川区又は保土ケ谷区内のいずれかであること。 

（２）有資格者名簿において企業規模が「中小企業」であること。 

（３）現場代理人は、開札日において、直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、かつ、当該 

  雇用期間が３か月間経過している者であること。 

提出書類 

（１）配置主任技術者・現場代理人（変更）届出書（第７号様式） （２）（１）に記載 

した資格を証明する書類（建設業法に定める技術検定の合格証明書の写し等） （３）配 

置する技術者及び現場代理人の雇用（期間）が確認できる書類（健康保険被保険者証の写 

し又は雇用保険被保険者証の写し等） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２６年 ２月 ７日（金）午前 ９時００分から 

平成２６年 ２月１２日（水）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２６年 ２月１３日（木）午後 １時１５分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 しない 契約保証 免除 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当しない 

注意事項 

※次頁のとおり 

本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は１頁目です。） 

工事担当課 保土ケ谷区保土ケ谷土木事務所 電話 ０４５－３３１－４４４５ 

契約事務担当課 財政局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６ 
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契約番号 １３３７０１００７０ 

工事件名 
保土ケ谷土木管内河川・水路維持工事（その３） 

入 

 

札 

 

に 

 

係 

 

る 

 

必 

 

要 

 

事 

 

項 

【注意事項】 

（１）入札参加にあたっては、公告本文の記載事項を確認すること。特に、工事費内訳書 

  の作成及び提出、現場代理人の工事現場への常駐並びに最高請負実績額に係る適格性 

  の審査について、公告本文（３（４）、８（９）及び８（１０））に記載があるので 

  留意すること。 

（２）消費税率８％適用に伴う入札金額、予定価格、最低制限価格、前払金及び部分払金 

  の取扱いについて、それぞれ公告本文（３（５）、３（６）、５（１）、７（２）及 

  び７（３））に記載があるので留意すること。 

（３）入札取扱要綱第２５条第１項第１２号の規定に基づき、開札日において、次の工事 

  を契約しているとき（落札決定通知書の送付を受けているときを含む。）は、本件工 

  事の契約を締結できない（ただし、完成検査が完了している場合はこの限りでない。 

  ）。 

   保土ケ谷土木管内河川・水路維持工事 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は２頁目です。） 

この頁に記載されていない事項については、１頁目をご確認ください。 
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契約番号 １３３８０１００７１ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
旭土木管内下水道修繕工事（その３） 

施工場所 
旭土木管内一円 

工事概要 

本管修繕工（Φ２５０ｍｍ、Ｌ＝１６ｍ）、塩ビ取付管修繕工（Φ１５０ｍｍ～Φ２００ 

ｍｍ、９か所）、人孔修繕工１９か所 ほか 

工期 契約締結の日から平成２６年１０月３１日まで 

予定価格 １１，１１０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

登録工種 土木 

格付等級 【土木：Ｃ】 

登録細目 【土木：一般土木工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

土木工事業に係る主任技術者を施工現場に配置すること。 

当該技術者は開札日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、（２）当該雇用期

間が３か月間経過しており、（３）専任配置を要する他の工事に専任の技術者として従事して

いない者でなければならない。  

その他 

次の入札参加資格を全て満たす者であること。（詳細は公告本文１（４）参照） 

（１）主たる営業所の所在地が、旭区又は瀬谷区内のいずれかであること。 

（２）有資格者名簿において企業規模が「中小企業」であること。 

（３）現場代理人は、開札日において、直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、かつ、当該 

  雇用期間が３か月間経過している者であること。 

提出書類 

（１）配置主任技術者・現場代理人（変更）届出書（第７号様式） （２）（１）に記載 

した資格を証明する書類（建設業法に定める技術検定の合格証明書の写し等） （３）配 

置する技術者及び現場代理人の雇用（期間）が確認できる書類（健康保険被保険者証の写 

し又は雇用保険被保険者証の写し等） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２６年 ２月 ７日（金）午前 ９時００分から 

平成２６年 ２月１２日（水）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２６年 ２月１３日（木）午後 １時１５分  

支払い条件 前金払 する（各年） 部分払 しない 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当しない 

注意事項 

※次頁のとおり 

本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は１頁目です。） 

工事担当課 旭区旭土木事務所 電話 ０４５－９５３－８８０６ 

契約事務担当課 財政局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６ 
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契約番号 １３３８０１００７１ 

工事件名 
旭土木管内下水道修繕工事（その３） 

入 

 

札 

 

に 

 

係 

 

る 

 

必 

 

要 

 

事 

 

項 

【注意事項】 

（１）入札参加にあたっては、公告本文の記載事項を確認すること。特に、工事費内訳書 

  の作成及び提出、現場代理人の工事現場への常駐並びに最高請負実績額に係る適格性 

  の審査について、公告本文（３（４）、８（９）及び８（１０））に記載があるので 

  留意すること。 

（２）消費税率８％適用に伴う入札金額、予定価格、最低制限価格、前払金及び部分払金 

  の取扱いについて、それぞれ公告本文（３（５）、３（６）、５（１）、７（２）及 

  び７（３））に記載があるので留意すること。 

（３）入札取扱要綱第２５条第１項第１２号の規定に基づき、開札日において、次の工事 

  を契約しているとき（落札決定通知書の送付を受けているときを含む。）は、本件工 

  事の契約を締結できない（ただし、完成検査が完了している場合はこの限りでない。 

  ）。 

   旭土木管内下水道修繕工事（その２） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は２頁目です。） 

この頁に記載されていない事項については、１頁目をご確認ください。 
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契約番号 １３３８０１００７２ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
旭土木管内河川水路維持工事（その５） 

施工場所 
旭土木管内一円 

工事概要 

河川しゅんせつ工２０ｍ３、水路しゅんせつ工２０ｍ３、排水溝清掃工Ｌ＝１００ｍ、転 

落防止柵工Ｌ＝１０ｍ ほか 

工期 契約締結の日から平成２６年１０月３１日まで 

予定価格 ４，６１０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

登録工種 土木又はとび・土工 

格付等級 【土木：Ｃ】又は【とび・土工：－】 

登録細目 【土木：一般土木工事】又は【とび・土工：とび・土工工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

土木工事業又はとび・土工工事業に係る主任技術者を施工現場に配置すること。 

当該技術者は開札日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、（２）当該雇用期

間が３か月間経過しており、（３）専任配置を要する他の工事に専任の技術者として従事して

いない者でなければならない。  

その他 

次の入札参加資格を全て満たす者であること。（詳細は公告本文１（４）参照） 

（１）主たる営業所の所在地が、旭区又は瀬谷区内のいずれかであること。 

（２）有資格者名簿において企業規模が「中小企業」であること。 

（３）現場代理人は、開札日において、直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、かつ、当該 

  雇用期間が３か月間経過している者であること。 

提出書類 

（１）配置主任技術者・現場代理人（変更）届出書（第７号様式） （２）（１）に記載 

した資格を証明する書類（建設業法に定める技術検定の合格証明書の写し等） （３）配 

置する技術者及び現場代理人の雇用（期間）が確認できる書類（健康保険被保険者証の写 

し又は雇用保険被保険者証の写し等） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２６年 ２月 ７日（金）午前 ９時００分から 

平成２６年 ２月１２日（水）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２６年 ２月１３日（木）午後 １時３０分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 しない 契約保証 免除 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当しない 

注意事項 

※次頁のとおり 

本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は１頁目です。） 

工事担当課 旭区旭土木事務所 電話 ０４５－９５３－８８０６ 

契約事務担当課 財政局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６ 
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契約番号 １３３８０１００７２ 

工事件名 
旭土木管内河川水路維持工事（その５） 

入 

 

札 

 

に 

 

係 

 

る 

 

必 

 

要 

 

事 

 

項 

【注意事項】 

（１）入札参加にあたっては、公告本文の記載事項を確認すること。特に、工事費内訳書 

  の作成及び提出、現場代理人の工事現場への常駐並びに最高請負実績額に係る適格性 

  の審査について、公告本文（３（４）、８（９）及び８（１０））に記載があるので 

  留意すること。 

（２）消費税率８％適用に伴う入札金額、予定価格、最低制限価格、前払金及び部分払金 

  の取扱いについて、それぞれ公告本文（３（５）、３（６）、５（１）、７（２）及 

  び７（３））に記載があるので留意すること。 

（３）入札取扱要綱第２５条第１項第１２号の規定に基づき、開札日において、次の工事 

  を契約しているとき（落札決定通知書の送付を受けているときを含む。）は、本件工 

  事の契約を締結できない（ただし、完成検査が完了している場合はこの限りでない。 

  ）。 

  ア 旭土木管内河川水路維持工事（その１） 

  イ 旭土木管内河川水路維持工事（その２） 

  ウ 旭土木管内河川水路維持工事（その３） 

  エ 旭土木管内河川水路維持工事（その４） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は２頁目です。） 

この頁に記載されていない事項については、１頁目をご確認ください。 
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契約番号 １３３９０１００６０ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
磯子土木管内下水道修繕工事（その３） 

施工場所 
磯子土木管内一円 

工事概要 

本管修繕工（Φ２５０ｍｍ、Ｌ＝１３ｍ）、塩ビ取付管修繕工（Φ１５０ｍｍ～Φ２００ 

ｍｍ、１４か所）、人孔修繕工８か所 ほか 

工期 契約締結の日から平成２６年 ９月３０日まで 

予定価格 １０，１６０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

登録工種 土木 

格付等級 【土木：Ｃ】 

登録細目 【土木：一般土木工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

土木工事業に係る主任技術者を施工現場に配置すること。 

当該技術者は開札日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、（２）当該雇用期

間が３か月間経過しており、（３）専任配置を要する他の工事に専任の技術者として従事して

いない者でなければならない。  

その他 

次の入札参加資格を全て満たす者であること。（詳細は公告本文１（４）参照） 

（１）主たる営業所の所在地が、港南区、磯子区又は金沢区内のいずれかであること。 

（２）有資格者名簿において企業規模が「中小企業」であること。 

（３）現場代理人は、開札日において、直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、かつ、当該 

  雇用期間が３か月間経過している者であること。 

提出書類 

（１）配置主任技術者・現場代理人（変更）届出書（第７号様式） （２）（１）に記載 

した資格を証明する書類（建設業法に定める技術検定の合格証明書の写し等） （３）配 

置する技術者及び現場代理人の雇用（期間）が確認できる書類（健康保険被保険者証の写 

し又は雇用保険被保険者証の写し等） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２６年 ２月 ７日（金）午前 ９時００分から 

平成２６年 ２月１２日（水）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２６年 ２月１３日（木）午後 １時３０分  

支払い条件 前金払 する（各年） 部分払 しない 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当しない 

注意事項 

※次頁のとおり 

本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は１頁目です。） 

工事担当課 磯子区磯子土木事務所 電話 ０４５－７６１－００８１ 

契約事務担当課 財政局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６ 
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契約番号 １３３９０１００６０ 

工事件名 
磯子土木管内下水道修繕工事（その３） 

入 

 

札 

 

に 

 

係 

 

る 

 

必 

 

要 

 

事 

 

項 

【注意事項】 

（１）入札参加にあたっては、公告本文の記載事項を確認すること。特に、工事費内訳書 

  の作成及び提出、現場代理人の工事現場への常駐並びに最高請負実績額に係る適格性 

  の審査について、公告本文（３（４）、８（９）及び８（１０））に記載があるので 

  留意すること。 

（２）消費税率８％適用に伴う入札金額、予定価格、最低制限価格、前払金及び部分払金 

  の取扱いについて、それぞれ公告本文（３（５）、３（６）、５（１）、７（２）及 

  び７（３））に記載があるので留意すること。 

（３）入札取扱要綱第２５条第１項第１２号の規定に基づき、開札日において、次の工事 

  を契約しているとき（落札決定通知書の送付を受けているときを含む。）は、本件工 

  事の契約を締結できない（ただし、完成検査が完了している場合はこの限りでない。 

  ）。 

   磯子土木管内下水道修繕工事（その２） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は２頁目です。） 

この頁に記載されていない事項については、１頁目をご確認ください。 
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契約番号 １３３９０１００６１ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
磯子土木管内河川水路維持工事（その４） 

施工場所 
磯子土木管内一円 

工事概要 

側溝清掃工Ｌ＝４５ｍ、Ｕ型側溝据付工Ｌ＝５０ｍ、転落防止柵工Ｌ＝５０ｍ ほか 

工期 契約締結の日から平成２６年 ９月３０日まで 

予定価格 ４，６００，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

登録工種 土木又はとび・土工 

格付等級 【土木：Ｃ】又は【とび・土工：－】 

登録細目 【土木：一般土木工事】又は【とび・土工：とび・土工工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

土木工事業又はとび・土工工事業に係る主任技術者を施工現場に配置すること。 

当該技術者は開札日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、（２）当該雇用期

間が３か月間経過しており、（３）専任配置を要する他の工事に専任の技術者として従事して

いない者でなければならない。  

その他 

次の入札参加資格を全て満たす者であること。（詳細は公告本文１（４）参照） 

（１）主たる営業所の所在地が、港南区、磯子区又は金沢区内のいずれかであること。 

（２）有資格者名簿において企業規模が「中小企業」であること。 

（３）現場代理人は、開札日において、直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、かつ、当該 

  雇用期間が３か月間経過している者であること。 

提出書類 

（１）配置主任技術者・現場代理人（変更）届出書（第７号様式） （２）（１）に記載 

した資格を証明する書類（建設業法に定める技術検定の合格証明書の写し等） （３）配 

置する技術者及び現場代理人の雇用（期間）が確認できる書類（健康保険被保険者証の写 

し又は雇用保険被保険者証の写し等） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２６年 ２月 ７日（金）午前 ９時００分から 

平成２６年 ２月１２日（水）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２６年 ２月１３日（木）午後 １時３０分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 しない 契約保証 免除 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当しない 

注意事項 

※次頁のとおり 

本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は１頁目です。） 

工事担当課 磯子区磯子土木事務所 電話 ０４５－７６１－００８１ 

契約事務担当課 財政局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６ 
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契約番号 １３３９０１００６１ 

工事件名 
磯子土木管内河川水路維持工事（その４） 

入 

 

札 

 

に 

 

係 

 

る 

 

必 

 

要 

 

事 

 

項 

【注意事項】 

（１）入札参加にあたっては、公告本文の記載事項を確認すること。特に、工事費内訳書 

  の作成及び提出、現場代理人の工事現場への常駐並びに最高請負実績額に係る適格性 

  の審査について、公告本文（３（４）、８（９）及び８（１０））に記載があるので 

  留意すること。 

（２）消費税率８％適用に伴う入札金額、予定価格、最低制限価格、前払金及び部分払金 

  の取扱いについて、それぞれ公告本文（３（５）、３（６）、５（１）、７（２）及 

  び７（３））に記載があるので留意すること。 

（３）入札取扱要綱第２５条第１項第１２号の規定に基づき、開札日において、次の工事 

  を契約しているとき（落札決定通知書の送付を受けているときを含む。）は、本件工 

  事の契約を締結できない（ただし、完成検査が完了している場合はこの限りでない。 

  ）。 

  ア 磯子土木管内河川水路維持工事（その１） 

  イ 磯子土木管内河川水路維持工事（その２） 

  ウ 磯子土木管内河川水路維持工事（その３） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は２頁目です。） 

この頁に記載されていない事項については、１頁目をご確認ください。 
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契約番号 １３４００１００６５ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
金沢土木管内下水道修繕工事（その８） 

施工場所 
金沢土木管内一円 

工事概要 

本管修繕工（Φ２５０ｍｍ、Ｌ＝１２ｍ）、塩ビ取付管修繕工（Φ１５０ｍｍ～Φ２００ 

ｍｍ、１７か所）、人孔修繕工２３か所 ほか 

工期 契約締結の日から平成２６年 ９月３０日まで 

予定価格 １３，８８０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

登録工種 土木 

格付等級 【土木：Ｃ】 

登録細目 【土木：一般土木工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

土木工事業に係る主任技術者を施工現場に配置すること。 

当該技術者は開札日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、（２）当該雇用期

間が３か月間経過しており、（３）専任配置を要する他の工事に専任の技術者として従事して

いない者でなければならない。  

その他 

次の入札参加資格を全て満たす者であること。（詳細は公告本文１（４）参照） 

（１）主たる営業所の所在地が、磯子区、金沢区又は栄区内のいずれかであること。 

（２）次のア又はイのいずれかの入札参加資格を満たす者であること。 

  ア 平成２４年度又は平成２５年度の土木・造園部門に係る優良工事表彰事業者であ 

   ること。    

  イ 平成２４年１月１日から平成２５年１２月３１日までの間の最新月に完成した工 

   種「土木」に係る工事成績が７５点以上の者であること。  

（３）有資格者名簿において企業規模が「中小企業」であること。 

（４）現場代理人は、開札日において、直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、かつ、当該 

  雇用期間が３か月間経過している者であること。 

提出書類 

（１）配置主任技術者・現場代理人（変更）届出書（第７号様式） （２）（１）に記載 

した資格を証明する書類（建設業法に定める技術検定の合格証明書の写し等） （３）配 

置する技術者及び現場代理人の雇用（期間）が確認できる書類（健康保険被保険者証の写 

し又は雇用保険被保険者証の写し等） （４）入札参加資格その他（２）イの場合、工事 

完成検査結果通知書の写し 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２６年 ２月 ７日（金）午前 ９時００分から 

平成２６年 ２月１２日（水）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２６年 ２月１３日（木）午後 １時４５分  

支払い条件 前金払 する（各年） 部分払 しない 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当しない 

注意事項 

※次頁のとおり 

本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は１頁目です。） 

工事担当課 金沢区金沢土木事務所 電話 ０４５－７８１－２５１５ 

契約事務担当課 財政局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６ 
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契約番号 １３４００１００６５ 

工事件名 
金沢土木管内下水道修繕工事（その８） 

入 

 

札 
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要 

 

事 

 

項 

【注意事項】 

（１）入札参加にあたっては、公告本文の記載事項を確認すること。特に、工事費内訳書 

  の作成及び提出、現場代理人の工事現場への常駐並びに最高請負実績額に係る適格性 

  の審査について、公告本文（３（４）、８（９）及び８（１０））に記載があるので 

  留意すること。 

（２）消費税率８％適用に伴う入札金額、予定価格、最低制限価格、前払金及び部分払金 

  の取扱いについて、それぞれ公告本文（３（５）、３（６）、５（１）、７（２）及 

  び７（３））に記載があるので留意すること。 

（３）入札取扱要綱第２５条第１項第１２号の規定に基づき、開札日において、次の工事 

  を契約しているとき（落札決定通知書の送付を受けているときを含む。）は、本件工 

  事の契約を締結できない（ただし、完成検査が完了している場合はこの限りでない。 

  ）。 

  ア 金沢土木管内下水道修繕工事（その５） 

  イ 金沢土木管内下水道修繕工事（その６） 

  ウ 金沢土木管内下水道修繕工事（その７） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は２頁目です。） 

この頁に記載されていない事項については、１頁目をご確認ください。 
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契約番号 １３４００１００６６ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
金沢土木管内河川水路維持工事（その３） 

施工場所 
金沢土木管内一円 

工事概要 

水路しゅんせつ工２８ｍ３、Ｕ型側溝工Ｌ＝４０ｍ、転落防止柵撤去・設置工Ｌ＝９５ｍ 

 ほか 

工期 契約締結の日から平成２６年 ７月３１日まで 

予定価格 ４，６１０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

登録工種 土木又はとび・土工 

格付等級 【土木：Ｃ】又は【とび・土工：－】 

登録細目 【土木：一般土木工事】又は【とび・土工：とび・土工工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

土木工事業又はとび・土工工事業に係る主任技術者を施工現場に配置すること。 

当該技術者は開札日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、（２）当該雇用期

間が３か月間経過しており、（３）専任配置を要する他の工事に専任の技術者として従事して

いない者でなければならない。  

その他 

次の入札参加資格を全て満たす者であること。（詳細は公告本文１（４）参照） 

（１）主たる営業所の所在地が、磯子区、金沢区又は栄区内のいずれかであること。 

（２）有資格者名簿において企業規模が「中小企業」であること。 

（３）現場代理人は、開札日において、直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、かつ、当該 

  雇用期間が３か月間経過している者であること。 

提出書類 

（１）配置主任技術者・現場代理人（変更）届出書（第７号様式） （２）（１）に記載 

した資格を証明する書類（建設業法に定める技術検定の合格証明書の写し等） （３）配 

置する技術者及び現場代理人の雇用（期間）が確認できる書類（健康保険被保険者証の写 

し又は雇用保険被保険者証の写し等） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２６年 ２月 ７日（金）午前 ９時００分から 

平成２６年 ２月１２日（水）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２６年 ２月１３日（木）午後 １時４５分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 しない 契約保証 免除 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当しない 

注意事項 

※次頁のとおり 

本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は１頁目です。） 

工事担当課 金沢区金沢土木事務所 電話 ０４５－７８１－２５１５ 

契約事務担当課 財政局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６ 
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契約番号 １３４００１００６６ 

工事件名 
金沢土木管内河川水路維持工事（その３） 

入 

 

札 

 

に 

 

係 

 

る 

 

必 

 

要 

 

事 

 

項 

【注意事項】 

（１）入札参加にあたっては、公告本文の記載事項を確認すること。特に、工事費内訳書 

  の作成及び提出、現場代理人の工事現場への常駐並びに最高請負実績額に係る適格性 

  の審査について、公告本文（３（４）、８（９）及び８（１０））に記載があるので 

  留意すること。 

（２）消費税率８％適用に伴う入札金額、予定価格、最低制限価格、前払金及び部分払金 

  の取扱いについて、それぞれ公告本文（３（５）、３（６）、５（１）、７（２）及 

  び７（３））に記載があるので留意すること。 

（３）入札取扱要綱第２５条第１項第１２号の規定に基づき、開札日において、次の工事 

  を契約しているとき（落札決定通知書の送付を受けているときを含む。）は、本件工 

  事の契約を締結できない（ただし、完成検査が完了している場合はこの限りでない。 

  ）。 

  ア 金沢土木管内河川水路維持工事（その１） 

  イ 金沢土木管内河川水路維持工事（その２） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は２頁目です。） 

この頁に記載されていない事項については、１頁目をご確認ください。 
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契約番号 １３４１０１００８９ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
港北土木管内下水道修繕工事（その８） 

施工場所 
港北土木管内一円 

工事概要 

本管修繕工（Φ２５０ｍｍ、Ｌ＝１６ｍ）、塩ビ取付管修繕工（Φ１５０ｍｍ～Φ２００ 

ｍｍ、１２か所）、人孔蓋枠修繕工１１か所 ほか 

工期 契約締結の日から平成２６年 ９月３０日まで 

予定価格 １０，９７０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

登録工種 土木 

格付等級 【土木：Ｃ】 

登録細目 【土木：一般土木工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

土木工事業に係る主任技術者を施工現場に配置すること。 

当該技術者は開札日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、（２）当該雇用期

間が３か月間経過しており、（３）専任配置を要する他の工事に専任の技術者として従事して

いない者でなければならない。  

その他 

次の入札参加資格を全て満たす者であること。（詳細は公告本文１（４）参照） 

（１）主たる営業所の所在地が、神奈川区又は港北区内のいずれかであること。 

（２）有資格者名簿において企業規模が「中小企業」であること。 

（３）現場代理人は、開札日において、直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、かつ、当該 

  雇用期間が３か月間経過している者であること。 

提出書類 

（１）配置主任技術者・現場代理人（変更）届出書（第７号様式） （２）（１）に記載 

した資格を証明する書類（建設業法に定める技術検定の合格証明書の写し等） （３）配 

置する技術者及び現場代理人の雇用（期間）が確認できる書類（健康保険被保険者証の写 

し又は雇用保険被保険者証の写し等） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２６年 ２月１０日（月）午前 ９時００分から 

平成２６年 ２月１３日（木）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２６年 ２月１４日（金）午前 ９時４５分  

支払い条件 前金払 する（各年） 部分払 しない 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当しない 

注意事項 

※次頁のとおり 

本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は１頁目です。） 

工事担当課 港北区港北土木事務所 電話 ０４５－５３１－７３６１ 

契約事務担当課 財政局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６ 
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契約番号 １３４１０１００８９ 

工事件名 
港北土木管内下水道修繕工事（その８） 

入 

 

札 

 

に 

 

係 

 

る 

 

必 

 

要 

 

事 

 

項 

【注意事項】 

（１）入札参加にあたっては、公告本文の記載事項を確認すること。特に、工事費内訳書 

  の作成及び提出、現場代理人の工事現場への常駐並びに最高請負実績額に係る適格性 

  の審査について、公告本文（３（４）、８（９）及び８（１０））に記載があるので 

  留意すること。 

（２）消費税率８％適用に伴う入札金額、予定価格、最低制限価格、前払金及び部分払金 

  の取扱いについて、それぞれ公告本文（３（５）、３（６）、５（１）、７（２）及 

  び７（３））に記載があるので留意すること。 

（３）入札取扱要綱第２５条第１項第１２号の規定に基づき、開札日において、次の工事 

  を契約しているとき（落札決定通知書の送付を受けているときを含む。）は、本件工 

  事の契約を締結できない（ただし、完成検査が完了している場合はこの限りでない。 

  ）。 

  ア 港北土木管内下水道修繕工事（その２） 

  イ 港北土木管内下水道修繕工事（その３） 

  ウ 港北土木管内下水道修繕工事（その４） 

  エ 港北土木管内下水道修繕工事（その６） 

  オ 港北土木管内下水道修繕工事（その７） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は２頁目です。） 

この頁に記載されていない事項については、１頁目をご確認ください。 
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契約番号 １３４１０１００８８ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
港北土木管内河川水路維持工事（その６） 

施工場所 
港北土木管内一円 

工事概要 

河川しゅんせつ工４０ｍ３、水路しゅんせつ工５０ｍ３、排水溝しゅんせつ工Ｌ＝１２０ 

ｍ、除草工２００ｍ２ ほか 

工期 契約締結の日から平成２６年 ８月２９日まで 

予定価格 ４，６１０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

登録工種 土木又はとび・土工 

格付等級 【土木：Ｃ】又は【とび・土工：－】 

登録細目 【土木：一般土木工事】又は【とび・土工：とび・土工工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

土木工事業又はとび・土工工事業に係る主任技術者を施工現場に配置すること。 

当該技術者は開札日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、（２）当該雇用期

間が３か月間経過しており、（３）専任配置を要する他の工事に専任の技術者として従事して

いない者でなければならない。  

その他 

次の入札参加資格を全て満たす者であること。（詳細は公告本文１（４）参照） 

（１）主たる営業所の所在地が、神奈川区又は港北区内のいずれかであること。 

（２）有資格者名簿において企業規模が「中小企業」であること。 

（３）現場代理人は、開札日において、直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、かつ、当該 

  雇用期間が３か月間経過している者であること。 

提出書類 

（１）配置主任技術者・現場代理人（変更）届出書（第７号様式） （２）（１）に記載 

した資格を証明する書類（建設業法に定める技術検定の合格証明書の写し等） （３）配 

置する技術者及び現場代理人の雇用（期間）が確認できる書類（健康保険被保険者証の写 

し又は雇用保険被保険者証の写し等） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２６年 ２月１０日（月）午前 ９時００分から 

平成２６年 ２月１３日（木）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２６年 ２月１４日（金）午前 ９時３０分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 しない 契約保証 免除 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当しない 

注意事項 

※次頁のとおり 

本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は１頁目です。） 

工事担当課 港北区港北土木事務所 電話 ０４５－５３１－７３６１ 

契約事務担当課 財政局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６ 
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契約番号 １３４１０１００８８ 

工事件名 
港北土木管内河川水路維持工事（その６） 

入 

 

札 

 

に 

 

係 

 

る 

 

必 

 

要 

 

事 

 

項 

【注意事項】 

（１）入札参加にあたっては、公告本文の記載事項を確認すること。特に、工事費内訳書 

  の作成及び提出、現場代理人の工事現場への常駐並びに最高請負実績額に係る適格性 

  の審査について、公告本文（３（４）、８（９）及び８（１０））に記載があるので 

  留意すること。 

（２）消費税率８％適用に伴う入札金額、予定価格、最低制限価格、前払金及び部分払金 

  の取扱いについて、それぞれ公告本文（３（５）、３（６）、５（１）、７（２）及 

  び７（３））に記載があるので留意すること。 

（３）入札取扱要綱第２５条第１項第１２号の規定に基づき、開札日において、次の工事 

  を契約しているとき（落札決定通知書の送付を受けているときを含む。）は、本件工 

  事の契約を締結できない（ただし、完成検査が完了している場合はこの限りでない。 

  ）。 

  ア 港北土木管内河川水路維持工事 

  イ 港北土木管内河川水路維持工事（その２） 

  ウ 港北土木管内河川水路維持工事（その４） 

  エ 港北土木管内河川水路維持工事（その５） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は２頁目です。） 

この頁に記載されていない事項については、１頁目をご確認ください。 
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契約番号 １３４２０１００５３ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
緑土木管内下水道修繕工事（その２） 

施工場所 
緑土木管内一円 

工事概要 

本管修繕工（Φ２５０ｍｍ、Ｌ＝３０ｍ）、塩ビ取付管修繕工（Φ１５０ｍｍ～Φ２００ 

ｍｍ、１７か所）、人孔修繕工３０か所 ほか 

工期 契約締結の日から平成２６年１１月２８日まで 

予定価格 １８，５１０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

登録工種 土木 

格付等級 【土木：Ｃ】 

登録細目 【土木：一般土木工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

土木工事業に係る主任技術者を施工現場に配置すること。 

当該技術者は開札日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、（２）当該雇用期

間が３か月間経過しており、（３）専任配置を要する他の工事に専任の技術者として従事して

いない者でなければならない。  

その他 

次の入札参加資格を全て満たす者であること。（詳細は公告本文１（４）参照） 

（１）主たる営業所の所在地が、港北区又は緑区内のいずれかであること。 

（２）有資格者名簿において企業規模が「中小企業」であること。 

（３）現場代理人は、開札日において、直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、かつ、当該 

  雇用期間が３か月間経過している者であること。 

提出書類 

（１）配置主任技術者・現場代理人（変更）届出書（第７号様式） （２）（１）に記載 

した資格を証明する書類（建設業法に定める技術検定の合格証明書の写し等） （３）配 

置する技術者及び現場代理人の雇用（期間）が確認できる書類（健康保険被保険者証の写 

し又は雇用保険被保険者証の写し等） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２６年 ２月１０日（月）午前 ９時００分から 

平成２６年 ２月１３日（木）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２６年 ２月１４日（金）午前 ９時４５分  

支払い条件 前金払 する（各年） 部分払 しない 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当しない 

注意事項 

※次頁のとおり 

本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は１頁目です。） 

工事担当課 緑区緑土木事務所 電話 ０４５－９８１－２１００ 

契約事務担当課 財政局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６ 
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契約番号 １３４２０１００５３ 

工事件名 
緑土木管内下水道修繕工事（その２） 

入 

 

札 

 

に 

 

係 

 

る 

 

必 

 

要 

 

事 

 

項 

【注意事項】 

（１）入札参加にあたっては、公告本文の記載事項を確認すること。特に、工事費内訳書 

  の作成及び提出、現場代理人の工事現場への常駐並びに最高請負実績額に係る適格性 

  の審査について、公告本文（３（４）、８（９）及び８（１０））に記載があるので 

  留意すること。 

（２）消費税率８％適用に伴う入札金額、予定価格、最低制限価格、前払金及び部分払金 

  の取扱いについて、それぞれ公告本文（３（５）、３（６）、５（１）、７（２）及 

  び７（３））に記載があるので留意すること。 

（３）入札取扱要綱第２５条第１項第１２号の規定に基づき、開札日において、次の工事 

  を契約しているとき（落札決定通知書の送付を受けているときを含む。）は、本件工 

  事の契約を締結できない（ただし、完成検査が完了している場合はこの限りでない。 

  ）。 

   緑土木管内下水道修繕工事（その１） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は２頁目です。） 

この頁に記載されていない事項については、１頁目をご確認ください。 
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契約番号 １３４３０１００７２ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
青葉土木管内下水道修繕工事（その３） 

施工場所 
青葉土木管内一円 

工事概要 

本管修繕工（Φ２５０ｍｍ、Ｌ＝８ｍ）、塩ビ取付管修繕工（Φ１５０ｍｍ～Φ２００ 

ｍｍ、１３か所）、人孔修繕工２５か所 ほか 

工期 契約締結の日から平成２６年 ９月３０日まで 

予定価格 １１，９９０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

登録工種 土木 

格付等級 【土木：Ｃ】 

登録細目 【土木：一般土木工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

土木工事業に係る主任技術者を施工現場に配置すること。 

当該技術者は開札日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、（２）当該雇用期

間が３か月間経過しており、（３）専任配置を要する他の工事に専任の技術者として従事して

いない者でなければならない。  

その他 

次の入札参加資格を全て満たす者であること。（詳細は公告本文１（４）参照） 

（１）主たる営業所の所在地が、青葉区又は都筑区内のいずれかであること。 

（２）有資格者名簿において企業規模が「中小企業」であること。 

（３）現場代理人は、開札日において、直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、かつ、当該 

  雇用期間が３か月間経過している者であること。 

提出書類 

（１）配置主任技術者・現場代理人（変更）届出書（第７号様式） （２）（１）に記載 

した資格を証明する書類（建設業法に定める技術検定の合格証明書の写し等） （３）配 

置する技術者及び現場代理人の雇用（期間）が確認できる書類（健康保険被保険者証の写 

し又は雇用保険被保険者証の写し等） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２６年 ２月１０日（月）午前 ９時００分から 

平成２６年 ２月１３日（木）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２６年 ２月１４日（金）午前 １０時００分  

支払い条件 前金払 する（各年） 部分払 しない 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当しない 

注意事項 

※次頁のとおり 

本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は１頁目です。） 

工事担当課 青葉区青葉土木事務所 電話 ０４５－９７１－２３００ 

契約事務担当課 財政局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６ 
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契約番号 １３４３０１００７２ 

工事件名 
青葉土木管内下水道修繕工事（その３） 

入 

 

札 

 

に 

 

係 

 

る 

 

必 

 

要 

 

事 

 

項 

【注意事項】 

（１）入札参加にあたっては、公告本文の記載事項を確認すること。特に、工事費内訳書 

  の作成及び提出、現場代理人の工事現場への常駐並びに最高請負実績額に係る適格性 

  の審査について、公告本文（３（４）、８（９）及び８（１０））に記載があるので 

  留意すること。 

（２）消費税率８％適用に伴う入札金額、予定価格、最低制限価格、前払金及び部分払金 

  の取扱いについて、それぞれ公告本文（３（５）、３（６）、５（１）、７（２）及 

  び７（３））に記載があるので留意すること。 

（３）入札取扱要綱第２５条第１項第１２号の規定に基づき、開札日において、次の工事 

  を契約しているとき（落札決定通知書の送付を受けているときを含む。）は、本件工 

  事の契約を締結できない（ただし、完成検査が完了している場合はこの限りでない。 

  ）。 

   青葉土木管内下水道修繕工事（その２） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は２頁目です。） 

この頁に記載されていない事項については、１頁目をご確認ください。 
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契約番号 １３４３０１００７３ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
青葉土木管内河川水路維持工事（その３） 

施工場所 
青葉土木管内一円 

工事概要 

整備・補修工２０４ｍ２、土工５３ｍ３ ほか 

工期 契約締結の日から平成２６年 ９月３０日まで 

予定価格 ４，５６０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

登録工種 土木又はとび・土工 

格付等級 【土木：Ｃ】又は【とび・土工：－】 

登録細目 【土木：一般土木工事】又は【とび・土工：とび・土工工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

土木工事業又はとび・土工工事業に係る主任技術者を施工現場に配置すること。 

当該技術者は開札日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、（２）当該雇用期

間が３か月間経過しており、（３）専任配置を要する他の工事に専任の技術者として従事して

いない者でなければならない。  

その他 

次の入札参加資格を全て満たす者であること。（詳細は公告本文１（４）参照） 

（１）主たる営業所の所在地が、青葉区又は都筑区内のいずれかであること。 

（２）有資格者名簿において企業規模が「中小企業」であること。 

（３）現場代理人は、開札日において、直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、かつ、当該 

  雇用期間が３か月間経過している者であること。 

提出書類 

（１）配置主任技術者・現場代理人（変更）届出書（第７号様式） （２）（１）に記載 

した資格を証明する書類（建設業法に定める技術検定の合格証明書の写し等） （３）配 

置する技術者及び現場代理人の雇用（期間）が確認できる書類（健康保険被保険者証の写 

し又は雇用保険被保険者証の写し等） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２６年 ２月１０日（月）午前 ９時００分から 

平成２６年 ２月１３日（木）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２６年 ２月１４日（金）午前 １０時００分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 しない 契約保証 免除 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当しない 

注意事項 

※次頁のとおり 

本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は１頁目です。） 

工事担当課 青葉区青葉土木事務所 電話 ０４５－９７１－２３００ 

契約事務担当課 財政局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６ 
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契約番号 １３４３０１００７３ 

工事件名 
青葉土木管内河川水路維持工事（その３） 

入 

 

札 

 

に 

 

係 

 

る 

 

必 

 

要 

 

事 

 

項 

【注意事項】 

（１）入札参加にあたっては、公告本文の記載事項を確認すること。特に、工事費内訳書 

  の作成及び提出、現場代理人の工事現場への常駐並びに最高請負実績額に係る適格性 

  の審査について、公告本文（３（４）、８（９）及び８（１０））に記載があるので 

  留意すること。 

（２）消費税率８％適用に伴う入札金額、予定価格、最低制限価格、前払金及び部分払金 

  の取扱いについて、それぞれ公告本文（３（５）、３（６）、５（１）、７（２）及 

  び７（３））に記載があるので留意すること。 

（３）入札取扱要綱第２５条第１項第１２号の規定に基づき、開札日において、次の工事 

  を契約しているとき（落札決定通知書の送付を受けているときを含む。）は、本件工 

  事の契約を締結できない（ただし、完成検査が完了している場合はこの限りでない。 

  ）。 

   青葉土木管内河川水路維持工事（その２） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は２頁目です。） 

この頁に記載されていない事項については、１頁目をご確認ください。 
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契約番号 １３４４０１００６７ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
都筑土木管内下水道修繕工事（その３） 

施工場所 
都筑土木管内一円 

工事概要 

塩ビ管修繕工（Φ２５０ｍｍ、Ｌ＝６ｍ）、塩ビ取付管修繕工（Φ１５０ｍｍ、５か所） 

、人孔修繕工２４か所 ほか 

工期 契約締結の日から平成２６年 ９月３０日まで 

予定価格 ８，６５０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

登録工種 土木 

格付等級 【土木：Ｃ】 

登録細目 【土木：一般土木工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

土木工事業に係る主任技術者を施工現場に配置すること。 

当該技術者は開札日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、（２）当該雇用期

間が３か月間経過しており、（３）専任配置を要する他の工事に専任の技術者として従事して

いない者でなければならない。  

その他 

次の入札参加資格を全て満たす者であること。（詳細は公告本文１（４）参照） 

（１）主たる営業所の所在地が、緑区、青葉区又は都筑区内のいずれかであること。 

（２）有資格者名簿において企業規模が「中小企業」であること。 

（３）現場代理人は、開札日において、直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、かつ、当該 

  雇用期間が３か月間経過している者であること。 

提出書類 

（１）配置主任技術者・現場代理人（変更）届出書（第７号様式） （２）（１）に記載 

した資格を証明する書類（建設業法に定める技術検定の合格証明書の写し等） （３）配 

置する技術者及び現場代理人の雇用（期間）が確認できる書類（健康保険被保険者証の写 

し又は雇用保険被保険者証の写し等） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２６年 ２月１０日（月）午前 ９時００分から 

平成２６年 ２月１３日（木）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２６年 ２月１４日（金）午前 １０時１５分  

支払い条件 前金払 する（各年） 部分払 しない 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当しない 

注意事項 

（１）入札参加にあたっては、公告本文の記載事項を確認すること。特に、工事費内訳書 

  の作成及び提出、現場代理人の工事現場への常駐並びに最高請負実績額に係る適格性 

  の審査について、公告本文（３（４）、８（９）及び８（１０））に記載があるので 

  留意すること。 

（２）消費税率８％適用に伴う入札金額、予定価格、最低制限価格、前払金及び部分払金 

  の取扱いについて、それぞれ公告本文（３（５）、３（６）、５（１）、７（２）及 

  び７（３））に記載があるので留意すること。 

工事担当課 都筑区都筑土木事務所 電話 ０４５－９４２－０６０６ 

契約事務担当課 財政局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６ 
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契約番号 １３４７０１００４９ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
泉土木管内下水道修繕工事（その５） 

施工場所 
泉土木管内一円 

工事概要 

本管修繕工（Φ２５０ｍｍ、Ｌ＝３０ｍ）、塩ビ取付管修繕工（Φ１５０ｍｍ～Φ２００ 

ｍｍ、６か所）、人孔修繕工８か所 ほか 

工期 契約締結の日から平成２６年 ９月３０日まで 

予定価格 ８，９７０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

登録工種 土木 

格付等級 【土木：Ｃ】 

登録細目 【土木：一般土木工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

土木工事業に係る主任技術者を施工現場に配置すること。 

当該技術者は開札日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、（２）当該雇用期

間が３か月間経過しており、（３）専任配置を要する他の工事に専任の技術者として従事して

いない者でなければならない。  

その他 

次の入札参加資格を全て満たす者であること。（詳細は公告本文１（４）参照） 

（１）主たる営業所の所在地が、旭区又は泉区内のいずれかであること。 

（２）有資格者名簿において企業規模が「中小企業」であること。 

（３）現場代理人は、開札日において、直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、かつ、当該 

  雇用期間が３か月間経過している者であること。 

提出書類 

（１）配置主任技術者・現場代理人（変更）届出書（第７号様式） （２）（１）に記載 

した資格を証明する書類（建設業法に定める技術検定の合格証明書の写し等） （３）配 

置する技術者及び現場代理人の雇用（期間）が確認できる書類（健康保険被保険者証の写 

し又は雇用保険被保険者証の写し等） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２６年 ２月１０日（月）午前 ９時００分から 

平成２６年 ２月１３日（木）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２６年 ２月１４日（金）午前 １０時４５分  

支払い条件 前金払 する（各年） 部分払 しない 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当しない 

注意事項 

※次頁のとおり 

本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は１頁目です。） 

工事担当課 泉区泉土木事務所 電話 ０４５－８００－２５３６ 

契約事務担当課 財政局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６ 
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契約番号 １３４７０１００４９ 

工事件名 
泉土木管内下水道修繕工事（その５） 

入 

 

札 

 

に 

 

係 

 

る 

 

必 

 

要 

 

事 

 

項 

【注意事項】 

（１）入札参加にあたっては、公告本文の記載事項を確認すること。特に、工事費内訳書 

  の作成及び提出、現場代理人の工事現場への常駐並びに最高請負実績額に係る適格性 

  の審査について、公告本文（３（４）、８（９）及び８（１０））に記載があるので 

  留意すること。 

（２）消費税率８％適用に伴う入札金額、予定価格、最低制限価格、前払金及び部分払金 

  の取扱いについて、それぞれ公告本文（３（５）、３（６）、５（１）、７（２）及 

  び７（３））に記載があるので留意すること。 

（３）入札取扱要綱第２５条第１項第１２号の規定に基づき、開札日において、次の工事 

  を契約しているとき（落札決定通知書の送付を受けているときを含む。）は、本件工 

  事の契約を締結できない（ただし、完成検査が完了している場合はこの限りでない。 

  ）。 

   泉土木管内下水道修繕工事（その１） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は２頁目です。） 

この頁に記載されていない事項については、１頁目をご確認ください。 
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契約番号 １３４７０１００５０ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
泉土木管内河川水路維持工事（その５） 

施工場所 
泉土木管内一円 

工事概要 

しゅんせつ工２０ｍ３、防護柵設置工Ｌ＝２５ｍ、草刈工５００ｍ２ ほか 

工期 契約締結の日から平成２６年 ９月３０日まで 

予定価格 ４，６３０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

登録工種 土木又はとび・土工 

格付等級 【土木：Ｃ】又は【とび・土工：－】 

登録細目 【土木：一般土木工事】又は【とび・土工：とび・土工工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

土木工事業又はとび・土工工事業に係る主任技術者を施工現場に配置すること。 

当該技術者は開札日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、（２）当該雇用期

間が３か月間経過しており、（３）専任配置を要する他の工事に専任の技術者として従事して

いない者でなければならない。  

その他 

次の入札参加資格を全て満たす者であること。（詳細は公告本文１（４）参照） 

（１）主たる営業所の所在地が、旭区又は泉区内のいずれかであること。 

（２）有資格者名簿において企業規模が「中小企業」であること。 

（３）現場代理人は、開札日において、直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、かつ、当該 

  雇用期間が３か月間経過している者であること。 

提出書類 

（１）配置主任技術者・現場代理人（変更）届出書（第７号様式） （２）（１）に記載 

した資格を証明する書類（建設業法に定める技術検定の合格証明書の写し等） （３）配 

置する技術者及び現場代理人の雇用（期間）が確認できる書類（健康保険被保険者証の写 

し又は雇用保険被保険者証の写し等） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２６年 ２月１０日（月）午前 ９時００分から 

平成２６年 ２月１３日（木）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２６年 ２月１４日（金）午前 １０時４５分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 しない 契約保証 免除 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当しない 

注意事項 

※次頁のとおり 

本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は１頁目です。） 

工事担当課 泉区泉土木事務所 電話 ０４５－８００－２５３６ 

契約事務担当課 財政局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６ 
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契約番号 １３４７０１００５０ 

工事件名 
泉土木管内河川水路維持工事（その５） 

入 

 

札 

 

に 

 

係 

 

る 

 

必 

 

要 

 

事 

 

項 

【注意事項】 

（１）入札参加にあたっては、公告本文の記載事項を確認すること。特に、工事費内訳書 

  の作成及び提出、現場代理人の工事現場への常駐並びに最高請負実績額に係る適格性 

  の審査について、公告本文（３（４）、８（９）及び８（１０））に記載があるので 

  留意すること。 

（２）消費税率８％適用に伴う入札金額、予定価格、最低制限価格、前払金及び部分払金 

  の取扱いについて、それぞれ公告本文（３（５）、３（６）、５（１）、７（２）及 

  び７（３））に記載があるので留意すること。 

（３）入札取扱要綱第２５条第１項第１２号の規定に基づき、開札日において、次の工事 

  を契約しているとき（落札決定通知書の送付を受けているときを含む。）は、本件工 

  事の契約を締結できない（ただし、完成検査が完了している場合はこの限りでない。 

  ）。 

  ア 泉土木管内河川水路維持工事（その１） 

  イ 泉土木管内河川水路維持工事（その２） 

  ウ 泉土木管内河川水路維持工事（その３） 

  エ 泉土木管内河川水路維持工事（その４） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は２頁目です。） 

この頁に記載されていない事項については、１頁目をご確認ください。 
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契約番号 １３４６０１００５４ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
栄土木管内下水道修繕工事（その３） 

施工場所 
栄土木管内一円 

工事概要 

本管修繕工（Φ２５０ｍｍ、Ｌ＝１６ｍ）、塩ビ取付管修繕工（Φ１５０ｍｍ～Φ２００ 

ｍｍ、８か所）、人孔修繕工１１か所 ほか 

工期 契約締結の日から平成２６年 ９月３０日まで 

予定価格 ９，０４０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

登録工種 土木 

格付等級 【土木：Ｃ】 

登録細目 【土木：一般土木工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

土木工事業に係る主任技術者を施工現場に配置すること。 

当該技術者は開札日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、（２）当該雇用期

間が３か月間経過しており、（３）専任配置を要する他の工事に専任の技術者として従事して

いない者でなければならない。  

その他 

次の入札参加資格を全て満たす者であること。（詳細は公告本文１（４）参照） 

（１）主たる営業所の所在地が、金沢区、戸塚区又は栄区内のいずれかであること。 

（２）有資格者名簿において企業規模が「中小企業」であること。 

（３）現場代理人は、開札日において、直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、かつ、当該 

  雇用期間が３か月間経過している者であること。 

提出書類 

（１）配置主任技術者・現場代理人（変更）届出書（第７号様式） （２）（１）に記載 

した資格を証明する書類（建設業法に定める技術検定の合格証明書の写し等） （３）配 

置する技術者及び現場代理人の雇用（期間）が確認できる書類（健康保険被保険者証の写 

し又は雇用保険被保険者証の写し等） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２６年 ２月１０日（月）午前 ９時００分から 

平成２６年 ２月１３日（木）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２６年 ２月１４日（金）午前 １０時３０分  

支払い条件 前金払 する（各年） 部分払 しない 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当しない 

注意事項 

※次頁のとおり 

本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は１頁目です。） 

工事担当課 栄区栄土木事務所 電話 ０４５－８９５－１４１１ 

契約事務担当課 財政局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６ 
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契約番号 １３４６０１００５４ 

工事件名 
栄土木管内下水道修繕工事（その３） 

入 

 

札 

 

に 

 

係 

 

る 

 

必 

 

要 

 

事 

 

項 

【注意事項】 

（１）入札参加にあたっては、公告本文の記載事項を確認すること。特に、工事費内訳書 

  の作成及び提出、現場代理人の工事現場への常駐並びに最高請負実績額に係る適格性 

  の審査について、公告本文（３（４）、８（９）及び８（１０））に記載があるので 

  留意すること。 

（２）消費税率８％適用に伴う入札金額、予定価格、最低制限価格、前払金及び部分払金 

  の取扱いについて、それぞれ公告本文（３（５）、３（６）、５（１）、７（２）及 

  び７（３））に記載があるので留意すること。 

（３）入札取扱要綱第２５条第１項第１２号の規定に基づき、開札日において、次の工事 

  を契約しているとき（落札決定通知書の送付を受けているときを含む。）は、本件工 

  事の契約を締結できない（ただし、完成検査が完了している場合はこの限りでない。 

  ）。 

  ア 栄土木管内下水道修繕工事（その１） 

  イ 栄土木管内下水道修繕工事（その２） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は２頁目です。） 

この頁に記載されていない事項については、１頁目をご確認ください。 
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契約番号 １３４６０１００５５ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
栄土木管内河川水路維持工事（その４） 

施工場所 
栄土木管内一円 

工事概要 

しゅんせつ工２５ｍ３、防護柵設置工Ｌ＝４０ｍ、Ｕ型側溝布設工Ｌ＝５０ｍ、ふとんか 

ご工Ｌ＝１５ｍ ほか 

工期 契約締結の日から平成２６年 ６月３０日まで 

予定価格 ４，６００，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

登録工種 土木又はとび・土工 

格付等級 【土木：Ｃ】又は【とび・土工：－】 

登録細目 【土木：一般土木工事】又は【とび・土工：とび・土工工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

土木工事業又はとび・土工工事業に係る主任技術者を施工現場に配置すること。 

当該技術者は開札日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、（２）当該雇用期

間が３か月間経過しており、（３）専任配置を要する他の工事に専任の技術者として従事して

いない者でなければならない。  

その他 

次の入札参加資格を全て満たす者であること。（詳細は公告本文１（４）参照） 

（１）主たる営業所の所在地が、金沢区、戸塚区又は栄区内のいずれかであること。 

（２）有資格者名簿において企業規模が「中小企業」であること。 

（３）現場代理人は、開札日において、直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、かつ、当該 

  雇用期間が３か月間経過している者であること。 

提出書類 

（１）配置主任技術者・現場代理人（変更）届出書（第７号様式） （２）（１）に記載 

した資格を証明する書類（建設業法に定める技術検定の合格証明書の写し等） （３）配 

置する技術者及び現場代理人の雇用（期間）が確認できる書類（健康保険被保険者証の写 

し又は雇用保険被保険者証の写し等） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２６年 ２月１０日（月）午前 ９時００分から 

平成２６年 ２月１３日（木）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２６年 ２月１４日（金）午前 １０時３０分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 しない 契約保証 免除 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当しない 

注意事項 

※次頁のとおり 

本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は１頁目です。） 

工事担当課 栄区栄土木事務所 電話 ０４５－８９５－１４１１ 

契約事務担当課 財政局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６ 
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契約番号 １３４６０１００５５ 

工事件名 
栄土木管内河川水路維持工事（その４） 

入 

 

札 

 

に 

 

係 

 

る 

 

必 

 

要 

 

事 

 

項 

【注意事項】 

（１）入札参加にあたっては、公告本文の記載事項を確認すること。特に、工事費内訳書 

  の作成及び提出、現場代理人の工事現場への常駐並びに最高請負実績額に係る適格性 

  の審査について、公告本文（３（４）、８（９）及び８（１０））に記載があるので 

  留意すること。 

（２）消費税率８％適用に伴う入札金額、予定価格、最低制限価格、前払金及び部分払金 

  の取扱いについて、それぞれ公告本文（３（５）、３（６）、５（１）、７（２）及 

  び７（３））に記載があるので留意すること。 

（３）入札取扱要綱第２５条第１項第１２号の規定に基づき、開札日において、次の工事 

  を契約しているとき（落札決定通知書の送付を受けているときを含む。）は、本件工 

  事の契約を締結できない（ただし、完成検査が完了している場合はこの限りでない。 

  ）。 

  ア 栄土木管内河川水路維持工事 

  イ 栄土木管内河川水路維持工事（その２） 

  ウ 栄土木管内河川水路維持工事（その３） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は２頁目です。） 

この頁に記載されていない事項については、１頁目をご確認ください。 
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契約番号 １３４５０１００９４ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
戸塚土木管内下水道修繕工事（その６） 

施工場所 
戸塚土木管内一円 

工事概要 

本管修繕工（Φ２５０ｍｍ、Ｌ＝１４ｍ）、塩ビ取付管修繕工（Φ１５０ｍｍ～Φ２００ 

ｍｍ、８か所）、人孔修繕工１７か所 ほか 

工期 契約締結の日から平成２６年 ７月３１日まで 

予定価格 １０，３００，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

登録工種 土木 

格付等級 【土木：Ｃ】 

登録細目 【土木：一般土木工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

土木工事業に係る主任技術者を施工現場に配置すること。 

当該技術者は開札日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、（２）当該雇用期

間が３か月間経過しており、（３）専任配置を要する他の工事に専任の技術者として従事して

いない者でなければならない。  

その他 

次の入札参加資格を全て満たす者であること。（詳細は公告本文１（４）参照） 

（１）主たる営業所の所在地が、南区又は戸塚区内のいずれかであること。 

（２）有資格者名簿において企業規模が「中小企業」であること。 

（３）現場代理人は、開札日において、直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、かつ、当該 

  雇用期間が３か月間経過している者であること。 

提出書類 

（１）配置主任技術者・現場代理人（変更）届出書（第７号様式） （２）（１）に記載 

した資格を証明する書類（建設業法に定める技術検定の合格証明書の写し等） （３）配 

置する技術者及び現場代理人の雇用（期間）が確認できる書類（健康保険被保険者証の写 

し又は雇用保険被保険者証の写し等） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２６年 ２月１０日（月）午前 ９時００分から 

平成２６年 ２月１３日（木）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２６年 ２月１４日（金）午前 １０時１５分  

支払い条件 前金払 する（各年） 部分払 しない 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当しない 

注意事項 

※次頁のとおり 

本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は１頁目です。） 

工事担当課 戸塚区戸塚土木事務所 電話 ０４５－８８１－１６２１ 

契約事務担当課 財政局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６ 
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契約番号 １３４５０１００９４ 

工事件名 
戸塚土木管内下水道修繕工事（その６） 

入 

 

札 

 

に 

 

係 

 

る 

 

必 

 

要 

 

事 

 

項 

【注意事項】 

（１）入札参加にあたっては、公告本文の記載事項を確認すること。特に、工事費内訳書 

  の作成及び提出、現場代理人の工事現場への常駐並びに最高請負実績額に係る適格性 

  の審査について、公告本文（３（４）、８（９）及び８（１０））に記載があるので 

  留意すること。 

（２）消費税率８％適用に伴う入札金額、予定価格、最低制限価格、前払金及び部分払金 

  の取扱いについて、それぞれ公告本文（３（５）、３（６）、５（１）、７（２）及 

  び７（３））に記載があるので留意すること。 

（３）入札取扱要綱第２５条第１項第１２号の規定に基づき、開札日において、次の工事 

  を契約しているとき（落札決定通知書の送付を受けているときを含む。）は、本件工 

  事の契約を締結できない（ただし、完成検査が完了している場合はこの限りでない。 

  ）。 

  ア 戸塚土木管内下水道修繕工事（その３） 

  イ 戸塚土木管内下水道修繕工事（その４） 

  ウ 戸塚土木管内下水道修繕工事（その５） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は２頁目です。） 

この頁に記載されていない事項については、１頁目をご確認ください。 
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契約番号 １３４５０１００９３ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
戸塚土木管内河川水路維持工事（その６） 

施工場所 
戸塚土木管内一円 

工事概要 

側溝清掃工Ｌ＝５０ｍ、小型構造物補修工２０ｍ３、除草工２００ｍ２ ほか   

工期 契約締結の日から平成２６年 ７月３１日まで 

予定価格 ４，３３０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

登録工種 土木又はとび・土工 

格付等級 【土木：Ｃ】又は【とび・土工：－】 

登録細目 【土木：一般土木工事】又は【とび・土工：とび・土工工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

土木工事業又はとび・土工工事業に係る主任技術者を施工現場に配置すること。 

当該技術者は開札日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、（２）当該雇用期

間が３か月間経過しており、（３）専任配置を要する他の工事に専任の技術者として従事して

いない者でなければならない。  

その他 

次の入札参加資格を全て満たす者であること。（詳細は公告本文１（４）参照） 

（１）主たる営業所の所在地が、南区又は戸塚区内のいずれかであること。 

（２）有資格者名簿において企業規模が「中小企業」であること。 

（３）現場代理人は、開札日において、直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、かつ、当該 

  雇用期間が３か月間経過している者であること。 

提出書類 

（１）配置主任技術者・現場代理人（変更）届出書（第７号様式） （２）（１）に記載 

した資格を証明する書類（建設業法に定める技術検定の合格証明書の写し等） （３）配 

置する技術者及び現場代理人の雇用（期間）が確認できる書類（健康保険被保険者証の写 

し又は雇用保険被保険者証の写し等） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２６年 ２月１０日（月）午前 ９時００分から 

平成２６年 ２月１３日（木）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２６年 ２月１４日（金）午前 １０時１５分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 しない 契約保証 免除 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当しない 

注意事項 

※次頁のとおり 

本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は１頁目です。） 

工事担当課 戸塚区戸塚土木事務所 電話 ０４５－８８１－１６２１ 

契約事務担当課 財政局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６ 
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契約番号 １３４５０１００９３ 

工事件名 
戸塚土木管内河川水路維持工事（その６） 

入 

 

札 

 

に 

 

係 

 

る 

 

必 

 

要 

 

事 

 

項 

【注意事項】 

（１）入札参加にあたっては、公告本文の記載事項を確認すること。特に、工事費内訳書 

  の作成及び提出、現場代理人の工事現場への常駐並びに最高請負実績額に係る適格性 

  の審査について、公告本文（３（４）、８（９）及び８（１０））に記載があるので 

  留意すること。 

（２）消費税率８％適用に伴う入札金額、予定価格、最低制限価格、前払金及び部分払金 

  の取扱いについて、それぞれ公告本文（３（５）、３（６）、５（１）、７（２）及 

  び７（３））に記載があるので留意すること。 

（３）入札取扱要綱第２５条第１項第１２号の規定に基づき、開札日において、次の工事 

  を契約しているとき（落札決定通知書の送付を受けているときを含む。）は、本件工 

  事の契約を締結できない（ただし、完成検査が完了している場合はこの限りでない。 

  ）。 

  ア 戸塚土木管内河川水路維持工事（その２） 

  イ 戸塚土木管内河川水路維持工事（その３） 

  ウ 戸塚土木管内河川水路維持工事（その４） 

  エ 戸塚土木管内河川水路維持工事（その５） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は２頁目です。） 

この頁に記載されていない事項については、１頁目をご確認ください。 
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契約番号 １３２１０１０７３８ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
西部処理区本郷地区下水道整備工事（その１２） 

施工場所 
瀬谷区本郷三丁目６１番地先ほか５か所 

工事概要 

塩ビ管布設工（Φ２５０ｍｍ～Φ３５０ｍｍ、Ｌ＝４２．５ｍ） 

工期 契約締結の日から平成２６年 ６月３０日まで 

予定価格 １０，４８０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

登録工種 土木 

格付等級 【土木：Ｃ】 

登録細目 【土木：一般土木工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

土木工事業に係る主任技術者を施工現場に配置すること。 

当該技術者は開札日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、（２）当該雇用期

間が３か月間経過しており、（３）専任配置を要する他の工事に専任の技術者として従事して

いない者でなければならない。  

その他 

次の入札参加資格を全て満たす者であること。（詳細は公告本文１（４）参照） 

（１）主たる営業所の所在地が、泉区又は瀬谷区内のいずれかであること。 

（２）次のア又はイのいずれかの入札参加資格を満たす者であること。 

  ア 平成２４年度又は平成２５年度の土木・造園部門に係る優良工事表彰事業者であ 

   ること。    

  イ 平成２４年１月１日から平成２５年１２月３１日までの間の最新月に完成した工 

   種「土木」に係る工事成績が７５点以上の者であること。  

（３）有資格者名簿において企業規模が「中小企業」であること。 

（４）現場代理人は、開札日において、直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、かつ、当該 

  雇用期間が３か月間経過している者であること。 

提出書類 

（１）配置主任技術者・現場代理人（変更）届出書（第７号様式） （２）（１）に記載 

した資格を証明する書類（建設業法に定める技術検定の合格証明書の写し等） （３）配 

置する技術者及び現場代理人の雇用（期間）が確認できる書類（健康保険被保険者証の写 

し又は雇用保険被保険者証の写し等） （４）入札参加資格その他（２）イの場合、工事 

完成検査結果通知書の写し 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２６年 ２月 ７日（金）午前 ９時００分から 

平成２６年 ２月１２日（水）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２６年 ２月１３日（木）午前 １０時３０分  

支払い条件 前金払 する（各年） 部分払 ３回以内 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当する 

注意事項 

（１）入札参加にあたっては、公告本文の記載事項を確認すること。特に、工事費内訳書 

  の作成及び提出、現場代理人の工事現場への常駐並びに最高請負実績額に係る適格性 

  の審査について、公告本文（３（４）、８（９）及び８（１０））に記載があるので 

  留意すること。 

（２）消費税率８％適用に伴う入札金額、予定価格、最低制限価格、前払金及び部分払金 

  の取扱いについて、それぞれ公告本文（３（５）、３（６）、５（１）、７（２）及 

  び７（３））に記載があるので留意すること。 

工事担当課 環境創造局管路整備課 電話 ０４５－６７１－３９８０ 

契約事務担当課 財政局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６ 
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契約番号 １３４８０１００４９ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
瀬谷土木管内下水道修繕工事（その２） 

施工場所 
瀬谷土木管内一円 

工事概要 

本管修繕工（Φ２５０ｍｍ、Ｌ＝１０ｍ）、塩ビ取付管修繕工（Φ１５０ｍｍ～Φ２００ 

ｍｍ、６か所）、人孔蓋枠修繕工２０か所 ほか 

工期 契約締結の日から平成２６年 ９月３０日まで 

予定価格 ７，２７０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

登録工種 土木 

格付等級 【土木：Ｃ】 

登録細目 【土木：一般土木工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

土木工事業に係る主任技術者を施工現場に配置すること。 

当該技術者は開札日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、（２）当該雇用期

間が３か月間経過しており、（３）専任配置を要する他の工事に専任の技術者として従事して

いない者でなければならない。  

その他 

次の入札参加資格を全て満たす者であること。（詳細は公告本文１（４）参照） 

（１）主たる営業所の所在地が、泉区又は瀬谷区内のいずれかであること。 

（２）有資格者名簿において企業規模が「中小企業」であること。 

（３）現場代理人は、開札日において、直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、かつ、当該 

  雇用期間が３か月間経過している者であること。 

提出書類 

（１）配置主任技術者・現場代理人（変更）届出書（第７号様式） （２）（１）に記載 

した資格を証明する書類（建設業法に定める技術検定の合格証明書の写し等） （３）配 

置する技術者及び現場代理人の雇用（期間）が確認できる書類（健康保険被保険者証の写 

し又は雇用保険被保険者証の写し等） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２６年 ２月１０日（月）午前 ９時００分から 

平成２６年 ２月１３日（木）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２６年 ２月１４日（金）午前 １１時１５分  

支払い条件 前金払 する（各年） 部分払 しない 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当しない 

注意事項 

（１）入札参加にあたっては、公告本文の記載事項を確認すること。特に、工事費内訳書 

  の作成及び提出、現場代理人の工事現場への常駐並びに最高請負実績額に係る適格性 

  の審査について、公告本文（３（４）、８（９）及び８（１０））に記載があるので 

  留意すること。 

（２）消費税率８％適用に伴う入札金額、予定価格、最低制限価格、前払金及び部分払金 

  の取扱いについて、それぞれ公告本文（３（５）、３（６）、５（１）、７（２）及 

  び７（３））に記載があるので留意すること。 

工事担当課 瀬谷区瀬谷土木事務所 電話 ０４５－３６４－１１０５ 

契約事務担当課 財政局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６ 
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契約番号 １３４８０１００５０ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
瀬谷土木管内河川水路維持工事（その６） 

施工場所 
瀬谷土木管内一円 

工事概要 

排水溝しゅんせつ工Ｌ＝１００ｍ、Ｕ型側溝設置工Ｌ＝３０ｍ、集水桝築造工３か所、蓋 

設置工５０枚 ほか 

工期 契約締結の日から平成２６年 ７月３１日まで 

予定価格 ４，６１０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

登録工種 土木又はとび・土工 

格付等級 【土木：Ｃ】又は【とび・土工：－】 

登録細目 【土木：一般土木工事】又は【とび・土工：とび・土工工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

土木工事業又はとび・土工工事業に係る主任技術者を施工現場に配置すること。 

当該技術者は開札日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、（２）当該雇用期

間が３か月間経過しており、（３）専任配置を要する他の工事に専任の技術者として従事して

いない者でなければならない。  

その他 

次の入札参加資格を全て満たす者であること。（詳細は公告本文１（４）参照） 

（１）主たる営業所の所在地が、泉区又は瀬谷区内のいずれかであること。 

（２）有資格者名簿において企業規模が「中小企業」であること。 

（３）現場代理人は、開札日において、直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、かつ、当該 

  雇用期間が３か月間経過している者であること。 

提出書類 

（１）配置主任技術者・現場代理人（変更）届出書（第７号様式） （２）（１）に記載 

した資格を証明する書類（建設業法に定める技術検定の合格証明書の写し等） （３）配 

置する技術者及び現場代理人の雇用（期間）が確認できる書類（健康保険被保険者証の写 

し又は雇用保険被保険者証の写し等） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２６年 ２月１０日（月）午前 ９時００分から 

平成２６年 ２月１３日（木）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２６年 ２月１４日（金）午前 １１時１５分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 しない 契約保証 免除 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当しない 

注意事項 

※次頁のとおり 

本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は１頁目です。） 

工事担当課 瀬谷区瀬谷土木事務所 電話 ０４５－３６４－１１０５ 

契約事務担当課 財政局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６ 
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契約番号 １３４８０１００５０ 

工事件名 
瀬谷土木管内河川水路維持工事（その６） 

入 

 

札 

 

に 

 

係 

 

る 

 

必 

 

要 

 

事 

 

項 

【注意事項】 

（１）入札参加にあたっては、公告本文の記載事項を確認すること。特に、工事費内訳書 

  の作成及び提出、現場代理人の工事現場への常駐並びに最高請負実績額に係る適格性 

  の審査について、公告本文（３（４）、８（９）及び８（１０））に記載があるので 

  留意すること。 

（２）消費税率８％適用に伴う入札金額、予定価格、最低制限価格、前払金及び部分払金 

  の取扱いについて、それぞれ公告本文（３（５）、３（６）、５（１）、７（２）及 

  び７（３））に記載があるので留意すること。 

（３）入札取扱要綱第２５条第１項第１２号の規定に基づき、開札日において、次の工事 

  を契約しているとき（落札決定通知書の送付を受けているときを含む。）は、本件工 

  事の契約を締結できない（ただし、完成検査が完了している場合はこの限りでない。 

  ）。 

  ア 瀬谷土木管内河川水路維持工事（その２） 

  イ 瀬谷土木管内河川水路維持工事（その３） 

  ウ 瀬谷土木管内河川水路維持工事（その５） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は２頁目です。） 

この頁に記載されていない事項については、１頁目をご確認ください。 
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契約番号 １３４３０１００７４ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
青葉土木管内舗装補修（応急修理）工事（その８） 

施工場所 
青葉土木管内一円 

工事概要 

車道舗装補修工５５０ｍ２、歩道舗装補修工１００ｍ２、人孔蓋枠調整工２か所 ほか 

工期 契約締結の日から平成２６年 ６月３０日まで 

予定価格 ９，２３０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

登録工種 ほ装 

格付等級 【ほ装：Ａ、Ｂ又はＣ】 

登録細目 【ほ装：一般舗装工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

ほ装工事業に係る主任技術者を施工現場に配置すること。 

当該技術者は開札日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、（２）当該雇用期

間が３か月間経過しており、（３）専任配置を要する他の工事に専任の技術者として従事して

いない者でなければならない。  

その他 

次の入札参加資格を全て満たす者であること。（詳細は公告本文１（４）参照） 

（１）主たる営業所の所在地が、青葉区又は都筑区内のいずれかであること。 

（２）現場代理人は、開札日において、直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、かつ、当該 

  雇用期間が３か月間経過している者であること。 

提出書類 

（１）配置主任技術者・現場代理人（変更）届出書（第７号様式） （２）（１）に記載 

した資格を証明する書類（建設業法に定める技術検定の合格証明書の写し等） （３）配 

置する技術者及び現場代理人の雇用（期間）が確認できる書類（健康保険被保険者証の写 

し又は雇用保険被保険者証の写し等） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２６年 ２月１０日（月）午前 ９時００分から 

平成２６年 ２月１３日（木）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２６年 ２月１４日（金）午前 １１時００分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 しない 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当しない 

注意事項 

※次頁のとおり 

本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は１頁目です。） 

工事担当課 青葉区青葉土木事務所 電話 ０４５－９７１－２３００ 

契約事務担当課 財政局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６ 
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契約番号 １３４３０１００７４ 

工事件名 
青葉土木管内舗装補修（応急修理）工事（その８） 

入 

 

札 

 

に 

 

係 

 

る 

 

必 

 

要 

 

事 

 

項 

【注意事項】 

（１）入札参加にあたっては、公告本文の記載事項を確認すること。特に、工事費内訳書 

  の作成及び提出、現場代理人の工事現場への常駐並びに最高請負実績額に係る適格性 

  の審査について、公告本文（３（４）、８（９）及び８（１０））に記載があるので 

  留意すること。 

（２）消費税率８％適用に伴う入札金額、予定価格、最低制限価格、前払金及び部分払金 

  の取扱いについて、それぞれ公告本文（３（５）、３（６）、５（１）、７（２）及 

  び７（３））に記載があるので留意すること。 

（３）入札取扱要綱第２５条第１項第１２号の規定に基づき、開札日において、次の工事 

  を契約しているとき（落札決定通知書の送付を受けているときを含む。）は、本件工 

  事の契約を締結できない（ただし、完成検査が完了している場合はこの限りでない。 

  ）。 

  ア 青葉土木管内舗装補修（応急修理）工事（その４） 

  イ 青葉土木管内舗装補修（応急修理）工事（その５） 

  ウ 青葉土木管内舗装補修（応急修理）工事（その６）（雪害対策） 

  エ 青葉土木管内舗装補修（応急修理）工事（その７）（雪害対策） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は２頁目です。） 

この頁に記載されていない事項については、１頁目をご確認ください。 
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契約番号 １３３２０１００６４ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
神奈川土木管内公園施設修繕工事（その３） 

施工場所 
神奈川土木管内一円 

工事概要 

園路広場修繕工、施設修繕工、基盤修繕工、植栽修繕工 ほか 

工期 契約締結の日から平成２６年 ８月２９日まで 

予定価格 ５，９１０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

登録工種 造園 

格付等級 【造園：Ｂ】 

登録細目 【造園：造園工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

造園工事業に係る主任技術者を施工現場に配置すること。 

当該技術者は開札日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、（２）当該雇用期

間が３か月間経過しており、（３）専任配置を要する他の工事に専任の技術者として従事して

いない者でなければならない。  

その他 

次の入札参加資格を全て満たす者であること。（詳細は公告本文１（４）参照） 

（１）主たる営業所の所在地が、鶴見区、神奈川区、西区、中区、港北区又は都筑区内の 

  いずれかであること。 

（２）次のア又はイのいずれかの入札参加資格を満たす者であること。 

  ア 平成２４年度又は平成２５年度の土木・造園部門に係る優良工事表彰事業者であ 

   ること。    

  イ 平成２４年１月１日から平成２５年１２月３１日までの間の最新月に完成した工 

   種「造園」に係る工事成績が７５点以上の者であること。 

（３）有資格者名簿において企業規模が「中小企業」であること。 

（４）現場代理人は、開札日において、直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、かつ、当該 

  雇用期間が３か月間経過している者であること。 

提出書類 

（１）配置主任技術者・現場代理人（変更）届出書（第７号様式） （２）（１）に記載 

した資格を証明する書類（建設業法に定める技術検定の合格証明書の写し等） （３）配 

置する技術者及び現場代理人の雇用（期間）が確認できる書類（健康保険被保険者証の写 

し又は雇用保険被保険者証の写し等） （４）入札参加資格その他（２）イの場合、工事 

完成検査結果通知書の写し 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２６年 ２月 ７日（金）午前 ９時００分から 

平成２６年 ２月１２日（水）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２６年 ２月１３日（木）午前 １０時４５分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 しない 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当しない 

注意事項 

※次頁のとおり 

本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は１頁目です。） 

工事担当課 神奈川区神奈川土木事務所 電話 ０４５－４９１－３３６３ 

契約事務担当課 財政局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６ 
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契約番号 １３３２０１００６４ 

工事件名 
神奈川土木管内公園施設修繕工事（その３） 

入 

 

札 

 

に 

 

係 

 

る 

 

必 

 

要 

 

事 

 

項 

【注意事項】 

（１）入札参加にあたっては、公告本文の記載事項を確認すること。特に、工事費内訳書 

  の作成及び提出、現場代理人の工事現場への常駐並びに最高請負実績額に係る適格性 

  の審査について、公告本文（３（４）、８（９）及び８（１０））に記載があるので 

  留意すること。 

（２）消費税率８％適用に伴う入札金額、予定価格、最低制限価格、前払金及び部分払金 

  の取扱いについて、それぞれ公告本文（３（５）、３（６）、５（１）、７（２）及 

  び７（３））に記載があるので留意すること。 

（３）入札取扱要綱第２５条第１項第１２号の規定に基づき、開札日において、次の工事 

  を契約しているとき（落札決定通知書の送付を受けているときを含む。）は、本件工 

  事の契約を締結できない（ただし、完成検査が完了している場合はこの限りでない。 

  ）。 

  ア 神奈川土木管内公園施設修繕工事（その１） 

  イ 神奈川土木管内公園施設修繕工事（その２） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は２頁目です。） 

この頁に記載されていない事項については、１頁目をご確認ください。 
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契約番号 １３３３０１００３９ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
西土木管内公園施設修繕工事（その３） 

施工場所 
西土木管内一円 

工事概要 

園路広場修繕工、基盤修繕工、植栽修繕工 ほか 

工期 契約締結の日から平成２６年 ９月３０日まで 

予定価格 ２，７００，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

登録工種 造園 

格付等級 【造園：Ｂ】 

登録細目 【造園：造園工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

造園工事業に係る主任技術者を施工現場に配置すること。 

当該技術者は開札日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、（２）当該雇用期

間が３か月間経過しており、（３）専任配置を要する他の工事に専任の技術者として従事して

いない者でなければならない。  

その他 

次の入札参加資格を全て満たす者であること。（詳細は公告本文１（４）参照） 

（１）主たる営業所の所在地が、鶴見区、神奈川区、西区、中区、港北区又は都筑区内の 

  いずれかであること。 

（２）有資格者名簿において企業規模が「中小企業」であること。 

（３）現場代理人は、開札日において、直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、かつ、当該 

  雇用期間が３か月間経過している者であること。 

提出書類 

（１）配置主任技術者・現場代理人（変更）届出書（第７号様式） （２）（１）に記載 

した資格を証明する書類（建設業法に定める技術検定の合格証明書の写し等） （３）配 

置する技術者及び現場代理人の雇用（期間）が確認できる書類（健康保険被保険者証の写 

し又は雇用保険被保険者証の写し等） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２６年 ２月 ７日（金）午前 ９時００分から 

平成２６年 ２月１２日（水）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２６年 ２月１３日（木）午前 １１時００分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 １回以内 契約保証 免除 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当しない 

注意事項 

※次頁のとおり 

本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は１頁目です。） 

工事担当課 西区西土木事務所 電話 ０４５－２４２－１３１３ 

契約事務担当課 財政局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６ 
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契約番号 １３３３０１００３９ 

工事件名 
西土木管内公園施設修繕工事（その３） 

入 

 

札 

 

に 

 

係 

 

る 

 

必 

 

要 

 

事 

 

項 

【注意事項】 

（１）入札参加にあたっては、公告本文の記載事項を確認すること。特に、工事費内訳書 

  の作成及び提出、現場代理人の工事現場への常駐並びに最高請負実績額に係る適格性 

  の審査について、公告本文（３（４）、８（９）及び８（１０））に記載があるので 

  留意すること。 

（２）消費税率８％適用に伴う入札金額、予定価格、最低制限価格、前払金及び部分払金 

  の取扱いについて、それぞれ公告本文（３（５）、３（６）、５（１）、７（２）及 

  び７（３））に記載があるので留意すること。 

（３）入札取扱要綱第２５条第１項第１２号の規定に基づき、開札日において、次の工事 

  を契約しているとき（落札決定通知書の送付を受けているときを含む。）は、本件工 

  事の契約を締結できない（ただし、完成検査が完了している場合はこの限りでない。 

  ）。 

  ア 西土木管内公園施設修繕工事（その１） 

  イ 西土木管内公園施設修繕工事（その２） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は２頁目です。） 

この頁に記載されていない事項については、１頁目をご確認ください。 
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契約番号 １３３４０１００５４ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
中土木管内公園施設修繕工事（その３） 

施工場所 
中土木管内一円 

工事概要 

園路広場修繕工、施設修繕工、基盤修繕工、植栽修繕工 ほか 

工期 契約締結の日から平成２６年 ７月３１日まで 

予定価格 ３，６９０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

登録工種 造園 

格付等級 【造園：Ｂ】 

登録細目 【造園：造園工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

造園工事業に係る主任技術者を施工現場に配置すること。 

当該技術者は開札日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、（２）当該雇用期

間が３か月間経過しており、（３）専任配置を要する他の工事に専任の技術者として従事して

いない者でなければならない。  

その他 

次の入札参加資格を全て満たす者であること。（詳細は公告本文１（４）参照） 

（１）主たる営業所の所在地が、鶴見区、神奈川区、西区、中区、港北区又は都筑区内の 

  いずれかであること。 

（２）有資格者名簿において企業規模が「中小企業」であること。 

（３）現場代理人は、開札日において、直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、かつ、当該 

  雇用期間が３か月間経過している者であること。 

提出書類 

（１）配置主任技術者・現場代理人（変更）届出書（第７号様式） （２）（１）に記載 

した資格を証明する書類（建設業法に定める技術検定の合格証明書の写し等） （３）配 

置する技術者及び現場代理人の雇用（期間）が確認できる書類（健康保険被保険者証の写 

し又は雇用保険被保険者証の写し等） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２６年 ２月 ７日（金）午前 ９時００分から 

平成２６年 ２月１２日（水）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２６年 ２月１３日（木）午前 １１時００分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 しない 契約保証 免除 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当しない 

注意事項 

※次頁のとおり 

本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は１頁目です。） 

工事担当課 中区中土木事務所 電話 ０４５－６４１－７６８１ 

契約事務担当課 財政局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６ 
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契約番号 １３３４０１００５４ 

工事件名 
中土木管内公園施設修繕工事（その３） 

入 

 

札 

 

に 

 

係 

 

る 

 

必 

 

要 

 

事 

 

項 

【注意事項】 

（１）入札参加にあたっては、公告本文の記載事項を確認すること。特に、工事費内訳書 

  の作成及び提出、現場代理人の工事現場への常駐並びに最高請負実績額に係る適格性 

  の審査について、公告本文（３（４）、８（９）及び８（１０））に記載があるので 

  留意すること。 

（２）消費税率８％適用に伴う入札金額、予定価格、最低制限価格、前払金及び部分払金 

  の取扱いについて、それぞれ公告本文（３（５）、３（６）、５（１）、７（２）及 

  び７（３））に記載があるので留意すること。 

（３）入札取扱要綱第２５条第１項第１２号の規定に基づき、開札日において、次の工事 

  を契約しているとき（落札決定通知書の送付を受けているときを含む。）は、本件工 

  事の契約を締結できない（ただし、完成検査が完了している場合はこの限りでない。 

  ）。 

  ア 中土木管内公園施設修繕工事（その１） 

  イ 中土木管内公園施設修繕工事（その２） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は２頁目です。） 

この頁に記載されていない事項については、１頁目をご確認ください。 
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契約番号 １３３５０１００４４ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
南土木管内公園施設修繕工事（その４） 

施工場所 
南土木管内一円 

工事概要 

園路広場修繕工、施設修繕工、基盤修繕工、植栽修繕工 ほか 

工期 契約締結の日から平成２６年 ９月３０日まで 

予定価格 ５，８８０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

登録工種 造園 

格付等級 【造園：Ｂ】 

登録細目 【造園：造園工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

造園工事業に係る主任技術者を施工現場に配置すること。 

当該技術者は開札日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、（２）当該雇用期

間が３か月間経過しており、（３）専任配置を要する他の工事に専任の技術者として従事して

いない者でなければならない。  

その他 

次の入札参加資格を全て満たす者であること。（詳細は公告本文１（４）参照） 

（１）主たる営業所の所在地が、南区、保土ケ谷区、旭区、緑区、青葉区又は瀬谷区内の 

  いずれかであること。 

（２）平成２５年度の災害協力事業者であること。 

（３）有資格者名簿において企業規模が「中小企業」であること。 

（４）現場代理人は、開札日において、直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、かつ、当該 

  雇用期間が３か月間経過している者であること。 

提出書類 

（１）配置主任技術者・現場代理人（変更）届出書（第７号様式） （２）（１）に記載 

した資格を証明する書類（建設業法に定める技術検定の合格証明書の写し等） （３）配 

置する技術者及び現場代理人の雇用（期間）が確認できる書類（健康保険被保険者証の写 

し又は雇用保険被保険者証の写し等） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２６年 ２月 ７日（金）午前 ９時００分から 

平成２６年 ２月１２日（水）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２６年 ２月１３日（木）午前 １１時１５分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 しない 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当しない 

注意事項 

※次頁のとおり 

本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は１頁目です。） 

工事担当課 南区南土木事務所 電話 ０４５－７４１－３１２４ 

契約事務担当課 財政局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６ 
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契約番号 １３３５０１００４４ 

工事件名 
南土木管内公園施設修繕工事（その４） 

入 

 

札 

 

に 

 

係 

 

る 

 

必 

 

要 

 

事 

 

項 

【注意事項】 

（１）入札参加にあたっては、公告本文の記載事項を確認すること。特に、工事費内訳書 

  の作成及び提出、現場代理人の工事現場への常駐並びに最高請負実績額に係る適格性 

  の審査について、公告本文（３（４）、８（９）及び８（１０））に記載があるので 

  留意すること。 

（２）消費税率８％適用に伴う入札金額、予定価格、最低制限価格、前払金及び部分払金 

  の取扱いについて、それぞれ公告本文（３（５）、３（６）、５（１）、７（２）及 

  び７（３））に記載があるので留意すること。 

（３）入札取扱要綱第２５条第１項第１２号の規定に基づき、開札日において、次の工事 

  を契約しているとき（落札決定通知書の送付を受けているときを含む。）は、本件工 

  事の契約を締結できない（ただし、完成検査が完了している場合はこの限りでない。 

  ）。 

  ア 南土木管内公園施設修繕工事（その１） 

  イ 南土木管内公園施設修繕工事（その２） 

  ウ 南土木管内公園施設修繕工事（その３） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は２頁目です。） 

この頁に記載されていない事項については、１頁目をご確認ください。 
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契約番号 １３３６０１００５７ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
港南土木管内公園施設修繕工事（その３） 

施工場所 
港南土木管内一円 

工事概要 

園路広場修繕工、施設修繕工、基盤修繕工、植栽修繕工 ほか 

工期 契約締結の日から平成２６年 ８月２９日まで 

予定価格 ３，７００，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

登録工種 造園 

格付等級 【造園：Ｂ】 

登録細目 【造園：造園工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

造園工事業に係る主任技術者を施工現場に配置すること。 

当該技術者は開札日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、（２）当該雇用期

間が３か月間経過しており、（３）専任配置を要する他の工事に専任の技術者として従事して

いない者でなければならない。  

その他 

次の入札参加資格を全て満たす者であること。（詳細は公告本文１（４）参照） 

（１）主たる営業所の所在地が、港南区、磯子区、金沢区、戸塚区、栄区又は泉区内のい 

  ずれかであること。 

（２）有資格者名簿において企業規模が「中小企業」であること。 

（３）現場代理人は、開札日において、直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、かつ、当該 

  雇用期間が３か月間経過している者であること。 

提出書類 

（１）配置主任技術者・現場代理人（変更）届出書（第７号様式） （２）（１）に記載 

した資格を証明する書類（建設業法に定める技術検定の合格証明書の写し等） （３）配 

置する技術者及び現場代理人の雇用（期間）が確認できる書類（健康保険被保険者証の写 

し又は雇用保険被保険者証の写し等） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２６年 ２月 ７日（金）午前 ９時００分から 

平成２６年 ２月１２日（水）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２６年 ２月１３日（木）午前 １１時３０分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 しない 契約保証 免除 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当しない 

注意事項 

※次頁のとおり 

本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は１頁目です。） 

工事担当課 港南区港南土木事務所 電話 ０４５－８４３－３７１１ 

契約事務担当課 財政局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６ 

 



横浜市報調達公告版 

第４号 平成26年１月28日発行 

76 

 

契約番号 １３３６０１００５７ 

工事件名 
港南土木管内公園施設修繕工事（その３） 

入 

 

札 

 

に 

 

係 

 

る 

 

必 

 

要 

 

事 

 

項 

【注意事項】 

（１）入札参加にあたっては、公告本文の記載事項を確認すること。特に、工事費内訳書 

  の作成及び提出、現場代理人の工事現場への常駐並びに最高請負実績額に係る適格性 

  の審査について、公告本文（３（４）、８（９）及び８（１０））に記載があるので 

  留意すること。 

（２）消費税率８％適用に伴う入札金額、予定価格、最低制限価格、前払金及び部分払金 

  の取扱いについて、それぞれ公告本文（３（５）、３（６）、５（１）、７（２）及 

  び７（３））に記載があるので留意すること。 

（３）入札取扱要綱第２５条第１項第１２号の規定に基づき、開札日において、次の工事 

  を契約しているとき（落札決定通知書の送付を受けているときを含む。）は、本件工 

  事の契約を締結できない（ただし、完成検査が完了している場合はこの限りでない。 

  ）。 

   港南土木管内公園施設修繕工事（その２） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は２頁目です。） 

この頁に記載されていない事項については、１頁目をご確認ください。 
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契約番号 １３３７０１００６８ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
保土ケ谷土木管内公園施設修繕工事（その４） 

施工場所 
保土ケ谷土木管内一円 

工事概要 

園路広場修繕工、施設修繕工、基盤修繕工、植栽修繕工 ほか 

工期 契約締結の日から平成２６年 ７月３１日まで 

予定価格 ４，６００，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

登録工種 造園 

格付等級 【造園：Ｂ】 

登録細目 【造園：造園工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

造園工事業に係る主任技術者を施工現場に配置すること。 

当該技術者は開札日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、（２）当該雇用期

間が３か月間経過しており、（３）専任配置を要する他の工事に専任の技術者として従事して

いない者でなければならない。  

その他 

次の入札参加資格を全て満たす者であること。（詳細は公告本文１（４）参照） 

（１）主たる営業所の所在地が、南区、保土ケ谷区、旭区、緑区、青葉区又は瀬谷区内の 

  いずれかであること。 

（２）有資格者名簿において企業規模が「中小企業」であること。 

（３）現場代理人は、開札日において、直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、かつ、当該 

  雇用期間が３か月間経過している者であること。 

提出書類 

（１）配置主任技術者・現場代理人（変更）届出書（第７号様式） （２）（１）に記載 

した資格を証明する書類（建設業法に定める技術検定の合格証明書の写し等） （３）配 

置する技術者及び現場代理人の雇用（期間）が確認できる書類（健康保険被保険者証の写 

し又は雇用保険被保険者証の写し等） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２６年 ２月 ７日（金）午前 ９時００分から 

平成２６年 ２月１２日（水）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２６年 ２月１３日（木）午前 １１時３０分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 しない 契約保証 免除 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当しない 

注意事項 

※次頁のとおり 

本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は１頁目です。） 

工事担当課 保土ケ谷区保土ケ谷土木事務所 電話 ０４５－３３１－４４４５ 

契約事務担当課 財政局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６ 
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契約番号 １３３７０１００６８ 

工事件名 
保土ケ谷土木管内公園施設修繕工事（その４） 

入 

 

札 

 

に 

 

係 

 

る 

 

必 

 

要 

 

事 

 

項 

【注意事項】 

（１）入札参加にあたっては、公告本文の記載事項を確認すること。特に、工事費内訳書 

  の作成及び提出、現場代理人の工事現場への常駐並びに最高請負実績額に係る適格性 

  の審査について、公告本文（３（４）、８（９）及び８（１０））に記載があるので 

  留意すること。 

（２）消費税率８％適用に伴う入札金額、予定価格、最低制限価格、前払金及び部分払金 

  の取扱いについて、それぞれ公告本文（３（５）、３（６）、５（１）、７（２）及 

  び７（３））に記載があるので留意すること。 

（３）入札取扱要綱第２５条第１項第１２号の規定に基づき、開札日において、次の工事 

  を契約しているとき（落札決定通知書の送付を受けているときを含む。）は、本件工 

  事の契約を締結できない（ただし、完成検査が完了している場合はこの限りでない。 

  ）。 

  ア 保土ケ谷土木管内公園施設修繕工事（その２） 

  イ 保土ケ谷土木管内公園施設修繕工事（その３） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は２頁目です。） 

この頁に記載されていない事項については、１頁目をご確認ください。 
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契約番号 １３３８０１００７０ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
旭土木管内公園施設修繕工事（その５） 

施工場所 
旭土木管内一円 

工事概要 

園路広場修繕工、施設修繕工、基盤修繕工、植栽修繕工 ほか 

工期 契約締結の日から平成２６年 ６月３０日まで 

予定価格 ４，５４０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

登録工種 造園 

格付等級 【造園：Ｂ】 

登録細目 【造園：造園工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

造園工事業に係る主任技術者を施工現場に配置すること。 

当該技術者は開札日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、（２）当該雇用期

間が３か月間経過しており、（３）専任配置を要する他の工事に専任の技術者として従事して

いない者でなければならない。  

その他 

次の入札参加資格を全て満たす者であること。（詳細は公告本文１（４）参照） 

（１）主たる営業所の所在地が、南区、保土ケ谷区、旭区、緑区、青葉区又は瀬谷区内の 

  いずれかであること。 

（２）有資格者名簿において企業規模が「中小企業」であること。 

（３）現場代理人は、開札日において、直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、かつ、当該 

  雇用期間が３か月間経過している者であること。 

提出書類 

（１）配置主任技術者・現場代理人（変更）届出書（第７号様式） （２）（１）に記載 

した資格を証明する書類（建設業法に定める技術検定の合格証明書の写し等） （３）配 

置する技術者及び現場代理人の雇用（期間）が確認できる書類（健康保険被保険者証の写 

し又は雇用保険被保険者証の写し等） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２６年 ２月 ７日（金）午前 ９時００分から 

平成２６年 ２月１２日（水）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２６年 ２月１３日（木）午後 １時１５分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 しない 契約保証 免除 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当しない 

注意事項 

※次頁のとおり 

本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は１頁目です。） 

工事担当課 旭区旭土木事務所 電話 ０４５－９５３－８８０６ 

契約事務担当課 財政局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６ 
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契約番号 １３３８０１００７０ 

工事件名 
旭土木管内公園施設修繕工事（その５） 

入 

 

札 

 

に 

 

係 

 

る 

 

必 

 

要 

 

事 

 

項 

【注意事項】 

（１）入札参加にあたっては、公告本文の記載事項を確認すること。特に、工事費内訳書 

  の作成及び提出、現場代理人の工事現場への常駐並びに最高請負実績額に係る適格性 

  の審査について、公告本文（３（４）、８（９）及び８（１０））に記載があるので 

  留意すること。 

（２）消費税率８％適用に伴う入札金額、予定価格、最低制限価格、前払金及び部分払金 

  の取扱いについて、それぞれ公告本文（３（５）、３（６）、５（１）、７（２）及 

  び７（３））に記載があるので留意すること。 

（３）入札取扱要綱第２５条第１項第１２号の規定に基づき、開札日において、次の工事 

  を契約しているとき（落札決定通知書の送付を受けているときを含む。）は、本件工 

  事の契約を締結できない（ただし、完成検査が完了している場合はこの限りでない。 

  ）。 

  ア 旭土木管内公園施設修繕工事（その１） 

  イ 旭土木管内公園施設修繕工事（その２） 

  ウ 旭土木管内公園施設修繕工事（その３） 

  エ 旭土木管内公園施設修繕工事（その４） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は２頁目です。） 

この頁に記載されていない事項については、１頁目をご確認ください。 
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契約番号 １３３９０１００５９ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
磯子土木管内公園施設修繕工事（その２） 

施工場所 
磯子土木管内一円 

工事概要 

園路広場修繕工、施設修繕工、基盤修繕工、植栽修繕工 ほか 

工期 契約締結の日から平成２６年 ７月３１日まで 

予定価格 ５，９２０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

登録工種 造園 

格付等級 【造園：Ｂ】 

登録細目 【造園：造園工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

造園工事業に係る主任技術者を施工現場に配置すること。 

当該技術者は開札日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、（２）当該雇用期

間が３か月間経過しており、（３）専任配置を要する他の工事に専任の技術者として従事して

いない者でなければならない。  

その他 

次の入札参加資格を全て満たす者であること。（詳細は公告本文１（４）参照） 

（１）主たる営業所の所在地が、港南区、磯子区、金沢区、戸塚区、栄区又は泉区内のい 

  ずれかであること。 

（２）平成２５年度の災害協力事業者であること。 

（３）有資格者名簿において企業規模が「中小企業」であること。 

（４）現場代理人は、開札日において、直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、かつ、当該 

  雇用期間が３か月間経過している者であること。 

提出書類 

（１）配置主任技術者・現場代理人（変更）届出書（第７号様式） （２）（１）に記載 

した資格を証明する書類（建設業法に定める技術検定の合格証明書の写し等） （３）配 

置する技術者及び現場代理人の雇用（期間）が確認できる書類（健康保険被保険者証の写 

し又は雇用保険被保険者証の写し等） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２６年 ２月 ７日（金）午前 ９時００分から 

平成２６年 ２月１２日（水）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２６年 ２月１３日（木）午後 １時３０分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 しない 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当しない 

注意事項 

※次頁のとおり 

本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は１頁目です。） 

工事担当課 磯子区磯子土木事務所 電話 ０４５－７６１－００８１ 

契約事務担当課 財政局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６ 

 



横浜市報調達公告版 

第４号 平成26年１月28日発行 

82 

 

契約番号 １３３９０１００５９ 

工事件名 
磯子土木管内公園施設修繕工事（その２） 

入 

 

札 

 

に 

 

係 

 

る 

 

必 

 

要 

 

事 

 

項 

【注意事項】 

（１）入札参加にあたっては、公告本文の記載事項を確認すること。特に、工事費内訳書 

  の作成及び提出、現場代理人の工事現場への常駐並びに最高請負実績額に係る適格性 

  の審査について、公告本文（３（４）、８（９）及び８（１０））に記載があるので 

  留意すること。 

（２）消費税率８％適用に伴う入札金額、予定価格、最低制限価格、前払金及び部分払金 

  の取扱いについて、それぞれ公告本文（３（５）、３（６）、５（１）、７（２）及 

  び７（３））に記載があるので留意すること。 

（３）入札取扱要綱第２５条第１項第１２号の規定に基づき、開札日において、次の工事 

  を契約しているとき（落札決定通知書の送付を受けているときを含む。）は、本件工 

  事の契約を締結できない（ただし、完成検査が完了している場合はこの限りでない。 

  ）。 

  ア 磯子土木管内公園施設修繕工事（その３） 

  イ 磯子土木管内公園施設修繕工事（その１） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は２頁目です。） 

この頁に記載されていない事項については、１頁目をご確認ください。 
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契約番号 １３４００１００６４ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
金沢土木管内公園施設修繕工事（その５） 

施工場所 
金沢土木管内一円 

工事概要 

園路広場修繕工、施設修繕工、基盤修繕工、植栽修繕工 ほか 

工期 契約締結の日から平成２６年 ７月２５日まで 

予定価格 ５，８７０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

登録工種 造園 

格付等級 【造園：Ｂ】 

登録細目 【造園：造園工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

造園工事業に係る主任技術者を施工現場に配置すること。 

当該技術者は開札日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、（２）当該雇用期

間が３か月間経過しており、（３）専任配置を要する他の工事に専任の技術者として従事して

いない者でなければならない。  

その他 

次の入札参加資格を全て満たす者であること。（詳細は公告本文１（４）参照） 

（１）主たる営業所の所在地が、港南区、磯子区、金沢区、戸塚区、栄区又は泉区内のい 

  ずれかであること。 

（２）有資格者名簿において企業規模が「中小企業」であること。 

（３）現場代理人は、開札日において、直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、かつ、当該 

  雇用期間が３か月間経過している者であること。 

提出書類 

（１）配置主任技術者・現場代理人（変更）届出書（第７号様式） （２）（１）に記載 

した資格を証明する書類（建設業法に定める技術検定の合格証明書の写し等） （３）配 

置する技術者及び現場代理人の雇用（期間）が確認できる書類（健康保険被保険者証の写 

し又は雇用保険被保険者証の写し等） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２６年 ２月 ７日（金）午前 ９時００分から 

平成２６年 ２月１２日（水）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２６年 ２月１３日（木）午後 １時４５分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 しない 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当しない 

注意事項 

※次頁のとおり 

本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は１頁目です。） 

工事担当課 金沢区金沢土木事務所 電話 ０４５－７８１－２５１５ 

契約事務担当課 財政局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６ 
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契約番号 １３４００１００６４ 

工事件名 
金沢土木管内公園施設修繕工事（その５） 

入 

 

札 

 

に 

 

係 

 

る 

 

必 

 

要 

 

事 

 

項 

【注意事項】 

（１）入札参加にあたっては、公告本文の記載事項を確認すること。特に、工事費内訳書 

  の作成及び提出、現場代理人の工事現場への常駐並びに最高請負実績額に係る適格性 

  の審査について、公告本文（３（４）、８（９）及び８（１０））に記載があるので 

  留意すること。 

（２）消費税率８％適用に伴う入札金額、予定価格、最低制限価格、前払金及び部分払金 

  の取扱いについて、それぞれ公告本文（３（５）、３（６）、５（１）、７（２）及 

  び７（３））に記載があるので留意すること。 

（３）入札取扱要綱第２５条第１項第１２号の規定に基づき、開札日において、次の工事 

  を契約しているとき（落札決定通知書の送付を受けているときを含む。）は、本件工 

  事の契約を締結できない（ただし、完成検査が完了している場合はこの限りでない。 

  ）。 

  ア 金沢土木管内公園施設修繕工事（その１） 

  イ 金沢土木管内公園施設修繕工事（その２） 

  ウ 金沢土木管内公園施設修繕工事（その３） 

  エ 金沢土木管内公園施設修繕工事（その４） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は２頁目です。） 

この頁に記載されていない事項については、１頁目をご確認ください。 
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契約番号 １３４１０１００８７ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
港北土木管内公園施設修繕工事（その４） 

施工場所 
港北土木管内一円 

工事概要 

園路広場修繕工、施設修繕工、基盤修繕工、植栽修繕工 ほか 

工期 契約締結の日から平成２６年 ９月３０日まで 

予定価格 ５，１８０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

登録工種 造園 

格付等級 【造園：Ｂ】 

登録細目 【造園：造園工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

造園工事業に係る主任技術者を施工現場に配置すること。 

当該技術者は開札日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、（２）当該雇用期

間が３か月間経過しており、（３）専任配置を要する他の工事に専任の技術者として従事して

いない者でなければならない。  

その他 

次の入札参加資格を全て満たす者であること。（詳細は公告本文１（４）参照） 

（１）主たる営業所の所在地が、鶴見区、神奈川区、西区、中区、港北区又は都筑区内の 

  いずれかであること。 

（２）次のア又はイのいずれかの入札参加資格を満たす者であること。 

  ア 横浜型地域貢献企業であること。 

  イ 平成２４年１月１日から平成２５年１２月３１日までの間の最新月に完成した工 

   種「造園」に係る工事成績が７５点以上の者であること。 

（３）有資格者名簿において企業規模が「中小企業」であること。 

（４）現場代理人は、開札日において、直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、かつ、当該 

  雇用期間が３か月間経過している者であること。 

提出書類 

（１）配置主任技術者・現場代理人（変更）届出書（第７号様式） （２）（１）に記載 

した資格を証明する書類（建設業法に定める技術検定の合格証明書の写し等） （３）配 

置する技術者及び現場代理人の雇用（期間）が確認できる書類（健康保険被保険者証の写 

し又は雇用保険被保険者証の写し等） （４）入札参加資格その他（２）アの場合、横浜 

型地域貢献企業認定証の写し（認定証の交付を受ける前においては、横浜型地域貢献企業 

の認定審査結果に係る通知書の写しでも可） （５）入札参加資格その他（２）イの場合 

、工事完成検査結果通知書の写し 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２６年 ２月１０日（月）午前 ９時００分から 

平成２６年 ２月１３日（木）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２６年 ２月１４日（金）午前 ９時３０分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 しない 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当しない 

注意事項 

※次頁のとおり 

本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は１頁目です。） 

工事担当課 港北区港北土木事務所 電話 ０４５－５３１－７３６１ 

契約事務担当課 財政局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６ 
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契約番号 １３４１０１００８７ 

工事件名 
港北土木管内公園施設修繕工事（その４） 

入 

 

札 

 

に 

 

係 

 

る 

 

必 

 

要 

 

事 

 

項 

【注意事項】 

（１）入札参加にあたっては、公告本文の記載事項を確認すること。特に、工事費内訳書 

  の作成及び提出、現場代理人の工事現場への常駐並びに最高請負実績額に係る適格性 

  の審査について、公告本文（３（４）、８（９）及び８（１０））に記載があるので 

  留意すること。 

（２）消費税率８％適用に伴う入札金額、予定価格、最低制限価格、前払金及び部分払金 

  の取扱いについて、それぞれ公告本文（３（５）、３（６）、５（１）、７（２）及 

  び７（３））に記載があるので留意すること。 

（３）入札取扱要綱第２５条第１項第１２号の規定に基づき、開札日において、次の工事 

  を契約しているとき（落札決定通知書の送付を受けているときを含む。）は、本件工 

  事の契約を締結できない（ただし、完成検査が完了している場合はこの限りでない。 

  ）。 

  ア 港北土木管内公園施設修繕工事（その２） 

  イ 港北土木管内公園施設修繕工事（その３） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は２頁目です。） 

この頁に記載されていない事項については、１頁目をご確認ください。 
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契約番号 １３４２０１００５２ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
緑土木管内公園施設修繕工事（その３） 

施工場所 
緑土木管内一円 

工事概要 

園路広場修繕工、施設修繕工、基盤修繕工、植栽修繕工 ほか 

工期 契約締結の日から平成２６年 ７月１１日まで 

予定価格 ５，９２０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

登録工種 造園 

格付等級 【造園：Ｂ】 

登録細目 【造園：造園工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

造園工事業に係る主任技術者を施工現場に配置すること。 

当該技術者は開札日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、（２）当該雇用期

間が３か月間経過しており、（３）専任配置を要する他の工事に専任の技術者として従事して

いない者でなければならない。  

その他 

次の入札参加資格を全て満たす者であること。（詳細は公告本文１（４）参照） 

（１）主たる営業所の所在地が、南区、保土ケ谷区、旭区、緑区、青葉区又は瀬谷区内の 

  いずれかであること。 

（２）次のア又はイのいずれかの入札参加資格を満たす者であること。 

  ア 横浜型地域貢献企業であること。 

  イ 平成２４年１月１日から平成２５年１２月３１日までの間の最新月に完成した工 

   種「造園」に係る工事成績が７５点以上の者であること。 

（３）有資格者名簿において企業規模が「中小企業」であること。 

（４）現場代理人は、開札日において、直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、かつ、当該 

  雇用期間が３か月間経過している者であること。 

提出書類 

（１）配置主任技術者・現場代理人（変更）届出書（第７号様式） （２）（１）に記載 

した資格を証明する書類（建設業法に定める技術検定の合格証明書の写し等） （３）配 

置する技術者及び現場代理人の雇用（期間）が確認できる書類（健康保険被保険者証の写 

し又は雇用保険被保険者証の写し等） （４）入札参加資格その他（２）アの場合、横浜 

型地域貢献企業認定証の写し（認定証の交付を受ける前においては、横浜型地域貢献企業 

の認定審査結果に係る通知書の写しでも可） （５）入札参加資格その他（２）イの場合 

、工事完成検査結果通知書の写し 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２６年 ２月１０日（月）午前 ９時００分から 

平成２６年 ２月１３日（木）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２６年 ２月１４日（金）午前 ９時４５分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 しない 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当しない 

注意事項 

※次頁のとおり 

本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は１頁目です。） 

工事担当課 緑区緑土木事務所 電話 ０４５－９８１－２１００ 

契約事務担当課 財政局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６ 
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契約番号 １３４２０１００５２ 

工事件名 
緑土木管内公園施設修繕工事（その３） 

入 

 

札 

 

に 

 

係 

 

る 

 

必 

 

要 

 

事 

 

項 

【注意事項】 

（１）入札参加にあたっては、公告本文の記載事項を確認すること。特に、工事費内訳書 

  の作成及び提出、現場代理人の工事現場への常駐並びに最高請負実績額に係る適格性 

  の審査について、公告本文（３（４）、８（９）及び８（１０））に記載があるので 

  留意すること。 

（２）消費税率８％適用に伴う入札金額、予定価格、最低制限価格、前払金及び部分払金 

  の取扱いについて、それぞれ公告本文（３（５）、３（６）、５（１）、７（２）及 

  び７（３））に記載があるので留意すること。 

（３）入札取扱要綱第２５条第１項第１２号の規定に基づき、開札日において、次の工事 

  を契約しているとき（落札決定通知書の送付を受けているときを含む。）は、本件工 

  事の契約を締結できない（ただし、完成検査が完了している場合はこの限りでない。 

  ）。 

  ア 緑土木管内公園施設修繕工事（その１） 

  イ 緑土木管内公園施設修繕工事（その２） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は２頁目です。） 

この頁に記載されていない事項については、１頁目をご確認ください。 
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契約番号 １３４３０１００７１ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
青葉土木管内公園施設修繕工事（その５） 

施工場所 
青葉土木管内一円 

工事概要 

園路広場修繕工、施設修繕工、基盤修繕工、植栽修繕工 ほか 

工期 契約締結の日から平成２６年 ６月３０日まで 

予定価格 ５，０００，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

登録工種 造園 

格付等級 【造園：Ｂ】 

登録細目 【造園：造園工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

造園工事業に係る主任技術者を施工現場に配置すること。 

当該技術者は開札日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、（２）当該雇用期

間が３か月間経過しており、（３）専任配置を要する他の工事に専任の技術者として従事して

いない者でなければならない。  

その他 

次の入札参加資格を全て満たす者であること。（詳細は公告本文１（４）参照） 

（１）主たる営業所の所在地が、南区、保土ケ谷区、旭区、緑区、青葉区又は瀬谷区内の 

  いずれかであること。 

（２）有資格者名簿において企業規模が「中小企業」であること。 

（３）現場代理人は、開札日において、直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、かつ、当該 

  雇用期間が３か月間経過している者であること。 

提出書類 

（１）配置主任技術者・現場代理人（変更）届出書（第７号様式） （２）（１）に記載 

した資格を証明する書類（建設業法に定める技術検定の合格証明書の写し等） （３）配 

置する技術者及び現場代理人の雇用（期間）が確認できる書類（健康保険被保険者証の写 

し又は雇用保険被保険者証の写し等） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２６年 ２月１０日（月）午前 ９時００分から 

平成２６年 ２月１３日（木）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２６年 ２月１４日（金）午前 １０時００分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 しない 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当しない 

注意事項 

※次頁のとおり 

本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は１頁目です。） 

工事担当課 青葉区青葉土木事務所 電話 ０４５－９７１－２３００ 

契約事務担当課 財政局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６ 
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契約番号 １３４３０１００７１ 

工事件名 
青葉土木管内公園施設修繕工事（その５） 

入 

 

札 

 

に 

 

係 

 

る 

 

必 

 

要 

 

事 

 

項 

【注意事項】 

（１）入札参加にあたっては、公告本文の記載事項を確認すること。特に、工事費内訳書 

  の作成及び提出、現場代理人の工事現場への常駐並びに最高請負実績額に係る適格性 

  の審査について、公告本文（３（４）、８（９）及び８（１０））に記載があるので 

  留意すること。 

（２）消費税率８％適用に伴う入札金額、予定価格、最低制限価格、前払金及び部分払金 

  の取扱いについて、それぞれ公告本文（３（５）、３（６）、５（１）、７（２）及 

  び７（３））に記載があるので留意すること。 

（３）入札取扱要綱第２５条第１項第１２号の規定に基づき、開札日において、次の工事 

  を契約しているとき（落札決定通知書の送付を受けているときを含む。）は、本件工 

  事の契約を締結できない（ただし、完成検査が完了している場合はこの限りでない。 

  ）。 

  ア 青葉土木管内公園施設修繕工事（その３） 

  イ 青葉土木管内公園施設修繕工事（その４） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は２頁目です。） 

この頁に記載されていない事項については、１頁目をご確認ください。 
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契約番号 １３４４０１００６６ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
都筑土木管内公園施設修繕工事（その４） 

施工場所 
都筑土木管内一円 

工事概要 

園路広場修繕工、施設修繕工、基盤修繕工、植栽修繕工 ほか 

工期 契約締結の日から平成２６年 ９月３０日まで 

予定価格 ３，７００，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

登録工種 造園 

格付等級 【造園：Ｂ】 

登録細目 【造園：造園工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

造園工事業に係る主任技術者を施工現場に配置すること。 

当該技術者は開札日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、（２）当該雇用期

間が３か月間経過しており、（３）専任配置を要する他の工事に専任の技術者として従事して

いない者でなければならない。  

その他 

次の入札参加資格を全て満たす者であること。（詳細は公告本文１（４）参照） 

（１）主たる営業所の所在地が、鶴見区、神奈川区、西区、中区、港北区又は都筑区内の 

  いずれかであること。 

（２）有資格者名簿において企業規模が「中小企業」であること。 

（３）現場代理人は、開札日において、直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、かつ、当該 

  雇用期間が３か月間経過している者であること。 

提出書類 

（１）配置主任技術者・現場代理人（変更）届出書（第７号様式） （２）（１）に記載 

した資格を証明する書類（建設業法に定める技術検定の合格証明書の写し等） （３）配 

置する技術者及び現場代理人の雇用（期間）が確認できる書類（健康保険被保険者証の写 

し又は雇用保険被保険者証の写し等） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２６年 ２月１０日（月）午前 ９時００分から 

平成２６年 ２月１３日（木）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２６年 ２月１４日（金）午前 １０時００分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 しない 契約保証 免除 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当しない 

注意事項 

※次頁のとおり 

本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は１頁目です。） 

工事担当課 都筑区都筑土木事務所 電話 ０４５－９４２－０６０６ 

契約事務担当課 財政局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６ 
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契約番号 １３４４０１００６６ 

工事件名 
都筑土木管内公園施設修繕工事（その４） 

入 

 

札 

 

に 

 

係 

 

る 

 

必 

 

要 

 

事 

 

項 

【注意事項】 

（１）入札参加にあたっては、公告本文の記載事項を確認すること。特に、工事費内訳書 

  の作成及び提出、現場代理人の工事現場への常駐並びに最高請負実績額に係る適格性 

  の審査について、公告本文（３（４）、８（９）及び８（１０））に記載があるので 

  留意すること。 

（２）消費税率８％適用に伴う入札金額、予定価格、最低制限価格、前払金及び部分払金 

  の取扱いについて、それぞれ公告本文（３（５）、３（６）、５（１）、７（２）及 

  び７（３））に記載があるので留意すること。 

（３）入札取扱要綱第２５条第１項第１２号の規定に基づき、開札日において、次の工事 

  を契約しているとき（落札決定通知書の送付を受けているときを含む。）は、本件工 

  事の契約を締結できない（ただし、完成検査が完了している場合はこの限りでない。 

  ）。 

  ア 都筑土木管内公園施設修繕工事（その１） 

  イ 都筑土木管内公園施設修繕工事（その２） 

  ウ 都筑土木管内公園施設修繕工事（その３） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は２頁目です。） 

この頁に記載されていない事項については、１頁目をご確認ください。 
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契約番号 １３４７０１００４８ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
泉土木管内公園施設修繕工事（その５） 

施工場所 
泉土木管内一円 

工事概要 

園路広場修繕工、施設修繕工、基盤修繕工、植栽修繕工 ほか 

工期 契約締結の日から平成２６年 ８月２９日まで 

予定価格 ３，７００，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

登録工種 造園 

格付等級 【造園：Ｂ】 

登録細目 【造園：造園工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

造園工事業に係る主任技術者を施工現場に配置すること。 

当該技術者は開札日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、（２）当該雇用期

間が３か月間経過しており、（３）専任配置を要する他の工事に専任の技術者として従事して

いない者でなければならない。  

その他 

次の入札参加資格を全て満たす者であること。（詳細は公告本文１（４）参照） 

（１）主たる営業所の所在地が、港南区、磯子区、金沢区、戸塚区、栄区又は泉区内のい 

  ずれかであること。 

（２）有資格者名簿において企業規模が「中小企業」であること。 

（３）現場代理人は、開札日において、直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、かつ、当該 

  雇用期間が３か月間経過している者であること。 

提出書類 

（１）配置主任技術者・現場代理人（変更）届出書（第７号様式） （２）（１）に記載 

した資格を証明する書類（建設業法に定める技術検定の合格証明書の写し等） （３）配 

置する技術者及び現場代理人の雇用（期間）が確認できる書類（健康保険被保険者証の写 

し又は雇用保険被保険者証の写し等） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２６年 ２月１０日（月）午前 ９時００分から 

平成２６年 ２月１３日（木）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２６年 ２月１４日（金）午前 １０時４５分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 しない 契約保証 免除 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当しない 

注意事項 

※次頁のとおり 

本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は１頁目です。） 

工事担当課 泉区泉土木事務所 電話 ０４５－８００－２５３６ 

契約事務担当課 財政局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６ 
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契約番号 １３４７０１００４８ 

工事件名 
泉土木管内公園施設修繕工事（その５） 

入 

 

札 

 

に 

 

係 

 

る 

 

必 

 

要 

 

事 

 

項 

【注意事項】 

（１）入札参加にあたっては、公告本文の記載事項を確認すること。特に、工事費内訳書 

  の作成及び提出、現場代理人の工事現場への常駐並びに最高請負実績額に係る適格性 

  の審査について、公告本文（３（４）、８（９）及び８（１０））に記載があるので 

  留意すること。 

（２）消費税率８％適用に伴う入札金額、予定価格、最低制限価格、前払金及び部分払金 

  の取扱いについて、それぞれ公告本文（３（５）、３（６）、５（１）、７（２）及 

  び７（３））に記載があるので留意すること。 

（３）入札取扱要綱第２５条第１項第１２号の規定に基づき、開札日において、次の工事 

  を契約しているとき（落札決定通知書の送付を受けているときを含む。）は、本件工 

  事の契約を締結できない（ただし、完成検査が完了している場合はこの限りでない。 

  ）。  

  ア 泉土木管内公園施設修繕工事（その１） 

  イ 泉土木管内公園施設修繕工事（その２） 

  ウ 泉土木管内公園施設修繕工事（その３） 

  エ 泉土木管内公園施設修繕工事（その４） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は２頁目です。） 

この頁に記載されていない事項については、１頁目をご確認ください。 
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契約番号 １３４６０１００５２ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
栄土木管内公園施設修繕工事（その２） 

施工場所 
栄土木管内一円 

工事概要 

園路広場修繕工、施設修繕工、基盤修繕工、植栽修繕工 ほか 

工期 契約締結の日から平成２６年 ９月３０日まで 

予定価格 ３，７００，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

登録工種 造園 

格付等級 【造園：Ｂ】 

登録細目 【造園：造園工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

造園工事業に係る主任技術者を施工現場に配置すること。 

当該技術者は開札日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、（２）当該雇用期

間が３か月間経過しており、（３）専任配置を要する他の工事に専任の技術者として従事して

いない者でなければならない。  

その他 

次の入札参加資格を全て満たす者であること。（詳細は公告本文１（４）参照） 

（１）主たる営業所の所在地が、港南区、磯子区、金沢区、戸塚区、栄区又は泉区内のい 

  ずれかであること。 

（２）有資格者名簿において企業規模が「中小企業」であること。 

（３）現場代理人は、開札日において、直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、かつ、当該 

  雇用期間が３か月間経過している者であること。 

提出書類 

（１）配置主任技術者・現場代理人（変更）届出書（第７号様式） （２）（１）に記載 

した資格を証明する書類（建設業法に定める技術検定の合格証明書の写し等） （３）配 

置する技術者及び現場代理人の雇用（期間）が確認できる書類（健康保険被保険者証の写 

し又は雇用保険被保険者証の写し等） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２６年 ２月１０日（月）午前 ９時００分から 

平成２６年 ２月１３日（木）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２６年 ２月１４日（金）午前 １０時３０分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 しない 契約保証 免除 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当しない 

注意事項 

※次頁のとおり 

本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は１頁目です。） 

工事担当課 栄区栄土木事務所 電話 ０４５－８９５－１４１１ 

契約事務担当課 財政局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６ 
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契約番号 １３４６０１００５２ 

工事件名 
栄土木管内公園施設修繕工事（その２） 

入 

 

札 

 

に 

 

係 

 

る 

 

必 

 

要 

 

事 

 

項 

【注意事項】 

（１）入札参加にあたっては、公告本文の記載事項を確認すること。特に、工事費内訳書 

  の作成及び提出、現場代理人の工事現場への常駐並びに最高請負実績額に係る適格性 

  の審査について、公告本文（３（４）、８（９）及び８（１０））に記載があるので 

  留意すること。 

（２）消費税率８％適用に伴う入札金額、予定価格、最低制限価格、前払金及び部分払金 

  の取扱いについて、それぞれ公告本文（３（５）、３（６）、５（１）、７（２）及 

  び７（３））に記載があるので留意すること。 

（３）入札取扱要綱第２５条第１項第１２号の規定に基づき、開札日において、次の工事 

  を契約しているとき（落札決定通知書の送付を受けているときを含む。）は、本件工 

  事の契約を締結できない（ただし、完成検査が完了している場合はこの限りでない。 

  ）。 

   栄土木管内公園施設修繕工事（その１） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は２頁目です。） 

この頁に記載されていない事項については、１頁目をご確認ください。 
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契約番号 １３４５０１００９２ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
戸塚土木管内公園施設修繕工事（その３） 

施工場所 
戸塚土木管内一円 

工事概要 

園路広場修繕工、施設修繕工、基盤修繕工、植栽修繕工 ほか 

工期 契約締結の日から平成２６年 ９月 ５日まで 

予定価格 ５，８９０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

登録工種 造園 

格付等級 【造園：Ｂ】 

登録細目 【造園：造園工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

造園工事業に係る主任技術者を施工現場に配置すること。 

当該技術者は開札日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、（２）当該雇用期

間が３か月間経過しており、（３）専任配置を要する他の工事に専任の技術者として従事して

いない者でなければならない。  

その他 

次の入札参加資格を全て満たす者であること。（詳細は公告本文１（４）参照） 

（１）主たる営業所の所在地が、港南区、磯子区、金沢区、戸塚区、栄区又は泉区内のい 

  ずれかであること。 

（２）次のア又はイのいずれかの入札参加資格を満たす者であること。 

  ア 平成２４年度又は平成２５年度の土木・造園部門に係る優良工事表彰事業者であ 

   ること。    

  イ 平成２４年１月１日から平成２５年１２月３１日までの間の最新月に完成した工 

   種「造園」に係る工事成績が７５点以上の者であること。 

（３）有資格者名簿において企業規模が「中小企業」であること。 

（４）現場代理人は、開札日において、直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、かつ、当該 

  雇用期間が３か月間経過している者であること。 

提出書類 

（１）配置主任技術者・現場代理人（変更）届出書（第７号様式） （２）（１）に記載 

した資格を証明する書類（建設業法に定める技術検定の合格証明書の写し等） （３）配 

置する技術者及び現場代理人の雇用（期間）が確認できる書類（健康保険被保険者証の写 

し又は雇用保険被保険者証の写し等） （４）入札参加資格その他（２）イの場合、工事 

完成検査結果通知書の写し 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２６年 ２月１０日（月）午前 ９時００分から 

平成２６年 ２月１３日（木）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２６年 ２月１４日（金）午前 １０時１５分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 しない 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当しない 

注意事項 

※次頁のとおり 

本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は１頁目です。） 

工事担当課 戸塚区戸塚土木事務所 電話 ０４５－８８１－１６２４ 

契約事務担当課 財政局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６ 
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契約番号 １３４５０１００９２ 

工事件名 
戸塚土木管内公園施設修繕工事（その３） 

入 

 

札 

 

に 

 

係 

 

る 

 

必 

 

要 

 

事 

 

項 

【注意事項】 

（１）入札参加にあたっては、公告本文の記載事項を確認すること。特に、工事費内訳書 

  の作成及び提出、現場代理人の工事現場への常駐並びに最高請負実績額に係る適格性 

  の審査について、公告本文（３（４）、８（９）及び８（１０））に記載があるので 

  留意すること。 

（２）消費税率８％適用に伴う入札金額、予定価格、最低制限価格、前払金及び部分払金 

  の取扱いについて、それぞれ公告本文（３（５）、３（６）、５（１）、７（２）及 

  び７（３））に記載があるので留意すること。 

（３）入札取扱要綱第２５条第１項第１２号の規定に基づき、開札日において、次の工事 

  を契約しているとき（落札決定通知書の送付を受けているときを含む。）は、本件工 

  事の契約を締結できない（ただし、完成検査が完了している場合はこの限りでない。 

  ）。 

  ア 戸塚土木管内公園施設修繕工事（その１） 

  イ 戸塚土木管内公園施設修繕工事（その２） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は２頁目です。） 

この頁に記載されていない事項については、１頁目をご確認ください。 
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契約番号 １３４８０１００４８ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
瀬谷土木管内公園施設修繕工事（その２） 

施工場所 
瀬谷土木管内一円 

工事概要 

園路広場修繕工、施設修繕工、基盤修繕工、植栽修繕工 ほか 

工期 契約締結の日から平成２６年 ８月３１日まで 

予定価格 ２，９４０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

登録工種 造園 

格付等級 【造園：Ｂ】 

登録細目 【造園：造園工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

造園工事業に係る主任技術者を施工現場に配置すること。 

当該技術者は開札日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、（２）当該雇用期

間が３か月間経過しており、（３）専任配置を要する他の工事に専任の技術者として従事して

いない者でなければならない。  

その他 

次の入札参加資格を全て満たす者であること。（詳細は公告本文１（４）参照） 

（１）主たる営業所の所在地が、南区、保土ケ谷区、旭区、緑区、青葉区又は瀬谷区内の 

  いずれかであること。 

（２）有資格者名簿において企業規模が「中小企業」であること。 

（３）現場代理人は、開札日において、直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、かつ、当該 

  雇用期間が３か月間経過している者であること。 

提出書類 

（１）配置主任技術者・現場代理人（変更）届出書（第７号様式） （２）（１）に記載 

した資格を証明する書類（建設業法に定める技術検定の合格証明書の写し等） （３）配 

置する技術者及び現場代理人の雇用（期間）が確認できる書類（健康保険被保険者証の写 

し又は雇用保険被保険者証の写し等） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２６年 ２月１０日（月）午前 ９時００分から 

平成２６年 ２月１３日（木）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２６年 ２月１４日（金）午前 １０時４５分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 しない 契約保証 免除 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当しない 

注意事項 

※次頁のとおり 

本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は１頁目です。） 

工事担当課 瀬谷区瀬谷土木事務所 電話 ０４５－３６４－１１０５ 

契約事務担当課 財政局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６ 
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契約番号 １３４８０１００４８ 

工事件名 
瀬谷土木管内公園施設修繕工事（その２） 

入 

 

札 

 

に 

 

係 

 

る 

 

必 

 

要 

 

事 

 

項 

【注意事項】 

（１）入札参加にあたっては、公告本文の記載事項を確認すること。特に、工事費内訳書 

  の作成及び提出、現場代理人の工事現場への常駐並びに最高請負実績額に係る適格性 

  の審査について、公告本文（３（４）、８（９）及び８（１０））に記載があるので 

  留意すること。 

（２）消費税率８％適用に伴う入札金額、予定価格、最低制限価格、前払金及び部分払金 

  の取扱いについて、それぞれ公告本文（３（５）、３（６）、５（１）、７（２）及 

  び７（３））に記載があるので留意すること。 

（３）入札取扱要綱第２５条第１項第１２号の規定に基づき、開札日において、次の工事 

  を契約しているとき（落札決定通知書の送付を受けているときを含む。）は、本件工 

  事の契約を締結できない（ただし、完成検査が完了している場合はこの限りでない。 

  ）。 

  ア 瀬谷土木管内公園施設修繕工事（その３） 

  イ 瀬谷土木管内公園施設修繕工事（その１） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は２頁目です。） 

この頁に記載されていない事項については、１頁目をご確認ください。 
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契約番号 １３７１０１０３５７ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
すすき野中学校ほか２校武道場吊り天井等改修その他工事（建築工事） 

施工場所 
青葉区すすき野三丁目４番地３ほか２か所 

工事概要 

吊り天井改修工一式 ほか 

工期 契約締結の日から平成２６年 ９月３０日まで 

予定価格 ２１，３４０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

登録工種 建築 

格付等級 【建築：Ｃ】 

登録細目 【建築：建築工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

建築工事業に係る主任技術者を施工現場に配置すること。 

当該技術者は開札日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、（２）当該雇用期

間が３か月間経過しており、（３）専任配置を要する他の工事に専任の技術者として従事して

いない者でなければならない。  

その他 

次の入札参加資格を全て満たす者であること。（詳細は公告本文１（４）参照） 

（１）主たる営業所の所在地が、鶴見区、神奈川区、西区、旭区、港北区、緑区、青葉  

  区、都筑区又は瀬谷区内のいずれかであること。 

（２）有資格者名簿において企業規模が「中小企業」であること。 

（３）現場代理人は、開札日において、直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、かつ、当該 

  雇用期間が３か月間経過している者であること。 

提出書類 

（１）配置主任技術者・現場代理人（変更）届出書（第７号様式） （２）（１）に記載 

した資格を証明する書類（建設業法に定める技術検定の合格証明書の写し等） （３）配 

置する技術者及び現場代理人の雇用（期間）が確認できる書類（健康保険被保険者証の写 

し又は雇用保険被保険者証の写し等） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２６年 ２月１０日（月）午前 ９時００分から 

平成２６年 ２月１３日（木）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２６年 ２月１４日（金）午前 １１時３０分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 しない 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当しない 

注意事項 

（１）入札参加にあたっては、公告本文の記載事項を確認すること。          

   特に、工事費内訳書の作成及び提出、現場代理人の工事現場への常駐並びに最高請 

  負実績額に係る適格性の審査について、公告本文（３（４）、８（９）及び８（１０ 

  ））に記載があるので留意すること。 

（２）消費税率８％適用に伴う入札金額、予定価格、最低制限価格、前払金及び部分払金 

  の取扱いについて、それぞれ公告本文（３（５）、３（６）、５（１）、７（２）及 

  び７（３））に記載があるので留意すること。 

工事担当課 建築局施設整備課 電話 ０４５－６７１－２９７０ 

契約事務担当課 財政局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６ 

 



横浜市報調達公告版 

第４号 平成26年１月28日発行 

102 

 

契約番号 １３２８０１００１９ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
馬場地域ケアプラザ（仮称）新築工事（昇降機設備工事） 

施工場所 
鶴見区馬場七丁目１３３３番１ 

工事概要 

エレベーター製作・設置工１基（マシンルームレス、定格速度４５ｍ／分、定格積載量  

７５０ｋｇ、定員１１人、乗用（身体障害者用付加仕様付）、トランク付、２停止） 

工期 契約締結の日から平成２６年１２月２６日まで 

予定価格 ９，９２１，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

登録工種 機械器具設置 

格付等級 - 

登録細目 【機械器具設置：エレベーター工事】 

所在地区分 市内又は準市内 

技術者 

機械器具設置工事業に係る主任技術者を施工現場に配置すること。 

当該技術者は開札日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、（２）当該雇用期

間が３か月間経過しており、（３）専任配置を要する他の工事に専任の技術者として従事して

いない者でなければならない。  

その他 

次の入札参加資格を全て満たす者であること。（詳細は公告本文１（４）参照） 

（１）平成１０年４月１日以降に完成した、エレベーター（乗用）の製作・設置工事の元 

  請としての施工実績を有すること。 

（２）現場代理人は、開札日において、直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、かつ、当該 

  雇用期間が３か月間経過している者であること。 

提出書類 

（１）配置主任技術者・現場代理人（変更）届出書（第７号様式） （２）（１）に記載 

した資格を証明する書類（建設業法に定める技術検定の合格証明書の写し等） （３）配 

置する技術者及び現場代理人の雇用（期間）が確認できる書類（健康保険被保険者証の写 

し又は雇用保険被保険者証の写し等） （４）施工実績調書（工事内容欄に入札参加資格 

に定められた施工実績を記入し、併せて、その実績を証明する契約書及び設計図書の写し 

等の書類を添付すること。） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２６年 ２月 ７日（金）午前 ９時００分から 

平成２６年 ２月１２日（水）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２６年 ２月１３日（木）午前 １０時００分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 しない 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当しない 

注意事項 

（１）入札参加にあたっては、公告本文の記載事項を確認すること。特に、工事費内訳書 

  の作成及び提出、現場代理人の工事現場への常駐並びに最高請負実績額に係る適格性 

  の審査について、公告本文（３（４）、８（９）及び８（１０））に記載があるので 

  留意すること。 

（２）消費税率８％適用に伴う入札金額、予定価格、最低制限価格、前払金及び部分払金 

  の取扱いについて、それぞれ公告本文（３（５）、３（６）、５（１）、７（２）及 

  び７（３））に記載があるので留意すること。 

（３）本件工事は、入札の不調による再度の発注である。 

工事担当課 建築局電気設備課 電話 ０４５－６７１－２９７７ 

契約事務担当課 財政局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６ 
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横浜市調達公告第27号 

一般競争入札（工事）の施行 

次のとおり、「平成25年度帷子川改修工事」ほか19件の工事について、一般競争入札を行う。 

平成26年１月28日 

契約事務受任者 

横浜市財政局長 柏 崎   誠 

１ 入札参加資格 

入札参加者は、開札日（ただし、基準日を別に定める場合を除く。）において、次に掲げる資格を全て

満たしていなければならない。 

(1) 横浜市契約規則（昭和39年３月横浜市規則第59号）第３条第１項に掲げる者でないこと及び同条第２

項の規定に基づき横浜市工事請負に関する競争入札取扱要綱（以下「入札取扱要綱」という。）第３条

第１項により定める資格を有する者であること。 

(2) 平成25・26年度横浜市一般競争入札有資格者名簿（工事関係）（以下「有資格者名簿」という。）に

登載されている者であること。 

(3) 横浜市一般競争参加停止及び指名停止等措置要綱（以下「指名停止等措置要綱」という。）に基づく

一般競争参加停止及び指名停止措置を受けていない者であること。 

(4) 工事ごとに定める入札参加資格を全て満たす者であること。 

なお、用語の定義は、次のとおりとする。 

 ア 主たる営業所の所在地 

   有資格者名簿における主たる営業所の所在地が属する行政区をいう。 

 イ 優良工事表彰事業者 

   横浜市優良工事施工会社表彰名簿に登載されている者をいう。 

 ウ 工事成績 

   工事ごとに入札参加資格として定めた工種に係る工事の横浜市請負工事検査事務取扱要綱第７条、

横浜市水道局請負工事検査事務取扱要綱第８条、横浜市交通局請負工事検査事務取扱要綱第８条及び

横浜市病院経営局請負工事検査事務取扱要綱第８条に規定する工事完成検査結果通知書の評定点（工

事ごとに定める期間内に完成した工事が２件以上ある場合は、完成した月が最新月のものを対象とす

る。また、最新月に完成した工事が２件以上ある場合は、最高点のものを対象とする。）をいう。 

 エ 発注者別評価点（主観点） 

   平成25・26年度の横浜市入札参加資格審査結果通知における工種ごとの発注者別評価点（主観点）

をいう。 

 オ 横浜型地域貢献企業 

   横浜型地域貢献企業として認定されている者をいう。 

 カ 建設機械所有事業者 

   ブルドーザー、ドーザーショベル、掘削機、モーターグレーダー、トラッククレーン、クローラー

クレーン、油圧式クレーン、クレーン付きトラック、タイヤショベル又は振動ローラーを所有してい

る者又は長期の賃貸借契約（契約期間中であり、かつ契約始期から契約終期までが１年を超える賃貸

借契約に限る。）をしている者をいう。  

 キ 災害協力事業者 

   災害協力事業者名簿に登載されている者をいう。 

(5) ＩＣカードを購入し、電子入札システムにより利用者登録を行った者であること。 

(6) その他、詳細については横浜市契約規則、入札取扱要綱、横浜市電子入札運用基準（工事請負関係）

（以下「運用基準」という。）及び横浜市工事請負等競争入札参加要領（以下「入札参加要領」という

。）等に定めるところによる。 

２ 入札参加手続等 

(1) 入札に参加するための事前の入札参加申請手続は要しない。ただし、６(1)ただし書きの定めにより

入札保証金の納付を求める場合及び８(11)に定める場合を除く。 

(2) 設計図書のダウンロード等 

ア 設計図書の購入先・申込期限欄において、「電子図渡しを行う」としている案件（以下「電子図渡

し案件」という。）については、横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードする

こと。 
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イ 電子図渡し案件以外の案件については、工事ごとに定める期間において、設計図書を購入しなけれ

ばならない。設計図書の購入先及び購入の申込期間は工事ごとに定める。また、工事ごとに定める期

間において、工事担当課において設計図書を閲覧に供する。 

ウ 設計図書購入の申込手続については、横浜市のホームページを参照すること。 

(3) １に掲げる入札参加資格の確認は、開札後に資格を確認する必要があると認める者について行う。 

３ 入札方法等 

(1) 入札期間及び開札予定日時については、工事ごとに定める。 

(2) 入札参加者は、定められた期間内において、電子入札システムにより入札書を提出すること。また、

郵便による入札は認めない。 

(3) 電子入札システムによらない入札参加については、運用基準第７条に定める場合を除き、認めない。 

(4) 入札にあたっては、別途指定がある場合を除き、工事費内訳書を電子ファイル化し、電子入札システ

ムを通じて入札書提出の際に添付すること。工事費内訳書の提出については、運用基準第13条を参照す

ること。また、工事費内訳書の合計金額は、入札金額と一致させること。 

なお、工事費内訳書とは、本市が工事ごとに定めた設計書のうち、工事内訳及び中科目別内訳（以下

「中科目別内訳書」という。）又は本工事内訳書（中科目別内訳書又は本工事内訳書がないものは同

等の内訳。以下同じ。）に記載した項目及び数量と一致した項目及び数量が明示されているもので、

かつ、中科目別内訳書又は本工事内訳書よりも詳細な内訳が明示されたものをいう。 

(5) 落札決定にあたっては、入札金額に当該金額の100分の５に相当する額を加算した金額（当該金額に

１円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てた金額）をもって落札価格とするので、入札参加者

は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった契約希

望金額の105分の100に相当する金額を入札金額とすること。 

(6) 入札の回数は１回とする。 

なお、開札をした結果、各者の入札のうち予定価格の制限の範囲内の入札がないときは、当該入札を

不調とする。 

(7) 合併入札の場合には、合併の対象となる全ての工事の合計金額を入札金額とすること。 

４ 入札の無効 

次の入札は、無効とする。 

(1) 横浜市契約規則第19条の規定に該当する入札 

(2) １に定める入札参加資格を満たさない者が行った入札 

(3) 有資格者名簿における代表者又は受任者以外の名義人によるＩＣカードを用いて行った入札 

(4) ３(4)に定める工事費内訳書の提出をしない者が行った入札、又は３(4) の定めに従わない工事費内

訳書の提出をした者が行った入札 

(5) ６(1)ただし書きの定めにより入札保証金の納付を求める入札において、入札保証金の取扱いに係る

説明書４の各号に該当する入札 

(6) 特定建設共同企業体による入札の場合に、共同企業体協定書兼委任状の提出をしない者が行った入札 

(7) 特定建設共同企業体と当該特定建設共同企業体のいずれかの構成員が同一の案件において入札を行っ

た場合における、当該特定建設共同企業体が行った入札及び当該構成員が行った入札 

(8) 特定建設共同企業体と当該特定建設共同企業体のいずれかの構成員を構成員とする他の特定建設共同

企業体が同一の案件において入札を行った場合、これらの特定建設共同企業体が行った入札 

(9) 中小企業等協同組合と当該中小企業等協同組合のいずれかの組合員が同一の案件において入札を行っ

た場合における、当該中小企業等協同組合が行った入札及び当該組合員が行った入札 

(10) 中小企業等協同組合と当該中小企業等協同組合のいずれかの組合員が加入する他の中小企業等協同

組合が同一の案件において入札を行った場合、これらの中小企業等協同組合が行った入札 

５ 入札参加資格の確認及び落札の決定 

(1) 開札後、工事ごとに定める予定価格の制限の範囲内の価格で最低制限価格以上の価格をもって入札を

行った者のうち最低の価格をもって入札を行った者を落札候補者とし、入札参加者に当該落札候補者名

及び当該価格を通知し、落札の決定は保留する。 

(2) 予定価格の制限の範囲内の価格で最低制限価格以上の価格をもって入札を行った者のうち最低の価格

をもって入札を行った者が２者以上あるときは、電子くじにより落札候補者を決定するものとする。 

(3) 落札決定を保留した後、落札候補者が入札参加資格を満たす者であるかを確認する。 

(4) (3)に規定する確認の結果により、落札候補者の取扱いは次のいずれかによるものとする。 

ア 当該落札候補者が入札参加資格を満たす者であることを確認した場合には、その者を落札者とし、
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入札参加者にその旨を通知する。 

イ 当該落札候補者が入札参加資格を満たす者でないことを確認した場合には、その者の入札を無効と

する。この場合、予定価格の制限の範囲内の価格で最低制限価格以上の価格をもって入札した他の者

のうち最低の価格をもって入札をした者を新たに落札候補者とし、(3) の入札参加資格の確認を行う

。以後、落札者が決定するまで同様の手続を繰り返す。 

(5) (3) の入札参加資格の確認にあたっては、当該落札候補者は、工事ごとに定める提出書類を、開札日

（(4) イの定めにより新たに落札候補者になった者については、提出を求めた日）から翌開庁日の午後

５時までの間に財政局契約第一課へ提出し、また確認のために必要な指示に従わなければならない。上

記期間内に書類が提出されない場合又は指示に従わない場合には、当該落札候補者は入札参加資格を満

たす者でないとし、(4) イの手続により落札者を決定する。 

(6) (4) イの手続により、落札候補者の入札を無効とした場合には、入札を無効とした理由を付して、当

該落札候補者に通知する。 

(7) 開札後、落札決定するまでの間に、当該落札候補者が指名停止等措置要綱第２条第１項、第３条又は

第４条に該当した場合（ただし、軽微な事由による停止措置を除く。）には、その者を落札者とせず、

予定価格の制限の範囲内の価格で最低制限価格以上の価格をもって入札した他の者のうち最低の価格を

もって入札した者を新たに落札候補者とする。 

６ 入札保証金及び契約保証金 

(1) 入札保証金はこれを免除する。ただし、工事ごとの注意事項に、入札ボンド制度の試行対象工事であ

る旨の記載がある工事については、入札保証金の納付を求める。この場合、金融機関の入札保証等をも

って入札保証金の納付に代えることができる。また、入札保証保険契約の締結を行い、又は契約保証の

予約を受けた場合は、入札保証金を免除する。入札保証金の納付等に係る書類の提出期限、場所及び方

法等については、入札保証金の取扱いに係る説明書に定めるほか、工事ごとに定める。 

(2) 契約保証金の要否については、工事ごとに定める。 

(3) 契約保証金を求める場合の取扱いについては、入札参加要領第27条から第29条までの規定による。 

７ 契約金の支払方法 

(1) 前金払の有無及び方法並びに部分払の回数は、工事ごとに定める。 

なお、前金払は部分払の回数に含まない。 

(2) 工事ごとに定める前金払の方法が「する（一括）」とある場合には、契約を締結した会計年度におい

て契約金額の10分の４以内の額を支払うとともに、公共工事の前払金に関する規則第２条第３項に規定

する認定を受けたときには、追加して、契約金額の10分の２以内の額を支払う。また、工事ごとに定め

る前金払の方法が「する（各年）」とある場合には、契約で定める各会計年度の出来高予定額の10分の

４以内の額を当該会計年度ごとに支払うとともに、公共工事の前払金に関する規則第２条第３項に規定

する認定を受けたときには、追加して、契約で定める各会計年度の出来高予定額の10分の２以内の額を

当該会計年度ごとに支払う。 

(3) 工期が複数年度に渡る場合の契約金の支払いは、契約期間中の各会計年度において、契約で定める当

該会計年度の支払限度額の範囲内で、出来高に応じて行う。 

８ その他 

(1) 建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事に該当するか否

かは、工事ごとに明示する。 

(2) 当該工事に直接関連する他の工事の請負契約を、当該工事の請負契約の相手方と随意契約により締結

する予定がある場合には、工事ごとに明示する。 

(3) 入札を執行し、落札者が決定したときは、本市の定める契約書の取り交わしをするものとする。この

場合、契約書の作成費用は落札者が負担するものとする。 

(4) 配置技術者の届出後、当該工事が完成するまでの間は、当該技術者の変更はできない。ただし、技術

者の変更が真にやむを得ないと認められる場合で、かつ、新たに配置する技術者が、工事ごとに定める

入札参加資格（変更すべき事由が生じた日を基準日とする。）を満たすと確認された場合はこの限りで

ない。 

(5) 必要と認めるときは入札を延期（入札期間の延長を含む。）し、中止し、又は取り消すことがある。 

(6) 本市の都合により、開札日時を変更する場合、運用基準第14条第４項に定めるとおりとする。 

(7) 開札後、次のいずれかに該当するときは、指名停止等措置要綱第２条の規定により、一般競争参加停

止及び指名停止の措置を行う。 

ア 落札候補者となった者が、正当な理由なく落札者となることを辞退した場合 
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イ 落札候補者となった者が、５(5) に定める書類の提出をしない場合 

(8) ５(3) の入札参加資格の確認とあわせて、入札取扱要綱第25条第１項の規定に基づき適格性の審査を

行い、当該工事の請負業者としての適格性に欠ける者と認定された場合は、当該工事の契約は締結しな

いものとする。 

(9) (8)の適格性の審査にあたり、予定されている現場代理人が、工事請負契約約款第11条第２項に定め

る常駐義務を満たさないおそれがある場合は、入札取扱要綱第25条第１項第８号に該当し、適格性に欠

ける者となるので留意すること。 

ただし、工事監督課が同一であり、かつ、監督員と常に携帯電話等により連絡をとれる体制が確保

されている場合で、次のアからウのいずれかに該当するときは、この限りではない。 

ア ２件の工事請負契約の場合で、それぞれの予定価格（消費税及び地方消費税相当額を含む。）が

2,500万円（工種「建築」の工事請負契約の場合は5,000万円）未満のとき。 

イ 工種「建築」の工事請負契約を含まない３件の工事請負契約の場合で、予定価格（消費税及び地

方消費税相当額を含む。）の合計が2,500万円未満であるとき。 

ウ 工種「建築」の工事請負契約を含む３件の工事請負契約の場合で、予定価格（消費税及び地方消

費税相当額を含む。）の合計が5,000万円未満であるとき。ただし、３件の中に、工種「建築」以外

の工事請負契約を含む場合には、工種「建築」以外の工事請負契約の予定価格（消費税及び地方消

費税相当額を含む。）の合計が2,500万円未満であること。 

なお、工事現場への出動体制について制限を設けている工事請負契約、現場説明書に兼任を認めな

い旨を記載している工事請負契約及び設計変更等に伴う契約変更により請負代金額（消費税及び地方

消費税相当額を含む。）が2,500万円（工種「建築」の場合は5,000万円）以上となった工事請負契約

については、現場代理人の他の工事との兼任を認めないものとする。 

(10) (8)の適格性の審査にあたり、開札日において、平成25・26年度の横浜市入札参加資格審査結果（変

更届を提出した場合は、審査が完了し、資格審査申請システムに登録されているもの。）における当該

工事と同工種の元請最高請負実績額が当該工事の工事費（当該工事の予定価格（消費税及び地方消費税

相当額を含む。））の６割に満たず、かつ、当該工事と同工種の下請最高請負実績額が当該工事の工事

費（当該工事の予定価格（消費税及び地方消費税相当額を含む。））の８割に満たない者は、入札取扱

要綱第25条第１項第９号に該当し、適格性に欠ける者となるので留意すること。 

(11) 特定建設共同企業体による入札を行う場合は、入札の前に特定建設共同企業体の情報について横浜

市のホームページから登録（以下「特定ＪＶ登録」という。）を行い、提出書類のうち共同企業体協定

書兼委任状を、入札締切日時までに、横浜市役所内郵便局に到着するよう横浜市財政局契約第一課あて

の書留郵便により郵送し、又は横浜市財政局契約第一課まで持参しなければならない。 

なお、特定ＪＶ登録並びに共同企業体協定書兼委任状の作成及び提出方法等の詳細については、横浜

市のホームページを参照すること。 

(12) 当該工事の契約締結について、横浜市議会の議決に付すべき契約に関する条例（昭和39年３月横浜

市条例第５号）第２条の規定により市議会の議決に付すべきものである場合には、工事ごとに明示する

。 

(13) その他、この公告に規定のない事項については、横浜市契約規則、公共工事の前払金に関する規則

、入札取扱要綱、運用基準、入札参加要領及び入札保証金の取扱いに係る説明書等に定めるところによ

るものとする。 
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契約番号 １３１２０１０１５１ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
平成２５年度帷子川改修工事 

施工場所 
旭区川井宿町４番２７地先から５番７地先まで 

工事概要 

護岸工Ｌ＝１００ｍ、法留工Ｌ＝４５．６ｍ 

工期 契約締結の日から平成２６年 ３月３１日まで 

予定価格 ４７，３９０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

登録工種 土木 

格付等級 【土木：Ｂ】 

登録細目 【土木：一般土木工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

土木工事業に係る主任技術者又は監理技術者を施工現場に専任で配置すること。 

当該技術者は開札日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、（２）当該雇用期

間が３か月間経過しており、（３）他の工事に従事していない者でなければならない。  

その他 

次の入札参加資格を全て満たす者であること。（詳細は公告本文１（４）参照） 

（１）主たる営業所の所在地が、旭区、緑区、青葉区、戸塚区、泉区又は瀬谷区内のいず 

  れかであること。 

（２）次のア又はイのいずれかの入札参加資格を満たす者であること。 

  ア 平成２４年度又は平成２５年度の土木・造園部門に係る優良工事表彰事業者であ 

   ること。     

  イ 平成２４年１月１日から平成２５年１２月３１日までの間の最新月に完成した工 

   種「土木」に係る工事成績が８０点以上の者であること。  

（３）現場代理人は、開札日において、直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、かつ、当該 

  雇用期間が３か月間経過している者であること。 

提出書類 

（１）配置技術者・現場代理人（変更）届出書（第６号様式） （２）主任技術者を配置 

する場合は、（１）に記載した資格を証明する書類（建設業法に定める技術検定の合格証 

明書の写し等） （３）監理技術者を配置する場合は、監理技術者資格者証の写し及び監 

理技術者講習修了証の写し （４）配置する技術者及び現場代理人の雇用（期間）が確認 

できる書類（健康保険被保険者証の写し又は雇用保険被保険者証の写し等） （５）入札 

参加資格その他（２）イの場合、工事完成検査結果通知書の写し 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２６年 ２月 ７日（金）午前 ９時００分から 

平成２６年 ２月１２日（水）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２６年 ２月１３日（木）午前 １０時１５分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 しない 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当する 

注意事項 

入札参加にあたっては、公告本文の記載事項を確認すること。特に、工事費内訳書の作成 

及び提出、現場代理人の工事現場への常駐並びに最高請負実績額に係る適格性の審査につ 

いて、公告本文（３（４）、８（９）及び８（１０））に記載があるので留意すること。 

工事担当課 道路局河川事業課 電話 ０４５－６７１－２８６０ 

契約事務担当課 財政局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６ 
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契約番号 １３１２０１０１５２ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
都市計画道路丸子中山茅ケ崎線（南山田大棚勝田地区）街路整備工事（その２０） 

施工場所 
都筑区勝田町１１１９番地先から１２２５番１地先までほか２か所 

工事概要 

小型擁壁工２５ｍ３、Ｌ形側溝工Ｌ＝１４２ｍ、ＬＯ型側溝工Ｌ＝３５ｍ、Ｕ型側溝工 

Ｌ＝５６ｍ、車道舗装工６１３ｍ２ ほか 

工期 契約締結の日から平成２６年 ３月３１日まで 

予定価格 ３２，２４０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

登録工種 土木 

格付等級 【土木：Ｂ】 

登録細目 【土木：一般土木工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

土木工事業に係る主任技術者又は監理技術者を施工現場に専任で配置すること。 

当該技術者は開札日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、（２）当該雇用期

間が３か月間経過しており、（３）他の工事に従事していない者でなければならない。  

その他 

次の入札参加資格を全て満たす者であること。（詳細は公告本文１（４）参照） 

（１）主たる営業所の所在地が、鶴見区、神奈川区、西区、中区、港北区又は都筑区内の 

  いずれかであること。 

（２）現場代理人は、開札日において、直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、かつ、当該 

  雇用期間が３か月間経過している者であること。 

提出書類 

（１）配置技術者・現場代理人（変更）届出書（第６号様式） （２）主任技術者を配置 

する場合は、（１）に記載した資格を証明する書類（建設業法に定める技術検定の合格証 

明書の写し等） （３）監理技術者を配置する場合は、監理技術者資格者証の写し及び監 

理技術者講習修了証の写し （４）配置する技術者及び現場代理人の雇用（期間）が確認 

できる書類（健康保険被保険者証の写し又は雇用保険被保険者証の写し等） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２６年 ２月 ７日（金）午前 ９時００分から 

平成２６年 ２月１２日（水）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２６年 ２月１３日（木）午前 １０時１５分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 ２回以内 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当する 

注意事項 

※次頁のとおり 

本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は１頁目です。） 

工事担当課 道路局建設課 電話 ０４５－６７１－３５２７ 

契約事務担当課 財政局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６ 
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契約番号 １３１２０１０１５２ 

工事件名 
都市計画道路丸子中山茅ケ崎線（南山田大棚勝田地区）街路整備工事（その２０） 

入 

 

札 

 

に 

 

係 

 

る 

 

必 

 

要 

 

事 

 

項 

【注意事項】 

（１）入札参加にあたっては、公告本文の記載事項を確認すること。特に、工事費内訳書 

  の作成及び提出、現場代理人の工事現場への常駐並びに最高請負実績額に係る適格性 

  の審査について、公告本文（３（４）、８（９）及び８（１０））に記載があるので 

  留意すること。 

（２）入札取扱要綱第２５条第１項第７号の規定に基づき、開札日において、次の工事を 

  契約しているとき（落札決定通知書の送付を受けているときを含む。）は、本件工事 

  の契約を締結できない（ただし、完成検査が完了している場合はこの限りでな    

  い。）。 

   都市計画道路丸子中山茅ケ崎線（南山田大棚勝田地区）街路整備工事（その１６） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は２頁目です。） 

この頁に記載されていない事項については、１頁目をご確認ください。 
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契約番号 １３１２０１０１４９ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
都市計画道路横浜藤沢線（上永谷地区）街路整備工事（その２０） 

施工場所 
港南区野庭町１５５０番地から１６０３番地まで 

工事概要 

重力式擁壁工７８ｍ３、転落防止柵設置工Ｌ＝１５１ｍ ほか 

工期 契約締結の日から平成２６年 ３月１８日まで 

予定価格 １９，９００，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

登録工種 土木 

格付等級 【土木：Ｃ】 

登録細目 【土木：一般土木工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

土木工事業に係る主任技術者を施工現場に配置すること。 

当該技術者は開札日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、（２）当該雇用期

間が３か月間経過しており、（３）専任配置を要する他の工事に専任の技術者として従事して

いない者でなければならない。  

その他 

次の入札参加資格を全て満たす者であること。（詳細は公告本文１（４）参照） 

（１）主たる営業所の所在地が、港南区又は戸塚区内のいずれかであること。 

（２）平成２５年度の災害協力事業者であること。 

（３）有資格者名簿において企業規模が「中小企業」であること。 

（４）現場代理人は、開札日において、直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、かつ、当該 

  雇用期間が３か月間経過している者であること。 

提出書類 

（１）配置主任技術者・現場代理人（変更）届出書（第７号様式） （２）（１）に記載 

した資格を証明する書類（建設業法に定める技術検定の合格証明書の写し等） （３）配 

置する技術者及び現場代理人の雇用（期間）が確認できる書類（健康保険被保険者証の写 

し又は雇用保険被保険者証の写し等） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２６年 ２月 ７日（金）午前 ９時００分から 

平成２６年 ２月１２日（水）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２６年 ２月１３日（木）午前 １０時１５分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 ２回以内 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当する 

注意事項 

入札参加にあたっては、公告本文の記載事項を確認すること。特に、工事費内訳書の作成 

及び提出、現場代理人の工事現場への常駐並びに最高請負実績額に係る適格性の審査につ 

いて、公告本文（３（４）、８（９）及び８（１０））に記載があるので留意すること。 

工事担当課 道路局建設課 電話 ０４５－６７１－２７３９ 

契約事務担当課 財政局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６ 
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契約番号 １３１２０１０１５０ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
都市計画道路横浜藤沢線（上永谷舞岡地区）街路整備工事（その９） 

施工場所 
港南区上永谷町４５２６番地から４８２７番地まで 

工事概要 

ＢＨ掘削工６，９８１ｍ３、法面整形工２，３７９ｍ２、構造物とりこわし工２３ｍ３  

ほか 

工期 契約締結の日から平成２６年 ３月１８日まで 

予定価格 １７，１９０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

登録工種 土木 

格付等級 【土木：Ｃ】 

登録細目 【土木：一般土木工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

土木工事業に係る主任技術者を施工現場に配置すること。 

当該技術者は開札日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、（２）当該雇用期

間が３か月間経過しており、（３）専任配置を要する他の工事に専任の技術者として従事して

いない者でなければならない。  

その他 

次の入札参加資格を全て満たす者であること。（詳細は公告本文１（４）参照） 

（１）主たる営業所の所在地が、港南区又は戸塚区内のいずれかであること。 

（２）次のア又はイのいずれかの入札参加資格を満たす者であること。 

  ア 平成２４年度又は平成２５年度の土木・造園部門に係る優良工事表彰事業者であ 

   ること。    

  イ 平成２４年１月１日から平成２５年１２月３１日までの間の最新月に完成した工 

   種「土木」に係る工事成績が７５点以上の者であること。  

（３）有資格者名簿において企業規模が「中小企業」であること。 

（４）現場代理人は、開札日において、直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、かつ、当該 

  雇用期間が３か月間経過している者であること。 

提出書類 

（１）配置主任技術者・現場代理人（変更）届出書（第７号様式） （２）（１）に記載 

した資格を証明する書類（建設業法に定める技術検定の合格証明書の写し等） （３）配 

置する技術者及び現場代理人の雇用（期間）が確認できる書類（健康保険被保険者証の写 

し又は雇用保険被保険者証の写し等） （４）入札参加資格その他（２）イの場合、工事 

完成検査結果通知書の写し 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２６年 ２月 ７日（金）午前 ９時００分から 

平成２６年 ２月１２日（水）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２６年 ２月１３日（木）午前 １０時１５分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 ２回以内 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当する 

注意事項 

入札参加にあたっては、公告本文の記載事項を確認すること。特に、工事費内訳書の作成 

及び提出、現場代理人の工事現場への常駐並びに最高請負実績額に係る適格性の審査につ 

いて、公告本文（３（４）、８（９）及び８（１０））に記載があるので留意すること。 

工事担当課 道路局建設課 電話 ０４５－６７１－２７３９ 

契約事務担当課 財政局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６ 
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契約番号 １３４００１００６７ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
金沢区釜利谷東五丁目地内横断防止柵設置工事 

施工場所 
金沢区釜利谷東五丁目３０１０番地先から釜利谷町３１５６番地先まで 

工事概要 

横断防止柵設置工Ｌ＝２４０ｍ、視覚障害者誘導ブロック設置工２ｍ２、アスファルト舗 

装工４ｍ２ ほか 

工期 契約締結の日から平成２６年 ３月３１日まで 

予定価格 ３，５９０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

登録工種 土木 

格付等級 【土木：Ｃ】 

登録細目 【土木：一般土木工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

土木工事業に係る主任技術者を施工現場に配置すること。 

当該技術者は開札日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、（２）当該雇用期

間が３か月間経過しており、（３）専任配置を要する他の工事に専任の技術者として従事して

いない者でなければならない。  

その他 

次の入札参加資格を全て満たす者であること。（詳細は公告本文１（４）参照） 

（１）主たる営業所の所在地が、磯子区、金沢区又は栄区内のいずれかであること。 

（２）有資格者名簿において企業規模が「中小企業」であること。 

（３）現場代理人は、開札日において、直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、かつ、当該 

  雇用期間が３か月間経過している者であること。 

提出書類 

（１）配置主任技術者・現場代理人（変更）届出書（第７号様式） （２）（１）に記載 

した資格を証明する書類（建設業法に定める技術検定の合格証明書の写し等） （３）配 

置する技術者及び現場代理人の雇用（期間）が確認できる書類（健康保険被保険者証の写 

し又は雇用保険被保険者証の写し等） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２６年 ２月 ７日（金）午前 ９時００分から 

平成２６年 ２月１２日（水）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２６年 ２月１３日（木）午後 １時４５分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 しない 契約保証 免除 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当しない 

注意事項 

入札参加にあたっては、公告本文の記載事項を確認すること。特に、工事費内訳書の作成 

及び提出、現場代理人の工事現場への常駐並びに最高請負実績額に係る適格性の審査につ 

いて、公告本文（３（４）、８（９）及び８（１０））に記載があるので留意すること。 

工事担当課 金沢区金沢土木事務所 電話 ０４５－７８１－２５１４ 

契約事務担当課 財政局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６ 
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契約番号 １３２２０１０１２８ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
南本牧廃棄物最終処分場舗装改修工事 

施工場所 
中区南本牧４番地先 

工事概要 

アスファルト舗装工７０５ｍ２、区画線設置工Ｌ＝２８２ｍ ほか 

工期 契約締結の日から平成２６年 ３月３１日まで 

予定価格 ３，６４０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

登録工種 ほ装 

格付等級 【ほ装：Ｃ】 

登録細目 【ほ装：一般舗装工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

ほ装工事業に係る主任技術者を施工現場に配置すること。 

当該技術者は開札日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、（２）当該雇用期

間が３か月間経過しており、（３）専任配置を要する他の工事に専任の技術者として従事して

いない者でなければならない。  

その他 

次の入札参加資格を全て満たす者であること。（詳細は公告本文１（４）参照） 

（１）主たる営業所の所在地が、西区、中区又は南区内のいずれかであること。 

（２）有資格者名簿において企業規模が「中小企業」であること。 

（３）現場代理人は、開札日において、直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、かつ、当該 

  雇用期間が３か月間経過している者であること。 

提出書類 

（１）配置主任技術者・現場代理人（変更）届出書（第７号様式） （２）（１）に記載 

した資格を証明する書類（建設業法に定める技術検定の合格証明書の写し等） （３）配 

置する技術者及び現場代理人の雇用（期間）が確認できる書類（健康保険被保険者証の写 

し又は雇用保険被保険者証の写し等） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２６年 ２月 ７日（金）午前 ９時００分から 

平成２６年 ２月１２日（水）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２６年 ２月１３日（木）午前 １０時４５分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 しない 契約保証 免除 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当しない 

注意事項 

入札参加にあたっては、公告本文の記載事項を確認すること。特に、工事費内訳書の作成 

及び提出、現場代理人の工事現場への常駐並びに最高請負実績額に係る適格性の審査につ 

いて、公告本文（３（４）、８（９）及び８（１０））に記載があるので留意すること。 

工事担当課 資源循環局施設課 電話 ０４５－６７１－２５６４ 

契約事務担当課 財政局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６ 
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契約番号 １３４００１００６８ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
金沢区並木一丁目地内視覚障害者誘導用ブロック補修工事 

施工場所 
金沢区並木一丁目２番１号地先から２番２号地先まで 

工事概要 

視覚障害者誘導用ブロック設置工９０ｍ２ ほか 

工期 契約締結の日から平成２６年 ３月３１日まで 

予定価格 ２，８２０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

登録工種 ほ装 

格付等級 【ほ装：Ｃ】 

登録細目 【ほ装：一般舗装工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

ほ装工事業に係る主任技術者を施工現場に配置すること。 

当該技術者は開札日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、（２）当該雇用期

間が３か月間経過しており、（３）専任配置を要する他の工事に専任の技術者として従事して

いない者でなければならない。  

その他 

次の入札参加資格を全て満たす者であること。（詳細は公告本文１（４）参照） 

（１）主たる営業所の所在地が、磯子区、金沢区又は栄区内のいずれかであること。 

（２）有資格者名簿において企業規模が「中小企業」であること。 

（３）現場代理人は、開札日において、直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、かつ、当該 

  雇用期間が３か月間経過している者であること。 

提出書類 

（１）配置主任技術者・現場代理人（変更）届出書（第７号様式） （２）（１）に記載 

した資格を証明する書類（建設業法に定める技術検定の合格証明書の写し等） （３）配 

置する技術者及び現場代理人の雇用（期間）が確認できる書類（健康保険被保険者証の写 

し又は雇用保険被保険者証の写し等） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２６年 ２月１０日（月）午前 ９時００分から 

平成２６年 ２月１３日（木）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２６年 ２月１４日（金）午前 ９時３０分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 しない 契約保証 免除 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当しない 

注意事項 

入札参加にあたっては、公告本文の記載事項を確認すること。特に、工事費内訳書の作成 

及び提出、現場代理人の工事現場への常駐並びに最高請負実績額に係る適格性の審査につ 

いて、公告本文（３（４）、８（９）及び８（１０））に記載があるので留意すること。 

工事担当課 金沢区金沢土木事務所 電話 ０４５－７８１－２５１４ 

契約事務担当課 財政局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６ 
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契約番号 １３４２０１００５５ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
十日市場歩道橋補修工事 

施工場所 
緑区十日市場町８１４番３地先から８３８番１地先まで 

工事概要 

樹脂系すべり止め舗装工１１３ｍ２、アスファルト舗装工１１３ｍ２、塗膜系防水工 

１２１ｍ２、視覚障害者誘導用ブロック設置工８ｍ２、橋梁用伸縮継手装置設置工一式 ほか

工期 契約締結の日から平成２６年 ３月３１日まで 

予定価格 １１，１４０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

登録工種 ほ装 

格付等級 【ほ装：Ｃ】 

登録細目 【ほ装：滑り止め舗装工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

ほ装工事業に係る主任技術者を施工現場に配置すること。 

当該技術者は開札日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、（２）当該雇用期

間が３か月間経過しており、（３）専任配置を要する他の工事に専任の技術者として従事して

いない者でなければならない。  

その他 

次の入札参加資格を全て満たす者であること。（詳細は公告本文１（４）参照） 

（１）有資格者名簿において企業規模が「中小企業」であること。 

（２）現場代理人は、開札日において、直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、かつ、当該 

  雇用期間が３か月間経過している者であること。 

提出書類 

（１）配置主任技術者・現場代理人（変更）届出書（第７号様式） （２）（１）に記載 

した資格を証明する書類（建設業法に定める技術検定の合格証明書の写し等） （３）配 

置する技術者及び現場代理人の雇用（期間）が確認できる書類（健康保険被保険者証の写 

し又は雇用保険被保険者証の写し等） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２６年 ２月１０日（月）午前 ９時００分から 

平成２６年 ２月１３日（木）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２６年 ２月１４日（金）午前 ９時４５分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 しない 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当する 

注意事項 

入札参加にあたっては、公告本文の記載事項を確認すること。特に、工事費内訳書の作成 

及び提出、現場代理人の工事現場への常駐並びに最高請負実績額に係る適格性の審査につ 

いて、公告本文（３（４）、８（９）及び８（１０））に記載があるので留意すること。 

工事担当課 緑区緑土木事務所 電話 ０４５－９８１－２１００ 

契約事務担当課 財政局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６ 
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契約番号 １３３１０１００６５ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
地域緑のまちづくり事業末広地区平成２５年度末広町プロムナード再整備工事 

施工場所 
鶴見区末広町１丁目１番地先から５番地先まで 

工事概要 

植栽工、基盤整備工 

工期 契約締結の日から平成２６年 ３月３１日まで 

予定価格 １７，０００，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

登録工種 造園 

格付等級 【造園：Ｂ】 

登録細目 【造園：植栽工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

造園工事業に係る主任技術者を施工現場に配置すること。 

当該技術者は開札日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、（２）当該雇用期

間が３か月間経過しており、（３）専任配置を要する他の工事に専任の技術者として従事して

いない者でなければならない。  

その他 

次の入札参加資格を全て満たす者であること。（詳細は公告本文１（４）参照） 

（１）主たる営業所の所在地が、鶴見区、神奈川区、西区、中区、港北区又は都筑区内の 

  いずれかであること。 

（２）有資格者名簿において企業規模が「中小企業」であること。 

（３）現場代理人は、開札日において、直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、かつ、当該 

  雇用期間が３か月間経過している者であること。 

提出書類 

（１）配置主任技術者・現場代理人（変更）届出書（第７号様式） （２）（１）に記載 

した資格を証明する書類（建設業法に定める技術検定の合格証明書の写し等） （３）配 

置する技術者及び現場代理人の雇用（期間）が確認できる書類（健康保険被保険者証の写 

し又は雇用保険被保険者証の写し等） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２６年 ２月１０日（月）午前 ９時００分から 

平成２６年 ２月１３日（木）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２６年 ２月１４日（金）午前 １１時００分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 しない 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当する 

注意事項 

入札参加にあたっては、公告本文の記載事項を確認すること。特に、工事費内訳書の作成 

及び提出、現場代理人の工事現場への常駐並びに最高請負実績額に係る適格性の審査につ 

いて、公告本文（３（４）、８（９）及び８（１０））に記載があるので留意すること。 

工事担当課 鶴見区鶴見土木事務所 電話 ０４５－５１０－１６７１ 

契約事務担当課 財政局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６ 
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契約番号 １３３４０１００５５ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
中区根岸町３丁目地内ほか街路樹補植工事 

施工場所 
中区根岸町３丁目１７６番地先から根岸町１丁目１番１号地先までほか７か所 

工事概要 

植栽工（高木植栽工１５本、中木植栽工２７４本、地被類植栽工１，４３０鉢）、植栽基 

盤整備工 ほか 

工期 契約締結の日から平成２６年 ３月３１日まで 

予定価格 ２，２７０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

登録工種 造園 

格付等級 【造園：Ｂ】 

登録細目 【造園：植栽工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

造園工事業に係る主任技術者を施工現場に配置すること。 

当該技術者は開札日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、（２）当該雇用期

間が３か月間経過しており、（３）専任配置を要する他の工事に専任の技術者として従事して

いない者でなければならない。  

その他 

次の入札参加資格を全て満たす者であること。（詳細は公告本文１（４）参照） 

（１）主たる営業所の所在地が、鶴見区、神奈川区、西区、中区、港北区又は都筑区内の 

  いずれかであること。 

（２）有資格者名簿において企業規模が「中小企業」であること。 

（３）現場代理人は、開札日において、直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、かつ、当該 

  雇用期間が３か月間経過している者であること。 

提出書類 

（１）配置主任技術者・現場代理人（変更）届出書（第７号様式） （２）（１）に記載 

した資格を証明する書類（建設業法に定める技術検定の合格証明書の写し等） （３）配 

置する技術者及び現場代理人の雇用（期間）が確認できる書類（健康保険被保険者証の写 

し又は雇用保険被保険者証の写し等） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２６年 ２月 ７日（金）午前 ９時００分から 

平成２６年 ２月１２日（水）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２６年 ２月１３日（木）午前 １１時１５分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 しない 契約保証 免除 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当しない 

注意事項 

入札参加にあたっては、公告本文の記載事項を確認すること。特に、工事費内訳書の作成 

及び提出、現場代理人の工事現場への常駐並びに最高請負実績額に係る適格性の審査につ 

いて、公告本文（３（４）、８（９）及び８（１０））に記載があるので留意すること。 

工事担当課 中区中土木事務所 電話 ０４５－６４１－７６８１ 

契約事務担当課 財政局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６ 
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契約番号 １３４６０１００５３ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
本郷ふじやま公園ほか１１公園施設改良工事（その２） 

施工場所 
栄区中野町５６番地１ほか１１か所 

工事概要 

園路広場整備工、施設整備工、基盤整備工、植栽工 ほか 

工期 契約締結の日から平成２６年 ３月３１日まで 

予定価格 １７，５１０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

登録工種 造園 

格付等級 【造園：Ｂ】 

登録細目 【造園：造園工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

造園工事業に係る主任技術者を施工現場に配置すること。 

当該技術者は開札日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、（２）当該雇用期

間が３か月間経過しており、（３）専任配置を要する他の工事に専任の技術者として従事して

いない者でなければならない。  

その他 

次の入札参加資格を全て満たす者であること。（詳細は公告本文１（４）参照） 

（１）有資格者名簿において企業規模が「中小企業」であること。 

（２）現場代理人は、開札日において、直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、かつ、当該 

  雇用期間が３か月間経過している者であること。 

提出書類 

（１）配置主任技術者・現場代理人（変更）届出書（第７号様式） （２）（１）に記載 

した資格を証明する書類（建設業法に定める技術検定の合格証明書の写し等） （３）配 

置する技術者及び現場代理人の雇用（期間）が確認できる書類（健康保険被保険者証の写 

し又は雇用保険被保険者証の写し等） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２６年 ２月１０日（月）午前 ９時００分から 

平成２６年 ２月１３日（木）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２６年 ２月１４日（金）午前 １０時３０分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 しない 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当しない 

注意事項 

（１）入札参加にあたっては、公告本文の記載事項を確認すること。特に、工事費内訳書 

  の作成及び提出、現場代理人の工事現場への常駐並びに最高請負実績額に係る適格性 

  の審査について、公告本文（３（４）、８（９）及び８（１０））に記載があるので 

  留意すること。 

（２）本件工事は、入札の不調による再度の発注である。 

工事担当課 栄区栄土木事務所 電話 ０４５－８９５－１４１１ 

契約事務担当課 財政局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６ 
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契約番号 １３２２０１０１２４ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
港南事務所消防設備等改修工事 

施工場所 
港南区港南台八丁目４番４１号 

工事概要 

工場棟閉鎖施設扉封鎖工、鋼板壁新設工、消防設備改修工 ほか 

工期 契約締結の日から平成２６年 ３月３１日まで 

予定価格 ２，７５０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

登録工種 建築 

格付等級 【建築：Ｃ】 

登録細目 【建築：建築工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

建築工事業に係る主任技術者を施工現場に配置すること。 

当該技術者は開札日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、（２）当該雇用期

間が３か月間経過しており、（３）専任配置を要する他の工事に専任の技術者として従事して

いない者でなければならない。  

その他 

次の入札参加資格を全て満たす者であること。（詳細は公告本文１（４）参照） 

（１）主たる営業所の所在地が、中区、南区、港南区、保土ケ谷区、磯子区、金沢区、戸 

  塚区、栄区又は泉区内のいずれかであること。 

（２）有資格者名簿において企業規模が「中小企業」であること。 

（３）現場代理人は、開札日において、直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、かつ、当該 

  雇用期間が３か月間経過している者であること。 

提出書類 

（１）配置主任技術者・現場代理人（変更）届出書（第７号様式） （２）（１）に記載 

した資格を証明する書類（建設業法に定める技術検定の合格証明書の写し等） （３）配 

置する技術者及び現場代理人の雇用（期間）が確認できる書類（健康保険被保険者証の写 

し又は雇用保険被保険者証の写し等） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２６年 ２月 ７日（金）午前 ９時００分から 

平成２６年 ２月１２日（水）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２６年 ２月１３日（木）午前 １０時４５分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 しない 契約保証 免除 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当しない 

注意事項 

入札参加にあたっては、公告本文の記載事項を確認すること。特に、工事費内訳書の作成 

及び提出、現場代理人の工事現場への常駐並びに最高請負実績額に係る適格性の審査につ 

いて、公告本文（３（４）、８（９）及び８（１０））に記載があるので留意すること。 

工事担当課 資源循環局施設課 電話 ０４５－６７１－２５１６ 

契約事務担当課 財政局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６ 
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契約番号 １３１２０１０１５３ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
笠間大橋補修工事 

施工場所 
栄区笠間四丁目１番地先 

工事概要 

支承取替工６基、主桁連結部材取付工０．３４８ｔ、特殊ＨＴＢ工１８０本、ベント設備 

設置・撤去工３３．４６３ｔ ほか 

工期 契約締結の日から平成２６年 ３月３１日まで 

予定価格 ３６，６４０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

登録工種 鋼構造 

格付等級 - 

登録細目 【鋼構造：鋼製橋梁工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

鋼構造物工事業に係る主任技術者又は監理技術者を施工現場に専任で配置すること。 

当該技術者は開札日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、（２）当該雇用期

間が３か月間経過しており、（３）他の工事に従事していない者でなければならない。  

その他 

現場代理人は、開札日において、直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、かつ、当該雇用期 

間が３か月間経過している者であること。 

提出書類 

（１）配置技術者・現場代理人（変更）届出書（第６号様式） （２）主任技術者を配置 

する場合は、（１）に記載した資格を証明する書類（建設業法に定める技術検定の合格証 

明書の写し等） （３）監理技術者を配置する場合は、監理技術者資格者証の写し及び監 

理技術者講習修了証の写し （４）配置する技術者及び現場代理人の雇用（期間）が確認 

できる書類（健康保険被保険者証の写し又は雇用保険被保険者証の写し等） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２６年 ２月 ７日（金）午前 ９時００分から 

平成２６年 ２月１２日（水）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２６年 ２月１３日（木）午前 １０時３０分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 しない 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当する 

注意事項 

入札参加にあたっては、公告本文の記載事項を確認すること。特に、工事費内訳書の作成 

及び提出、現場代理人の工事現場への常駐並びに最高請負実績額に係る適格性の審査につ 

いて、公告本文（３（４）、８（９）及び８（１０））に記載があるので留意すること。 

工事担当課 道路局橋梁課 電話 ０４５－６７１－２７８９ 

契約事務担当課 財政局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６ 
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契約番号 １３７１０１０３５６ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
金沢中学校卓球室解体工事 

施工場所 
金沢区釜利谷東一丁目１番１号 

工事概要 

卓球室解体工一式 ほか 

工期 契約締結の日から平成２６年 ３月３１日まで 

予定価格 ６，１５０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

登録工種 ひき屋・解体 

格付等級 - 

登録細目 【ひき屋・解体：ひき屋・解体工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

とび・土工工事業又は建築工事業に係る主任技術者を施工現場に配置すること。 

当該技術者は開札日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、（２）当該雇用期

間が３か月間経過しており、（３）専任配置を要する他の工事に専任の技術者として従事して

いない者でなければならない。  

その他 

現場代理人は、開札日において、直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、かつ、当該雇用期 

間が３か月間経過している者であること。 

提出書類 

（１）配置主任技術者・現場代理人（変更）届出書（第７号様式） （２）（１）に記載 

した資格を証明する書類（建設業法に定める技術検定の合格証明書の写し等） （３）配 

置する技術者及び現場代理人の雇用（期間）が確認できる書類（健康保険被保険者証の写 

し又は雇用保険被保険者証の写し等） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２６年 ２月１０日（月）午前 ９時００分から 

平成２６年 ２月１３日（木）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２６年 ２月１４日（金）午前 １１時３０分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 しない 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当する 

注意事項 

入札参加にあたっては、公告本文の記載事項を確認すること。特に、工事費内訳書の作成 

及び提出、現場代理人の工事現場への常駐並びに最高請負実績額に係る適格性の審査につ 

いて、公告本文（３（４）、８（９）及び８（１０））に記載があるので留意すること。 

工事担当課 建築局施設整備課 電話 ０４５－６７１－２９６９ 

契約事務担当課 財政局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６ 
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契約番号 １３４２０１００５４ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
市道長津田第３４号線道路改良工事（その２） 

施工場所 
緑区長津田三丁目１２番８号地先から長津田四丁目２０番地先まで 

工事概要 

警告表示板取付工１面、操作機取付工２台、車両感知器アーム取付工２本、バス感知器ヘ 

ッド取付工２台 ほか 

工期 契約締結の日から平成２６年 ３月３１日まで 

予定価格 １２，０８０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

登録工種 電気 

格付等級 【電気：Ａ又はＢ】 

登録細目 【電気：信号設備工事】 

所在地区分 市内又は準市内 

技術者 

電気工事業に係る主任技術者を施工現場に配置すること。 

当該技術者は開札日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、（２）当該雇用期

間が３か月間経過しており、（３）専任配置を要する他の工事に専任の技術者として従事して

いない者でなければならない。  

その他 

現場代理人は、開札日において、直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、かつ、当該雇用期 

間が３か月間経過している者であること。 

提出書類 

（１）配置主任技術者・現場代理人（変更）届出書（第７号様式） （２）（１）に記載 

した資格を証明する書類（建設業法に定める技術検定の合格証明書の写し等） （３）配 

置する技術者及び現場代理人の雇用（期間）が確認できる書類（健康保険被保険者証の写 

し又は雇用保険被保険者証の写し等） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２６年 ２月 ７日（金）午前 ９時００分から 

平成２６年 ２月１２日（水）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２６年 ２月１３日（木）午前 １０時００分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 しない 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当する 

注意事項 

入札参加にあたっては、公告本文の記載事項を確認すること。特に、工事費内訳書の作成 

及び提出、現場代理人の工事現場への常駐並びに最高請負実績額に係る適格性の審査につ 

いて、公告本文（３（４）、８（９）及び８（１０））に記載があるので留意すること。 

工事担当課 緑区緑土木事務所 電話 ０４５－９８１－２１００ 

契約事務担当課 財政局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６ 
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契約番号 １３２２０１０１２６ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
港南事務所ストックヤード電灯設備更新工事 

施工場所 
港南区港南台八丁目４番４１号 

工事概要 

水銀灯用安定器更新工３７個 

工期 契約締結の日から平成２６年 ３月３１日まで 

予定価格 ７２４，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

登録工種 電気 

格付等級 【電気：Ｂ】 

登録細目 【電気：電気設備工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

電気工事業に係る主任技術者を施工現場に配置すること。 

当該技術者は開札日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、（２）当該雇用期

間が３か月間経過しており、（３）専任配置を要する他の工事に専任の技術者として従事して

いない者でなければならない。  

その他 

次の入札参加資格を全て満たす者であること。（詳細は公告本文１（４）参照） 

（１）主たる営業所の所在地が、西区、中区、南区、港南区、磯子区、金沢区又は栄区内 

  のいずれかであること。 

（２）有資格者名簿において企業規模が「中小企業」であること。 

（３）現場代理人は、開札日において、直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、かつ、当該 

  雇用期間が３か月間経過している者であること。 

提出書類 

（１）配置主任技術者・現場代理人（変更）届出書（第７号様式） （２）（１）に記載 

した資格を証明する書類（建設業法に定める技術検定の合格証明書の写し等） （３）配 

置する技術者及び現場代理人の雇用（期間）が確認できる書類（健康保険被保険者証の写 

し又は雇用保険被保険者証の写し等） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２６年 ２月１０日（月）午前 ９時００分から 

平成２６年 ２月１３日（木）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２６年 ２月１４日（金）午前 ９時１５分  

支払い条件 前金払 しない 部分払 しない 契約保証 免除 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当しない 

注意事項 

入札参加にあたっては、公告本文の記載事項を確認すること。特に、工事費内訳書の作成 

及び提出、現場代理人の工事現場への常駐並びに最高請負実績額に係る適格性の審査につ 

いて、公告本文（３（４）、８（９）及び８（１０））に記載があるので留意すること。 

工事担当課 資源循環局施設課 電話 ０４５－６７１－２５１７ 

契約事務担当課 財政局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６ 
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契約番号 １３２２０１０１２７ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
都筑工場車両検知器補修工事 

施工場所 
都筑区平台２７番１号 

工事概要 

ループ式車両検知器更新工 

工期 契約締結の日から平成２６年 ３月３１日まで 

予定価格 ２，８３１，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

登録工種 電気 

格付等級 【電気：Ｂ】 

登録細目 【電気：電気設備工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

電気工事業に係る主任技術者を施工現場に配置すること。 

当該技術者は開札日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、（２）当該雇用期

間が３か月間経過しており、（３）専任配置を要する他の工事に専任の技術者として従事して

いない者でなければならない。  

その他 

次の入札参加資格を全て満たす者であること。（詳細は公告本文１（４）参照） 

（１）主たる営業所の所在地が、鶴見区、神奈川区、港北区、青葉区又は都筑区内のいず 

  れかであること。 

（２）有資格者名簿において企業規模が「中小企業」であること。 

（３）現場代理人は、開札日において、直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、かつ、当該 

  雇用期間が３か月間経過している者であること。 

提出書類 

（１）配置主任技術者・現場代理人（変更）届出書（第７号様式） （２）（１）に記載 

した資格を証明する書類（建設業法に定める技術検定の合格証明書の写し等） （３）配 

置する技術者及び現場代理人の雇用（期間）が確認できる書類（健康保険被保険者証の写 

し又は雇用保険被保険者証の写し等） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２６年 ２月１０日（月）午前 ９時００分から 

平成２６年 ２月１３日（木）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２６年 ２月１４日（金）午前 ９時１５分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 しない 契約保証 免除 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当しない 

注意事項 

入札参加にあたっては、公告本文の記載事項を確認すること。特に、工事費内訳書の作成 

及び提出、現場代理人の工事現場への常駐並びに最高請負実績額に係る適格性の審査につ 

いて、公告本文（３（４）、８（９）及び８（１０））に記載があるので留意すること。 

工事担当課 資源循環局都筑工場 電話 ０４５－９４１－７９１１ 

契約事務担当課 財政局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６ 
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契約番号 １３２２０１０１２５ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
保土ケ谷工場クレーン油圧バケット補修工事 

施工場所 
保土ケ谷区狩場町３５５番地 

工事概要 

クレーン油圧バケット補修工一式 

工期 契約締結の日から平成２６年 ３月３１日まで 

予定価格 ２，４１５，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

登録工種 機械器具設置 

格付等級 - 

登録細目 【機械器具設置：クレーン工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

機械器具設置工事業に係る主任技術者を施工現場に配置すること。 

当該技術者は開札日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、（２）当該雇用期

間が３か月間経過しており、（３）専任配置を要する他の工事に専任の技術者として従事して

いない者でなければならない。  

その他 

現場代理人は、開札日において、直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、かつ、当該雇用期 

間が３か月間経過している者であること。 

提出書類 

（１）配置主任技術者・現場代理人（変更）届出書（第７号様式） （２）（１）に記載 

した資格を証明する書類（建設業法に定める技術検定の合格証明書の写し等） （３）配 

置する技術者及び現場代理人の雇用（期間）が確認できる書類（健康保険被保険者証の写 

し又は雇用保険被保険者証の写し等） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２６年 ２月１０日（月）午前 ９時００分から 

平成２６年 ２月１３日（木）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２６年 ２月１４日（金）午前 ９時１５分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 しない 契約保証 免除 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当しない 

注意事項 

入札参加にあたっては、公告本文の記載事項を確認すること。特に、工事費内訳書の作成 

及び提出、現場代理人の工事現場への常駐並びに最高請負実績額に係る適格性の審査につ 

いて、公告本文（３（４）、８（９）及び８（１０））に記載があるので留意すること。 

工事担当課 資源循環局旭工場 電話 ０４５－７４２－３７１１ 

契約事務担当課 財政局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６ 
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契約番号 １３２１０１０７４０ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
横浜動物の森公園循環水塩素消毒設備工事 

施工場所 
旭区川井宿町１１２番地先 

工事概要 

消毒設備工一式 

工期 契約締結の日から平成２６年 ３月３１日まで 

予定価格 １，７６０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

登録工種 機械器具設置 

格付等級 - 

登録細目 【機械器具設置：その他の機械器具工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

機械器具設置工事業に係る主任技術者を施工現場に配置すること。 

当該技術者は開札日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、（２）当該雇用期

間が３か月間経過しており、（３）専任配置を要する他の工事に専任の技術者として従事して

いない者でなければならない。  

その他 

現場代理人は、開札日において、直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、かつ、当該雇用期 

間が３か月間経過している者であること。 

提出書類 

（１）配置主任技術者・現場代理人（変更）届出書（第７号様式） （２）（１）に記載 

した資格を証明する書類（建設業法に定める技術検定の合格証明書の写し等） （３）配 

置する技術者及び現場代理人の雇用（期間）が確認できる書類（健康保険被保険者証の写 

し又は雇用保険被保険者証の写し等） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２６年 ２月 ７日（金）午前 ９時００分から 

平成２６年 ２月１２日（水）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２６年 ２月１３日（木）午前 ９時４５分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 しない 契約保証 免除 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当しない 

注意事項 

入札参加にあたっては、公告本文の記載事項を確認すること。特に、工事費内訳書の作成 

及び提出、現場代理人の工事現場への常駐並びに最高請負実績額に係る適格性の審査につ 

いて、公告本文（３（４）、８（９）及び８（１０））に記載があるので留意すること。 

工事担当課 環境創造局公園緑地整備課 電話 ０４５－６７１－２６１６ 

契約事務担当課 財政局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６ 
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契約番号 １３２１０１０７３９ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
西部水再生センター汚水ポンプ展示用架台等設置工事 

施工場所 
戸塚区東俣野町２３１番地 

工事概要 

汚水ポンプ展示用架台等設置工一式 

工期 契約締結の日から平成２６年 ３月１４日まで 

予定価格 １，３９０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

登録工種 機械器具設置 

格付等級 - 

登録細目 【機械器具設置：その他の機械器具工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

機械器具設置工事業に係る主任技術者を施工現場に配置すること。 

当該技術者は開札日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、（２）当該雇用期

間が３か月間経過しており、（３）専任配置を要する他の工事に専任の技術者として従事して

いない者でなければならない。  

その他 

現場代理人は、開札日において、直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、かつ、当該雇用期 

間が３か月間経過している者であること。 

提出書類 

（１）配置主任技術者・現場代理人（変更）届出書（第７号様式） （２）（１）に記載 

した資格を証明する書類（建設業法に定める技術検定の合格証明書の写し等） （３）配 

置する技術者及び現場代理人の雇用（期間）が確認できる書類（健康保険被保険者証の写 

し又は雇用保険被保険者証の写し等） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２６年 ２月１０日（月）午前 ９時００分から 

平成２６年 ２月１３日（木）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２６年 ２月１４日（金）午前 ９時１５分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 しない 契約保証 免除 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当しない 

注意事項 

入札参加にあたっては、公告本文の記載事項を確認すること。特に、工事費内訳書の作成 

及び提出、現場代理人の工事現場への常駐並びに最高請負実績額に係る適格性の審査につ 

いて、公告本文（３（４）、８（９）及び８（１０））に記載があるので留意すること。 

工事担当課 環境創造局西部水再生センター 電話 ０４５－８５２－６４７１ 

契約事務担当課 財政局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６ 
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横浜市調達公告第28号 

特定調達契約に係る一般競争入札の施行（消費税率８％適用） 

 次のとおり一般競争入札を行う。 

 平成26年１月28日 

契約事務受任者 

                                横浜市財政局長 柏 崎   誠 

１ 競争入札に付する事項 

 (1) 件名及び数量 

ポリ塩化アルミニウム溶液（10％） 約1,056トンの購入 

(2) 物品の特質等 

入札説明書による。 

 (3) 納入期間 

平成26年４月１日から平成26年９月30日まで 

 (4) 納入場所 

横浜市環境創造局北部第二水再生センターほか１か所（詳細は、入札説明書による。） 

 (5) 納入方法 

入札説明書による。 

 (6) 一連の調達契約に関する事項 

   今後調達が予定される数量及び入札公告予定時期 

   ポリ塩化アルミニウム溶液（10％） 約1,584トンの購入 

      平成26年７月 

(7) 入札方法 

この入札は、第１号に掲げる概算数量の総価により行う。 

(8) その他 

本案件は、電子入札案件である。詳細については、横浜市電子入札運用基準（物品・委託等関係）

（以下「運用基準」という。）に定めるところによること。 

なお、運用基準に定める「横浜市電子入札における紙入札参加届出書（第１号様式）」を提出する

ことにより、紙による入札書の提出を行うことができるものとする。 

２ 入札参加資格 

入札に参加しようとする者は、次に掲げる条件をすべて満たし、かつ、入札参加資格を有することの

確認を受けなければならない。 

(1) 横浜市契約規則（昭和39年３月横浜市規則第59号）第３条第１項に掲げる者でないこと及び同条第

２項の規定により定めた資格を有する者であること。 

(2) 平成25・26年度横浜市一般競争入札有資格者名簿（物品・委託等関係）において「工化学薬品」に

登録が認められている者であること。 

(3) 平成26年２月６日から開札日までの間のいずれの日においても、横浜市一般競争参加停止及び指名

停止等措置要綱に基づく一般競争参加停止及び指名停止措置を受けていない者であること。 

(4) 次のいずれかに該当する者であること。 

ア 当該物品又はこれと同等の物品に係る納入実績又は製造実績を有する者 

イ 当該物品に係るメーカー、販売代理店等の引受証明を受けた者 

３ 入札参加の手続 

当該入札に参加しようとする者（前項第２号に規定する登録のない者で、入札説明書に定める名簿登

載手続を行うものを含む。）は、次のとおり入札参加資格の確認申請を行わなければならない。 

(1) 申請期限 

平成26年２月６日午後５時 

(2) 提出書類、提出方法及び提出期間 

  入札説明書による。 

(3) 契約条項等に関する問い合わせ先 

〒231-0017 中区港町１丁目１番地 

横浜市財政局契約部契約第二課（関内中央ビル２階） 

高橋 電話 045(671)2248（直通） 
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４ 入札参加資格の喪失 

入札参加資格の確認結果の通知後、入札参加資格を有することの確認を受けた者が次のいずれかに該

当するときは、当該入札に参加することができない。 

(1) 第２項に定める資格条件を満たさなくなったとき。 

(2) 入札説明書に定める提出書類（当該書類に記載すべき事項を記録した電磁的記録を含む。以下同じ。

）に虚偽の記載をしたとき。 

５ 入札に必要な書類を示す場所等 

当該契約に係る入札説明書等は、次項第２号に掲げる部課において、この公告の日から開札日まで閲

覧に供する。 

６ 入札説明書等の交付方法等 

横浜市ホームページ発注情報画面よりダウンロード可能。 

また、次に掲げる期間・場所で貸出しを行う。 

(1) 貸出期間 

公告日から平成26年２月20日まで（ただし、日曜日、土曜日及び国民の祝日に関する法律（昭和23

年法律第178号）に規定する休日並びに12月29日から翌年の１月３日まで（以下「休日等」という。）

を除く毎日午前９時から正午まで及び午後１時から午後５時まで） 

(2) 貸出場所 

〒230-0045 鶴見区末広町１丁目６番地の８ 

   横浜市環境創造局下水道施設部北部下水道センター 

電話 045(503)0201（直通） 

７ 入札及び開札 

 (1) 入札方法及び入札期間等 

  入札に参加しようとする者は、次のいずれかの方法により入札書を提出すること。 

ア 電子入札システムによる入札書の提出 

  平成26年３月６日から平成26年３月10日まで（休日等を除く毎日午前９時から午後８時まで。た

だし、最終日は午後５時まで） 

イ 持参による入札書の提出 

(ｱ) 入札日時 

平成26年３月11日午後２時10分 

(ｲ) 入札場所 

横浜市財政局契約部入札室（関内中央ビル２階） 

ウ 郵送による入札書の提出 

平成26年３月10日午後５時までに第３項第３号に掲げる部課に必着のこと。 

 (2) 開札予定日時 

平成26年３月11日午後２時10分 

８ 入札の無効 

次の入札は、無効とする。 

(1) 横浜市契約規則第19条の規定に該当する入札 

(2) 第２項に定める入札参加資格を満たさない者が行った入札 

(3) 入札説明書に定める提出書類に虚偽の記載をした者が行った入札 

(4) 電子入札システムにより入札書を提出する場合に、横浜市一般競争入札参加資格審査申請における代

表者又は受任者以外の名義によるＩＣカードを用いて行った入札 

(5) 運用基準に定める「横浜市電子入札における紙入札参加届出書（第１号様式）」を提出していない者

が行った紙による入札 

(6) 前各号に定めるもののほか、入札説明書に定める方法によらない入札 

９ 落札者の決定 

横浜市契約規則第13条の規定に基づいて作成された予定価格の制限の範囲内で最低の価格をもって有効

な入札を行った者を落札者とする。 

10 入札保証金及び契約保証金 

いずれも免除する。 

11 契約金の支払方法  

(1) 前金払 
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行わない。 

(2) 契約金の支払方法 

１か月間の納入分について、納品検査終了後、その１か月分をまとめた請求により支払う。 

12 その他 

(1) 契約手続において使用する言語及び通貨 

日本語及び日本国通貨に限る。 

(2) 契約書作成の要否 

要する。 

 (3) 契約の条件 

   この契約は、平成26年度横浜市各会計予算が平成26年３月31日までに横浜市議会において可決され

た上、同年４月１日以降に契約書を交換することによって確定するものとする。 

(4) 詳細は、入札説明書による。 

13 Summary  

(1) Subject matter of the contract: Purchase of approx. 1,056t of poly aluminum chloride 

solution (10％) 

(2) Deadline for the tender: 2:10 p.m. 11, March, 2014 

(3) Contact point for the notice: Second Contract Division, Finance Bureau, City of Yokohama, 

1-1 Minato-cho, Naka-ku, Yokohama, 231-0017, TEL 045 (671) 2248 
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横浜市調達公告第29号 

特定調達契約に係る一般競争入札の施行（消費税率８％適用） 

 次のとおり一般競争入札を行う。 

    平成26年１月28日 

契約事務受任者 

                                横浜市財政局長 柏 崎   誠 

１ 競争入札に付する事項 

 (1) 件名及び数量 

次亜塩素酸ソーダ（12％） 約436トンの購入 

(2) 物品の特質等 

入札説明書による。 

 (3) 納入期間 

平成26年４月１日から平成26年９月30日まで 

 (4) 納入場所 

横浜市環境創造局金沢水再生センターほか１か所（詳細は、入札説明書による。） 

 (5) 納入方法 

入札説明書による。 

 (6) 一連の調達契約に関する事項 

   今後調達が予定される数量及び入札公告予定時期 

   次亜塩素酸ソーダ（12％） 約348トンの購入 

      平成26年７月 

(7) 入札方法 

この入札は、第１号に掲げる概算数量の総価により行う。 

(8) その他 

本案件は、電子入札案件である。詳細については、横浜市電子入札運用基準（物品・委託等関係）

（以下「運用基準」という。）に定めるところによること。 

なお、運用基準に定める「横浜市電子入札における紙入札参加届出書（第１号様式）」を提出する

ことにより、紙による入札書の提出を行うことができるものとする。 

２ 入札参加資格 

入札に参加しようとする者は、次に掲げる条件をすべて満たし、かつ、入札参加資格を有することの

確認を受けなければならない。 

(1) 横浜市契約規則（昭和39年３月横浜市規則第59号）第３条第１項に掲げる者でないこと及び同条第

２項の規定により定めた資格を有する者であること。 

(2) 平成25・26年度横浜市一般競争入札有資格者名簿（物品・委託等関係）において「工化学薬品」に

登録が認められている者であること。 

(3) 平成26年２月６日から開札日までの間のいずれの日においても、横浜市一般競争参加停止及び指名

停止等措置要綱に基づく一般競争参加停止及び指名停止措置を受けていない者であること。 

(4) 次のいずれかに該当する者であること。 

ア 当該物品又はこれと同等の物品に係る納入実績又は製造実績を有する者 

イ 当該物品に係るメーカー、販売代理店等の引受証明を受けた者 

３ 入札参加の手続 

当該入札に参加しようとする者（前項第２号に規定する登録のない者で、入札説明書に定める名簿登

載手続を行うものを含む。）は、次のとおり入札参加資格の確認申請を行わなければならない。 

(1) 申請期限 

平成26年２月６日午後５時 

(2) 提出書類、提出方法及び提出期間 

  入札説明書による。 

(3) 契約条項等に関する問い合わせ先 

〒231-0017 中区港町１丁目１番地 

横浜市財政局契約部契約第二課（関内中央ビル２階） 

高橋 電話 045(671)2248（直通） 



横浜市報調達公告版 

第４号 平成26年１月28日発行 

132 

 

４ 入札参加資格の喪失 

入札参加資格の確認結果の通知後、入札参加資格を有することの確認を受けた者が次のいずれかに該

当するときは、当該入札に参加することができない。 

(1) 第２項に定める資格条件を満たさなくなったとき。 

(2) 入札説明書に定める提出書類（当該書類に記載すべき事項を記録した電磁的記録を含む。以下同じ。

）に虚偽の記載をしたとき。 

５ 入札に必要な書類を示す場所等 

当該契約に係る入札説明書等は、次項第２号に掲げる部課において、この公告の日から開札日まで閲

覧に供する。 

６ 入札説明書等の交付方法等 

横浜市ホームページ発注情報画面よりダウンロード可能。 

また、次に掲げる期間・場所で貸出しを行う。 

(1) 貸出期間 

公告日から平成26年２月20日まで（ただし、日曜日、土曜日及び国民の祝日に関する法律（昭和23

年法律第178号）に規定する休日並びに12月29日から翌年の１月３日まで（以下「休日等」という。）

を除く毎日午前９時から正午まで及び午後１時から午後５時まで） 

(2) 貸出場所 

〒236-0003 金沢区幸浦一丁目17番地 

   横浜市環境創造局下水道施設部南部下水道センター 

電話 045(773)3096（直通） 

７ 入札及び開札 

 (1) 入札方法及び入札期間等 

  入札に参加しようとする者は、次のいずれかの方法により入札書を提出すること。 

ア 電子入札システムによる入札書の提出 

  平成26年３月６日から平成26年３月10日まで（休日等を除く毎日午前９時から午後８時まで。た

だし、最終日は午後５時まで） 

イ 持参による入札書の提出 

(ｱ) 入札日時 

平成26年３月11日午後２時20分 

(ｲ) 入札場所 

横浜市財政局契約部入札室（関内中央ビル２階） 

ウ 郵送による入札書の提出 

平成26年３月10日午後５時までに第３項第３号に掲げる部課に必着のこと。 

 (2) 開札予定日時 

平成26年３月11日午後２時20分 

８ 入札の無効 

次の入札は、無効とする。 

(1) 横浜市契約規則第19条の規定に該当する入札 

(2) 第２項に定める入札参加資格を満たさない者が行った入札 

(3) 入札説明書に定める提出書類に虚偽の記載をした者が行った入札 

(4) 電子入札システムにより入札書を提出する場合に、横浜市一般競争入札参加資格審査申請における代

表者又は受任者以外の名義によるＩＣカードを用いて行った入札 

(5) 運用基準に定める「横浜市電子入札における紙入札参加届出書（第１号様式）」を提出していない者

が行った紙による入札 

(6) 前各号に定めるもののほか、入札説明書に定める方法によらない入札 

９ 落札者の決定 

横浜市契約規則第13条の規定に基づいて作成された予定価格の制限の範囲内で最低の価格をもって有効

な入札を行った者を落札者とする。 

10 入札保証金及び契約保証金 

いずれも免除する。 

11 契約金の支払方法  

(1) 前金払 
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行わない。 

(2) 契約金の支払方法 

１か月間の納入分について、納品検査終了後、その１か月分をまとめた請求により支払う。 

12 その他 

(1) 契約手続において使用する言語及び通貨 

日本語及び日本国通貨に限る。 

(2) 契約書作成の要否 

要する。 

 (3) 契約の条件 

   この契約は、平成26年度横浜市各会計予算が平成26年３月31日までに横浜市議会において可決され

た上、同年４月１日以降に契約書を交換することによって確定するものとする。 

(4) 詳細は、入札説明書による。 

13 Summary  

(1) Subject matter of the contract: Purchase of approx. 436t of sodium hypochlorite 

(2) Deadline for the tender: 2:20 p.m. 11, March, 2014 

(3) Contact point for the notice: Second Contract Division, Finance Bureau, City of Yokohama, 

1-1 Minato-cho, Naka-ku, Yokohama, 231-0017, TEL 045 (671) 2248 
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横浜市調達公告第30号 

特定調達契約に係る一般競争入札の施行(消費税率８％適用) 

 次のとおり一般競争入札を行う。 

    平成26年１月28日 

契約事務受任者 

                                横浜市財政局長 柏 崎   誠 

１ 競争入札に付する事項 

 (1) 件名及び数量 

ア アンモニア水 約276,000キログラムの購入 

  イ ベントナイト 約474,980キログラムの購入 

  ウ 重金属固定剤 約73,300キログラムの購入 

  エ 高反応性消石灰 約877,000キログラムの購入 

  オ ゼオライト 約409,100キログラムの購入 

 (2) 物品の特質等 

入札説明書による。 

 (3) 納入期間 

第１号アからオまでに掲げる物品ともに、次のとおりとする。 

平成26年４月１日から平成26年９月30日まで 

 (4) 納入場所 

第１号アからオまでに掲げる物品ともに、次のとおりとする。 

   鶴見区末広町１丁目15番地１ 

   横浜市資源循環局適正処理計画部鶴見工場 

 (5) 納入方法 

   入札説明書による。 

 (6) 一連の調達契約に関する事項 

   今後調達が予定される数量及び入札公告予定時期 

ア アンモニア水 約244,500キログラムの購入 

    平成26年７月 

イ ベントナイト 約423,200キログラムの購入 

    平成26年７月 

  ウ 重金属固定剤 約65,900キログラムの購入 

    平成26年７月 

  エ 高反応性消石灰 約783,100キログラムの購入 

    平成26年７月 

  オ ゼオライト 約367,020キログラムの購入 

    平成26年７月 

 (7) 入札方法 

この入札は、第１号アからオまでに掲げる物品ごとに入札に付し、概算数量の総価により行う。 

(8) その他 

本案件は、電子入札案件である。詳細については、横浜市電子入札運用基準（物品・委託等関係）

（以下「運用基準」という。）に定めるところによること。 

なお、運用基準に定める「横浜市電子入札における紙入札参加届出書（第１号様式）」を提出する

ことにより、紙による入札書の提出を行うことができるものとする。 

２ 入札参加資格 

入札に参加しようとする者は、次に掲げる条件をすべて満たし、かつ、入札参加資格を有することの

確認を受けなければならない。 

(1) 横浜市契約規則（昭和39年３月横浜市規則第59号）第３条第１項に掲げる者でないこと及び同条第

２項の規定により定めた資格を有する者であること。 

 (2) 平成25・26年度横浜市一般競争入札有資格者名簿（物品・委託等関係）において「工化学薬品」に

登録が認められている者であること。 

(3) 平成26年２月６日から開札日までの間のいずれの日においても、横浜市一般競争参加停止及び指名
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停止等措置要綱に基づく一般競争参加停止及び指名停止措置を受けていない者であること。 

(4) 次のいずれかに該当する者であること。  

ア 当該物品又はこれと同等の物品に係る納入実績又は製造実績を有する者 

イ 当該物品に係るメーカー、販売代理店等の引受証明を受けた者 

３ 入札参加の手続 

当該入札に参加しようとする者（前項第２号に規定する登録のない者で、入札説明書に定める名簿登

載手続を行うものを含む。）は、次のとおり入札参加資格の確認申請を行わなければならない。 

(1) 申請期限 

平成26年２月６日 

(2) 提出書類、提出方法及び提出期間 

  入札説明書による。 

(3) 契約条項等に関する問い合わせ先 

〒231-0017 中区港町１丁目１番地 

横浜市財政局契約部契約第二課（関内中央ビル２階） 

高橋 電話 045(671)2248（直通） 

４ 入札参加資格の喪失 

入札参加資格の確認結果の通知後、入札参加資格を有することの確認を受けた者が次のいずれかに該

当するときは、当該入札に参加することができない。 

(1) 第２項に定める資格条件を満たさなくなったとき。 

(2) 入札説明書に定める提出書類（当該書類に記載すべき事項を記録した電磁的記録を含む。以下同じ。

）に虚偽の記載をしたとき。 

５ 入札に必要な書類を示す場所等 

当該契約に係る入札説明書等は、次項第２号に掲げる部課において、この公告の日から開札日まで閲

覧に供する。 

６ 入札説明書等の交付方法等 

横浜市ホームページ発注情報画面よりダウンロード可能。 

また、次に掲げる期間・場所で貸出しを行う。 

(1) 貸出期間 

公告日から平成26年２月20日まで（ただし、日曜日、土曜日及び国民の祝日に関する法律（昭和23

年法律第178号）に規定する休日並びに12月29日から翌年の１月３日まで（以下「休日等」という。）

を除く毎日午前９時から正午まで及び午後１時から午後５時まで） 

(2) 貸出場所 

〒230-0045 鶴見区末広町１丁目15番地１ 

   横浜市資源循環局適正処理計画部鶴見工場 

電話 045(521)2191（直通） 

７ 入札及び開札 

 (1) 入札方法及び入札期間等 

  入札に参加しようとする者は、次のいずれかの方法により入札書を提出すること。 

ア 電子入札システムによる入札書の提出 

平成26年３月６日から平成26年３月10日（休日等を除く毎日午前９時から午後８時まで。ただし

、最終日は午後５時まで） 

イ 持参による入札書の提出 

(ｱ) 入札日時 

  第１項第１号アからオまでに掲げる物品ごとに、次のとおりとする。 

ア 平成26年３月11日午後２時00分 

イ 平成26年３月11日午後２時30分 

ウ 平成26年３月11日午後２時50分 

エ 平成26年３月11日午後３時10分 

オ 平成26年３月11日午後３時40分 

(ｲ) 入札場所 

横浜市財政局契約部入札室（関内中央ビル２階） 

ウ 郵送による入札書の提出 
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平成26年３月10日午後５時までに第３項第３号に掲げる部課に必着のこと。 

 (2) 開札予定日時 

   第１項第１号アからオまでに掲げる物品ごとに、次のとおりとする。 

ア 平成26年３月11日午後２時00分 

イ 平成26年３月11日午後２時30分 

ウ 平成26年３月11日午後２時50分 

エ 平成26年３月11日午後３時10分 

オ 平成26年３月11日午後３時40分 

８ 入札の無効 

次の入札は、無効とする。 

(1) 横浜市契約規則第19条の規定に該当する入札 

(2) 第２項に定める入札参加資格を満たさない者が行った入札 

(3) 入札説明書に定める提出書類に虚偽の記載をした者が行った入札 

(4) 電子入札システムにより入札書を提出する場合に、横浜市一般競争入札参加資格審査申請における代

表者又は受任者以外の名義によるＩＣカードを用いて行った入札 

(5) 運用基準に定める「横浜市電子入札における紙入札参加届出書（第１号様式）」を提出していない者

が行った紙による入札 

(6) 前各号に定めるもののほか、入札説明書に定める方法によらない入札 

９ 落札者の決定 

横浜市契約規則第13条の規定に基づいて作成された予定価格の制限の範囲内で最低の価格をもって有効

な入札を行った者を落札者とする。 

10 入札保証金及び契約保証金 

いずれも免除する。 

11 契約金の支払方法  

(1) 前金払 

行わない。 

(2) 契約金の支払方法 

１か月間の納入分について、納品検査終了後、その１か月分をまとめた請求により支払う。 

12 その他 

(1) 契約手続において使用する言語及び通貨 

日本語及び日本国通貨に限る。 

(2) 契約書作成の要否 

要する。 

(3) 契約の条件 

この契約は、平成26年度横浜市各会計予算が平成26年３月31日までに横浜市議会において可決された

上、同年４月１日以降に契約書を交換することによって確定するものとする。 

(4) 詳細は、入札説明書による。 

13 Summary  

(1) Subject matter of the contract: 

① Purchase of approx. 276,000kg of Ammonia solution 

② Purchase of approx. 474,980kg of Bentonite 

③ Purchase of approx. 73,300kg of Heavy Metals Immobilizing Agents 

④ Purchase of approx. 877,000kg of Slaked Lime 

⑤ Purchase of approx. 409,100kg of Zeolite 

(2) Deadline for the tender :  

① 2:00 p.m. 11, March,2014 

② 2:30 p.m. 11, March,2014 

③ 2:50 p.m. 11, March,2014 

④ 3:10 p.m. 11, March,2014 

⑤ 3:40 p.m. 11, March,2014 

 (3) Contact point for the notice: Second Contract Division, Finance Bureau, City of 

Yokohama, 1-1 Minato-cho, Naka-ku, Yokohama, 231-0017, TEL 045 (671) 2248 
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横浜市調達公告第31号 

特定調達契約に係る一般競争入札の施行（消費税率８％適用） 

 次のとおり一般競争入札を行う。 

 平成26年１月28日 

契約事務受任者 

                                横浜市財政局長 柏 崎   誠 

１ 競争入札に付する事項 

 (1) 件名及び数量 

高反応性消石灰とゼオライトのプレミックス 約503,171キログラムの購入 

(2) 物品の特質等 

入札説明書による。 

 (3) 納入期間 

平成26年４月１日から平成26年９月30日まで 

 (4) 納入場所 

旭区白根二丁目８番１号 

横浜市資源循環局適正処理計画部旭工場 

 (5) 納入方法 

入札説明書による。 

 (6) 一連の調達契約に関する事項 

   今後調達が予定される数量及び入札公告予定時期 

   高反応性消石灰とゼオライトのプレミックス 約457,182キログラムの購入 

      平成26年７月 

(7) 入札方法 

この入札は、第１号に掲げる概算数量の総価により行う。 

(8) その他 

本案件は、電子入札案件である。詳細については、横浜市電子入札運用基準（物品・委託等関係）

（以下「運用基準」という。）に定めるところによること。 

なお、運用基準に定める「横浜市電子入札における紙入札参加届出書（第１号様式）」を提出する

ことにより、紙による入札書の提出を行うことができるものとする。 

２ 入札参加資格 

入札に参加しようとする者は、次に掲げる条件をすべて満たし、かつ、入札参加資格を有することの

確認を受けなければならない。 

(1) 横浜市契約規則（昭和39年３月横浜市規則第59号）第３条第１項に掲げる者でないこと及び同条第

２項の規定により定めた資格を有する者であること。 

(2) 平成25・26年度横浜市一般競争入札有資格者名簿（物品・委託等関係）において「工化学薬品」に

登録が認められている者であること。 

(3) 平成26年２月６日から開札日までの間のいずれの日においても、横浜市一般競争参加停止及び指名

停止等措置要綱に基づく一般競争参加停止及び指名停止措置を受けていない者であること。 

(4) 次のいずれかに該当する者であること。 

ア 当該物品又はこれと同等の物品に係る納入実績又は製造実績を有する者 

イ 当該物品に係るメーカー、販売代理店等の引受証明を受けた者 

３ 入札参加の手続 

当該入札に参加しようとする者（前項第２号に規定する登録のない者で、入札説明書に定める名簿登

載手続を行うものを含む。）は、次のとおり入札参加資格の確認申請を行わなければならない。 

(1) 申請期限 

平成26年２月６日午後５時 

(2) 提出書類、提出方法及び提出期間 

  入札説明書による。 

(3) 契約条項等に関する問い合わせ先 

〒231-0017 中区港町１丁目１番地 

横浜市財政局契約部契約第二課（関内中央ビル２階） 
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高橋 電話 045(671)2248（直通） 

４ 入札参加資格の喪失 

入札参加資格の確認結果の通知後、入札参加資格を有することの確認を受けた者が次のいずれかに該

当するときは、当該入札に参加することができない。 

(1) 第２項に定める資格条件を満たさなくなったとき。 

(2) 入札説明書に定める提出書類（当該書類に記載すべき事項を記録した電磁的記録を含む。以下同じ。

）に虚偽の記載をしたとき。 

５ 入札に必要な書類を示す場所等 

当該契約に係る入札説明書等は、次項第２号に掲げる部課において、この公告の日から開札日まで閲

覧に供する。 

６ 入札説明書等の交付方法等 

横浜市ホームページ発注情報画面よりダウンロード可能。 

また、次に掲げる期間・場所で貸出しを行う。 

(1) 貸出期間 

公告日から平成26年２月20日まで（ただし、日曜日、土曜日及び国民の祝日に関する法律（昭和23

年法律第178号）に規定する休日並びに12月29日から翌年の１月３日まで（以下「休日等」という。）

を除く毎日午前９時から正午まで及び午後１時から午後５時まで） 

(2) 貸出場所 

〒241-0005 旭区白根二丁目８番１号 

横浜市資源循環局適正処理計画部旭工場 

電話 045(953)4851（直通） 

７ 入札及び開札 

 (1) 入札方法及び入札期間等 

  入札に参加しようとする者は、次のいずれかの方法により入札書を提出すること。 

ア 電子入札システムによる入札書の提出 

  平成26年３月６日から平成26年３月10日まで（休日等を除く毎日午前９時から午後８時まで。た

だし、最終日は午後５時まで） 

イ 持参による入札書の提出 

(ｱ) 入札日時 

平成26年３月11日午後３時30分 

(ｲ) 入札場所 

横浜市財政局契約部入札室（関内中央ビル２階） 

ウ 郵送による入札書の提出 

平成26年３月10日午後５時までに第３項第３号に掲げる部課に必着のこと。 

 (2) 開札予定日時 

平成26年３月11日午後３時30分 

８ 入札の無効 

次の入札は、無効とする。 

(1) 横浜市契約規則第19条の規定に該当する入札 

(2) 第２項に定める入札参加資格を満たさない者が行った入札 

(3) 入札説明書に定める提出書類に虚偽の記載をした者が行った入札 

(4) 電子入札システムにより入札書を提出する場合に、横浜市一般競争入札参加資格審査申請における代

表者又は受任者以外の名義によるＩＣカードを用いて行った入札 

(5) 運用基準に定める「横浜市電子入札における紙入札参加届出書（第１号様式）」を提出していない者

が行った紙による入札 

(6) 前各号に定めるもののほか、入札説明書に定める方法によらない入札 

９ 落札者の決定 

横浜市契約規則第13条の規定に基づいて作成された予定価格の制限の範囲内で最低の価格をもって有効

な入札を行った者を落札者とする。 

10 入札保証金及び契約保証金 

いずれも免除する。 

11 契約金の支払方法  
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(1) 前金払 

行わない。 

(2) 契約金の支払方法 

１か月間の納入分について、納品検査終了後、その１か月分をまとめた請求により支払う。 

12 その他 

(1) 契約手続において使用する言語及び通貨 

日本語及び日本国通貨に限る。 

(2) 契約書作成の要否 

要する。 

 (3) 契約の条件 

   この契約は、平成26年度横浜市各会計予算が平成26年３月31日までに横浜市議会において可決され

た上、同年４月１日以降に契約書を交換することによって確定するものとする。 

(4) 詳細は、入札説明書による。 

13 Summary  

(1) Subject matter of the contract: Purchase of approx. 503,171kg of a mixture of Slaked Lime 

and Zeolite 

(2) Deadline for the tender: 3:30 p.m. 11, March, 2014 

(3) Contact point for the notice: Second Contract Division, Finance Bureau, City of Yokohama, 

1-1 Minato-cho, Naka-ku, Yokohama, 231-0017, TEL 045 (671) 2248 
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横浜市調達公告第32号 

特定調達契約に係る一般競争入札の施行(消費税率８％適用) 

 次のとおり一般競争入札を行う。 

    平成26年１月28日 

契約事務受任者 

                                横浜市財政局長 柏 崎   誠 
１ 競争入札に付する事項 

 (1) 件名及び数量 

ア ベントナイト 約677,000キログラムの購入 

  イ 重金属固定剤 約203,000キログラムの購入 

  ウ 高反応性消石灰 約902,000キログラムの購入 

  エ ゼオライト 約439,000キログラムの購入 

 (2) 物品の特質等 

入札説明書による。 

 (3) 納入期間 

第1号アからエまでに掲げる物品ともに、次のとおりとする。 

平成26年４月１日から平成26年９月30日まで 

 (4) 納入場所 

第１号アからエまでに掲げる物品ともに、次のとおりとする。 

金沢区幸浦二丁目７番地１ 

   横浜市資源循環局金沢工場 

 (5) 納入方法 

   入札説明書による。 

 (6) 一連の調達契約に関する事項 

   今後調達が予定される数量及び入札公告予定時期 

  ア ベントナイト 約629,000キログラムの購入 

    平成26年７月 

  イ 重金属固定剤 約189,000キログラムの購入 

    平成26年７月 

  ウ 高反応性消石灰 約838,000キログラムの購入 

    平成26年７月 

  エ ゼオライト 約408,000キログラムの購入 

    平成26年７月 

 (7) 入札方法 

この入札は、第１号アからエまでに掲げる物品ごとに入札に付し、概算数量の総価により行う。 

(8) その他 

本案件は、電子入札案件である。詳細については、横浜市電子入札運用基準（物品・委託等関係）

（以下「運用基準」という。）に定めるところによること。 

なお、運用基準に定める「横浜市電子入札における紙入札参加届出書（第１号様式）」を提出する

ことにより、紙による入札書の提出を行うことができるものとする。 

２ 入札参加資格 

入札に参加しようとする者は、次に掲げる条件をすべて満たし、かつ、入札参加資格を有することの

確認を受けなければならない。 

(1) 横浜市契約規則（昭和39年３月横浜市規則第59号）第３条第１項に掲げる者でないこと及び同条第

２項の規定により定めた資格を有する者であること。 

 (2) 平成25・26年度横浜市一般競争入札有資格者名簿（物品・委託等関係）において「工化学薬品」に

登録が認められている者であること。 

(3) 平成26年２月６日から開札日までの間のいずれの日においても、横浜市一般競争参加停止及び指名

停止等措置要綱に基づく一般競争参加停止及び指名停止措置を受けていない者であること。 

(4) 次のいずれかに該当する者であること。  

ア 当該物品又はこれと同等の物品に係る納入実績又は製造実績を有する者 
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イ 当該物品に係るメーカー、販売代理店等の引受証明を受けた者 

３ 入札参加の手続 

当該入札に参加しようとする者（前項第２号に規定する登録のない者で、入札説明書に定める名簿登

載手続を行うものを含む。）は、次のとおり入札参加資格の確認申請を行わなければならない。 

(1) 申請期限 

平成26年２月６日 

(2) 提出書類、提出方法及び提出期間 

  入札説明書による。 

(3) 契約条項等に関する問い合わせ先 

〒231-0017 中区港町１丁目１番地 

横浜市財政局契約部契約第二課（関内中央ビル２階） 

高橋 電話 045(671)2248（直通） 

４ 入札参加資格の喪失 

入札参加資格の確認結果の通知後、入札参加資格を有することの確認を受けた者が次のいずれかに該

当するときは、当該入札に参加することができない。 

(1) 第２項に定める資格条件を満たさなくなったとき。 

(2) 入札説明書に定める提出書類（当該書類に記載すべき事項を記録した電磁的記録を含む。以下同じ。

）に虚偽の記載をしたとき。 

５ 入札に必要な書類を示す場所等 

当該契約に係る入札説明書等は、次項第２号に掲げる部課において、この公告の日から開札日まで閲

覧に供する。 

６ 入札説明書等の交付方法等 

横浜市ホームページ発注情報画面よりダウンロード可能。 

また、次に掲げる期間・場所で貸出しを行う。 

(1) 貸出期間 

公告日から平成26年２月20日まで（ただし、日曜日、土曜日及び国民の祝日に関する法律（昭和23

年法律第178号）に規定する休日並びに12月29日から翌年の１月３日まで（以下「休日等」という。）

を除く毎日午前９時から正午まで及び午後１時から午後５時まで） 

(2) 貸出場所 

〒236-0003 金沢区幸浦二丁目７番地１ 

横浜市資源循環局適正処理計画部金沢工場 

  電話 045(784)9711（直通） 

７ 入札及び開札 

 (1) 入札方法及び入札期間等 

  入札に参加しようとする者は、次のいずれかの方法により入札書を提出すること。 

ア 電子入札システムによる入札書の提出 

平成26年３月６日から平成26年３月10日（休日等を除く毎日午前９時から午後８時まで。ただし

、最終日は午後５時まで） 

イ 持参による入札書の提出 

(ｱ) 入札日時 

  第１項第１号アからエまでに掲げる物品ごとに、次のとおりとする。 

ア 平成26年３月11日午後２時30分 

イ 平成26年３月11日午後２時50分 

ウ 平成26年３月11日午後３時10分 

エ 平成26年３月11日午後３時40分 

(ｲ) 入札場所 

横浜市財政局契約部入札室（関内中央ビル２階） 

ウ 郵送による入札書の提出 

平成26年３月10日午後５時までに第３項第３号に掲げる部課に必着のこと。 

 (2) 開札予定日時 

   第１項第１号アからエまでに掲げる物品ごとに、次のとおりとする。 

ア 平成26年３月11日午後２時30分 
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イ 平成26年３月11日午後２時50分 

ウ 平成26年３月11日午後３時10分 

エ 平成26年３月11日午後３時40分 

８ 入札の無効 

次の入札は、無効とする。 

(1) 横浜市契約規則第19条の規定に該当する入札 

(2) 第２項に定める入札参加資格を満たさない者が行った入札 

(3) 入札説明書に定める提出書類に虚偽の記載をした者が行った入札 

(4) 電子入札システムにより入札書を提出する場合に、横浜市一般競争入札参加資格審査申請における代

表者又は受任者以外の名義によるＩＣカードを用いて行った入札 

(5) 運用基準に定める「横浜市電子入札における紙入札参加届出書（第１号様式）」を提出していない者

が行った紙による入札 

(6) 前各号に定めるもののほか、入札説明書に定める方法によらない入札 

９ 落札者の決定 

横浜市契約規則第13条の規定に基づいて作成された予定価格の制限の範囲内で最低の価格をもって有効

な入札を行った者を落札者とする。 

10 入札保証金及び契約保証金 

いずれも免除する。 

11 契約金の支払方法  

(1) 前金払 

行わない。 

(2) 契約金の支払方法 

１か月間の納入分について、納品検査終了後、その１か月分をまとめた請求により支払う。 

12 その他 

(1) 契約手続において使用する言語及び通貨 

日本語及び日本国通貨に限る。 

(2) 契約書作成の要否 

要する。 

(3) 契約の条件 

この契約は、平成26年度横浜市各会計予算が平成26年３月31日までに横浜市議会において可決された

上、同年４月１日以降に契約書を交換することによって確定するものとする。 

(4) 詳細は、入札説明書による。 

13 Summary  

(1) Subject matter of the contract: 

① Purchase of approx. 677,000kg of Bentonite 

② Purchase of approx. 203,000kg of Heavy Metals Immobilizing Agents 

③ Purchase of approx. 902,000kg of Slaked Lime 

④ Purchase of approx. 439,000kg of Zeolite 

(2) Deadline for the tender :  

① 2:30 p.m. 11, March,2014 

② 2:50 p.m. 11, March,2014 

③ 3:10 p.m. 11, March,2014 

④ 3:40 p.m. 11, March,2014 

(3) Contact point for the notice: Second Contract Division, Finance Bureau, City of Yokohama, 

1-1 Minato-cho, Naka-ku, Yokohama, 231-0017, TEL 045 (671) 2248 
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横浜市調達公告第33号 

特定調達契約に係る一般競争入札の施行(消費税率８％適用) 

 次のとおり一般競争入札を行う。 

     平成26年１月28日 

契約事務受任者 

                                横浜市財政局長 柏 崎   誠 
１ 競争入札に付する事項 

 (1) 件名及び数量 

ア ベントナイト 約460,306キログラムの購入 

  イ 重金属固定剤 約94,406キログラムの購入 

  ウ 高反応性消石灰 約660,838キログラムの購入 

  エ ゼオライト 約460,306キログラムの購入 

 (2) 物品の特質等 

入札説明書による。 

 (3) 納入期間 

第１号アからエまでに掲げる物品ともに、次のとおりとする。 

平成26年４月１日から平成26年９月30日まで 

 (4) 納入場所 

第１号アからエまでに掲げる物品ともに、次のとおりとする。 

都筑区平台27番１号 

横浜市資源循環局適正処理計画部都筑工場 

 (5) 納入方法 

   入札説明書による。 

 (6) 一連の調達契約に関する事項 

   今後調達が予定される数量及び入札公告予定時期 

  ア ベントナイト 約416,921キログラムの購入 

    平成26年７月 

  イ 重金属固定剤 約85,522キログラムの購入 

    平成26年７月 

  ウ 高反応性消石灰 約598,648キログラムの購入 

    平成26年７月 

  エ ゼオライト 約416,921キログラムの購入 

    平成26年７月 

 (7) 入札方法 

この入札は、第１号アからエまでに掲げる物品ごとに入札に付し、概算数量の総価により行う。 

(8) その他 

本案件は、電子入札案件である。詳細については、横浜市電子入札運用基準（物品・委託等関係）

（以下「運用基準」という。）に定めるところによること。 

なお、運用基準に定める「横浜市電子入札における紙入札参加届出書（第１号様式）」を提出する

ことにより、紙による入札書の提出を行うことができるものとする。 

２ 入札参加資格 

入札に参加しようとする者は、次に掲げる条件をすべて満たし、かつ、入札参加資格を有することの

確認を受けなければならない。 

(1) 横浜市契約規則（昭和39年３月横浜市規則第59号）第３条第１項に掲げる者でないこと及び同条第

２項の規定により定めた資格を有する者であること。 

 (2) 平成25・26年度横浜市一般競争入札有資格者名簿（物品・委託等関係）において「工化学薬品」に

登録が認められている者であること。 

(3) 平成26年２月６日から開札日までの間のいずれの日においても、横浜市一般競争参加停止及び指名

停止等措置要綱に基づく一般競争参加停止及び指名停止措置を受けていない者であること。 

(4) 次のいずれかに該当する者であること。  

ア 当該物品又はこれと同等の物品に係る納入実績又は製造実績を有する者 
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イ 当該物品に係るメーカー、販売代理店等の引受証明を受けた者 

３ 入札参加の手続 

当該入札に参加しようとする者（前項第２号に規定する登録のない者で、入札説明書に定める名簿登

載手続を行うものを含む。）は、次のとおり入札参加資格の確認申請を行わなければならない。 

(1) 申請期限 

平成26年２月６日 

(2) 提出書類、提出方法及び提出期間 

  入札説明書による。 

(3) 契約条項等に関する問い合わせ先 

〒231-0017 中区港町１丁目１番地 

横浜市財政局契約部契約第二課（関内中央ビル２階） 

高橋 電話 045(671)2248（直通） 

４ 入札参加資格の喪失 

入札参加資格の確認結果の通知後、入札参加資格を有することの確認を受けた者が次のいずれかに該

当するときは、当該入札に参加することができない。 

(1) 第２項に定める資格条件を満たさなくなったとき。 

(2) 入札説明書に定める提出書類（当該書類に記載すべき事項を記録した電磁的記録を含む。以下同じ。

）に虚偽の記載をしたとき。 

５ 入札に必要な書類を示す場所等 

当該契約に係る入札説明書等は、次項第２号に掲げる部課において、この公告の日から開札日まで閲

覧に供する。 

６ 入札説明書等の交付方法等 

横浜市ホームページ発注情報画面よりダウンロード可能。 

また、次に掲げる期間・場所で貸出しを行う。 

(1) 貸出期間 

公告日から平成26年２月20日まで（ただし、日曜日、土曜日及び国民の祝日に関する法律（昭和23

年法律第178号）に規定する休日並びに12月29日から翌年の１月３日まで（以下「休日等」という。）

を除く毎日午前９時から正午まで及び午後１時から午後５時まで） 

(2) 貸出場所 

〒224-0064 都筑区平台27番１号 

横浜市資源循環局適正処理計画部都筑工場 

電話 045(941)7911（直通） 

７ 入札及び開札 

 (1) 入札方法及び入札期間等 

  入札に参加しようとする者は、次のいずれかの方法により入札書を提出すること。 

ア 電子入札システムによる入札書の提出 

平成26年３月６日から平成26年３月10日（休日等を除く毎日午前９時から午後８時まで。ただし

、最終日は午後５時まで） 

イ 持参による入札書の提出 

(ｱ) 入札日時 

  第１項第１号アからエまでに掲げる物品ごとに、次のとおりとする。 

ア 平成26年３月11日午後２時30分 

イ 平成26年３月11日午後２時50分 

ウ 平成26年３月11日午後３時10分 

エ 平成26年３月11日午後３時40分 

(ｲ) 入札場所 

横浜市財政局契約部入札室（関内中央ビル２階） 

ウ 郵送による入札書の提出 

平成26年３月10日午後５時までに第３項第３号に掲げる部課に必着のこと。 

 (2) 開札予定日時 

   第１項第１号アからエまでに掲げる物品ごとに、次のとおりとする。 

ア 平成26年３月11日午後２時30分 



横浜市報調達公告版 

第４号 平成26年１月28日発行 

145 

 

イ 平成26年３月11日午後２時50分 

ウ 平成26年３月11日午後３時10分 

エ 平成26年３月11日午後３時40分 

８ 入札の無効 

次の入札は、無効とする。 

(1) 横浜市契約規則第19条の規定に該当する入札 

(2) 第２項に定める入札参加資格を満たさない者が行った入札 

(3) 入札説明書に定める提出書類に虚偽の記載をした者が行った入札 

(4) 電子入札システムにより入札書を提出する場合に、横浜市一般競争入札参加資格審査申請における代

表者又は受任者以外の名義によるＩＣカードを用いて行った入札 

(5) 運用基準に定める「横浜市電子入札における紙入札参加届出書（第１号様式）」を提出していない者

が行った紙による入札 

(6) 前各号に定めるもののほか、入札説明書に定める方法によらない入札 

９ 落札者の決定 

横浜市契約規則第13条の規定に基づいて作成された予定価格の制限の範囲内で最低の価格をもって有効

な入札を行った者を落札者とする。 

10 入札保証金及び契約保証金 

いずれも免除する。 

11 契約金の支払方法  

(1) 前金払 

行わない。 

(2) 契約金の支払方法 

１か月間の納入分について、納品検査終了後、その１か月分をまとめた請求により支払う。 

12 その他 

(1) 契約手続において使用する言語及び通貨 

日本語及び日本国通貨に限る。 

(2) 契約書作成の要否 

要する。 

(3) 契約の条件 

この契約は、平成26年度横浜市各会計予算が平成26年３月31日までに横浜市議会において可決された

上、同年４月１日以降に契約書を交換することによって確定するものとする。 

(4) 詳細は、入札説明書による。 

13 Summary  

(1) Subject matter of the contract: 

① Purchase of approx. 460,306kg of Bentonite 

② Purchase of approx. 94,406kg of Heavy Metals Immobilizing Agents 

③ Purchase of approx. 660,838kg of Slaked Lime 

④ Purchase of approx. 460,306kg of Zeolite 

(2) Deadline for the tender :  

① 2:30 p.m. 11, March,2014 

② 2:50 p.m. 11, March,2014 

③ 3:10 p.m. 11, March,2014 

④ 3:40 p.m. 11, March,2014 

(3) Contact point for the notice: Second Contract Division, Finance Bureau, City of Yokohama, 

1-1 Minato-cho, Naka-ku, Yokohama, 231-0017, TEL 045 (671) 2248 
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横浜市調達公告第34号 

特定調達契約に係る一般競争入札の施行（消費税率８％適用） 

 次のとおり一般競争入札を行う。 

    平成26年１月28日 

契約事務受任者 

                                横浜市財政局長 柏 崎   誠 

１ 競争入札に付する事項 

 (1) 件名及び数量 

  ア ハイブリット小型ごみ収集車（回転板式） ５台の購入 

  イ 小型ごみ収集車（回転板式） ５台の購入 

 (2) 物品の特質等 

入札説明書による。 

 (3) 納入期限 

   第１号ア及びイに掲げる物品ごとに、次のとおりとする。 

ア 平成26年９月26日（詳細は、入札説明書による。） 

イ 平成26年９月17日（詳細は、入札説明書による。） 

 (4) 納入場所 

   第１号ア及びイに掲げる物品ともに、次のとおりとする。 

神奈川区新浦島町２番地の４ 

横浜市資源循環局家庭系対策部車両課 

 (5) 納入方法 

入札説明書による。 

 (6) 入札方法 

この入札は、第１号ア及びイに掲げる物品ごとに入札に付し、数量の総価により行う。    

(7) その他 

本案件は、電子入札案件である。詳細については、横浜市電子入札運用基準（物品・委託等関係）

（以下「運用基準」という。）に定めるところによること。 

なお、運用基準に定める「横浜市電子入札における紙入札参加届出書（第１号様式）」を提出する

ことにより、紙による入札書の提出を行うことができるものとする。 

２ 入札参加資格 

入札に参加しようとする者は、次に掲げる条件をすべて満たし、かつ、入札参加資格を有することの

確認を受けなければならない。 

(1) 横浜市契約規則（昭和39年３月横浜市規則第59号）第３条第１項に掲げる者でないこと及び同条第

２項の規定により定めた資格を有する者であること。 

(2) 平成25・26年度横浜市一般競争入札有資格者名簿（物品・委託等関係）において「自動車」に登録

が認められている者であること。 

(3) 平成26年２月６日から開札日までの間のいずれの日においても、横浜市一般競争参加停止及び指名

停止等措置要綱に基づく一般競争参加停止及び指名停止措置を受けていない者であること。 

(4) 次のいずれかに該当する者であること。 

ア ごみ収集車（回転板式又は破砕式）の製造実績又は納入実績を有する者 

イ 当該物品に係るメーカー、販売代理店等の引受証明を受けた者 

(5) 当該物品に対する修理体制を確保できる者であること。 

３ 入札参加の手続 

当該入札に参加しようとする者（前項第２号に規定する登録のない者で、入札説明書に定める名簿登

載手続を行うものを含む。）は、次のとおり入札参加資格の確認申請を行わなければならない。 

(1) 申請期限 

平成26年２月６日午後５時 

(2) 提出書類、提出方法及び提出期間 

  入札説明書による。 

(3) 契約条項等に関する問い合わせ先 

〒231-0017 中区港町１丁目１番地 
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横浜市財政局契約部契約第二課（関内中央ビル２階） 

稲葉 電話 045(671)2248（直通） 

４ 入札参加資格の喪失 

入札参加資格の確認結果の通知後、入札参加資格を有することの確認を受けた者が次のいずれかに該

当するときは、当該入札に参加することができない。 

(1) 第２項に定める資格条件を満たさなくなったとき。 

(2) 入札説明書に定める提出書類（当該書類に記載すべき事項を記録した電磁的記録を含む。以下同じ。

）に虚偽の記載をしたとき。 

５ 入札に必要な書類を示す場所等 

当該契約に係る入札説明書等は、次項第２号に掲げる部課において、この公告の日から開札日まで閲

覧に供する。 

６ 入札説明書等の交付方法等 

横浜市ホームページ発注情報画面よりダウンロード可能。 

また、次に掲げる期間・場所で貸出しを行う。 

(1) 貸出期間 

公告日から平成26年２月20日まで（ただし、日曜日、土曜日及び国民の祝日に関する法律（昭和23

年法律第178号）に規定する休日並びに12月29日から翌年の１月３日まで（以下「休日等」という。）

を除く毎日午前９時から正午まで及び午後１時から午後５時まで） 

(2) 貸出場所 

〒221-0031 神奈川区新浦島町２番地の４ 

横浜市資源循環局家庭系対策部車両課 

   電話 045(441)8201（直通） 

７ 入札及び開札 

 (1) 入札方法及び入札期間等 

  入札に参加しようとする者は、次のいずれかの方法により入札書を提出すること。 

ア 電子入札システムによる入札書の提出 

  平成26年３月６日から平成26年３月10日まで（休日等を除く毎日午前９時から午後８時まで。た

だし、最終日は午後５時まで） 

イ 持参による入札書の提出 

(ｱ) 入札日時 

   平成26年３月11日午前９時30分 

(ｲ) 入札場所 

横浜市財政局契約部入札室（関内中央ビル２階） 

ウ 郵送による入札書の提出 

平成26年３月10日午後５時までに第３項第３号に掲げる部課に必着のこと。 

 (2) 開札予定日時 

 平成26年３月11日午前９時30分 

８ 入札の無効 

次の入札は、無効とする。 

(1) 横浜市契約規則第19条の規定に該当する入札 

(2) 第２項に定める入札参加資格を満たさない者が行った入札 

(3) 入札説明書に定める提出書類に虚偽の記載をした者が行った入札 

(4) 電子入札システムにより入札書を提出する場合に、横浜市一般競争入札参加資格審査申請における代

表者又は受任者以外の名義によるＩＣカードを用いて行った入札 

(5) 運用基準に定める「横浜市電子入札における紙入札参加届出書（第１号様式）」を提出していない者

が行った紙による入札 

(6) 前各号に定めるもののほか、入札説明書に定める方法によらない入札 

９ 落札者の決定 

横浜市契約規則第13条の規定に基づいて作成された予定価格の制限の範囲内で最低の価格をもって有効

な入札を行った者を落札者とする。 

10 入札保証金及び契約保証金 

いずれも免除する。 
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11 契約金の支払方法  

(1) 前金払 

行わない。 

(2) 契約金の支払方法 

納品検査終了後、請求に基づき契約金額を一括して支払う。 

12 その他 

(1) 契約手続において使用する言語及び通貨 

日本語及び日本国通貨に限る。 

(2) 契約書作成の要否 

要する。 

(3) 契約の条件 

  この契約は、平成26年度横浜市各会計予算が平成26年３月31日までに横浜市議会において可決され

た上、同年４月１日以降に契約書を交換することによって確定するものとする。 

(4) 詳細は、入札説明書による。 

13 Summary  

(1) Subject matter of the contract:  

① Purchase of 5 Small-sized Hybrid Garbage Trucks  

② Purchase of 5 Small-sized Garbage Trucks 

(2) Deadline for the tender: 9:30 a.m. 11, March, 2014 

(3) Contact point for the notice: Second Contract Division, Finance Bureau, City of Yokohama, 

1-1 Minato-cho, Naka-ku, Yokohama, 231-0017, TEL 045 (671) 2248 
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横浜市調達公告第35号 

特定調達契約に係る一般競争入札の施行（消費税率８％適用） 

 次のとおり一般競争入札を行う。 

 平成26年１月28日 

契約事務受任者 

                                横浜市財政局長 柏 崎   誠 

１ 競争入札に付する事項 

 (1) 件名及び数量 

 除細動電極 約3,320組の購入 

 (2) 物品の特質等 

入札説明書による。 

 (3) 納入期間 

平成26年４月１日から平成26年９月30日まで（詳細は、入札説明書による。） 

 (4) 納入場所 

保土ケ谷区川辺町２番地の９ 

横浜市消防局警防部救急課 

 (5) 納入方法 

入札説明書による。 

  (6) 一連の調達契約に関する事項 

   今後調達が予定される数量及び入札公告予定時期 

   除細動電極 約3,320組の購入 

      平成26年７月 

 (7) 入札方法 

この入札は、第１号に掲げる概算数量の総価により行う。    

(8) その他 

本案件は、電子入札案件である。詳細については、横浜市電子入札運用基準（物品・委託等関係）

（以下「運用基準」という。）に定めるところによること。 

なお、運用基準に定める「横浜市電子入札における紙入札参加届出書（第１号様式）」を提出する

ことにより、紙による入札書の提出を行うことができるものとする。 

２ 入札参加資格 

入札に参加しようとする者は、次に掲げる条件をすべて満たし、かつ、入札参加資格を有することの

確認を受けなければならない。 

(1) 横浜市契約規則（昭和39年３月横浜市規則第59号）第３条第１項に掲げる者でないこと及び同条第

２項の規定により定めた資格を有する者であること。 

(2) 平成25・26年度横浜市一般競争入札有資格者名簿（物品・委託等関係）において「医療機械器具」

に登録が認められている者であること。 

(3) 平成26年２月６日から開札日までの間のいずれの日においても、横浜市一般競争参加停止及び指名

停止等措置要綱に基づく一般競争参加停止及び指名停止措置を受けていない者であること。 

(4) 次のいずれかに該当する者であること。 

ア 当該物品又はこれと同等の物品に係る納入実績又は製造実績を有する者 

イ 当該物品に係るメーカー、販売代理店等の引受証明を受けた者 

３ 入札参加の手続 

当該入札に参加しようとする者（前項第２号に規定する登録のない者で、入札説明書に定める名簿登

載手続を行うものを含む。）は、次のとおり入札参加資格の確認申請を行わなければならない。 

(1) 申請期限 

平成26年２月６日午後５時 

(2) 提出書類、提出方法及び提出期間 

  入札説明書による。 

(3) 契約条項等に関する問い合わせ先 

〒231-0017 中区港町１丁目１番地 

横浜市財政局契約部契約第二課（関内中央ビル２階） 
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稲葉 電話 045(671)2248（直通） 

４ 入札参加資格の喪失 

入札参加資格の確認結果の通知後、入札参加資格を有することの確認を受けた者が次のいずれかに該

当するときは、当該入札に参加することができない。 

(1) 第２項に定める資格条件を満たさなくなったとき。 

(2) 入札説明書に定める提出書類（当該書類に記載すべき事項を記録した電磁的記録を含む。以下同じ。

）に虚偽の記載をしたとき。 

５ 入札に必要な書類を示す場所等 

当該契約に係る入札説明書等は、次項第２号に掲げる部課において、この公告の日から開札日まで閲

覧に供する。 

６ 入札説明書等の交付方法等 

横浜市ホームページ発注情報画面よりダウンロード可能。 

また、次に掲げる期間・場所で貸出しを行う。 

(1) 貸出期間 

公告日から平成26年２月20日まで（ただし、日曜日、土曜日及び国民の祝日に関する法律（昭和23

年法律第178号）に規定する休日並びに12月29日から翌年の１月３日まで（以下「休日等」という。）

を除く毎日午前９時から正午まで及び午後１時から午後５時まで） 

(2) 貸出場所 

〒240-0001 保土ケ谷区川辺町２番地の９ 

横浜市消防局警防部救急課 

電話 045(334)6769（直通） 

７ 入札及び開札 

 (1) 入札方法及び入札期間等 

  入札に参加しようとする者は、次のいずれかの方法により入札書を提出すること。 

ア 電子入札システムによる入札書の提出 

  平成26年３月６日から平成26年３月10日まで（休日等を除く毎日午前９時から午後８時まで。た

だし、最終日は午後５時まで） 

イ 持参による入札書の提出 

(ｱ) 入札日時 

   平成26年３月11日午前９時50分 

(ｲ) 入札場所 

横浜市財政局契約部入札室（関内中央ビル２階） 

ウ 郵送による入札書の提出 

平成26年３月10日午後５時までに第３項第３号に掲げる部課に必着のこと。 

 (2) 開札予定日時 

 平成26年３月11日午前９時50分 

８ 入札の無効 

次の入札は、無効とする。 

(1) 横浜市契約規則第19条の規定に該当する入札 

(2) 第２項に定める入札参加資格を満たさない者が行った入札 

(3) 入札説明書に定める提出書類に虚偽の記載をした者が行った入札 

(4) 電子入札システムにより入札書を提出する場合に、横浜市一般競争入札参加資格審査申請における代

表者又は受任者以外の名義によるＩＣカードを用いて行った入札 

(5) 運用基準に定める「横浜市電子入札における紙入札参加届出書（第１号様式）」を提出していない者

が行った紙による入札 

(6) 前各号に定めるもののほか、入札説明書に定める方法によらない入札 

９ 落札者の決定 

横浜市契約規則第13条の規定に基づいて作成された予定価格の制限の範囲内で最低の価格をもって有効

な入札を行った者を落札者とする。 

10 入札保証金及び契約保証金 

いずれも免除する。 

11 契約金の支払方法  
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(1) 前金払 

行わない。 

(2) 契約金の支払方法 

１回の納入分について、納品検査終了後、その１回分をまとめた請求により支払う。 

12 その他 

(1) 契約手続において使用する言語及び通貨 

日本語及び日本国通貨に限る。 

(2) 契約書作成の要否 

要する。 

(3) 契約の条件 

  この契約は、平成26年度横浜市各会計予算が平成26年３月31日までに横浜市議会において可決され

た上、同年４月１日以降に契約書を交換することによって確定するものとする。 

(4) 詳細は、入札説明書による。 

13 Summary  

(1) Subject matter of the contract: Purchase of defibrillation electrode pads a pair of 

approx. 3,320 

(2) Deadline for the tender: 9:50 a.m. 11, March, 2014 

(3) Contact point for the notice: Second Contract Division, Finance Bureau, City of Yokohama, 

1-1 Minato-cho, Naka-ku, Yokohama, 231-0017, TEL 045 (671) 2248 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



横浜市報調達公告版 

第４号 平成26年１月28日発行 

152 

 

 

横浜市調達公告第36号 

特定調達契約に係る一般競争入札の施行（消費税率８％適用） 

 次のとおり一般競争入札を行う。 

   平成26年１月28日 

契約事務受任者 

横浜市財政局長 柏 崎   誠 

１ 競争入札に付する事項 

 (1) 件名及び数量 

   ア 市立保育所午睡用寝具Ａ 一式の借入 

イ 市立保育所午睡用寝具Ｂ 一式の借入 

 (2) 物品の特質等 

入札説明書による。 

 (3) 借入期間 

   第１号ア及びイに掲げる借入物品ともに、次のとおりとする。 

ア 借入期間（平成26年度分） 

平成26年４月１日から平成27年３月31日まで 

イ 総借入期間 

平成26年４月１日から平成29年３月31日まで 

（地方自治法（昭和22年法律第67号）第234 条の３に基づく長期継続契約） 

 (4) 借入場所 

第１号ア及びイに掲げる借入物品ごとに、次のとおりとする。 

ア 横浜市潮田保育園ほか46か所（詳細は、入札説明書による。） 

イ 横浜市錦保育園ほか34か所（詳細は、入札説明書による。） 

 (5) 入札方法 

この入札は、第１号ア及びイに掲げる借入物品ごとに入札に付し、第３号アに掲げる期間における

賃借料の総価により行う。 

(6) その他 

本案件は、電子入札案件である。詳細については、横浜市電子入札運用基準（物品・委託等関係）（

以下「運用基準」という。）に定めるところによること。 

なお、運用基準に定める「横浜市電子入札における紙入札参加届出書（第１号様式）」を提出するこ

とにより、紙による入札書の提出を行うことができるものとする。 

２ 入札参加資格 

入札に参加しようとする者は、次に掲げる条件をすべて満たし、かつ、入札参加資格を有することの確

認を受けなければならない。 

(1) 横浜市契約規則（昭和39年３月横浜市規則第59号）第３条第１項に掲げる者でないこと及び同条第

２項の規定により定めた資格を有する者であること。 

(2) 平成25・26年度横浜市一般競争入札有資格者名簿（物品・委託等関係）において「寝具賃貸」に登

録が認められている者であること。 

(3) 平成26年２月６日から開札日までの間のいずれの日においても、横浜市一般競争参加停止及び指名停

止等措置要綱に基づく一般競争参加停止及び指名停止措置を受けていない者であること。 

(4) 次のいずれかに該当する者であること。 

ア 当該借入物品又はこれと同等の物品の貸付実績を有する者 

イ 当該借入物品に係るメーカー、販売代理店等の引受証明を受けた者 

３ 入札参加の手続 

当該入札に参加しようとする者（前項第２号に規定する登録のない者で、入札説明書に定める名簿登載

手続を行うものを含む。）は、次のとおり入札参加資格の確認申請を行わなければならない。   

(1) 申請期限 

  平成26年２月６日午後５時 

(2) 提出書類、提出方法及び提出期間 

  入札説明書による。 

(3) 契約条項等に関する問い合わせ先 
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〒231-0017 中区港町１丁目１番地 

横浜市財政局契約部契約第二課（関内中央ビル２階） 

福島 電話 045(671)2249（直通） 

４ 入札参加資格の喪失 

入札参加資格の確認結果の通知後、入札参加資格を有することの確認を受けた者が次のいずれかに該当

するときは、当該入札に参加することができない。 

(1) 第２項に定める資格条件を満たさなくなったとき。 

(2) 入札説明書に定める提出書類（当該書類に記載すべき事項を記録した電磁的記録を含む。以下同じ。

）に虚偽の記載をしたとき。 

５ 入札に必要な書類を示す場所等 

当該契約に係る入札説明書等は、次項第２号に掲げる部課において、この公告の日から開札日まで閲覧

に供する。 

６ 入札説明書等の交付方法等 

横浜市ホームページ発注情報画面よりダウンロード可能。 

また、次に掲げる期間・場所で貸出しを行う。 

(1) 貸出期間 

公告日から平成26年２月20日まで（ただし、日曜日、土曜日及び国民の祝日に関する法律（昭和23

年法律第178号）に規定する休日並びに12月29日から翌年の１月３日まで（以下「休日等」という。）

を除く毎日午前９時から正午まで及び午後１時から午後５時まで） 

(2) 貸出場所 

〒231-0017 中区港町１丁目１番地 

横浜市こども青少年局子育て支援部保育運営課（関内新井ビル５階 ） 

電話 045(671)2396（直通） 

７ 入札及び開札 

 第１項第１号ア及びイに掲げる借入物品ともに、次のとおりとする。 

(1)  入札方法及び入札期間等 

入札に参加しようとする者は、次のいずれかの方法により入札書を提出すること。 

ア 電子入札システムによる入札書の提出 

平成26年３月６日から平成26年３月10日まで（休日等を除く毎日午前９時から午後８時まで。た

だし、最終日は午後５時まで） 

イ 持参による入札書の提出 

(ｱ) 入札日時 

平成26年３月11日午前10時10分 

(ｲ) 入札場所 

横浜市財政局契約部入札室（関内中央ビル２階） 

ウ 郵送による入札書の提出 

平成26年３月10日午後５時までに第３項第３号に掲げる部課に必着のこと。 

 (2) 開札予定日時 

   平成26年３月11日午前10時10分 

８ 入札の無効 

次の入札は、無効とする。 

(1) 横浜市契約規則第19条の規定に該当する入札 

(2) 第２項に定める入札参加資格を満たさない者が行った入札 

(3) 入札説明書に定める提出書類に虚偽の記載をした者が行った入札 

(4) 電子入札システムにより入札書を提出する場合に、横浜市一般競争入札参加資格審査申請における代

表者又は受任者以外の名義によるＩＣカードを用いて行った入札 

(5) 運用基準に定める「横浜市電子入札における紙入札参加届出書（第１号様式）」を提出していない者

が行った紙による入札 

(6) 前各号に定めるもののほか、入札説明書に定める方法によらない入札 

９ 落札者の決定 

横浜市契約規則第13条の規定に基づいて作成された予定価格の制限の範囲内で最低の価格をもって有効

な入札を行った者を落札者とする。 
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10 入札保証金及び契約保証金 

いずれも免除する。 

11 契約金の支払方法  

(1) 前金払 

行わない。 

(2) 契約金の支払方法 

暦月を単位として、翌月以降、請求に基づき契約金額を支払う。 

12 その他 

(1) 契約手続において使用する言語及び通貨 

日本語及び日本国通貨に限る。 

(2) 契約書作成の要否 

要する。 

(3) 契約の条件 

ア この契約は、平成26年度横浜市各会計予算が平成26年３月31日までに横浜市議会において可決さ

 れた上、同年４月１日以降に契約書を交換することによって確定するものとする。 

イ この契約は、地方自治法第234条の３に基づく長期継続契約であるため、本件契約の締結日の属す 

る年度の翌年度以降において本件契約に係る横浜市の歳出予算が減額又は削除された場合は、横浜市 

は、本件契約を変更し、又は解除することができるものとする。 

(4) 詳細は、入札説明書による。 

13 Summary  

(1) Subject matter of the contract:  

① Lease of Bedclothes for Nursery School Pupils A 

② Lease of Bedclothes for Nursery School Pupils B 

(2) Deadline for the tender: 10:10 a.m., 11 March, 2014 

(3) Contact point for the notice: Second Contract Division, Finance Bureau，City of Yokohama,  

1-1 Minato-cho, Naka-ku, Yokohama, 231-0017, TEL 045(671)2249 
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横浜市調達公告第37号 

特定調達契約に係る一般競争入札の施行（消費税率８％適用） 

 次のとおり一般競争入札を行う。 

    平成26年１月28日 

契約事務受任者 

                                横浜市財政局長 柏 崎   誠 

１ 競争入札に付する事項 

 (1) 件名及び数量 

  ア 寝具Ａ 一式の借入 

  イ 寝具Ｂ 一式の借入 

  ウ 寝具Ｃ 一式の借入 

  エ 寝具Ｄ 一式の借入 

  (2) 物品の特質等 

    入札説明書による。 

(3) 借入期間 

  第１号アからエまでに掲げる借入物品ともに、次のとおりとする。 

    平成26年４月１日から平成27年３月31日まで 

 (4) 借入場所 

第１号アからエまでに掲げる借入物品ごとに、次のとおりとする。 

  ア 横浜市消防局鶴見消防署ほか33か所（詳細は、入札説明書による。） 

  イ 横浜市消防局神奈川消防署ほか15か所（詳細は、入札説明書による。） 

  ウ 横浜市消防局旭消防署ほか24か所（詳細は、入札説明書による。） 

  エ 横浜市消防局中消防署ほか24か所（詳細は、入札説明書による。） 

  (5) 入札方法 

   この入札は、第１号アからエまでに掲げる借入物品ごとに入札に付し、第３号に掲げる期間における

賃借料の総価により行う。 

(6) その他 

   本案件は、電子入札案件である。詳細については、横浜市電子入札運用基準（物品・委託等関係）（

以下「運用基準」という。）に定めるところによること。 

なお、運用基準に定める「横浜市電子入札における紙入札参加届出書（第１号様式）」を提出する

ことにより紙による入札書の提出を行うことができるものとする。 

２ 入札参加資格 

   入札に参加しようとする者は、次に掲げる条件をすべて満たし、かつ、入札参加資格を有することの

確認を受けなければならない。 

  (1) 横浜市契約規則（昭和39年３月横浜市規則第59号）第３条第１項に掲げる者でないこと及び同条第

２項の規定により定めた資格を有する者であること。 

 (2) 平成25・26年度横浜市一般競争入札有資格者名簿（物品・委託等関係）において「寝具賃貸」に登

録が認められている者であること。 

  (3) 平成26年２月６日から開札日までの間のいずれかの日において、横浜市一般競争参加停止及び指名

停止等措置要綱に基づく一般競争参加停止及び指名停止措置を受けていない者であること。 

 (4) 次のいずれかに該当する者であること。 

  ア 当該借入物品又はこれと同等の物品の貸付実績を有する者 

  イ 当該借入物品に係るメーカー、販売代理店等の引受証明を受けた者 

３ 入札参加の手続 

当該入札に参加しようとする者（前項第２号に規定する登録のない者で、入札説明書に定める名簿登

載手続を行うものを含む。）は、次のとおり入札参加資格の確認申請を行わなければならない。  

(1) 申請期限 

平成26年２月６日午後５時 

(2) 提出書類、提出方法及び提出期間 

入札説明書による。 

(3) 契約条項等に関する問い合わせ先 
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〒231-0017 中区港町１丁目１番地 

横浜市財政局契約部契約第二課（関内中央ビル２階） 

福島 電話 045(671)2249（直通） 

４ 入札参加資格の喪失 

 入札参加資格の確認結果の通知後、入札参加資格を有することの確認を受けた者が次のいずれかに該

当するときは、当該入札に参加することができない。 

(1) 第２項に定める資格条件を満たさなくなったとき。 

(2) 入札説明書に定める提出書類（当該書類に記載すべき事項を記録した電磁的記録を含む。以下同じ

。）に虚偽の記載をしたとき。 

５ 入札に必要な書類を示す場所等 

当該契約に係る入札説明書等は、次項第２号に掲げる部課において、この公告の日から開札日まで閲

覧に供する。 

６ 入札説明書等の交付方法等 

横浜市ホームページ発注情報画面よりダウンロード可能。 

また、次に掲げる期間・場所で貸出しを行う。 

(1) 貸出期間 

公告日から平成26年２月20日まで（ただし、日曜日、土曜日及び国民の祝日に関する法律（昭和23

年法律第178号）に規定する休日並びに12月29日から翌年の１月３日まで（以下「休日等」という。）

を除く毎日午前９時から正午まで及び午後１時から午後５時まで） 

(2) 貸出場所 

〒240-0001 保土ケ谷区川辺町２番地の９ 

横浜市消防局総務部総務課 

電話 045(334)6518（直通） 

７ 入札及び開札 

  第１項第１号アからエまでに掲げる借入物品ともに、次のとおりとする。 

 (1) 入札方法及び入札期間等 

   入札に参加しようとする者は、次のいずれかの方法により入札書を提出すること。 

  ア 電子入札システムによる入札書の提出 

    平成26年３月６日から平成26年３月10日まで（休日等を除く毎日午前９時から午後８時まで。 

ただし、最終日は午後５時まで） 

  イ 持参による入札書の提出 

(ｱ) 入札日時 

   平成26年３月11日午前10時30分 

(ｲ) 入札場所 

横浜市財政局契約部入札室（関内中央ビル２階） 

  ウ 郵送による入札書の提出 

平成26年３月10日午後５時までに第３項第３号に掲げる部課に必着のこと。 

 (2) 開札予定日時 

平成26年３月11日午前10時30分 

８ 入札の無効 

    次の入札は、無効とする。 

 (1) 横浜市契約規則第19条の規定に該当する入札 

 (2) 第２項に定める入札参加資格を満たさない者が行った入札 

 (3) 入札説明書に定める提出書類に虚偽の記載をした者が行った入札 

 (4) 電子入札システムにより入札書を提出する場合に、横浜市一般競争入札参加資格審査申請における

代表者又は受任者以外の名義によるＩＣカードを用いて行った入札 

 (5) 運用基準に定める「横浜市電子入札における紙入札参加届出書（第１号様式）」を提出していない

者が行った紙による入札 

 (6) 前各号に定めるもののほか、入札説明書に定める方法によらない入札 

９ 落札者の決定 

   横浜市契約規則第13条の規定に基づいて作成された予定価格の制限の範囲内で最低の価格をもって有

効な入札を行った者を落札者とする。 
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10 入札保証金及び契約保証金 

 いずれも免除する。 

11 契約金の支払方法 

 (1) 前金払 

   行わない。 

(2) 契約金の支払方法 

   暦月を単位として、翌月以降、請求に基づき契約金額を支払う。 

12 その他 

(1) 契約手続において使用する言語及び通貨 

日本語及び日本国通貨に限る。 

(2) 契約書作成の要否 

要する。 

(3) 契約の条件   

この契約は、平成26年度横浜市各会計予算が平成26年３月31日までに横浜市議会において可決された

上、同年４月１日以降に契約書を交換することによって確定するものとする。 

(4) 詳細は、入札説明書による。   

13 Summary 

 (1) Subject matter of the contract: 

① Lease of Bedclothes A 

② Lease of Bedclothes B 

③ Lease of Bedclothes C 

④ Lease of Bedclothes D 

(2) Deadline for the tender: 10:30 a.m., 11 March, 2014 

(3) Contact point for the notice: Second Contract Division, Finance Bureau, City of Yokohama, 

1-1 Minato-cho, Naka-ku, Yokohama, 231-0017, TEL 045 (671) 2249 
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横浜市調達公告第38号 

特定調達契約に係る一般競争入札の施行（消費税率８％適用） 

  次のとおり一般競争入札を行う。 

     平成26年１月28日 

契約事務受任者 

                                横浜市財政局長 柏 崎   誠 

１ 競争入札に付する事項 

(1) 件名及び数量 

 図書館資料等運搬業務委託 一式 

(2) 業務内容 

 入札説明書による。 

(3) 履行期間 

 平成26年４月１日から平成27年３月31日まで 

(4) 履行場所 

 入札説明書による。 

(5) 入札方法 

 この入札は、総価により行う。 

(6) その他 

 本案件は、電子入札案件である。詳細については、横浜市電子入札運用基準（物品・委託等関係）

（以下「運用基準」という。）によること。 

 なお、運用基準に定める「横浜市電子入札における紙入札参加届出書（第１号様式）」を提出する

ことにより、紙による入札書の提出を行うことができるものとする。 

２ 入札参加資格 

 入札に参加しようとする者は、次に掲げる条件をすべて満たし、かつ、入札参加資格を有することの

確認を受けなければならない。 

(1) 横浜市契約規則（昭和39年３月横浜市規則第59号）第３条第１項に掲げる者でないこと及び同条第

２項の規定により定めた資格を有する者であること。 

(2) 平成25・26年度横浜市一般競争入札有資格者名簿（物品・委託等関係）において「貨物運送」に登

録が認められている者であること。 

(3) 平成26年２月６日から開札日までの間のいずれの日においても、横浜市一般競争参加停止及び指名

停止等措置要綱に基づく一般競争参加停止及び指名停止措置を受けていない者であること。 

(4) 当該業務の履行に必要な、貨物自動車運送事業法（平成元年法律第83号）による一般貨物自動車運

送事業の許可を受けている者であること。 

(5) 当該業務又はこれと同種の業務の実績を有する者であること。 

３ 入札参加の手続 

 当該入札に参加しようとする者（前項第２号に規定する登録のない者で、入札説明書に定める名簿登

載手続を行うものを含む。）は、次のとおり入札参加資格の確認申請を行わなければならない。 

(1) 申請期限 

 平成26年２月６日午後５時 

(2) 提出書類、提出方法及び提出期間 

 入札説明書による。 

(3) 契約条項等に関する問い合わせ先 

 〒231-0017 中区港町１丁目１番地 

 横浜市財政局契約部契約第二課（関内中央ビル２階） 

 谷口 電話 045(671)2250（直通） 

４ 入札参加資格の喪失 

 入札参加資格の確認結果の通知後、入札参加資格を有することの確認を受けた者が次のいずれかに該

当するときは、当該入札に参加することができない。 

(1) 第２項に定める資格条件を満たさなくなったとき。 

(2) 入札説明書に定める提出書類（当該書類に記載すべき事項を記録した電磁的記録を含む。以下同じ

。）に虚偽の記載をしたとき。 
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５ 入札に必要な書類を示す場所等 

 当該契約に係る入札説明書等は、次項第２号に掲げる部課において、この公告の日から開札日まで閲

覧に供する。 

６ 入札説明書等の交付方法等 

 横浜市ホームページ発注情報画面よりダウンロード可能。 

 また、次に掲げる期間・場所で貸出しを行う。 

(1) 貸出期間 

 公告日から平成26年２月20日まで（ただし、日曜日、土曜日及び国民の祝日に関する法律（昭和23

年法律第178号）に規定する休日並びに12月29日から翌年の１月３日まで（以下「休日等」という。）

を除く毎日午前９時から正午まで及び午後１時から午後５時まで） 

(2) 貸出場所 

 〒220-0032 西区老松町１番地 

 横浜市教育委員会事務局中央図書館企画運営課 

 電話 045(262)7334（直通） 

７ 入札及び開札 

(1) 入札方法及び入札期間等 

 入札に参加しようとする者は、次のいずれかの方法により入札書を提出すること。 

ア 電子入札システムによる入札書の提出 

 平成26年３月６日から平成26年３月10日まで（休日等を除く毎日午前９時から午後８時まで。た

だし、最終日は午後５時まで） 

イ 持参による入札書の提出 

(ｱ) 入札日時 

 平成26年３月11日午前11時 

(ｲ) 入札場所 

 横浜市財政局契約部入札室（関内中央ビル２階） 

ウ 郵送による入札書の提出 

 平成26年３月10日午後５時までに第３項第３号に掲げる部課に必着のこと。 

(2) 開札予定日時 

 平成26年３月11日午前11時 

８ 入札の無効 

 次の入札は、無効とする。 

(1) 横浜市契約規則第19条の規定に該当する入札 

(2) 第２項に定める入札参加資格を満たさない者が行った入札 

(3) 入札説明書に定める提出書類に虚偽の記載をした者が行った入札 

(4) 電子入札システムにより入札書を提出する場合に、横浜市一般競争入札参加資格審査申請における

代表者又は受任者以外の名義によるＩＣカードを用いて行った入札 

(5) 運用基準に定める「横浜市電子入札における紙入札参加届出書（第１号様式）」を提出していない者

が行った紙による入札 

(6) 前各号に定めるもののほか、入札説明書に定める方法によらない入札 

９ 落札者の決定 

 横浜市契約規則第13条の規定に基づいて作成された予定価格の制限の範囲内で最低の価格をもって有

効な入札を行った者を落札者とする。 

10 入札保証金及び契約保証金 

 いずれも免除する。 

11 契約金の支払方法  

(1) 前金払 

 行わない。 

(2) 契約金の支払方法 

 設計図書に定める部分払の基準により、部分検査終了後、請求に基づき支払う。 

12 その他 

(1) 契約手続において使用する言語及び通貨 

 日本語及び日本国通貨に限る。 
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(2) 契約書作成の要否 

 要する。 

(3) 契約の条件 

 この契約は、平成26年度横浜市各会計予算が平成26年３月31日までに横浜市議会において可決され

た上、同年４月１日以降に契約書を交換することによって確定するものとする。 

(4) 詳細は、入札説明書による。   

13 Summary 

(1) Subject matter of the contract: Transportation of the books of Yokohama city libraries 

(2) Deadline for the tender: 11:00 a.m. 11, March, 2014  

(3) Contact point for the notice: Second Contract Division, Finance Bureau, City of Yokohama, 

1-1 Minato-cho, Naka-ku, Yokohama, 231-0017, TEL 045(671)2250 
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横浜市調達公告第39号 

特定調達契約に係る一般競争入札の施行（消費税率８％適用） 

  次のとおり一般競争入札を行う。 

 平成26年１月28日 

契約事務受任者 

                                横浜市財政局長 柏 崎   誠 

１ 競争入札に付する事項 

(1) 件名及び数量 

ア(ｱ) 「広報よこはま」等運送委託（北部地域） 一式 

(ｲ) 「ヨコハマ議会だより」運送委託（北部地域） 一式 

イ(ｱ) 「広報よこはま」等運送委託（南部地域） 一式 

(ｲ) 「ヨコハマ議会だより」運送委託（南部地域） 一式 

(2) 業務内容 

 入札説明書による。 

(3) 履行期間 

ア(ｱ) 平成26年４月１日から平成27年３月31日まで 

(ｲ) 平成26年４月１日から平成27年２月１日まで 

イ(ｱ) 平成26年４月１日から平成27年３月31日まで 

(ｲ) 平成26年４月１日から平成27年２月１日まで 

(4) 履行場所 

 入札説明書による。 

(5) 入札方法 

 第１号ア及びイに掲げる業務ごとに入札に付し、それぞれ(ｱ)及び(ｲ)に掲げる概算数量の合算額を

もって、合併入札により行う。 

(6) その他 

 本案件は、電子入札案件である。詳細については、横浜市電子入札運用基準（物品・委託等関係）

（以下「運用基準」という。）によること。 

 なお、運用基準に定める「横浜市電子入札における紙入札参加届出書（第１号様式）」を提出する

ことにより、紙による入札書の提出を行うことができるものとする。 

２ 入札参加資格 

 入札に参加しようとする者は、次に掲げる条件をすべて満たし、かつ、入札参加資格を有することの

確認を受けなければならない。 

(1) 横浜市契約規則（昭和39年３月横浜市規則第59号）第３条第１項に掲げる者でないこと及び同条第

２項の規定により定めた資格を有する者であること。 

(2) 平成25・26年度横浜市一般競争入札有資格者名簿（物品・委託等関係）において「貨物運送」に登

録が認められている者であること。 

(3) 平成26年２月６日から開札日までの間のいずれの日においても、横浜市一般競争参加停止及び指名

停止等措置要綱に基づく一般競争参加停止及び指名停止措置を受けていない者であること。 

(4) 当該業務の履行に必要な、貨物自動車運送事業法（平成元年法律第83号）による一般貨物自動車運

送事業の許可を受けている者であること。 

(5) 当該業務又はこれと同種の業務の実績を有する者であること。 

３ 入札参加の手続 

 当該入札に参加しようとする者（前項第２号に規定する登録のない者で、入札説明書に定める名簿登

載手続を行うものを含む。）は、次のとおり入札参加資格の確認申請を行わなければならない。 

(1) 申請期限 

 平成26年２月６日午後５時 

(2) 提出書類、提出方法及び提出期間 

 入札説明書による。 

(3) 契約条項等に関する問い合わせ先 

 〒231-0017 中区港町１丁目１番地 

 横浜市財政局契約部契約第二課（関内中央ビル２階） 
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 谷口 電話 045(671)2250（直通） 

４ 入札参加資格の喪失 

 入札参加資格の確認結果の通知後、入札参加資格を有することの確認を受けた者が次のいずれかに該

当するときは、当該入札に参加することができない。 

(1) 第２項に定める資格条件を満たさなくなったとき。 

(2) 入札説明書に定める提出書類（当該書類に記載すべき事項を記録した電磁的記録を含む。以下同じ

。）に虚偽の記載をしたとき。 

５ 入札に必要な書類を示す場所等 

 当該契約に係る入札説明書等は、次項第２号に掲げる部課において、この公告の日から開札日まで閲

覧に供する。 

６ 入札説明書等の交付方法等 

 横浜市ホームページ発注情報画面よりダウンロード可能。 

 また、次に掲げる期間・場所で貸出しを行う。 

(1) 貸出期間 

 公告日から平成26年２月20日まで（ただし、日曜日、土曜日及び国民の祝日に関する法律（昭和23

年法律第178号）に規定する休日並びに12月29日から翌年の１月３日まで（以下「休日等」という。）

を除く毎日午前９時から正午まで及び午後１時から午後５時まで） 

(2) 貸出場所 

 〒231-0017 中区港町１丁目１番地 

 横浜市市民局広報相談サービス部広報課（市庁舎２階） 

 電話 045(671)2332（直通） 

７ 入札及び開札 

(1) 入札方法及び入札期間等 

 入札に参加しようとする者は、次のいずれかの方法により入札書を提出すること。 

ア 電子入札システムによる入札書の提出 

 平成26年３月６日から平成26年３月10日まで（休日等を除く毎日午前９時から午後８時まで。た

だし、最終日は午後５時まで） 

イ 持参による入札書の提出 

(ｱ) 入札日時 

 平成26年３月11日午前11時15分 

(ｲ) 入札場所 

 横浜市財政局契約部入札室（関内中央ビル２階） 

ウ 郵送による入札書の提出 

 平成26年３月10日午後５時までに第３項第３号に掲げる部課に必着のこと。 

(2) 開札予定日時 

 平成26年３月11日午前11時15分 

８ 入札の無効 

 次の入札は、無効とする。 

(1) 横浜市契約規則第19条の規定に該当する入札 

(2) 第２項に定める入札参加資格を満たさない者が行った入札 

(3) 入札説明書に定める提出書類に虚偽の記載をした者が行った入札 

(4) 電子入札システムにより入札書を提出する場合に、横浜市一般競争入札参加資格審査申請における

代表者又は受任者以外の名義によるＩＣカードを用いて行った入札 

(5) 運用基準に定める「横浜市電子入札における紙入札参加届出書（第１号様式）」を提出していない者

が行った紙による入札 

(6) 前各号に定めるもののほか、入札説明書に定める方法によらない入札 

９ 落札者の決定 

 横浜市契約規則第13条の規定に基づいて作成された予定価格の制限の範囲内で最低の価格をもって有

効な入札を行った者を落札者とする。 

10 入札保証金及び契約保証金 

 いずれも免除する。 

11 契約金の支払方法  
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(1) 前金払 

 行わない。 

(2) 契約金の支払方法 

 設計図書に定める部分払の基準により、部分検査終了後、請求に基づき支払う。 

12 その他 

(1) 契約手続において使用する言語及び通貨 

 日本語及び日本国通貨に限る。 

(2) 契約書作成の要否 

 要する。 

(3) 契約の条件 

 この契約は、平成26年度横浜市各会計予算が平成26年３月31日までに横浜市議会において可決され

た上、同年４月１日以降に契約書を交換することによって確定するものとする。 

(4) 詳細は、入札説明書による。   

13 Summary 

(1) Subject matter of the contract:  

① Transportation of Yokohama City  Newspapers, “Koho Yokohama” and “Yokohama Gikai 

Dayori”, in the northern area of Yokohama City 

② Transportation of Yokohama City  Newspapers, “Koho Yokohama” and “Yokohama Gikai 

Dayori”, in the southern area of Yokohama City 

(2) Deadline for the tender: 

① 11:15 a.m. 11, March, 2014 

② 11:15 a.m. 11, March, 2014 

(3) Contact point for the notice: Second Contract Division, Finance Bureau, City of Yokohama, 

1-1 Minato-cho, Naka-ku, Yokohama, 231-0017, TEL 045(671)2250 
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横浜市調達公告第40号 

一般競争入札（物品・委託等）の施行 

次のとおり、「塵芥収集コンテナ（アロン化成） ３台ほか 同等品可」ほか14件の契約について、一般

競争入札を行う。 

平成26年１月28日 

契約事務受任者       

横浜市財政局長 柏 崎   誠  

１ 入札参加資格 

入札参加者は、開札日（ただし、基準日を別に定める場合を除く。）において、次に掲げる資格をすべ

て満たしていなければならない。 

(1) 横浜市契約規則（昭和39年３月横浜市規則第59号）第３条第１項に掲げる者でないこと及び同条第２

項の規定に基づき横浜市物品・委託等に関する競争入札取扱要綱第３条第１項により定める資格を有す

る者であること。 

(2) 平成25・26年度横浜市一般競争入札有資格者名簿（物品・委託等関係）（以下「有資格者名簿」とい

う。）に登載されている者であること。 

(3) 横浜市一般競争参加停止及び指名停止等措置要綱に基づく一般競争参加停止及び指名停止措置を受け

ていない者であること。 

(4) 契約ごとに定める入札参加資格をすべて満たす者であること。 

(5) ＩＣカードを購入し、電子入札システムにより利用者登録を行った者であること。 

(6) その他、詳細については横浜市契約規則、横浜市物品・委託等に関する競争入札取扱要綱、横浜市電

子入札運用基準（物品・委託等関係）及び横浜市物品・委託等競争入札参加者要領等に定めるところに

よる。 

２ 入札参加手続等 

(1) 入札に参加するための事前の入札参加申請手続は要しない。 

(2) １に掲げる入札参加資格の確認は、開札後に資格を確認する必要があると認める者について行う。 

３ 設計図書の交付等 

(1) 設計図書の交付 

 設計図書の交付については契約ごとに定める。 

(2) 設計図書に関する質問及び回答 

ア 質問の締切日時及び方法 

別途指定がある場合を除き公告日の３日後（ただし、日曜日、土曜日及び国民の祝日に関する法律

（昭和23年法律第178号）に規定する休日並びに12月29日から翌年の１月３日まで（以下「休日等」

という。）を含まないものとして計算することとする。）の午後４時までに、質問書（書式はダウン

ロード可能。）を電子メール（送信先アドレスは「za-situmonsho@city.yokohama.jp」）により契約

第二課へ提出すること。 

イ 質問に対する回答 

別途指定がある場合を除き入札期間の初日の２日前(ただし、日曜日、土曜日及び休日を含まない

ものとして計算することとする。)の午後１時までに発注情報詳細の「添付文書」欄において行う。 

４ 入札方法等 

(1) 入札の期間及び開札予定日時については、契約ごとに定める。 

(2) 入札参加者は、定められた期間内（休日等を除く。）において、電子入札システムにより入札書を提

出すること。また、郵便による入札は認めない。 

(3) 紙入札による参加については、横浜市電子入札運用基準（物品・委託等関係）第７条に定める場合を

除き、認めない。 

(4) 落札決定にあたっては、別途指定がある場合を除き入札金額に当該金額の1 0 0分の５に相当する額を

加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てた金額）をもって落札価

格とするので、入札参加者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを

問わず、見積もった契約希望金額の1 0 5分の1 0 0に相当する金額を入札金額とすること。 

(5) 入札の回数は２回までとする。 

(6) 合併入札の場合には、金額はすべての契約の合計金額を記載すること。 

５ 入札の無効 
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次の入札は、無効とする。 

(1) 横浜市契約規則第19条の規定に該当する入札 

(2) １に定める入札参加資格を満たさない者が行った入札 

(3) 共同企業体による入札の場合に、共同企業体協定書兼委任状の提出をしない者が行った入札 

(4) 共同企業体と当該共同企業体のいずれかの構成員が同一の案件において入札を行った場合における、

当該共同企業体が行った入札及び当該構成員が行った入札 

(5) 共同企業体と当該共同企業体のいずれかの構成員を構成員とする他の共同企業体が同一の案件におい

て入札を行った場合、これらの共同企業体が行った入札 

(6) 中小企業等協同組合と当該中小企業等協同組合のいずれかの組合員が同一の案件において入札を行っ

た場合における、当該中小企業等協同組合が行った入札及び当該組合員が行った入札 

(7) 中小企業等協同組合と当該中小企業等協同組合のいずれかの組合員が加入する他の中小企業等協同組

合が同一の案件において入札を行った場合、これらの中小企業等協同組合が行った入札 

(8) 横浜市一般競争入札参加資格審査申請における代表者又は受任者以外の名義人によるＩＣカードを用

いて行った入札 

６ 入札参加資格の確認及び落札の決定 

  開札後、次の手続により入札参加資格の確認及び落札の決定を行う。 

なお、最低制限価格制度適用案件においては、「予定価格以下の価格」は「予定価格以下の価格で最低

制限価格以上の価格」と、読み替えるものとする。また、種目「不用品買受」に係る契約については「予

定価格以下の価格」は「予定価格以上の価格」と、「最低」は「最高」と、読み替えるものとする。 

(1) 開札後、契約ごとに定める予定価格以下の価格をもって入札を行った者のうち最低の価格をもって入

札を行った者について、横浜市物品・委託等に関する競争入札取扱要綱第21条第１号から第６号までに

定める事項のうち、当該契約ごとに定める入札参加資格を満たす者であるかを確認するものとする。 

(2) 前号の規定により確認を行った者の取扱いは、次のいずれかによるものとする。 

ア 当該入札者が入札参加資格を満たす者であることを確認した場合には、その者を落札候補者とし、

入札参加者にその旨を通知し、落札の決定は保留する。 

イ 当該入札者が入札参加資格を満たす者でないことを確認した場合には、その者の入札を無効とする

。この場合、予定価格以下の価格をもって入札した他の者のうち最低の価格をもって入札をした者に

ついて、(1)の入札参加資格の確認を行う。以後、落札候補者が決定するまで同様の手続を繰り返す

。 

(3) 予定価格以下の価格をもって入札を行った者のうち最低の価格をもって入札を行った者が２人以上あ

るときは、(1)の入札参加資格の確認を行った上で、入札参加資格を満たすことを確認した者について

、電子くじにより落札候補者を決定するものとする。 

(4) 落札決定を保留した後、落札候補者について、横浜市物品・委託等に関する競争入札取扱要綱第21条

第７号から第10号までに定める事項のうち、当該契約ごとに定める入札参加資格を満たす者であるかを

確認するものとする。 

(5) 前号に規定する確認の結果により、落札候補者の取扱いは次のいずれかによるものとする。 

ア 当該落札候補者が入札参加資格を満たす者であることを確認した場合には、その者を落札者とし、

入札参加者にその旨を通知する。 

イ 当該落札候補者が入札参加資格を満たす者でないことを確認した場合には、その者の入札を無効と

する。この場合、予定価格以下の価格をもって入札した他の者のうち最低の価格をもって入札をした

者について、(1)の入札参加資格の確認を行う。以後、落札者が決定するまで同様の手続を繰り返す

。 

(6) (1)において予定価格以下の価格をもって入札を行った者のうち最低の価格をもって入札を行った者

がないとき若しくは(2)イ又は(5)イにおいて予定価格以下の価格をもって入札した者が他にないときは

再度の入札を行うこととし、この場合においても(1)から(5)までの手続は同様とする。なお、すでに無

効の入札をした者及び最低制限価格制度適用案件において最低制限価格未満の入札をした者の入札は認

めない。 

(7) (4)の入札参加資格の確認にあたっては、当該落札候補者は、別途指定のある場合を除き、契約ごと

に定める提出書類等を、開札日（(2)イにおいて新たに落札候補者になった者については、提出を求め

た日）の２日後(ただし、休日等を含まないものとして計算することとする。）の午後５時までに電子

メール（送信先アドレスは「za-joukenshorui@city.yokohama.jp」）により契約第二課へ提出し、また

、確認のために必要な指示に従わなければならない。上記期間内に書類等が提出されない場合又は指示
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に従わない場合には、当該落札候補者は入札参加資格を満たす者でないとし、(5)イの手続により落札

者を決定する。 

(8) (5)イの手続により、落札候補者の入札を無効とした場合には、入札を無効とした理由を付して、当

該落札候補者に通知する。 

(9) 開札後、落札決定するまでの間に、当該落札候補者が横浜市一般競争参加停止及び指名停止等措置要

綱第２条第１項、第３条又は第４条に該当した場合（ただし、軽微な事由による停止措置を除く。）に

は、その者を落札者とせず、予定価格の制限の範囲内の価格をもって入札した他の者のうち最低の価格

をもって入札した者を新たに落札候補者とする。 

７ 入札保証金及び契約保証金 

(1) 入札保証金はこれを免除する。 

(2) 契約保証金の有無については契約ごとに定める。 

８ 契約金の支払方法 

(1) 部分払の有無及び回数は、契約ごとに定める。 

(2) 長期継続契約、継続費又は債務負担行為に係る契約である場合には、契約ごとに明示する。この場合

の契約金の支払いは、契約期間中の各会計年度において、契約で定める当該会計年度の支払限度額（長

期継続契約については支払予定額）の範囲内で、履行済部分に応じて行う。 

９ その他 

(1) 入札を執行し、落札者が決定したときは、本市の定める契約書の取り交わしをするものとする。この

場合、契約書の作成費用は落札者が負担するものとする。 

(2) 必要と認めるときは入札を延期（入札期間の延長を含む。）し、中止し、又は取り消すことがある。 

(3) 本市の都合により、開札日時を変更する場合、横浜市電子入札運用基準（物品・委託等関係）第13条

第４項に定めるとおりとする。 

(4) 開札後、次のいずれかに該当するときは、横浜市一般競争参加停止及び指名停止等措置要綱第２条の

規定により、一般競争参加停止及び指名停止の措置を行う。 

ア 落札候補者となった者が、正当な理由なく落札者となることを辞退した場合 

イ 落札候補者となった者が、６(7)に定める書類の提出をしない場合 

(5) ６(1)及び(4)の入札参加資格の確認とあわせて、横浜市物品・委託等に関する競争入札取扱要綱第23

条第１項の規定に基づき適格性の審査を行い、当該契約の相手方としての適格性に欠ける者と認定され

た場合は、落札者として決定しないものとする。 

(6) 地方自治法第234条の３に規定する長期継続契約である場合、契約締結日の属する年度の翌年度以降

において、当該契約に係る本市の歳出予算が減額又は削減されたときは、本市は当該契約を変更し、又

は解除することができるものとする。 

(7) その他、この公告に規定のない事項については、横浜市契約規則、横浜市物品・委託等に関する競争

入札取扱要綱、横浜市電子入札運用基準（物品・委託等関係）及び横浜市物品・委託等競争入札参加者

要領等に定めるところによるものとする。 
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契約番号 １３２１０２０４７８ 

入札方法 電子入札による 一般競争（条件付） 

件名 
塵芥収集コンテナ（アロン化成） ３台ほか 同等品可 

納入／履行場所 
環境創造局の指定する場所 

概要 

 

納入／履行期間等 契約締結の日から平成２６年 ３月２０日まで 

調査基準価格 - 

最低制限価格 - 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

種目 機械器具・工具類 

格付等級 - 

登録細目 

所在地区分 市内 

その他 

１．有資格者名簿において企業規模が「中小企業」であること。 

２．有資格者名簿において上記の種目を第３位までに登録していること。 

３．次のいずれかに該当する者であること。 

①当該物品又はこれと同等の物品に係る納入実績又は製造実績を有する者 

②当該物品に係るメーカー・販売代理店等の引受証明を受けた者 

提出書類 

納入（製造）実績調書又は引受証明書（納入（製造）実績がない場合） 

設計図書 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２６年 ２月 ７日（金）午前 ９時００分から 

平成２６年 ２月１０日（月）午後 １時００分まで  

開札予定日時 平成２６年 ２月１０日（月）午後 １時０５分  

支払い条件 前金払 しない 部分払 しない 契約保証 免除 

注意事項 

事前に同等品の確認を求める場合は、入札期間の初日の３日前（ただし、休日等を含まな 

いものとして計算することとする。）の午後１時までに同等品に関する申告書等の資料を 

電子メール（送信先アドレスは「za-situmonsho@city.yokohama.jp」）により契約第二課 

へ提出すること。回答は入札期間の初日の前日までに直接行う（随時）。 

発注担当課 環境創造局公園緑地整備課 

契約事務担当課 財政局契約第二課 
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契約番号 １３２１０２０４７９ 

入札方法 電子入札による 一般競争（条件付） 

件名 
フルハーネス安全帯（藤井電工） １４本ほか 同等品可 

納入／履行場所 
環境創造局港北水再生センター 

概要 

 

納入／履行期間等 契約締結の日から３０日間 

調査基準価格 - 

最低制限価格 - 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

種目 機械器具・工具類 

格付等級 - 

登録細目 

所在地区分 市内 

その他 

１．有資格者名簿において企業規模が「中小企業」であること。 

２．有資格者名簿において上記の種目を第３位までに登録していること。 

３．次のいずれかに該当する者であること。 

①当該物品又はこれと同等の物品に係る納入実績又は製造実績を有する者 

②当該物品に係るメーカー・販売代理店等の引受証明を受けた者 

提出書類 

納入（製造）実績調書又は引受証明書（納入（製造）実績がない場合） 

設計図書 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２６年 ２月 ７日（金）午前 ９時００分から 

平成２６年 ２月１０日（月）午後 １時００分まで  

開札予定日時 平成２６年 ２月１０日（月）午後 １時１０分  

支払い条件 前金払 しない 部分払 しない 契約保証 免除 

注意事項 

事前に同等品の確認を求める場合は、入札期間の初日の３日前（ただし、休日等を含まな 

いものとして計算することとする。）の午後１時までに同等品に関する申告書等の資料を 

電子メール（送信先アドレスは「za-situmonsho@city.yokohama.jp」）により契約第二課 

へ提出すること。回答は入札期間の初日の前日までに直接行う（随時）。 

発注担当課 環境創造局港北水再生センター 

契約事務担当課 財政局契約第二課 
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契約番号 １３２２０２０６８４ 

入札方法 電子入札による 一般競争（条件付） 

件名 
乗用草刈機（共栄社） １台 同等品可 

納入／履行場所 
資源循環局神明台スポーツ施設（泉区池の谷３９４９番地１） 

概要 

 

納入／履行期間等 契約締結の日から平成２６年 ３月２０日まで 

調査基準価格 - 

最低制限価格 - 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

種目 機械器具・工具類 

格付等級 - 

登録細目 

所在地区分 市内 

その他 

１．有資格者名簿において企業規模が「中小企業」であること。 

２．有資格者名簿において上記の種目を第３位までに登録していること。 

３．次のいずれかに該当する者であること。 

①当該物品又はこれと同等の物品に係る納入実績又は製造実績を有する者 

②当該物品に係るメーカー・販売代理店等の引受証明を受けた者 

提出書類 

納入（製造）実績調書又は引受証明書（納入（製造）実績がない場合） 

設計図書 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２６年 ２月 ７日（金）午前 ９時００分から 

平成２６年 ２月１０日（月）午後 １時００分まで  

開札予定日時 平成２６年 ２月１０日（月）午後 １時１０分  

支払い条件 前金払 しない 部分払 しない 契約保証 免除 

注意事項 

事前に同等品の確認を求める場合は、入札期間の初日の３日前（ただし、休日等を含まな 

いものとして計算することとする。）の午後１時までに同等品に関する申告書等の資料を 

電子メール（送信先アドレスは「za-situmonsho@city.yokohama.jp」）により契約第二課 

へ提出すること。回答は入札期間の初日の前日までに直接行う（随時）。 

発注担当課 資源循環局処分地管理課 

契約事務担当課 財政局契約第二課 
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契約番号 １３２２０２０６９０ 

入札方法 電子入札による 一般競争（条件付） 

件名 
ノートパソコン ８５台 

納入／履行場所 
資源循環局鶴見事務所ほか 

概要 

 

納入／履行期間等 契約締結の日から平成２６年 ３月２０日まで 

調査基準価格 - 

最低制限価格 - 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

種目 コンピュータ類 

格付等級 - 

登録細目 

所在地区分 市内 

その他 

１．有資格者名簿において上記の種目を第３位までに登録していること。 

２．次のいずれかに該当する者であること。 

①当該物品又はこれと同等の物品に係る納入実績又は製造実績を有する者 

②当該物品に係るメーカー・販売代理店等の引受証明を受けた者 

提出書類 

納入（製造）実績調書又は引受証明書（納入（製造）実績がない場合） 

設計図書 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２６年 ２月 ７日（金）午前 ９時００分から 

平成２６年 ２月１０日（月）午後 １時００分まで  

開札予定日時 平成２６年 ２月１０日（月）午後 １時１５分  

支払い条件 前金払 しない 部分払 しない 契約保証 免除 

注意事項 

 

発注担当課 資源循環局業務課 

契約事務担当課 財政局契約第二課 
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契約番号 １３２５０２０１６４ 

入札方法 電子入札による 一般競争（条件付） 

件名 
保存水 ２２７，２３２本 

納入／履行場所 
総務局の指定する場所 

概要 

 

納入／履行期間等 契約締結の日から平成２６年 ３月２８日まで 

調査基準価格 - 

最低制限価格 - 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

種目 食料品・記念品 

格付等級 - 

登録細目 

所在地区分 市内、準市内又は市外 

その他 

１．有資格者名簿において上記の種目に登録していること。 

２．次のいずれかに該当する者であること。 

①当該物品又はこれと同等の物品に係る納入実績又は製造実績を有する者 

②当該物品に係るメーカー・販売代理店等の引受証明を受けた者 

提出書類 

納入（製造）実績調書又は引受証明書（納入（製造）実績がない場合） 

設計図書 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２６年 ２月 ７日（金）午前 ９時００分から 

平成２６年 ２月１０日（月）午後 １時００分まで  

開札予定日時 平成２６年 ２月１０日（月）午後 １時０５分  

支払い条件 前金払 しない 部分払 しない 契約保証 免除 

注意事項 

 

発注担当課 総務局危機管理課 

契約事務担当課 財政局契約第二課 
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契約番号 １３２８０２０４５９ 

入札方法 電子入札による 一般競争（条件付） 

件名 
予防接種予診票綴り（０歳児用） １７，１００冊ほかの印刷 

納入／履行場所 
健康福祉局健康安全課ほか 

概要 

 

納入／履行期間等 契約締結の日から平成２６年 ３月２０日まで 

調査基準価格 - 

最低制限価格 - 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

種目 端物印刷 

格付等級 - 

登録細目 

所在地区分 市内 

その他 

１．有資格者名簿において企業規模が「中小企業」であること。 

２．有資格者名簿において上記の種目を第１位に登録していること。 

３．当該業務に必要な資機材（印刷機等）を保有していること。 

４．当該物品またはこれと同等の物品に係る製造実績を有する者であること。 

提出書類 

①設備等一覧表 

②償却資産申告書種類別明細書（増加資産・全資産）の写し 

③納入（製造）実績調書 

※「公募型見積合せ参加登録」が認められている場合は、提出書類①～③を省略すること 

ができる。 

設計図書 

見本等はなし。 

 

（なお、設計図書については横浜市ホームページ発注情報画面で参照可能。）  

入札期間 
平成２６年 ２月 ７日（金）午前 ９時００分から 

平成２６年 ２月１０日（月）午後 １時００分まで  

開札予定日時 平成２６年 ２月１０日（月）午後 １時０５分  

支払い条件 前金払 しない 部分払 しない 契約保証 免除 

注意事項 

 

発注担当課 健康福祉局健康安全課 

契約事務担当課 財政局契約第二課 
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契約番号 １３２８０２０４６３ 

入札方法 電子入札による 一般競争（条件付） 

件名 
スチール製ケージ（ＬＬサイズ）（ハチコウ商事） １１６個ほか 同等品可 

納入／履行場所 
健康福祉局動物愛護センター 

概要 

 

納入／履行期間等 契約締結の日から平成２６年 ３月２０日まで 

調査基準価格 - 

最低制限価格 - 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

種目 動物・飼料 

格付等級 - 

登録細目 

所在地区分 市内 

その他 

１．有資格者名簿において企業規模が「中小企業」であること。 

２．有資格者名簿において上記の種目に登録していること。 

３．次のいずれかに該当する者であること。 

①当該物品又はこれと同等の物品に係る納入実績又は製造実績を有する者 

②当該物品に係るメーカー・販売代理店等の引受証明を受けた者 

提出書類 

納入（製造）実績調書又は引受証明書（納入（製造）実績がない場合） 

設計図書 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２６年 ２月 ７日（金）午前 ９時００分から 

平成２６年 ２月１０日（月）午後 １時００分まで  

開札予定日時 平成２６年 ２月１０日（月）午後 １時１５分  

支払い条件 前金払 しない 部分払 しない 契約保証 免除 

注意事項 

事前に同等品の確認を求める場合は、入札期間の初日の３日前（ただし、休日等を含まな 

いものとして計算することとする。）の午後１時までに同等品に関する申告書等の資料を 

電子メール（送信先アドレスは「za-situmonsho@city.yokohama.jp」）により契約第二課 

へ提出すること。回答は入札期間の初日の前日までに直接行う（随時）。 

発注担当課 健康福祉局動物愛護センター 

契約事務担当課 財政局契約第二課 
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契約番号 １３２８０３０１１１ 

入札方法 電子入札による 一般競争（条件付） 

件名 
特定有害産業廃棄物等収集運搬委託 

納入／履行場所 
横浜市寿福祉プラザ 

概要 

 

納入／履行期間等 契約締結の日から平成２６年 ３月１０日まで 

調査基準価格 - 

最低制限価格 最低制限価格制度適用 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

種目 廃棄物処理 

格付等級 - 

登録細目 

所在地区分 市内、準市内又は市外 

その他 

①有資格者名簿において上記の種目を登録していること。 

②当該業務又はこれと同種の業務の実績を有する者。 

③特別管理産業廃棄物収集運搬業（廃油及びＰＣＢ汚染物）の許可を受けている者。 

提出書類 

①委託業務経歴書 

②特別管理産業廃棄物収集運搬業許可証の写し 

設計図書 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２６年 ２月 ７日（金）午前 ９時００分から 

平成２６年 ２月１２日（水）午後 １時００分まで  

開札予定日時 平成２６年 ２月１２日（水）午後 １時３０分  

支払い条件 前金払 しない 部分払 しない 契約保証 免除 

注意事項 

 

発注担当課 健康福祉局保護課 

契約事務担当課 財政局契約第二課 
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契約番号 １３７１０２０３２０ 

入札方法 電子入札による 一般競争（条件付） 

件名 
食器消毒保管庫 １台ほか 同等品可 

納入／履行場所 
横浜市立中村特別支援学校 

概要 

 

納入／履行期間等 契約締結の日から平成２６年 ３月２２日まで 

調査基準価格 - 

最低制限価格 - 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

種目 厨房・浴槽機器類 

格付等級 - 

登録細目 

所在地区分 市内 

その他 

１．有資格者名簿において企業規模が「中小企業」であること。 

２．有資格者名簿において上記の種目を第３位までに登録していること。 

３．次のいずれかに該当する者であること。 

①当該物品又はこれと同等の物品に係る納入実績又は製造実績を有する者 

②当該物品に係るメーカー・販売代理店等の引受証明を受けた者 

提出書類 

納入（製造）実績調書又は引受証明書（納入（製造）実績がない場合） 

設計図書 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２６年 ２月 ７日（金）午前 ９時００分から 

平成２６年 ２月１０日（月）午後 １時００分まで  

開札予定日時 平成２６年 ２月１０日（月）午後 １時０５分  

支払い条件 前金払 しない 部分払 しない 契約保証 免除 

注意事項 

事前に同等品の確認を求める場合は、入札期間の初日の３日前（ただし、休日等を含まな 

いものとして計算することとする。）の午後１時までに同等品に関する申告書等の資料を 

電子メール（送信先アドレスは「za-situmonsho@city.yokohama.jp」）により契約第二課 

へ提出すること。回答は入札期間の初日の前日までに直接行う（随時）。 

発注担当課 教育委員会事務局健康教育課 

契約事務担当課 財政局契約第二課 



横浜市報調達公告版 

第４号 平成26年１月28日発行 

176 

 

契約番号 １３７１０２０３２１ 

入札方法 電子入札による 一般競争（条件付） 

件名 
検食用冷凍庫（無風・引出１４個仕様） １１基 

納入／履行場所 
横浜市立屏風浦小学校ほか 

概要 

 

納入／履行期間等 契約締結の日から平成２６年 ３月２２日まで 

調査基準価格 - 

最低制限価格 - 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

種目 厨房・浴槽機器類 

格付等級 - 

登録細目 

所在地区分 市内 

その他 

１．有資格者名簿において企業規模が「中小企業」であること。 

２．有資格者名簿において上記の種目を第３位までに登録していること。 

３．次のいずれかに該当する者であること。 

①当該物品又はこれと同等の物品に係る納入実績又は製造実績を有する者 

②当該物品に係るメーカー・販売代理店等の引受証明を受けた者 

提出書類 

納入（製造）実績調書又は引受証明書（納入（製造）実績がない場合） 

設計図書 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２６年 ２月 ７日（金）午前 ９時００分から 

平成２６年 ２月１０日（月）午後 １時００分まで  

開札予定日時 平成２６年 ２月１０日（月）午後 １時０５分  

支払い条件 前金払 しない 部分払 しない 契約保証 免除 

注意事項 

 

発注担当課 教育委員会事務局健康教育課 

契約事務担当課 財政局契約第二課 
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契約番号 １３７１０２０３２４ 

入札方法 電子入札による 一般競争（条件付） 

件名 
検食用冷凍庫（ホシザキ） １１基 同等品可 

納入／履行場所 
横浜市立さわの里小学校ほか 

概要 

 

納入／履行期間等 契約締結の日から平成２６年 ３月２２日まで 

調査基準価格 - 

最低制限価格 - 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

種目 厨房・浴槽機器類 

格付等級 - 

登録細目 

所在地区分 市内 

その他 

１．有資格者名簿において企業規模が「中小企業」であること。 

２．有資格者名簿において上記の種目を第３位までに登録していること。 

３．次のいずれかに該当する者であること。 

①当該物品又はこれと同等の物品に係る納入実績又は製造実績を有する者 

②当該物品に係るメーカー・販売代理店等の引受証明を受けた者 

提出書類 

納入（製造）実績調書又は引受証明書（納入（製造）実績がない場合） 

設計図書 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２６年 ２月 ７日（金）午前 ９時００分から 

平成２６年 ２月１０日（月）午後 １時００分まで  

開札予定日時 平成２６年 ２月１０日（月）午後 １時０５分  

支払い条件 前金払 しない 部分払 しない 契約保証 免除 

注意事項 

事前に同等品の確認を求める場合は、入札期間の初日の３日前（ただし、休日等を含まな 

いものとして計算することとする。）の午後１時までに同等品に関する申告書等の資料を 

電子メール（送信先アドレスは「za-situmonsho@city.yokohama.jp」）により契約第二課 

へ提出すること。回答は入札期間の初日の前日までに直接行う（随時）。 

発注担当課 教育委員会事務局健康教育課 

契約事務担当課 財政局契約第二課 
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契約番号 １３７１０２０３２５ 

入札方法 電子入札による 一般競争（条件付） 

件名 
学校給食学級用運搬車（ワゴン型） ３６台ほか 

納入／履行場所 
横浜市立南吉田小学校ほか 

概要 

 

納入／履行期間等 契約締結の日から平成２６年 ３月２５日まで 

調査基準価格 - 

最低制限価格 - 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

種目 厨房・浴槽機器類 

格付等級 - 

登録細目 

所在地区分 市内 

その他 

１．有資格者名簿において企業規模が「中小企業」であること。 

２．有資格者名簿において上記の種目を第３位までに登録していること。 

３．次のいずれかに該当する者であること。 

①当該物品又はこれと同等の物品に係る納入実績又は製造実績を有する者 

②当該物品に係るメーカー・販売代理店等の引受証明を受けた者 

提出書類 

納入（製造）実績調書又は引受証明書（納入（製造）実績がない場合） 

設計図書 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２６年 ２月 ７日（金）午前 ９時００分から 

平成２６年 ２月１０日（月）午後 １時００分まで  

開札予定日時 平成２６年 ２月１０日（月）午後 １時１５分  

支払い条件 前金払 しない 部分払 しない 契約保証 免除 

注意事項 

 

発注担当課 教育委員会事務局健康教育課 

契約事務担当課 財政局契約第二課 
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契約番号 １３７１０２０３２６ 

入札方法 電子入札による 一般競争（条件付） 

件名 
トレイ消毒保管庫 ２台ほか 

納入／履行場所 
横浜市立原小学校 

概要 

 

納入／履行期間等 契約締結の日から平成２６年 ３月２２日まで 

調査基準価格 - 

最低制限価格 - 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

種目 厨房・浴槽機器類 

格付等級 - 

登録細目 

所在地区分 市内 

その他 

１．有資格者名簿において企業規模が「中小企業」であること。 

２．有資格者名簿において上記の種目を第３位までに登録していること。 

３．次のいずれかに該当する者であること。 

①当該物品又はこれと同等の物品に係る納入実績又は製造実績を有する者 

②当該物品に係るメーカー・販売代理店等の引受証明を受けた者 

提出書類 

納入（製造）実績調書又は引受証明書（納入（製造）実績がない場合） 

設計図書 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２６年 ２月 ７日（金）午前 ９時００分から 

平成２６年 ２月１０日（月）午後 １時００分まで  

開札予定日時 平成２６年 ２月１０日（月）午後 １時１５分  

支払い条件 前金払 しない 部分払 しない 契約保証 免除 

注意事項 

 

発注担当課 教育委員会事務局健康教育課 

契約事務担当課 財政局契約第二課 
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契約番号 １３７１０２０３２７ 

入札方法 電子入札による 一般競争（条件付） 

件名 
小型フードスライサー（アイホー） 一式ほか 同等品可 

納入／履行場所 
横浜市立本町小学校 

概要 

 

納入／履行期間等 契約締結の日から平成２６年 ３月２４日まで 

調査基準価格 - 

最低制限価格 - 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

種目 厨房・浴槽機器類 

格付等級 - 

登録細目 

所在地区分 市内 

その他 

１．有資格者名簿において企業規模が「中小企業」であること。 

２．有資格者名簿において上記の種目を第３位までに登録していること。 

３．次のいずれかに該当する者であること。 

①当該物品又はこれと同等の物品に係る納入実績又は製造実績を有する者 

②当該物品に係るメーカー・販売代理店等の引受証明を受けた者 

提出書類 

納入（製造）実績調書又は引受証明書（納入（製造）実績がない場合） 

設計図書 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２６年 ２月 ７日（金）午前 ９時００分から 

平成２６年 ２月１０日（月）午後 １時００分まで  

開札予定日時 平成２６年 ２月１０日（月）午後 １時１５分  

支払い条件 前金払 しない 部分払 しない 契約保証 免除 

注意事項 

事前に同等品の確認を求める場合は、入札期間の初日の３日前（ただし、休日等を含まな 

いものとして計算することとする。）の午後１時までに同等品に関する申告書等の資料を 

電子メール（送信先アドレスは「za-situmonsho@city.yokohama.jp」）により契約第二課 

へ提出すること。回答は入札期間の初日の前日までに直接行う（随時）。 

発注担当課 教育委員会事務局健康教育課 

契約事務担当課 財政局契約第二課 
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契約番号 １３７１０２０３２８ 

入札方法 電子入札による 一般競争（条件付） 

件名 
学校給食学級用運搬車（補助ワゴン型） ２０台 

納入／履行場所 
横浜市立元街小学校ほか 

概要 

 

納入／履行期間等 契約締結の日から平成２６年 ３月２５日まで 

調査基準価格 - 

最低制限価格 - 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

種目 厨房・浴槽機器類 

格付等級 - 

登録細目 

所在地区分 市内 

その他 

１．有資格者名簿において企業規模が「中小企業」であること。 

２．有資格者名簿において上記の種目を第３位までに登録していること。 

３．次のいずれかに該当する者であること。 

①当該物品又はこれと同等の物品に係る納入実績又は製造実績を有する者 

②当該物品に係るメーカー・販売代理店等の引受証明を受けた者 

提出書類 

納入（製造）実績調書又は引受証明書（納入（製造）実績がない場合） 

設計図書 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２６年 ２月 ７日（金）午前 ９時００分から 

平成２６年 ２月１０日（月）午後 １時００分まで  

開札予定日時 平成２６年 ２月１０日（月）午後 １時２５分  

支払い条件 前金払 しない 部分払 しない 契約保証 免除 

注意事項 

 

発注担当課 教育委員会事務局健康教育課 

契約事務担当課 財政局契約第二課 
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横浜市調達公告第41号 

一般競争入札（物品・委託等）の施行（消費税率８％適用） 

次のとおり、「流域貯留浸透施設清掃廃棄物処分委託」ほか11件の契約について、一般競争入札を行う。 

平成26年１月28日 

契約事務受任者       

横浜市財政局長 柏 崎   誠  

１ 入札参加資格 

入札参加者は、開札日（ただし、基準日を別に定める場合を除く。）において、次に掲げる資格をすべ

て満たしていなければならない。 

(1) 横浜市契約規則（昭和39年３月横浜市規則第59号）第３条第１項に掲げる者でないこと及び同条第２

項の規定に基づき横浜市物品・委託等に関する競争入札取扱要綱第３条第１項により定める資格を有す

る者であること。 

(2) 平成25・26年度横浜市一般競争入札有資格者名簿（物品・委託等関係）（以下「有資格者名簿」とい

う。）に登載されている者であること。 

(3) 横浜市一般競争参加停止及び指名停止等措置要綱に基づく一般競争参加停止及び指名停止措置を受け

ていない者であること。 

(4) 契約ごとに定める入札参加資格をすべて満たす者であること。 

(5) ＩＣカードを購入し、電子入札システムにより利用者登録を行った者であること。 

(6) その他、詳細については横浜市契約規則、横浜市物品・委託等に関する競争入札取扱要綱、横浜市電

子入札運用基準（物品・委託等関係）及び横浜市物品・委託等競争入札参加者要領等に定めるところに

よる。 

２ 入札参加手続等 

(1) 入札に参加するための事前の入札参加申請手続は要しない。 

(2) １に掲げる入札参加資格の確認は、開札後に資格を確認する必要があると認める者について行う。 

３ 設計図書の交付等 

(1) 設計図書の交付 

 設計図書の交付については契約ごとに定める。 

(2) 設計図書に関する質問及び回答 

ア 質問の締切日時及び方法 

別途指定がある場合を除き公告日の３日後（ただし、日曜日、土曜日及び国民の祝日に関する法律

（昭和23年法律第178号）に規定する休日並びに12月29日から翌年の１月３日まで（以下「休日等」

という。）を含まないものとして計算することとする。）の午後４時までに、質問書（書式はダウン

ロード可能。）を電子メール（送信先アドレスは「za-situmonsho@city.yokohama.jp」）により契約

第二課へ提出すること。 

イ 質問に対する回答 

別途指定がある場合を除き入札期間の初日の２日前(ただし、日曜日、土曜日及び休日を含まない

ものとして計算することとする。)の午後１時までに発注情報詳細の「添付文書」欄において行う。 

４ 入札方法等 

(1) 入札の期間及び開札予定日時については、契約ごとに定める。 

(2) 入札参加者は、定められた期間内（休日等を除く。）において、電子入札システムにより入札書を提

出すること。また、郵便による入札は認めない。 

(3) 紙入札による参加については、横浜市電子入札運用基準（物品・委託等関係）第７条に定める場合を

除き、認めない。 

(4) 落札決定にあたっては、別途指定がある場合を除き入札金額に当該金額の1 0 0分の８に相当する額を

加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てた金額）をもって落札価

格とするので、入札参加者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを

問わず、見積もった契約希望金額の1 0 8分の1 0 0に相当する金額を入札金額とすること。 

(5) 入札の回数は２回までとする。 

(6) 合併入札の場合には、金額はすべての契約の合計金額を記載すること。 

５ 入札の無効 

次の入札は、無効とする。 
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(1) 横浜市契約規則第19条の規定に該当する入札 

(2) １に定める入札参加資格を満たさない者が行った入札 

(3) 共同企業体による入札の場合に、共同企業体協定書兼委任状の提出をしない者が行った入札 

(4) 共同企業体と当該共同企業体のいずれかの構成員が同一の案件において入札を行った場合における、

当該共同企業体が行った入札及び当該構成員が行った入札 

(5) 共同企業体と当該共同企業体のいずれかの構成員を構成員とする他の共同企業体が同一の案件におい

て入札を行った場合、これらの共同企業体が行った入札 

(6) 中小企業等協同組合と当該中小企業等協同組合のいずれかの組合員が同一の案件において入札を行っ

た場合における、当該中小企業等協同組合が行った入札及び当該組合員が行った入札 

(7) 中小企業等協同組合と当該中小企業等協同組合のいずれかの組合員が加入する他の中小企業等協同組

合が同一の案件において入札を行った場合、これらの中小企業等協同組合が行った入札 

(8) 横浜市一般競争入札参加資格審査申請における代表者又は受任者以外の名義人によるＩＣカードを用

いて行った入札 

６ 入札参加資格の確認及び落札の決定 

  開札後、次の手続により入札参加資格の確認及び落札の決定を行う。 

なお、最低制限価格制度適用案件においては、「予定価格以下の価格」は「予定価格以下の価格で最低

制限価格以上の価格」と、読み替えるものとする。また、種目「不用品買受」に係る契約については「予

定価格以下の価格」は「予定価格以上の価格」と、「最低」は「最高」と、読み替えるものとする。 

(1) 開札後、契約ごとに定める予定価格以下の価格をもって入札を行った者のうち最低の価格をもって入

札を行った者について、横浜市物品・委託等に関する競争入札取扱要綱第21条第１号から第６号までに

定める事項のうち、当該契約ごとに定める入札参加資格を満たす者であるかを確認するものとする。 

(2) 前号の規定により確認を行った者の取扱いは、次のいずれかによるものとする。 

ア 当該入札者が入札参加資格を満たす者であることを確認した場合には、その者を落札候補者とし、

入札参加者にその旨を通知し、落札の決定は保留する。 

イ 当該入札者が入札参加資格を満たす者でないことを確認した場合には、その者の入札を無効とする

。この場合、予定価格以下の価格をもって入札した他の者のうち最低の価格をもって入札をした者に

ついて、(1)の入札参加資格の確認を行う。以後、落札候補者が決定するまで同様の手続を繰り返す

。 

(3) 予定価格以下の価格をもって入札を行った者のうち最低の価格をもって入札を行った者が２人以上あ

るときは、(1)の入札参加資格の確認を行った上で、入札参加資格を満たすことを確認した者について

、電子くじにより落札候補者を決定するものとする。 

(4) 落札決定を保留した後、落札候補者について、横浜市物品・委託等に関する競争入札取扱要綱第21条

第７号から第10号までに定める事項のうち、当該契約ごとに定める入札参加資格を満たす者であるかを

確認するものとする。 

(5) 前号に規定する確認の結果により、落札候補者の取扱いは次のいずれかによるものとする。 

ア 当該落札候補者が入札参加資格を満たす者であることを確認した場合には、その者を落札者とし、

入札参加者にその旨を通知する。 

イ 当該落札候補者が入札参加資格を満たす者でないことを確認した場合には、その者の入札を無効と

する。この場合、予定価格以下の価格をもって入札した他の者のうち最低の価格をもって入札をした

者について、(1)の入札参加資格の確認を行う。以後、落札者が決定するまで同様の手続を繰り返す

。 

(6) (1)において予定価格以下の価格をもって入札を行った者のうち最低の価格をもって入札を行った者

がないとき若しくは(2)イ又は(5)イにおいて予定価格以下の価格をもって入札した者が他にないときは

再度の入札を行うこととし、この場合においても(1)から(5)までの手続は同様とする。なお、すでに無

効の入札をした者及び最低制限価格制度適用案件において最低制限価格未満の入札をした者の入札は認

めない。 

(7) (4)の入札参加資格の確認にあたっては、当該落札候補者は、別途指定のある場合を除き、契約ごと

に定める提出書類等を、開札日（(2)イにおいて新たに落札候補者になった者については、提出を求め

た日）の２日後(ただし、休日等を含まないものとして計算することとする。）の午後５時までに電子

メール（送信先アドレスは「za-joukenshorui@city.yokohama.jp」）により契約第二課へ提出し、また

、確認のために必要な指示に従わなければならない。上記期間内に書類等が提出されない場合又は指示

に従わない場合には、当該落札候補者は入札参加資格を満たす者でないとし、(5)イの手続により落札
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者を決定する。 

(8) (5)イの手続により、落札候補者の入札を無効とした場合には、入札を無効とした理由を付して、当

該落札候補者に通知する。 

(9) 開札後、落札決定するまでの間に、当該落札候補者が横浜市一般競争参加停止及び指名停止等措置要

綱第２条第１項、第３条又は第４条に該当した場合（ただし、軽微な事由による停止措置を除く。）に

は、その者を落札者とせず、予定価格の制限の範囲内の価格をもって入札した他の者のうち最低の価格

をもって入札した者を新たに落札候補者とする。 

７ 入札保証金及び契約保証金 

(1) 入札保証金はこれを免除する。 

(2) 契約保証金の有無については契約ごとに定める。 

８ 契約金の支払方法 

(1) 部分払の有無及び回数は、契約ごとに定める。 

(2) 長期継続契約、継続費又は債務負担行為に係る契約である場合には、契約ごとに明示する。この場合

の契約金の支払いは、契約期間中の各会計年度において、契約で定める当該会計年度の支払限度額（長

期継続契約については支払予定額）の範囲内で、履行済部分に応じて行う。 

９ その他 

(1) 入札を執行し、落札者が決定したときは、本市の定める契約書の取り交わしをするものとする。この

場合、契約書の作成費用は落札者が負担するものとする。 

(2) 必要と認めるときは入札を延期（入札期間の延長を含む。）し、中止し、又は取り消すことがある。 

(3) 本市の都合により、開札日時を変更する場合、横浜市電子入札運用基準（物品・委託等関係）第13条

第４項に定めるとおりとする。 

(4) 開札後、次のいずれかに該当するときは、横浜市一般競争参加停止及び指名停止等措置要綱第２条の

規定により、一般競争参加停止及び指名停止の措置を行う。 

ア 落札候補者となった者が、正当な理由なく落札者となることを辞退した場合 

イ 落札候補者となった者が、６(7)に定める書類の提出をしない場合 

(5) ６(1)及び(4)の入札参加資格の確認とあわせて、横浜市物品・委託等に関する競争入札取扱要綱第23

条第１項の規定に基づき適格性の審査を行い、当該契約の相手方としての適格性に欠ける者と認定され

た場合は、落札者として決定しないものとする。 

(6) 地方自治法第234条の３に規定する長期継続契約である場合、契約締結日の属する年度の翌年度以降

において、当該契約に係る本市の歳出予算が減額又は削減されたときは、本市は当該契約を変更し、又

は解除することができるものとする。 

(7) その他、この公告に規定のない事項については、横浜市契約規則、横浜市物品・委託等に関する競争

入札取扱要綱、横浜市電子入札運用基準（物品・委託等関係）及び横浜市物品・委託等競争入札参加者

要領等に定めるところによるものとする。 
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契約番号 １４１２０３０００５ 

入札方法 電子入札による 一般競争（条件付） 

件名 
流域貯留浸透施設清掃廃棄物処分委託 

納入／履行場所 
受託者処理施設 

概要 

 

納入／履行期間等 平成２６年 ４月 １日から平成２７年 ３月３１日まで 

調査基準価格 - 

最低制限価格 最低制限価格制度適用 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

種目 廃棄物処理 

格付等級 - 

登録細目 

所在地区分 市内 

その他 

①有資格者名簿において企業規模が「中小企業」であること。 

②有資格者名簿において上記の種目を第１位に登録していること。 

③当該業務又はこれと同種の業務の実績を有する者。 

④産業廃棄物処分業（汚泥）の許可を受けている者。 

提出書類 

①委託業務経歴書 

②産業廃棄物処分業許可証の写し 

設計図書 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２６年 ２月 ７日（金）午前 ９時００分から 

平成２６年 ２月１２日（水）午後 １時００分まで  

開札予定日時 平成２６年 ２月１２日（水）午後 １時１０分  

支払い条件 前金払 しない 部分払 ２回以内 契約保証 免除 

注意事項 

この契約は、平成 26 年度横浜市各会計予算が平成 26 年３月 31 日までに横浜市議会において 

可決された上、同年４月１日以降に契約書を交換することによって確定するものとする。 

発注担当課 道路局河川管理課 

契約事務担当課 財政局契約第二課 
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契約番号 １４２１０３０００６ 

入札方法 電子入札による 一般競争（条件付） 

件名 
南部公園緑地事務所管内産業廃棄物処理委託 

納入／履行場所 
受託者処理施設 

概要 

 

納入／履行期間等 平成２６年 ４月 １日から平成２７年 ３月３１日まで 

調査基準価格 - 

最低制限価格 最低制限価格制度適用 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

種目 廃棄物処理 

格付等級 - 

登録細目 

所在地区分 市内 

その他 

①有資格者名簿において企業規模が「中小企業」であること。 

②有資格者名簿において上記の種目を第１位に登録していること。 

③当該業務又はこれと同種の業務の実績を有する者。 

④産業廃棄物処分業（廃プラスチック類、金属くず、ガラスくず・コンクリートくず及び 

陶磁器くず）の許可を受けている者。 

提出書類 

①委託業務経歴書 

②産業廃棄物処分業許可証の写し 

設計図書 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２６年 ２月 ７日（金）午前 ９時００分から 

平成２６年 ２月１２日（水）午後 １時００分まで  

開札予定日時 平成２６年 ２月１２日（水）午後 １時１０分  

支払い条件 前金払 しない 部分払 １２回以内 契約保証 免除 

注意事項 

この契約は、平成 26 年度横浜市各会計予算が平成 26 年３月 31 日までに横浜市議会において 

可決された上、同年４月１日以降に契約書を交換することによって確定するものとする。 

発注担当課 環境創造局南部公園緑地事務所 

契約事務担当課 財政局契約第二課 
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契約番号 １４２１０３００４１ 

入札方法 電子入札による 一般競争（条件付） 

件名 
北部汚泥資源化センター洗浄スクリーンかす等運搬業務委託 

納入／履行場所 
環境創造局北部汚泥資源化センター 

概要 

 

納入／履行期間等 平成２６年 ４月 １日から平成２７年 ３月３１日まで 

調査基準価格 - 

最低制限価格 最低制限価格制度適用 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

種目 廃棄物処理 

格付等級 - 

登録細目 

所在地区分 市内 

その他 

①有資格者名簿において企業規模が「中小企業」であること。 

②有資格者名簿において上記の種目を第１位に登録していること。 

③当該業務又はこれと同種の業務の実績を有する者。 

④一般廃棄物収集運搬業の許可を受けている者。 

⑤産業廃棄物収集運搬業（鉱さい）の許可を受けている者。 

提出書類 

①委託業務経歴書 

②一般廃棄物収集運搬業許可証の写し 

③産業廃棄物収集運搬業許可証の写し 

設計図書 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２６年 ２月 ７日（金）午前 ９時００分から 

平成２６年 ２月１２日（水）午後 １時００分まで  

開札予定日時 平成２６年 ２月１２日（水）午後 １時１０分  

支払い条件 前金払 しない 部分払 １２回以内 契約保証 免除 

注意事項 

この契約は、平成 26 年度横浜市各会計予算が平成 26 年３月 31 日までに横浜市議会において 

可決された上、同年４月１日以降に契約書を交換することによって確定するものとする。 

発注担当課 環境創造局北部下水道センター 

契約事務担当課 財政局契約第二課 
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契約番号 １４２１０３００４４ 

入札方法 電子入札による 一般競争（条件付） 

件名 
南部汚泥資源化センター硫黄ケーキ焼却処分業務委託 

納入／履行場所 
受託者処理施設 

概要 

 

納入／履行期間等 平成２６年 ４月 １日から平成２７年 ３月３１日まで 

調査基準価格 - 

最低制限価格 最低制限価格制度適用 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

種目 廃棄物処理 

格付等級 - 

登録細目 

所在地区分 市内、準市内又は市外 

その他 

①市内業者については上記の種目に第３位までに登録があること。準市内業者及び市外業 

者については上記の種目に第１位に登録があること。 

②当該業務又はこれと同種の業務の実績を有する者。 

③産業廃棄物処分業許可（汚泥）を受けている者。 

提出書類 

①委託業務経歴書 

②産業廃棄物処分業許可証の写し 

設計図書 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２６年 ２月 ７日（金）午前 ９時００分から 

平成２６年 ２月１２日（水）午後 １時００分まで  

開札予定日時 平成２６年 ２月１２日（水）午後 １時２０分  

支払い条件 前金払 しない 部分払 ４回以内 契約保証 免除 

注意事項 

この契約は、平成 26 年度横浜市各会計予算が平成 26 年３月 31 日までに横浜市議会において 

可決された上、同年４月１日以降に契約書を交換することによって確定するものとする。 

発注担当課 環境創造局南部下水道センター 

契約事務担当課 財政局契約第二課 
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契約番号 １４２２０３００１１ 

入札方法 電子入札による 一般競争（条件付） 

件名 
オイルトラップ汚泥処理委託 

納入／履行場所 
受託者の処理施設 

概要 

 

納入／履行期間等 平成２６年 ４月 １日から平成２７年 ３月３１日まで 

調査基準価格 - 

最低制限価格 最低制限価格制度適用 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

種目 廃棄物処理 

格付等級 - 

登録細目 

所在地区分 市内 

その他 

①有資格者名簿において上記の種目を第１位に登録していること。 

②当該業務又はこれと同種の業務の実績を有する者。 

③産業廃棄物処分業（汚泥及び廃油）の許可を受けている者。 

提出書類 

①委託業務経歴書 

②産業廃棄物処分業許可証の写し 

設計図書 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２６年 ２月 ７日（金）午前 ９時００分から 

平成２６年 ２月１２日（水）午後 １時００分まで  

開札予定日時 平成２６年 ２月１２日（水）午後 １時２０分  

支払い条件 前金払 しない 部分払 １２回以内 契約保証 免除 

注意事項 

この契約は、平成 26 年度横浜市各会計予算が平成 26 年３月 31 日までに横浜市議会において 

可決された上、同年４月１日以降に契約書を交換することによって確定するものとする。 

発注担当課 資源循環局業務課 

契約事務担当課 財政局契約第二課 
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契約番号 １４２２０３００４０ 

入札方法 電子入札による 一般競争（条件付） 

件名 
歩道清掃に係る産業廃棄物処分委託 

納入／履行場所 
受託者処理施設 

概要 

 

納入／履行期間等 平成２６年 ４月 １日から平成２７年 ３月３１日まで 

調査基準価格 - 

最低制限価格 最低制限価格制度適用 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

種目 廃棄物処理 

格付等級 - 

登録細目 

所在地区分 市内 

その他 

①有資格者名簿において企業規模が「中小企業」であること。 

②有資格者名簿において上記の種目を第１位に登録していること。 

③当該業務又はこれと同種の業務の実績を有する者。 

④産業廃棄物処分業（廃プラスチック類、金属くず、ガラスくず・コンクリートくず及び 

陶磁器くず）の許可を受けている者。 

提出書類 

①委託業務経歴書 

②産業廃棄物処分業許可証の写し 

設計図書 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２６年 ２月 ７日（金）午前 ９時００分から 

平成２６年 ２月１２日（水）午後 １時００分まで  

開札予定日時 平成２６年 ２月１２日（水）午後 １時２０分  

支払い条件 前金払 しない 部分払 ４回以内 契約保証 免除 

注意事項 

この契約は、平成 26 年度横浜市各会計予算が平成 26 年３月 31 日までに横浜市議会において 

可決された上、同年４月１日以降に契約書を交換することによって確定するものとする。 

発注担当課 資源循環局業務課 

契約事務担当課 財政局契約第二課 
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契約番号 １４２８０３００２３ 

入札方法 電子入札による 一般競争（条件付） 

件名 
福祉保健センタ－等産業廃棄物収集運搬処理委託（１９か所分） 

納入／履行場所 
鶴見区福祉保健センタ－ほか 

概要 

 

納入／履行期間等 平成２６年 ４月 １日から平成２７年 ３月３１日まで 

調査基準価格 - 

最低制限価格 最低制限価格制度適用 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

種目 廃棄物処理 

格付等級 - 

登録細目 

所在地区分 市内 

その他 

①有資格者名簿において企業規模が「中小企業」であること。 

②有資格者名簿において上記の種目を第１位に登録していること。 

③当該業務又はこれと同種の業務の実績を有する者。 

④特別管理産業廃棄物収集運搬業（感染性廃棄物）の許可を受けている者。 

⑤特別管理産業廃棄物処分業（感染性廃棄物）の許可を受けている者。 

提出書類 

①委託業務経歴書 

②特別管理産業廃棄物収集運搬業許可証の写し 

③特別管理産業廃棄物処分業許可証の写し 

設計図書 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２６年 ２月１２日（水）午前 ９時００分から 

平成２６年 ２月１４日（金）午後 １時００分まで  

開札予定日時 平成２６年 ２月１４日（金）午後 １時１０分  

支払い条件 前金払 しない 部分払 １２回以内 契約保証 免除 

注意事項 

この契約は、平成 26 年度横浜市各会計予算が平成 26 年３月 31 日までに横浜市議会において 

可決された上、同年４月１日以降に契約書を交換することによって確定するものとする。 

発注担当課 健康福祉局健康安全課 

契約事務担当課 財政局契約第二課 
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契約番号 １４２８０３００２４ 

入札方法 電子入札による 一般競争（条件付） 

件名 
日野公園墓地塵芥搬出処理委託 

納入／履行場所 
日野公園墓地 

概要 

 

納入／履行期間等 平成２６年 ４月 １日から平成２７年 ３月３１日まで 

調査基準価格 - 

最低制限価格 最低制限価格制度適用 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

種目 廃棄物処理 

格付等級 - 

登録細目 

所在地区分 市内 

その他 

①有資格者名簿において企業規模が「中小企業」であること。 

②有資格者名簿において上記の種目を第１位に登録していること。 

③当該業務又はこれと同種の業務の実績を有する者。 

④一般廃棄物収集運搬業の許可を受けている者。 

⑤産業廃棄物収集運搬業（廃プラスチック類、金属くず、ガラスくず・コンクリートくず 

及び陶磁器くず）の許可を受けている者。 

⑥産業廃棄物処分業（廃プラスチック類、金属くず、ガラスくず・コンクリートくず及び 

陶磁器くず）の許可を受けている者。 

提出書類 

①委託業務経歴書 

②一般廃棄物収集運搬業許可証の写し 

③産業廃棄物収集運搬業許可証の写し 

④産業廃棄物処分業許可証の写し 

設計図書 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２６年 ２月１２日（水）午前 ９時００分から 

平成２６年 ２月１４日（金）午後 １時００分まで  

開札予定日時 平成２６年 ２月１４日（金）午後 １時１０分  

支払い条件 前金払 しない 部分払 １２回以内 契約保証 免除 

注意事項 

この契約は、平成 26 年度横浜市各会計予算が平成 26 年３月 31 日までに横浜市議会において 

可決された上、同年４月１日以降に契約書を交換することによって確定するものとする。 

発注担当課 健康福祉局環境施設課 

契約事務担当課 財政局契約第二課 
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契約番号 １４２９０３０００２ 

入札方法 電子入札による 一般競争（条件付） 

件名 
南部市場内じんかい収集業務等委託 

納入／履行場所 
横浜市中央卸売市場南部市場 

概要 

 

納入／履行期間等 平成２６年 ４月 １日から平成２７年 ３月３１日まで 

調査基準価格 - 

最低制限価格 最低制限価格制度適用 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

種目 廃棄物処理 

格付等級 - 

登録細目 

所在地区分 市内 

その他 

①有資格者名簿において上記の種目を第１位に登録していること。 

②当該業務又はこれと同種の業務の実績を有する者。 

③一般廃棄物収集運搬業の許可を受けている者。 

提出書類 

①委託業務経歴書 

②一般廃棄物収集運搬業許可証の写し 

設計図書 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２６年 ２月 ７日（金）午前 ９時００分から 

平成２６年 ２月１２日（水）午後 １時００分まで  

開札予定日時 平成２６年 ２月１２日（水）午後 １時３０分  

支払い条件 前金払 しない 部分払 １２回以内 契約保証 免除 

注意事項 

この契約は、平成 26 年度横浜市各会計予算が平成 26 年３月 31 日までに横浜市議会において 

可決された上、同年４月１日以降に契約書を交換することによって確定するものとする。 

発注担当課 経済局運営課 

契約事務担当課 財政局契約第二課 
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契約番号 １４２９０３０００３ 

入札方法 電子入札による 一般競争（条件付） 

件名 
食肉市場汚泥処理委託 

納入／履行場所 
受託者処理施設 

概要 

 

納入／履行期間等 平成２６年 ４月 １日から平成２７年 ３月３１日まで 

調査基準価格 - 

最低制限価格 最低制限価格制度適用 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

種目 廃棄物処理 

格付等級 - 

登録細目 

所在地区分 市内、準市内又は市外 

その他 

①市内業者については上記の種目に第３位までに登録があること。準市内業者及び市外業 

者については上記の種目に第１位に登録があること。 

②当該業務又はこれと同種の業務の実績を有する者。 

③産業廃棄物処分業許可（汚泥）を受けている者。 

提出書類 

①委託業務経歴書 

②産業廃棄物処分業許可証の写し 

設計図書 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２６年 ２月 ７日（金）午前 ９時００分から 

平成２６年 ２月１２日（水）午後 １時００分まで  

開札予定日時 平成２６年 ２月１２日（水）午後 １時３０分  

支払い条件 前金払 しない 部分払 １２回以内 契約保証 免除 

注意事項 

この契約は、平成 26 年度横浜市各会計予算が平成 26 年３月 31 日までに横浜市議会において 

可決された上、同年４月１日以降に契約書を交換することによって確定するものとする。 

発注担当課 経済局運営課 

契約事務担当課 財政局契約第二課 
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契約番号 １４３４０３０００３ 

入札方法 電子入札による 一般競争（条件付） 

件名 
寿地区路上不法投棄廃棄物収集・運搬・処理委託 

納入／履行場所 
中区寿地区ほか 

概要 

 

納入／履行期間等 平成２６年 ４月 １日から平成２７年 ３月３１日まで 

調査基準価格 - 

最低制限価格 最低制限価格制度適用 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

種目 廃棄物処理 

格付等級 - 

登録細目 

所在地区分 市内 

その他 

①有資格者名簿において企業規模が「中小企業」であること。 

②有資格者名簿において上記の種目を第１位に登録していること。 

③当該業務又はこれと同種の業務の実績を有する者。 

④一般廃棄物収集運搬業の許可を受けている者。 

⑤産業廃棄物収集運搬業（廃プラスチック類、金属くず、ガラスくず・コンクリートくず 

及び陶磁器くず）の許可を受けている者。 

⑥産業廃棄物処分業（廃プラスチック類、金属くず、ガラスくず・コンクリートくず及び 

陶磁器くず）の許可を受けている者。 

提出書類 

①委託業務経歴書 

②一般廃棄物収集運搬業許可証の写し 

③産業廃棄物収集運搬業許可証の写し 

④産業廃棄物処分業許可証の写し 

設計図書 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２６年 ２月１２日（水）午前 ９時００分から 

平成２６年 ２月１４日（金）午後 １時００分まで  

開札予定日時 平成２６年 ２月１４日（金）午後 １時１０分  

支払い条件 前金払 しない 部分払 １２回以内 契約保証 免除 

注意事項 

この契約は、平成 26 年度横浜市各会計予算が平成 26 年３月 31 日までに横浜市議会において 

可決された上、同年４月１日以降に契約書を交換することによって確定するものとする。 

発注担当課 中区中土木事務所 

契約事務担当課 財政局契約第二課 
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契約番号 １４５５０３０００７ 

入札方法 電子入札による 一般競争（条件付） 

件名 
感染性廃棄物処理委託 

納入／履行場所 
横浜市鶴見消防署ほか 

概要 

 

納入／履行期間等 平成２６年 ４月 １日から平成２７年 ３月３１日まで 

調査基準価格 - 

最低制限価格 最低制限価格制度適用 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

種目 廃棄物処理 

格付等級 - 

登録細目 

所在地区分 市内 

その他 

①有資格者名簿において企業規模が「中小企業」であること。 

②有資格者名簿において上記の種目を第１位に登録していること。 

③当該業務又はこれと同種の業務の実績を有する者。 

④特別管理産業廃棄物収集運搬業（感染性廃棄物）の許可を受けている者。 

⑤特別管理産業廃棄物処分業（感染性廃棄物）の許可を受けている者。 

提出書類 

①委託業務経歴書 

②特別管理産業廃棄物収集運搬業許可証の写し 

③特別管理産業廃棄物処分業許可証の写し 

設計図書 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２６年 ２月１２日（水）午前 ９時００分から 

平成２６年 ２月１４日（金）午後 １時００分まで  

開札予定日時 平成２６年 ２月１４日（金）午後 １時２０分  

支払い条件 前金払 しない 部分払 １２回以内 契約保証 免除 

注意事項 

この契約は、平成 26 年度横浜市各会計予算が平成 26 年３月 31 日までに横浜市議会において 

可決された上、同年４月１日以降に契約書を交換することによって確定するものとする。 

発注担当課 消防局救急課 

契約事務担当課 財政局契約第二課 
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横浜市調達公告第42号 

特定調達契約に係る一般競争入札の施行（消費税率８％適用） 

 次のとおり一般競争入札を行う。 

    平成26年１月28日 

契約事務受任者 

横浜市健康福祉局長 岡 田 輝 彦 

１ 競争入札に付する事項 

 (1) 件名及び数量 

    福祉保健システム大量帳票作成業務委託 一式 

 (2) 業務内容 

入札説明書による。 

 (3) 履行期間 

平成26年４月１日から平成27年３月31日まで 

 (4) 履行場所 

横浜市健康福祉局地域福祉保健部福祉保健課ほか38か所（詳細は、別添入札説明書による。） 

 (5) 入札方法 

この入札は、概算数量の総価により行う。 

２ 入札参加資格 

入札に参加しようとする者は、次に掲げる条件をすべて満たし、かつ入札参加資格を有することの確認

を受けなければならない。 

(1) 横浜市契約規則（昭和39年３月横浜市規則第59号）第３条第１項に掲げる者でないこと及び同条第

２項の規定により定めた資格を有する者であること。 

(2) 平成25・26年度横浜市一般競争入札有資格者名簿（物品・委託等関係）において「コンピュータ業

務」の「細目Ｃ電算入出力・印字等処理」又は「フォーム印刷」に登録が認められている者で、かつ

、Ａの等級に格付けされているものであること。 

(3) 平成26年２月６日から開札日までの間のいずれの日においても、横浜市一般競争参加停止及び指名

停止等措置要綱に基づく一般競争参加停止及び指名停止措置を受けていない者であること。 

(4) 当該業務又はこれと同種の業務の実績を有する者であること。 

３ 入札参加の手続 

当該入札に参加しようとする者（前項第２号に規定する登録のない者で、入札説明書に定める名簿登

載手続を行うものを含む。）は、次のとおり入札参加資格の確認申請を行わなければならない。   

(1) 申請期限 

平成26年２月６日午後５時 

(2) 提出書類、提出方法及び提出期間 

  入札説明書による。 

(3) 契約条項等に関する問い合わせ先 

〒231-0017 中区港町１丁目１番地 

横浜市健康福祉局地域福祉保健部福祉保健課 

竹迫（たけさこ） 電話 045(671)4043（直通） 

４ 入札参加資格の喪失 

入札参加資格の確認結果の通知後、入札参加資格を有することの確認を受けた者が次のいずれかに該

当するときは、当該入札に参加することができない。 

(1) 第２項に定める資格条件を満たさなくなったとき。 

(2) 入札説明書に定める提出書類（当該書類に記載すべき事項を記録した電磁的記録を含む。以下同じ。

）に虚偽の記載をしたとき。 

５ 入札に必要な書類を示す場所等 

当該契約に係る入札説明書は、次項第２号に掲げる部課において、この公告の日から開札日まで閲覧

に供する。 

６ 入札説明書の交付方法等 

健康福祉局地域福祉保健部福祉保健課ホームページよりダウンロード可能（一部資料については第１

号及び第２号に掲げる期間・場所において閲覧のみ可能）。 
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（http://www.city.yokohama.lg.jp/kenko/fukusihokenn/nyuusatsu20140128/） 

また、次に掲げる期間・場所で貸出し（一部資料については閲覧のみ）を行う。 

(1) 貸出期間 

公告日から平成26年２月20日まで（ただし、日曜日、土曜日及び国民の祝日に関する法律（昭和23

年法律第178号）に規定する休日並びに12月29日から翌年の１月３日までを除く毎日午前９時から正午

まで及び午後１時から午後５時まで） 

(2) 貸出場所 

〒231-0017 中区港町１丁目１番地 

横浜市健康福祉局地域福祉保健部福祉保健課 

電話 045(671)4043（直通） 

７ 入札及び開札 

(1) 入札方法及び入札期間等 

  入札に参加しようとする者は、次のいずれかの方法により入札書を提出すること。 

 ア 持参による入札書の提出 

(ｱ) 入札日時 

平成26年３月11日午後２時 

(ｲ) 入札場所 

中区港町１丁目１番地 横浜市健康福祉局７Ｓ会議室（市庁舎７階） 

イ 郵送による入札書の提出 

平成26年３月10日午後５時までに第３項第３号に掲げる部課に必着のこと。 

(2) 開札予定日時 

平成26年３月11日午後２時 

８ 入札の無効 

次の入札は、無効とする。 

(1) 横浜市契約規則第19条の規定に該当する入札 

(2) 第２項の入札参加資格を満たさない者が行った入札 

(3) 入札説明書に定める提出書類について虚偽の記載をした者が行った入札 

(4) 前各号に定めるもののほか、入札説明書に定める方法によらない入札 

９ 落札者の決定 

  横浜市契約規則第13条の規定に基づいて作成された予定価格の制限の範囲内で最低の価格をもって有

効な入札を行った者を落札者とする。 

10 入札保証金及び契約保証金 

いずれも免除する。 

11 契約金の支払方法  

(1) 前金払 

行わない。 

(2) 契約金の支払方法 

設計図書に定める部分払の基準により、部分検査終了後、請求に基づき支払う。 

12 その他 

(1) 契約手続において使用する言語及び通貨 

日本語及び日本国通貨に限る。 

(2) 契約書作成の要否 

要する。 

(3) 契約の条件 

この契約は、平成26年度横浜市各会計予算が平成26年３月31日までに横浜市議会において可決され

た上、同年４月１日以降に契約書を交換することによって確定するものとする。 

(4) 詳細は、入札説明書による。 

13 Summary  

(1) Subject matter of the contract: Printing and processing papers of the Welfare and 

 Healthcare administration system  

(2) Deadline for the tender: 2:00 p.m., 11 March, 2014 

(3) Contact point for the notice: Social Welfare and Public Health Division, Health and 
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Social Welfare Bureau ， City of Yokohama1-1 Minato-cho,Naka-ku, Yokohama, 231-0017 TEL 

045(671)4043 
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横浜市調達公告第43号 

   特定調達契約の落札者等の決定 

 特定調達契約の落札者等を次のとおり決定した。 

   平成26年１月28日 

                                契約事務受任者 

                                横浜市財政局長 柏 崎   誠 

番

号 

落札又は随意契

約に係る物品等

又は特定役務の

名称及び数量 

契約に関す

る事務を担

当する部課

の名称及び

所在地 

落札者又

は随意契

約の相手

方を決定

した日 

落札者又は随意

契約の相手方の

氏名又は名称及

び住所又は所在

地 

落札金額又

は随意契約

に係る契約

金額 

契約の相

手方を決

定した手

続 

当該入札

公告を行

った日 

随 意

契 約

の 理

由 

１ グランドピアノ

（小学校・その

１） 12台の購

入 

財政局契約

部契約第二

課 

中区港町１

丁目１番地 

平成25年

12月３日

株式会社ヤマハ

ミュージックリ

テイリング横浜

店 

西区北幸二丁目

５番３号 

円

16,380,000

一般競争

入札 

平成25年

10月22日

－ 

２ グランドピアノ

（小学校・その

２） 12台の購

入 

同 同 同 

16,800,000

同 同 － 

３ グランドピアノ

（小学校・その

３） 11台の購

入 

同 同 同 

15,015,000

同 同 － 

４ グランドピアノ

（小学校・その

４） 12台の購

入 

同 同 株式会社河合楽

器製作所神奈川

公教販店 

中区吉田町10番

地３ 

16,317,000

同 同 － 

５ グランドピアノ

（中学校・高等

学校・特別支援

学校） 11台の

購入 

同 同 株式会社ヤマハ

ミュージックリ

テイリング横浜

店 

西区北幸二丁目

５番３号 

16,485,000

同 同 － 
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横浜市調達公告第 44 号 

   特定調達契約の落札者等の決定 

 特定調達契約の落札者等を次のとおり決定した。 

   平成 26 年１月 28 日 

契約事務受任者 

横浜市健康福祉局長 岡 田 輝 彦 

番 

号 

落札又は随意

契約に係る物

品等又は特定

役務の名称及

び数量 

契約に関する

事務を担当す

る部課の名称

及び所在地 

落 札 者

又 は 随

意 契 約

の 相 手

方 を 決

定 し た

日 

落札者又は随意契

約の相手方の氏名

又は名称及び住所

又は所在地 

落札金額又は

随意契約に係

る契約金額 

契 約 の

相 手 方

を 決 定

し た 手

続 

当 該 入

札 公 告

を 行 っ

た日 

随 意 契

約 の 理

由 

１ 横浜市新国民

健康保険シス

テム改修（横

浜市独自減免

対応等）業務

委託 一式 

健康福祉局生

活福祉部保険

年金課 

中区港町１丁

目１番地 

平成 25

年 12 月

27 日 

富 士 通 株式 会 社

神奈川支社 

西区高島一丁目１

番２号 

円

24,158,757

随 意 契

約 

－ 政 府 調

達 に 関

す る 協

定 （ 平

成 ７ 年

条 約 第

23 号）

第 15 条

第 １ 項

（d） 
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水道局調達公告第13号 

一般競争入札（工事）の施行（消費税率８％適用） 

次のとおり、「栄町口径150ｍｍから300ｍｍ配水管布設替工事に伴う路面復旧工事」ほか１件の工事につ

いて、一般競争入札を行う。 

平成26年１月28日 

横浜市水道事業管理者 

水道局長 土 井 一 成 

１ 入札参加資格 

入札参加者は、開札日（ただし、基準日を別に定める場合を除く。）において、次に掲げる資格を全て

満たしていなければならない。 

(1) 横浜市水道局契約規程（平成20年３月水道局規程第７号）第２条の規定により読み替えて準用する横

浜市契約規則（昭和39年３月横浜市規則第59号）第３条第１項に掲げる者でないこと及び同条第２項の

規定に基づき横浜市工事請負に関する競争入札取扱要綱（以下「入札取扱要綱」という。）第３条第１

項により定める資格を有する者であること。 

(2) 平成25・26年度横浜市一般競争入札有資格者名簿（工事関係）（以下「有資格者名簿」という。）に

登載されている者であること。 

(3) 横浜市一般競争参加停止及び指名停止等措置要綱（以下「指名停止等措置要綱」という。）に基づく

一般競争参加停止及び指名停止措置を受けていない者であること。 

(4) 工事ごとに定める入札参加資格を全て満たす者であること。 

なお、用語の定義は、次のとおりとする。 

 ア 主たる営業所の所在地 

   有資格者名簿における主たる営業所の所在地が属する行政区をいう。 

 イ 優良工事表彰事業者 

   横浜市優良工事施工会社表彰名簿に登載されている者をいう。 

 ウ 工事成績 

   工事ごとに入札参加資格として定めた工種に係る工事の横浜市請負工事検査事務取扱要綱第７条、

横浜市水道局請負工事検査事務取扱要綱第８条、横浜市交通局請負工事検査事務取扱要綱第８条及び

横浜市病院経営局請負工事検査事務取扱要綱第８条に規定する工事完成検査結果通知書の評定点（工

事ごとに定める期間内に完成した工事が２件以上ある場合は、完成した月が最新月のものを対象とす

る。また、最新月に完成した工事が２件以上ある場合は、最高点のものを対象とする。）をいう。 

 エ 発注者別評価点（主観点） 

   平成25・26年度の横浜市入札参加資格審査結果通知における工種ごとの発注者別評価点（主観点）

をいう。 

 オ 横浜型地域貢献企業 

   横浜型地域貢献企業として認定されている者をいう。 

 カ 建設機械所有事業者 

   ブルドーザー、ドーザーショベル、掘削機、モーターグレーダー、トラッククレーン、クローラー

クレーン、油圧式クレーン、クレーン付きトラック、タイヤショベル又は振動ローラーを所有してい

る者又は長期の賃貸借契約（契約期間中であり、かつ契約始期から契約終期までが１年を超える賃貸

借契約に限る。）をしている者をいう。  

 キ 災害協力事業者 

   災害協力事業者名簿に登載されている者をいう。 

(5) ＩＣカードを購入し、電子入札システムにより利用者登録を行った者であること。 

(6) その他、詳細については横浜市水道局契約規程、入札取扱要綱、横浜市電子入札運用基準（工事請負

関係）（以下「運用基準」という。）及び横浜市工事請負等競争入札参加要領（以下「入札参加要領」

という。）等に定めるところによる。 

２ 入札参加手続等 

(1) 入札に参加するための事前の入札参加申請手続は要しない。ただし、６(1)ただし書きの定めにより

入札保証金の納付を求める場合及び８(11)に定める場合を除く。 

水 道 局 
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(2) 設計図書のダウンロード等 

ア 設計図書の購入先・申込期限欄において、「電子図渡しを行う」としている案件（以下「電子図渡

し案件」という。）については、横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードする

こと。 

イ 電子図渡し案件以外の案件については、工事ごとに定める期間において、設計図書を購入しなけれ

ばならない。設計図書の購入先及び購入の申込期間は工事ごとに定める。また、工事ごとに定める期

間において、工事担当課において設計図書を閲覧に供する。 

ウ 設計図書購入の申込手続については、横浜市のホームページを参照すること。 

(3) １に掲げる入札参加資格の確認は、開札後に資格を確認する必要があると認める者について行う。 

３ 入札方法等 

(1) 入札期間及び開札予定日時については、工事ごとに定める。 

(2) 入札参加者は、定められた期間内において、電子入札システムにより入札書を提出すること。また、

郵便による入札は認めない。 

(3) 電子入札システムによらない入札参加については、運用基準第７条に定める場合を除き、認めない。 

(4) 入札にあたっては、別途指定がある場合を除き、工事費内訳書を電子ファイル化し、電子入札システ

ムを通じて入札書提出の際に添付すること。工事費内訳書の提出については、運用基準第13条を参照す

ること。また、工事費内訳書の合計金額は、入札金額と一致させること。 

なお、工事費内訳書とは、本市が工事ごとに定めた設計書のうち、工事内訳及び中科目別内訳（以下

「中科目別内訳書」という。）又は本工事内訳書（中科目別内訳書又は本工事内訳書がないものは同

等の内訳。以下同じ。）に記載した項目及び数量と一致した項目及び数量が明示されているもので、

かつ、中科目別内訳書又は本工事内訳書よりも詳細な内訳が明示されたものをいう。 

(5) 落札決定にあたっては、入札金額に当該金額の100分の８に相当する額を加算した金額（当該金額に

１円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てた金額）をもって落札価格とするので、入札参加者

は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった契約希

望金額の108分の100に相当する金額を入札金額とすること。 

(6) 入札の回数は１回とする。 

なお、開札をした結果、各者の入札のうち予定価格（消費税及び地方消費税を合わせた税率を８％で

算出する。）の制限の範囲内の入札がないときは、当該入札を不調とする。 

(7) 合併入札の場合には、合併の対象となる全ての工事の合計金額を入札金額とすること。 

４ 入札の無効 

次の入札は、無効とする。 

(1) 横浜市水道局契約規程第２条の規定により読み替えて準用する横浜市契約規則第19条の規定に該当 

する入札 

(2) １に定める入札参加資格を満たさない者が行った入札 

(3) 有資格者名簿における代表者又は受任者以外の名義人によるＩＣカードを用いて行った入札 

(4) ３(4)に定める工事費内訳書の提出をしない者が行った入札、又は３(4) の定めに従わない工事費内

訳書の提出をした者が行った入札 

(5) ６(1)ただし書きの定めにより入札保証金の納付を求める入札において、入札保証金の取扱いに係る

説明書４の各号に該当する入札 

(6) 特定建設共同企業体による入札の場合に、共同企業体協定書兼委任状の提出をしない者が行った入札 

(7) 特定建設共同企業体と当該特定建設共同企業体のいずれかの構成員が同一の案件において入札を行っ

た場合における、当該特定建設共同企業体が行った入札及び当該構成員が行った入札 

(8) 特定建設共同企業体と当該特定建設共同企業体のいずれかの構成員を構成員とする他の特定建設共同

企業体が同一の案件において入札を行った場合、これらの特定建設共同企業体が行った入札 

(9) 中小企業等協同組合と当該中小企業等協同組合のいずれかの組合員が同一の案件において入札を行っ

た場合における、当該中小企業等協同組合が行った入札及び当該組合員が行った入札 

(10) 中小企業等協同組合と当該中小企業等協同組合のいずれかの組合員が加入する他の中小企業等協同

組合が同一の案件において入札を行った場合、これらの中小企業等協同組合が行った入札 

５ 入札参加資格の確認及び落札の決定 

(1) 開札後、工事ごとに定める予定価格の制限の範囲内の価格で最低制限価格（横浜市工事請負契約に係

る最低制限価格取扱要綱第３条第１号中の「合計額に100分の105 を乗じて得た額」を「合計額に100分

の108 を乗じて得た額」と読み替えて算出する。）以上の価格をもって入札を行った者のうち最低の価
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格をもって入札を行った者を落札候補者とし、入札参加者に当該落札候補者名及び当該価格を通知し、

落札の決定は保留する。 

(2) 予定価格の制限の範囲内の価格で最低制限価格以上の価格をもって入札を行った者のうち最低の価格

をもって入札を行った者が２者以上あるときは、電子くじにより落札候補者を決定するものとする。 

(3) 落札決定を保留した後、落札候補者が入札参加資格を満たす者であるかを確認する。 

(4) (3)に規定する確認の結果により、落札候補者の取扱いは次のいずれかによるものとする。 

ア 当該落札候補者が入札参加資格を満たす者であることを確認した場合には、その者を落札者とし、

入札参加者にその旨を通知する。 

イ 当該落札候補者が入札参加資格を満たす者でないことを確認した場合には、その者の入札を無効と

する。この場合、予定価格の制限の範囲内の価格で最低制限価格以上の価格をもって入札した他の者

のうち最低の価格をもって入札をした者を新たに落札候補者とし、(3) の入札参加資格の確認を行う

。以後、落札者が決定するまで同様の手続を繰り返す。 

(5) (3) の入札参加資格の確認にあたっては、当該落札候補者は、工事ごとに定める提出書類を、開札日

（(4) イの定めにより新たに落札候補者になった者については、提出を求めた日）から翌開庁日の午後

５時までの間に財政局契約第一課へ提出し、また確認のために必要な指示に従わなければならない。上

記期間内に書類が提出されない場合又は指示に従わない場合には、当該落札候補者は入札参加資格を満

たす者でないとし、(4) イの手続により落札者を決定する。 

(6) (4) イの手続により、落札候補者の入札を無効とした場合には、入札を無効とした理由を付して、当

該落札候補者に通知する。 

(7) 開札後、落札決定するまでの間に、当該落札候補者が指名停止等措置要綱第２条第１項、第３条又は

第４条に該当した場合（ただし、軽微な事由による停止措置を除く。）には、その者を落札者とせず、

予定価格の制限の範囲内の価格で最低制限価格以上の価格をもって入札した他の者のうち最低の価格を

もって入札した者を新たに落札候補者とする。 

６ 入札保証金及び契約保証金 

(1) 入札保証金はこれを免除する。ただし、工事ごとの注意事項に、入札ボンド制度の試行対象工事であ

る旨の記載がある工事については、入札保証金の納付を求める。この場合、金融機関の入札保証等をも

って入札保証金の納付に代えることができる。また、入札保証保険契約の締結を行い、又は契約保証の

予約を受けた場合は、入札保証金を免除する。入札保証金の納付等に係る書類の提出期限、場所及び方

法等については、入札保証金の取扱いに係る説明書に定めるほか、工事ごとに定める。 

(2) 契約保証金の要否については、工事ごとに定める。 

(3) 契約保証金を求める場合の取扱いについては、入札参加要領第27条から第29条までの規定による。 

７ 契約金の支払方法 

(1) 前金払の有無及び方法並びに部分払の回数は、工事ごとに定める。 

なお、前金払は部分払の回数に含まない。 

(2) 工事ごとに定める前金払の方法が「する（一括）」とある場合には、契約を締結した会計年度におい

て契約金額の10分の４以内の額を支払うとともに、横浜市水道局公共工事の前払金に関する規程第２条

第３項に規定する認定を受けたときには、追加して、契約金額の10分の２以内の額を支払う。また、工

事ごとに定める前金払の方法が「する（各年）」とある場合には、契約で定める各会計年度の出来高予

定額の10分の４以内の額を当該会計年度ごとに支払うとともに、横浜市水道局公共工事の前払金に関す

る規程第２条第３項に規定する認定を受けたときには、追加して、契約で定める各会計年度の出来高予

定額の10分の２以内の額を当該会計年度ごとに支払う。 

  なお、平成25年度における前払金には、消費税の税率の改正による消費税の増加分を含まないものと

する。 

(3) 工期が複数年度に渡る場合の契約金の支払いは、契約期間中の各会計年度において、契約で定める当

該会計年度の支払限度額の範囲内で、出来高に応じて行う。 

  なお、平成25年度における出来高に係る部分払金には、消費税の税率の改正による消費税の増加分を

含まないものとする。 

８ その他 

(1) 建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事に該当するか否

かは、工事ごとに明示する。 

(2) 当該工事に直接関連する他の工事の請負契約を、当該工事の請負契約の相手方と随意契約により締結

する予定がある場合には、工事ごとに明示する。 
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(3) 入札を執行し、落札者が決定したときは、本市の定める契約書の取り交わしをするものとする。この

場合、契約書の作成費用は落札者が負担するものとする。 

(4) 配置技術者の届出後、当該工事が完成するまでの間は、当該技術者の変更はできない。ただし、技術

者の変更が真にやむを得ないと認められる場合で、かつ、新たに配置する技術者が、工事ごとに定める

入札参加資格（変更すべき事由が生じた日を基準日とする。）を満たすと確認された場合はこの限りで

ない。 

(5) 必要と認めるときは入札を延期（入札期間の延長を含む。）し、中止し、又は取り消すことがある。 

(6) 本市の都合により、開札日時を変更する場合、運用基準第14条第４項に定めるとおりとする。 

(7) 開札後、次のいずれかに該当するときは、指名停止等措置要綱第２条の規定により、一般競争参加停

止及び指名停止の措置を行う。 

ア 落札候補者となった者が、正当な理由なく落札者となることを辞退した場合 

イ 落札候補者となった者が、５(5) に定める書類の提出をしない場合 

(8) ５(3) の入札参加資格の確認とあわせて、入札取扱要綱第25条第１項の規定に基づき適格性の審査を

行い、当該工事の請負業者としての適格性に欠ける者と認定された場合は、当該工事の契約は締結しな

いものとする。 

(9) (8)の適格性の審査にあたり、予定されている現場代理人が、工事請負契約約款第11条第２項に定め

る常駐義務を満たさないおそれがある場合は、入札取扱要綱第25条第１項第８号に該当し、適格性に欠

ける者となるので留意すること。 

ただし、工事監督課が同一であり、かつ、監督員と常に携帯電話等により連絡をとれる体制が確保

されている場合で、次のアからウのいずれかに該当するときは、この限りではない。 

ア ２件の工事請負契約の場合で、それぞれの予定価格（消費税及び地方消費税相当額を含む。）が

2,500万円（工種「建築」の工事請負契約の場合は5,000万円）未満のとき。 

イ 工種「建築」の工事請負契約を含まない３件の工事請負契約の場合で、予定価格（消費税及び地

方消費税相当額を含む。）の合計が2,500万円未満であるとき。 

ウ 工種「建築」の工事請負契約を含む３件の工事請負契約の場合で、予定価格（消費税及び地方消

費税相当額を含む。）の合計が5,000万円未満であるとき。ただし、３件の中に、工種「建築」以外

の工事請負契約を含む場合には、工種「建築」以外の工事請負契約の予定価格（消費税及び地方消

費税相当額を含む。）の合計が2,500万円未満であること。 

なお、工事現場への出動体制について制限を設けている工事請負契約、現場説明書に兼任を認めな

い旨を記載している工事請負契約及び設計変更等に伴う契約変更により請負代金額（消費税及び地方

消費税相当額を含む。）が2,500万円（工種「建築」の場合は5,000万円）以上となった工事請負契約

については、現場代理人の他の工事との兼任を認めないものとする。 

(10) (8)の適格性の審査にあたり、開札日において、平成25・26年度の横浜市入札参加資格審査結果（変

更届を提出した場合は、審査が完了し、資格審査申請システムに登録されているもの。）における当該

工事と同工種の元請最高請負実績額が当該工事の工事費（当該工事の予定価格（消費税及び地方消費税

相当額を含む。））の６割に満たず、かつ、当該工事と同工種の下請最高請負実績額が当該工事の工事

費（当該工事の予定価格（消費税及び地方消費税相当額を含む。））の８割に満たない者は、入札取扱

要綱第25条第１項第９号に該当し、適格性に欠ける者となるので留意すること。 

(11) 特定建設共同企業体による入札を行う場合は、入札の前に特定建設共同企業体の情報について横浜

市のホームページから登録（以下「特定ＪＶ登録」という。）を行い、提出書類のうち共同企業体協定

書兼委任状を、入札締切日時までに、横浜市役所内郵便局に到着するよう横浜市財政局契約第一課あて

の書留郵便により郵送し、又は横浜市財政局契約第一課まで持参しなければならない。 

なお、特定ＪＶ登録並びに共同企業体協定書兼委任状の作成及び提出方法等の詳細については、横浜

市のホームページを参照すること。 

(12) その他、この公告に規定のない事項については、横浜市水道局契約規程、横浜市水道局公共工事の

前払金に関する規程、入札取扱要綱、運用基準、入札参加要領及び入札保証金の取扱いに係る説明書等

に定めるところによるものとする。 
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契約番号 １３５２０１０４７８ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
栄町口径１５０ｍｍから３００ｍｍ配水管布設替工事に伴う路面復旧工事 

施工場所 
神奈川区栄町１０番地３５地先から１４番地１地先まで 

工事概要 

アスファルト舗装工４２０ｍ２ ほか 

工期 契約締結の日から５０日間 

予定価格 ３，１７０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

登録工種 ほ装 

格付等級 【ほ装：Ｃ】 

登録細目 【ほ装：一般舗装工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

ほ装工事業に係る主任技術者を施工現場に配置すること。 

当該技術者は開札日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、（２）当該雇用期

間が３か月間経過しており、（３）専任配置を要する他の工事に専任の技術者として従事して

いない者でなければならない。  

その他 

次の入札参加資格を全て満たす者であること。（詳細は公告本文１（４）参照） 

（１）主たる営業所の所在地が、神奈川区、保土ケ谷区又は港北区内のいずれかであるこ 

  と。 

（２）有資格者名簿において企業規模が「中小企業」であること。 

（３）現場代理人は、開札日において、直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、かつ、当該 

  雇用期間が３か月間経過している者であること。 

提出書類 

（１）配置主任技術者・現場代理人（変更）届出書（第７号様式） （２）（１）に記載 

した資格を証明する書類（建設業法に定める技術検定の合格証明書の写し等） （３）配 

置する技術者及び現場代理人の雇用（期間）が確認できる書類（健康保険被保険者証の写 

し又は雇用保険被保険者証の写し等） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２６年 ２月１０日（月）午前 ９時００分から 

平成２６年 ２月１３日（木）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２６年 ２月１４日（金）午前 １１時３０分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 ２回以内 契約保証 免除 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当しない 

注意事項 

（１）入札参加にあたっては、公告本文の記載事項を確認すること。特に、工事費内訳書 

  の作成及び提出、現場代理人の工事現場への常駐並びに最高請負実績額に係る適格性 

  の審査について、公告本文（３（４）、８（９）及び８（１０））に記載があるので 

  留意すること。 

（２）消費税率８％適用に伴う入札金額、予定価格、最低制限価格、前払金及び部分払金 

  の取扱いについて、それぞれ公告本文（３（５）、３（６）、５（１）、７（２）及 

  び７（３））に記載があるので留意すること。 

工事担当課 水道局北部工事課 電話 ０４５－５３１－４３４１ 

契約事務担当課 財政局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６ 
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契約番号 １３５２０１０４７６ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
桂台西二丁目口径１５０ｍｍから３００ｍｍ配水管布設替工事 

施工場所 
栄区桂台西二丁目２番地先から４番９号地先まで 

工事概要 

ダクタイル鋳鉄管布設工（Φ１５０ｍｍ～Φ３００ｍｍ、Ｌ＝２６６ｍ）、給水管取付替 

工一式、管撤去工一式、路面復旧工一式 

工期 契約締結の日から１１０日間 

予定価格 ４１，８８０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

登録工種 上水道 

格付等級 【上水道：Ｂ】 

登録細目 【上水道：上水道工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

土木工事業に係る主任技術者又は監理技術者を施工現場に専任で配置すること。 

当該技術者は開札日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、（２）当該雇用期

間が３か月間経過しており、（３）他の工事に従事していない者でなければならない。  

その他 

次の入札参加資格を全て満たす者であること。（詳細は公告本文１（４）参照） 

（１）主たる営業所の所在地が、中区、港南区、旭区、磯子区、金沢区、戸塚区、栄区、 

  泉区又は瀬谷区内のいずれかであること。 

（２）現場代理人は、開札日において、直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、かつ、当該 

  雇用期間が３か月間経過している者であること。 

提出書類 

（１）配置技術者・現場代理人（変更）届出書（第６号様式） （２）主任技術者を配置 

する場合は、（１）に記載した資格を証明する書類（建設業法に定める技術検定の合格証 

明書の写し等） （３）監理技術者を配置する場合は、監理技術者資格者証の写し及び監 

理技術者講習修了証の写し （４）配置する技術者及び現場代理人の雇用（期間）が確認 

できる書類（健康保険被保険者証の写し又は雇用保険被保険者証の写し等） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２６年 ２月１０日（月）午前 ９時００分から 

平成２６年 ２月１３日（木）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２６年 ２月１４日（金）午前 １１時１５分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 ４回以内 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当する 

注意事項 

（１）入札参加にあたっては、公告本文の記載事項を確認すること。特に、工事費内訳書 

  の作成及び提出、現場代理人の工事現場への常駐並びに最高請負実績額に係る適格性 

  の審査について、公告本文（３（４）、８（９）及び８（１０））に記載があるので 

  留意すること。 

（２）消費税率８％適用に伴う入札金額、予定価格、最低制限価格、前払金及び部分払金 

  の取扱いについて、それぞれ公告本文（３（５）、３（６）、５（１）、７（２）及 

  び７（３））に記載があるので留意すること。 

工事担当課 水道局南部工事課 電話 ０４５－８３３－６７８１ 

契約事務担当課 財政局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６ 
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水道局調達公告第14号 

一般競争入札（工事）の施行 

次のとおり、「野毛町３丁目公園内水道モニュメントポール設置工事」ほか５件の工事について、一般競

争入札を行う。 

平成26年１月28日 

横浜市水道事業管理者 

水道局長 土 井 一 成 

１ 入札参加資格 

入札参加者は、開札日（ただし、基準日を別に定める場合を除く。）において、次に掲げる資格を全て

満たしていなければならない。 

(1) 横浜市水道局契約規程（平成20年３月水道局規程第７号）第２条の規定により読み替えて準用する横

浜市契約規則（昭和39年３月横浜市規則第59号）第３条第１項に掲げる者でないこと及び同条第２項の

規定に基づき横浜市工事請負に関する競争入札取扱要綱（以下「入札取扱要綱」という。）第３条第１

項により定める資格を有する者であること。 

(2) 平成25・26年度横浜市一般競争入札有資格者名簿（工事関係）（以下「有資格者名簿」という。）に

登載されている者であること。 

(3) 横浜市一般競争参加停止及び指名停止等措置要綱（以下「指名停止等措置要綱」という。）に基づく

一般競争参加停止及び指名停止措置を受けていない者であること。 

(4) 工事ごとに定める入札参加資格を全て満たす者であること。 

なお、用語の定義は、次のとおりとする。 

 ア 主たる営業所の所在地 

   有資格者名簿における主たる営業所の所在地が属する行政区をいう。 

 イ 優良工事表彰事業者 

   横浜市優良工事施工会社表彰名簿に登載されている者をいう。 

 ウ 工事成績 

   工事ごとに入札参加資格として定めた工種に係る工事の横浜市請負工事検査事務取扱要綱第７条、

横浜市水道局請負工事検査事務取扱要綱第８条、横浜市交通局請負工事検査事務取扱要綱第８条及び

横浜市病院経営局請負工事検査事務取扱要綱第８条に規定する工事完成検査結果通知書の評定点（工

事ごとに定める期間内に完成した工事が２件以上ある場合は、完成した月が最新月のものを対象とす

る。また、最新月に完成した工事が２件以上ある場合は、最高点のものを対象とする。）をいう。 

 エ 発注者別評価点（主観点） 

   平成25・26年度の横浜市入札参加資格審査結果通知における工種ごとの発注者別評価点（主観点）

をいう。 

 オ 横浜型地域貢献企業 

   横浜型地域貢献企業として認定されている者をいう。 

 カ 建設機械所有事業者 

   ブルドーザー、ドーザーショベル、掘削機、モーターグレーダー、トラッククレーン、クローラー

クレーン、油圧式クレーン、クレーン付きトラック、タイヤショベル又は振動ローラーを所有してい

る者又は長期の賃貸借契約（契約期間中であり、かつ契約始期から契約終期までが１年を超える賃貸

借契約に限る。）をしている者をいう。  

 キ 災害協力事業者 

   災害協力事業者名簿に登載されている者をいう。 

(5) ＩＣカードを購入し、電子入札システムにより利用者登録を行った者であること。 

(6) その他、詳細については横浜市水道局契約規程、入札取扱要綱、横浜市電子入札運用基準（工事請負

関係）（以下「運用基準」という。）及び横浜市工事請負等競争入札参加要領（以下「入札参加要領」

という。）等に定めるところによる。 

２ 入札参加手続等 

(1) 入札に参加するための事前の入札参加申請手続は要しない。ただし、６(1)ただし書きの定めにより

入札保証金の納付を求める場合及び８(11)に定める場合を除く。 

(2) 設計図書のダウンロード等 

ア 設計図書の購入先・申込期限欄において、「電子図渡しを行う」としている案件（以下「電子図渡
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し案件」という。）については、横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードする

こと。 

イ 電子図渡し案件以外の案件については、工事ごとに定める期間において、設計図書を購入しなけれ

ばならない。設計図書の購入先及び購入の申込期間は工事ごとに定める。また、工事ごとに定める期

間において、工事担当課において設計図書を閲覧に供する。 

ウ 設計図書購入の申込手続については、横浜市のホームページを参照すること。 

(3) １に掲げる入札参加資格の確認は、開札後に資格を確認する必要があると認める者について行う。 

３ 入札方法等 

(1) 入札期間及び開札予定日時については、工事ごとに定める。 

(2) 入札参加者は、定められた期間内において、電子入札システムにより入札書を提出すること。また、

郵便による入札は認めない。 

(3) 電子入札システムによらない入札参加については、運用基準第７条に定める場合を除き、認めない。 

(4) 入札にあたっては、別途指定がある場合を除き、工事費内訳書を電子ファイル化し、電子入札システ

ムを通じて入札書提出の際に添付すること。工事費内訳書の提出については、運用基準第13条を参照す

ること。また、工事費内訳書の合計金額は、入札金額と一致させること。 

なお、工事費内訳書とは、本市が工事ごとに定めた設計書のうち、工事内訳及び中科目別内訳（以下

「中科目別内訳書」という。）又は本工事内訳書（中科目別内訳書又は本工事内訳書がないものは同

等の内訳。以下同じ。）に記載した項目及び数量と一致した項目及び数量が明示されているもので、

かつ、中科目別内訳書又は本工事内訳書よりも詳細な内訳が明示されたものをいう。 

(5) 落札決定にあたっては、入札金額に当該金額の100分の５に相当する額を加算した金額（当該金額に

１円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てた金額）をもって落札価格とするので、入札参加者

は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった契約希

望金額の105分の100に相当する金額を入札金額とすること。 

(6) 入札の回数は１回とする。 

なお、開札をした結果、各者の入札のうち予定価格の制限の範囲内の入札がないときは、当該入札を

不調とする。 

(7) 合併入札の場合には、合併の対象となる全ての工事の合計金額を入札金額とすること。 

４ 入札の無効 

次の入札は、無効とする。 

(1) 横浜市水道局契約規程第２条の規定により読み替えて準用する横浜市契約規則第19条の規定に該当 

する入札 

(2) １に定める入札参加資格を満たさない者が行った入札 

(3) 有資格者名簿における代表者又は受任者以外の名義人によるＩＣカードを用いて行った入札 

(4) ３(4)に定める工事費内訳書の提出をしない者が行った入札、又は３(4) の定めに従わない工事費内

訳書の提出をした者が行った入札 

(5) ６(1)ただし書きの定めにより入札保証金の納付を求める入札において、入札保証金の取扱いに係る

説明書４の各号に該当する入札 

(6) 特定建設共同企業体による入札の場合に、共同企業体協定書兼委任状の提出をしない者が行った入札 

(7) 特定建設共同企業体と当該特定建設共同企業体のいずれかの構成員が同一の案件において入札を行っ

た場合における、当該特定建設共同企業体が行った入札及び当該構成員が行った入札 

(8) 特定建設共同企業体と当該特定建設共同企業体のいずれかの構成員を構成員とする他の特定建設共同

企業体が同一の案件において入札を行った場合、これらの特定建設共同企業体が行った入札 

(9) 中小企業等協同組合と当該中小企業等協同組合のいずれかの組合員が同一の案件において入札を行っ

た場合における、当該中小企業等協同組合が行った入札及び当該組合員が行った入札 

(10) 中小企業等協同組合と当該中小企業等協同組合のいずれかの組合員が加入する他の中小企業等協同

組合が同一の案件において入札を行った場合、これらの中小企業等協同組合が行った入札 

５ 入札参加資格の確認及び落札の決定 

(1) 開札後、工事ごとに定める予定価格の制限の範囲内の価格で最低制限価格以上の価格をもって入札を

行った者のうち最低の価格をもって入札を行った者を落札候補者とし、入札参加者に当該落札候補者名

及び当該価格を通知し、落札の決定は保留する。 

(2) 予定価格の制限の範囲内の価格で最低制限価格以上の価格をもって入札を行った者のうち最低の価格

をもって入札を行った者が２者以上あるときは、電子くじにより落札候補者を決定するものとする。 
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(3) 落札決定を保留した後、落札候補者が入札参加資格を満たす者であるかを確認する。 

(4) (3)に規定する確認の結果により、落札候補者の取扱いは次のいずれかによるものとする。 

ア 当該落札候補者が入札参加資格を満たす者であることを確認した場合には、その者を落札者とし、

入札参加者にその旨を通知する。 

イ 当該落札候補者が入札参加資格を満たす者でないことを確認した場合には、その者の入札を無効と

する。この場合、予定価格の制限の範囲内の価格で最低制限価格以上の価格をもって入札した他の者

のうち最低の価格をもって入札をした者を新たに落札候補者とし、(3) の入札参加資格の確認を行う

。以後、落札者が決定するまで同様の手続を繰り返す。 

(5) (3) の入札参加資格の確認にあたっては、当該落札候補者は、工事ごとに定める提出書類を、開札日

（(4) イの定めにより新たに落札候補者になった者については、提出を求めた日）から翌開庁日の午後

５時までの間に財政局契約第一課へ提出し、また確認のために必要な指示に従わなければならない。上

記期間内に書類が提出されない場合又は指示に従わない場合には、当該落札候補者は入札参加資格を満

たす者でないとし、(4) イの手続により落札者を決定する。 

(6) (4) イの手続により、落札候補者の入札を無効とした場合には、入札を無効とした理由を付して、当

該落札候補者に通知する。 

(7) 開札後、落札決定するまでの間に、当該落札候補者が指名停止等措置要綱第２条第１項、第３条又は

第４条に該当した場合（ただし、軽微な事由による停止措置を除く。）には、その者を落札者とせず、

予定価格の制限の範囲内の価格で最低制限価格以上の価格をもって入札した他の者のうち最低の価格を

もって入札した者を新たに落札候補者とする。 

６ 入札保証金及び契約保証金 

(1) 入札保証金はこれを免除する。ただし、工事ごとの注意事項に、入札ボンド制度の試行対象工事であ

る旨の記載がある工事については、入札保証金の納付を求める。この場合、金融機関の入札保証等をも

って入札保証金の納付に代えることができる。また、入札保証保険契約の締結を行い、又は契約保証の

予約を受けた場合は、入札保証金を免除する。入札保証金の納付等に係る書類の提出期限、場所及び方

法等については、入札保証金の取扱いに係る説明書に定めるほか、工事ごとに定める。 

(2) 契約保証金の要否については、工事ごとに定める。 

(3) 契約保証金を求める場合の取扱いについては、入札参加要領第27条から第29条までの規定による。 

７ 契約金の支払方法 

(1) 前金払の有無及び方法並びに部分払の回数は、工事ごとに定める。 

なお、前金払は部分払の回数に含まない。 

(2) 工事ごとに定める前金払の方法が「する（一括）」とある場合には、契約を締結した会計年度におい

て契約金額の10分の４以内の額を支払うとともに、横浜市水道局公共工事の前払金に関する規程第２条

第３項に規定する認定を受けたときには、追加して、契約金額の10分の２以内の額を支払う。また、工

事ごとに定める前金払の方法が「する（各年）」とある場合には、契約で定める各会計年度の出来高予

定額の10分の４以内の額を当該会計年度ごとに支払うとともに、横浜市水道局公共工事の前払金に関す

る規程第２条第３項に規定する認定を受けたときには、追加して、契約で定める各会計年度の出来高予

定額の10分の２以内の額を当該会計年度ごとに支払う。 

(3) 工期が複数年度に渡る場合の契約金の支払いは、契約期間中の各会計年度において、契約で定める当

該会計年度の支払限度額の範囲内で、出来高に応じて行う。 

８ その他 

(1) 建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事に該当するか否

かは、工事ごとに明示する。 

(2) 当該工事に直接関連する他の工事の請負契約を、当該工事の請負契約の相手方と随意契約により締結

する予定がある場合には、工事ごとに明示する。 

(3) 入札を執行し、落札者が決定したときは、本市の定める契約書の取り交わしをするものとする。この

場合、契約書の作成費用は落札者が負担するものとする。 

(4) 配置技術者の届出後、当該工事が完成するまでの間は、当該技術者の変更はできない。ただし、技術

者の変更が真にやむを得ないと認められる場合で、かつ、新たに配置する技術者が、工事ごとに定める

入札参加資格（変更すべき事由が生じた日を基準日とする。）を満たすと確認された場合はこの限りで

ない。 

(5) 必要と認めるときは入札を延期（入札期間の延長を含む。）し、中止し、又は取り消すことがある。 

(6) 本市の都合により、開札日時を変更する場合、運用基準第14条第４項に定めるとおりとする。 
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(7) 開札後、次のいずれかに該当するときは、指名停止等措置要綱第２条の規定により、一般競争参加停

止及び指名停止の措置を行う。 

ア 落札候補者となった者が、正当な理由なく落札者となることを辞退した場合 

イ 落札候補者となった者が、５(5) に定める書類の提出をしない場合 

(8) ５(3) の入札参加資格の確認とあわせて、入札取扱要綱第25条第１項の規定に基づき適格性の審査を

行い、当該工事の請負業者としての適格性に欠ける者と認定された場合は、当該工事の契約は締結しな

いものとする。 

(9) (8)の適格性の審査にあたり、予定されている現場代理人が、工事請負契約約款第11条第２項に定め

る常駐義務を満たさないおそれがある場合は、入札取扱要綱第25条第１項第８号に該当し、適格性に欠

ける者となるので留意すること。 

ただし、工事監督課が同一であり、かつ、監督員と常に携帯電話等により連絡をとれる体制が確保

されている場合で、次のアからウのいずれかに該当するときは、この限りではない。 

ア ２件の工事請負契約の場合で、それぞれの予定価格（消費税及び地方消費税相当額を含む。）が

2,500万円（工種「建築」の工事請負契約の場合は5,000万円）未満のとき。 

イ 工種「建築」の工事請負契約を含まない３件の工事請負契約の場合で、予定価格（消費税及び地

方消費税相当額を含む。）の合計が2,500万円未満であるとき。 

ウ 工種「建築」の工事請負契約を含む３件の工事請負契約の場合で、予定価格（消費税及び地方消

費税相当額を含む。）の合計が5,000万円未満であるとき。ただし、３件の中に、工種「建築」以外

の工事請負契約を含む場合には、工種「建築」以外の工事請負契約の予定価格（消費税及び地方消

費税相当額を含む。）の合計が2,500万円未満であること。 

なお、工事現場への出動体制について制限を設けている工事請負契約、現場説明書に兼任を認めな

い旨を記載している工事請負契約及び設計変更等に伴う契約変更により請負代金額（消費税及び地方

消費税相当額を含む。）が2,500万円（工種「建築」の場合は5,000万円）以上となった工事請負契約

については、現場代理人の他の工事との兼任を認めないものとする。 

(10) (8)の適格性の審査にあたり、開札日において、平成25・26年度の横浜市入札参加資格審査結果（変

更届を提出した場合は、審査が完了し、資格審査申請システムに登録されているもの。）における当該

工事と同工種の元請最高請負実績額が当該工事の工事費（当該工事の予定価格（消費税及び地方消費税

相当額を含む。））の６割に満たず、かつ、当該工事と同工種の下請最高請負実績額が当該工事の工事

費（当該工事の予定価格（消費税及び地方消費税相当額を含む。））の８割に満たない者は、入札取扱

要綱第25条第１項第９号に該当し、適格性に欠ける者となるので留意すること。 

(11) 特定建設共同企業体による入札を行う場合は、入札の前に特定建設共同企業体の情報について横浜

市のホームページから登録（以下「特定ＪＶ登録」という。）を行い、提出書類のうち共同企業体協定

書兼委任状を、入札締切日時までに、横浜市役所内郵便局に到着するよう横浜市財政局契約第一課あて

の書留郵便により郵送し、又は横浜市財政局契約第一課まで持参しなければならない。 

なお、特定ＪＶ登録並びに共同企業体協定書兼委任状の作成及び提出方法等の詳細については、横浜

市のホームページを参照すること。 

(12) その他、この公告に規定のない事項については、横浜市水道局契約規程、横浜市水道局公共工事の

前払金に関する規程、入札取扱要綱、運用基準、入札参加要領及び入札保証金の取扱いに係る説明書等

に定めるところによるものとする。 
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契約番号 １３５２０１０４７１ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
野毛町３丁目公園内水道モニュメントポール設置工事 

施工場所 
中区野毛町３丁目１６０番地５ 

工事概要 

立入防護用ポール設置工一式 

工期 契約締結の日から平成２６年 ３月１４日まで 

予定価格 ５５０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

登録工種 土木 

格付等級 【土木：Ｃ】 

登録細目 【土木：一般土木工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

土木工事業に係る主任技術者を施工現場に配置すること。 

当該技術者は開札日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、（２）当該雇用期

間が３か月間経過しており、（３）専任配置を要する他の工事に専任の技術者として従事して

いない者でなければならない。  

その他 

次の入札参加資格を全て満たす者であること。（詳細は公告本文１（４）参照） 

（１）主たる営業所の所在地が、西区、中区又は磯子区内のいずれかであること。 

（２）有資格者名簿において企業規模が「中小企業」であること。 

（３）現場代理人は、開札日において、直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、かつ、当該 

  雇用期間が３か月間経過している者であること。 

提出書類 

（１）配置主任技術者・現場代理人（変更）届出書（第７号様式） （２）（１）に記載 

した資格を証明する書類（建設業法に定める技術検定の合格証明書の写し等） （３）配 

置する技術者及び現場代理人の雇用（期間）が確認できる書類（健康保険被保険者証の写 

し又は雇用保険被保険者証の写し等） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２６年 ２月１０日（月）午前 ９時００分から 

平成２６年 ２月１３日（木）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２６年 ２月１４日（金）午前 １１時１５分  

支払い条件 前金払 しない 部分払 しない 契約保証 免除 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当しない 

注意事項 

入札参加にあたっては、公告本文の記載事項を確認すること。特に、工事費内訳書の作成 

及び提出、現場代理人の工事現場への常駐並びに最高請負実績額に係る適格性の審査につ 

いて、公告本文（３（４）、８（９）及び８（１０））に記載があるので留意すること。 

工事担当課 水道局中部第一給水維持課 電話 ０４５－２５２－９１４６ 

契約事務担当課 財政局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６ 
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契約番号 １３５２０１０４７７ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
二ツ橋町ほか１か所口径１００ｍｍから３００ｍｍ配水管布設替跡路面復旧工事 

施工場所 
瀬谷区宮沢二丁目２６番地８地先から宮沢三丁目９番地３５地先まで 

工事概要 

アスファルト舗装工２，８３７ｍ２、区画線設置工Ｌ＝１，９２０ｍ ほか 

工期 契約締結の日から平成２６年 ３月３１日まで 

予定価格 ２８，０００，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

登録工種 ほ装 

格付等級 【ほ装：Ｂ】 

登録細目 【ほ装：一般舗装工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

ほ装工事業に係る主任技術者又は監理技術者を施工現場に専任で配置すること。 

当該技術者は開札日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、（２）当該雇用期

間が３か月間経過しており、（３）他の工事に従事していない者でなければならない。  

その他 

次の入札参加資格を全て満たす者であること。（詳細は公告本文１（４）参照） 

（１）主たる営業所の所在地が、西区、中区、南区、港南区、磯子区、金沢区、戸塚区、 

  栄区、泉区又は瀬谷区内のいずれかであること。 

（２）現場代理人は、開札日において、直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、かつ、当該 

  雇用期間が３か月間経過している者であること。 

提出書類 

（１）配置技術者・現場代理人（変更）届出書（第６号様式） （２）主任技術者を配置 

する場合は、（１）に記載した資格を証明する書類（建設業法に定める技術検定の合格証 

明書の写し等） （３）監理技術者を配置する場合は、監理技術者資格者証の写し及び監 

理技術者講習修了証の写し （４）配置する技術者及び現場代理人の雇用（期間）が確認 

できる書類（健康保険被保険者証の写し又は雇用保険被保険者証の写し等） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２６年 ２月１０日（月）午前 ９時００分から 

平成２６年 ２月１３日（木）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２６年 ２月１４日（金）午前 １１時３０分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 ２回以内 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当する 

注意事項 

入札参加にあたっては、公告本文の記載事項を確認すること。特に、工事費内訳書の作成 

及び提出、現場代理人の工事現場への常駐並びに最高請負実績額に係る適格性の審査につ 

いて、公告本文（３（４）、８（９）及び８（１０））に記載があるので留意すること。 

工事担当課 水道局西部工事課 電話 ０４５－３６３－２６４１ 

契約事務担当課 財政局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６ 
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契約番号 １３５２０１０４７５ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
三保配水池ほか次亜設備液位計修繕工事（その２） 

施工場所 
緑区三保町３８４番地ほか１か所 

工事概要 

次亜貯留槽液位計交換工４台 

工期 契約締結の日から平成２６年 ３月２８日まで 

予定価格 ３，７２０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

登録工種 電気 

格付等級 【電気：Ａ又はＢ】 

登録細目 【電気：電気設備工事】 

所在地区分 市内、準市内又は市外 

技術者 

電気工事業に係る主任技術者を施工現場に配置すること。 

当該技術者は開札日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、（２）当該雇用期

間が３か月間経過しており、（３）専任配置を要する他の工事に専任の技術者として従事して

いない者でなければならない。  

その他 

次の入札参加資格を全て満たす者であること。（詳細は公告本文１（４）参照） 

（１）平成１０年４月１日以降に完成した、計装設備工事の元請としての施工実績を有す 

  ること。 

（２）現場代理人は、開札日において、直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、かつ、当該 

  雇用期間が３か月間経過している者であること。 

提出書類 

（１）配置主任技術者・現場代理人（変更）届出書（第７号様式） （２）（１）に記載 

した資格を証明する書類（建設業法に定める技術検定の合格証明書の写し等） （３）配 

置する技術者及び現場代理人の雇用（期間）が確認できる書類（健康保険被保険者証の写 

し又は雇用保険被保険者証の写し等） （４）施工実績調書（工事内容欄に入札参加資格 

に定められた施工実績を記入し、併せて、その実績を証明する契約書及び設計図書の写し 

等の書類を添付すること。） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２６年 ２月 ７日（金）午前 ９時００分から 

平成２６年 ２月１２日（水）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２６年 ２月１３日（木）午前 １０時００分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 しない 契約保証 免除 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当しない 

注意事項 

（１）入札参加にあたっては、公告本文の記載事項を確認すること。特に、工事費内訳書 

  の作成及び提出、現場代理人の工事現場への常駐並びに最高請負実績額に係る適格性 

  の審査について、公告本文（３（４）、８（９）及び８（１０））に記載があるので 

  留意すること。 

（２）本件工事は、入札の不調による再度の発注である。 

工事担当課 水道局川井浄水場 電話 ０４５－９２１－１１７４ 

契約事務担当課 財政局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６ 
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契約番号 １３５２０１０４７９ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
谷ヶ原取水所水位計修繕工事 

施工場所 
相模原市緑区谷ヶ原２丁目７番５号 

工事概要 

超音波式水位計交換工２台 

工期 契約締結の日から平成２６年 ３月２６日まで 

予定価格 ２，０２０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

登録工種 電気 

格付等級 【電気：Ａ又はＢ】 

登録細目 【電気：電気設備工事】 

所在地区分 市内、準市内又は市外 

技術者 

電気工事業に係る主任技術者を施工現場に配置すること。 

当該技術者は開札日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、（２）当該雇用期

間が３か月間経過しており、（３）専任配置を要する他の工事に専任の技術者として従事して

いない者でなければならない。  

その他 

次の入札参加資格を全て満たす者であること。（詳細は公告本文１（４）参照） 

（１）平成１０年４月１日以降に完成した、計装設備工事の元請としての施工実績を有す 

  ること。 

（２）現場代理人は、開札日において、直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、かつ、当該 

  雇用期間が３か月間経過している者であること。 

提出書類 

（１）配置主任技術者・現場代理人（変更）届出書（第７号様式） （２）（１）に記載 

した資格を証明する書類（建設業法に定める技術検定の合格証明書の写し等） （３）配 

置する技術者及び現場代理人の雇用（期間）が確認できる書類（健康保険被保険者証の写 

し又は雇用保険被保険者証の写し等） （４）施工実績調書（工事内容欄に入札参加資格 

に定められた施工実績を記入し、併せて、その実績を証明する契約書及び設計図書の写し 

等の書類を添付すること。） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２６年 ２月１０日（月）午前 ９時００分から 

平成２６年 ２月１３日（木）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２６年 ２月１４日（金）午前 １１時００分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 しない 契約保証 免除 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当しない 

注意事項 

（１）入札参加にあたっては、公告本文の記載事項を確認すること。特に、工事費内訳書 

  の作成及び提出、現場代理人の工事現場への常駐並びに最高請負実績額に係る適格性 

  の審査について、公告本文（３（４）、８（９）及び８（１０））に記載があるので 

  留意すること。 

（２）本件工事は、入札の不調による再度の発注である。 

工事担当課 水道局川井浄水場 電話 ０４５－９２１－１１７４ 

契約事務担当課 財政局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６ 
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契約番号 １３５２０１０４７４ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
川井浄水場採水配管修繕工事 

施工場所 
旭区上川井町２５５５番地 

工事概要 

採水配管修繕工一式 

工期 契約締結の日から平成２６年 ３月２６日まで 

予定価格 ９，３４０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

登録工種 機械器具設置 

格付等級 - 

登録細目 【機械器具設置：プラント配管工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

水道施設工事業又は管工事業に係る主任技術者を施工現場に配置すること。 

当該技術者は開札日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、（２）当該雇用期

間が３か月間経過しており、（３）専任配置を要する他の工事に専任の技術者として従事して

いない者でなければならない。  

その他 

現場代理人は、開札日において、直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、かつ、当該雇用期 

間が３か月間経過している者であること。 

提出書類 

（１）配置主任技術者・現場代理人（変更）届出書（第７号様式） （２）（１）に記載 

した資格を証明する書類（建設業法に定める技術検定の合格証明書の写し等） （３）配 

置する技術者及び現場代理人の雇用（期間）が確認できる書類（健康保険被保険者証の写 

し又は雇用保険被保険者証の写し等） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２６年 ２月 ７日（金）午前 ９時００分から 

平成２６年 ２月１２日（水）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２６年 ２月１３日（木）午前 １０時００分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 しない 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当する 

注意事項 

入札参加にあたっては、公告本文の記載事項を確認すること。特に、工事費内訳書の作成 

及び提出、現場代理人の工事現場への常駐並びに最高請負実績額に係る適格性の審査につ 

いて、公告本文（３（４）、８（９）及び８（１０））に記載があるので留意すること。 

工事担当課 水道局川井浄水場 電話 ０４５－９２１－１１７４ 

契約事務担当課 財政局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６ 
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契約番号 １３５２０１０４７３ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
峰配水池雑排水ポンプ修繕工事 

施工場所 
磯子区洋光台六丁目１０番１８号 

工事概要 

雑排水ポンプ修繕工一式 

工期 契約締結の日から平成２６年 ３月３１日まで 

予定価格 １，２５０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

登録工種 機械器具設置 

格付等級 - 

登録細目 【機械器具設置：ポンプ工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

機械器具設置工事業、水道施設工事業又は管工事業に係る主任技術者を施工現場に配置するこ

と。 

当該技術者は開札日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、（２）当該雇用期

間が３か月間経過しており、（３）専任配置を要する他の工事に専任の技術者として従事して

いない者でなければならない。  

その他 

現場代理人は、開札日において、直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、かつ、当該雇用期 

間が３か月間経過している者であること。 

提出書類 

（１）配置主任技術者・現場代理人（変更）届出書（第７号様式） （２）（１）に記載 

した資格を証明する書類（建設業法に定める技術検定の合格証明書の写し等） （３）配 

置する技術者及び現場代理人の雇用（期間）が確認できる書類（健康保険被保険者証の写 

し又は雇用保険被保険者証の写し等） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２６年 ２月１０日（月）午前 ９時００分から 

平成２６年 ２月１３日（木）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２６年 ２月１４日（金）午前 ９時３０分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 しない 契約保証 免除 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当しない 

注意事項 

入札参加にあたっては、公告本文の記載事項を確認すること。特に、工事費内訳書の作成 

及び提出、現場代理人の工事現場への常駐並びに最高請負実績額に係る適格性の審査につ 

いて、公告本文（３（４）、８（９）及び８（１０））に記載があるので留意すること。 

工事担当課 水道局小雀浄水場 電話 ０４５－８５１－１７３１ 

契約事務担当課 財政局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６ 
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交通局調達公告第11号 

一般競争入札（工事）の施行（消費税率８％適用） 

次のとおり、「センター南駅連絡橋通路設置その他工事（電気設備工事）」について、一般競争入札を行

う。 

平成26年１月28日 

横浜市交通事業管理者 

交通局長 二 見 良 之 

１ 入札参加資格 

入札参加者は、開札日（ただし、基準日を別に定める場合を除く。）において、次に掲げる資格を全て

満たしていなければならない。 

(1) 横浜市交通局契約規程（平成20年３月交通局規程第11号）第２条の規定により読み替えて準用する横

浜市契約規則（昭和39年３月横浜市規則第59号）第３条第１項に掲げる者でないこと及び同条第２項の

規定に基づき横浜市工事請負に関する競争入札取扱要綱（以下「入札取扱要綱」という。）第３条第１

項により定める資格を有する者であること。 

(2) 平成25・26年度横浜市一般競争入札有資格者名簿（工事関係）（以下「有資格者名簿」という。）に

登載されている者であること。 

(3) 横浜市一般競争参加停止及び指名停止等措置要綱（以下「指名停止等措置要綱」という。）に基づく

一般競争参加停止及び指名停止措置を受けていない者であること。 

(4) 工事ごとに定める入札参加資格を全て満たす者であること。 

なお、用語の定義は、次のとおりとする。 

 ア 主たる営業所の所在地 

   有資格者名簿における主たる営業所の所在地が属する行政区をいう。 

 イ 優良工事表彰事業者 

   横浜市優良工事施工会社表彰名簿に登載されている者をいう。 

 ウ 工事成績 

   工事ごとに入札参加資格として定めた工種に係る工事の横浜市請負工事検査事務取扱要綱第７条、

横浜市水道局請負工事検査事務取扱要綱第８条、横浜市交通局請負工事検査事務取扱要綱第８条及び

横浜市病院経営局請負工事検査事務取扱要綱第８条に規定する工事完成検査結果通知書の評定点（工

事ごとに定める期間内に完成した工事が２件以上ある場合は、完成した月が最新月のものを対象とす

る。また、最新月に完成した工事が２件以上ある場合は、最高点のものを対象とする。）をいう。 

 エ 発注者別評価点（主観点） 

   平成25・26年度の横浜市入札参加資格審査結果通知における工種ごとの発注者別評価点（主観点）

をいう。 

 オ 横浜型地域貢献企業 

   横浜型地域貢献企業として認定されている者をいう。 

 カ 建設機械所有事業者 

   ブルドーザー、ドーザーショベル、掘削機、モーターグレーダー、トラッククレーン、クローラー

クレーン、油圧式クレーン、クレーン付きトラック、タイヤショベル又は振動ローラーを所有してい

る者又は長期の賃貸借契約（契約期間中であり、かつ契約始期から契約終期までが１年を超える賃貸

借契約に限る。）をしている者をいう。  

 キ 災害協力事業者 

   災害協力事業者名簿に登載されている者をいう。 

(5) ＩＣカードを購入し、電子入札システムにより利用者登録を行った者であること。 

(6) その他、詳細については横浜市交通局契約規程、入札取扱要綱、横浜市電子入札運用基準（工事請負

関係）（以下「運用基準」という。）及び横浜市工事請負等競争入札参加要領（以下「入札参加要領」

という。）等に定めるところによる。 

２ 入札参加手続等 

(1) 入札に参加するための事前の入札参加申請手続は要しない。ただし、６(1)ただし書きの定めにより

入札保証金の納付を求める場合及び８(11)に定める場合を除く。 

交 通 局 
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(2) 設計図書のダウンロード等 

ア 設計図書の購入先・申込期限欄において、「電子図渡しを行う」としている案件（以下「電子図渡

し案件」という。）については、横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードする

こと。 

イ 電子図渡し案件以外の案件については、工事ごとに定める期間において、設計図書を購入しなけれ

ばならない。設計図書の購入先及び購入の申込期間は工事ごとに定める。また、工事ごとに定める期

間において、工事担当課において設計図書を閲覧に供する。 

ウ 設計図書購入の申込手続については、横浜市のホームページを参照すること。 

(3) １に掲げる入札参加資格の確認は、開札後に資格を確認する必要があると認める者について行う。 

３ 入札方法等 

(1) 入札期間及び開札予定日時については、工事ごとに定める。 

(2) 入札参加者は、定められた期間内において、電子入札システムにより入札書を提出すること。また、

郵便による入札は認めない。 

(3) 電子入札システムによらない入札参加については、運用基準第７条に定める場合を除き、認めない。 

(4) 入札にあたっては、別途指定がある場合を除き、工事費内訳書を電子ファイル化し、電子入札システ

ムを通じて入札書提出の際に添付すること。工事費内訳書の提出については、運用基準第13条を参照す

ること。また、工事費内訳書の合計金額は、入札金額と一致させること。 

なお、工事費内訳書とは、本市が工事ごとに定めた設計書のうち、工事内訳及び中科目別内訳（以下

「中科目別内訳書」という。）又は本工事内訳書（中科目別内訳書又は本工事内訳書がないものは同

等の内訳。以下同じ。）に記載した項目及び数量と一致した項目及び数量が明示されているもので、

かつ、中科目別内訳書又は本工事内訳書よりも詳細な内訳が明示されたものをいう。 

(5) 落札決定にあたっては、入札金額に当該金額の100分の８に相当する額を加算した金額（当該金額に

１円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てた金額）をもって落札価格とするので、入札参加者

は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった契約希

望金額の108分の100に相当する金額を入札金額とすること。 

(6) 入札の回数は１回とする。 

なお、開札をした結果、各者の入札のうち予定価格（消費税及び地方消費税を合わせた税率を８％で

算出する。）の制限の範囲内の入札がないときは、当該入札を不調とする。 

(7) 合併入札の場合には、合併の対象となる全ての工事の合計金額を入札金額とすること。 

４ 入札の無効 

次の入札は、無効とする。 

(1) 横浜市交通局契約規程第２条の規定により読み替えて準用する横浜市契約規則第19条の規定に該当 

する入札 

(2) １に定める入札参加資格を満たさない者が行った入札 

(3) 有資格者名簿における代表者又は受任者以外の名義人によるＩＣカードを用いて行った入札 

(4) ３(4)に定める工事費内訳書の提出をしない者が行った入札、又は３(4) の定めに従わない工事費内

訳書の提出をした者が行った入札 

(5) ６(1)ただし書きの定めにより入札保証金の納付を求める入札において、入札保証金の取扱いに係る

説明書４の各号に該当する入札 

(6) 特定建設共同企業体による入札の場合に、共同企業体協定書兼委任状の提出をしない者が行った入札 

(7) 特定建設共同企業体と当該特定建設共同企業体のいずれかの構成員が同一の案件において入札を行っ

た場合における、当該特定建設共同企業体が行った入札及び当該構成員が行った入札 

(8) 特定建設共同企業体と当該特定建設共同企業体のいずれかの構成員を構成員とする他の特定建設共同

企業体が同一の案件において入札を行った場合、これらの特定建設共同企業体が行った入札 

(9) 中小企業等協同組合と当該中小企業等協同組合のいずれかの組合員が同一の案件において入札を行っ

た場合における、当該中小企業等協同組合が行った入札及び当該組合員が行った入札 

(10) 中小企業等協同組合と当該中小企業等協同組合のいずれかの組合員が加入する他の中小企業等協同

組合が同一の案件において入札を行った場合、これらの中小企業等協同組合が行った入札 

５ 入札参加資格の確認及び落札の決定 

(1) 開札後、工事ごとに定める予定価格の制限の範囲内の価格で最低制限価格（横浜市工事請負契約に係

る最低制限価格取扱要綱第３条第１号中の「合計額に100分の105 を乗じて得た額」を「合計額に100分

の108 を乗じて得た額」と読み替えて算出する。）以上の価格をもって入札を行った者のうち最低の価
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格をもって入札を行った者を落札候補者とし、入札参加者に当該落札候補者名及び当該価格を通知し、

落札の決定は保留する。 

(2) 予定価格の制限の範囲内の価格で最低制限価格以上の価格をもって入札を行った者のうち最低の価格

をもって入札を行った者が２者以上あるときは、電子くじにより落札候補者を決定するものとする。 

(3) 落札決定を保留した後、落札候補者が入札参加資格を満たす者であるかを確認する。 

(4) (3)に規定する確認の結果により、落札候補者の取扱いは次のいずれかによるものとする。 

ア 当該落札候補者が入札参加資格を満たす者であることを確認した場合には、その者を落札者とし、

入札参加者にその旨を通知する。 

イ 当該落札候補者が入札参加資格を満たす者でないことを確認した場合には、その者の入札を無効と

する。この場合、予定価格の制限の範囲内の価格で最低制限価格以上の価格をもって入札した他の者

のうち最低の価格をもって入札をした者を新たに落札候補者とし、(3) の入札参加資格の確認を行う

。以後、落札者が決定するまで同様の手続を繰り返す。 

(5) (3) の入札参加資格の確認にあたっては、当該落札候補者は、工事ごとに定める提出書類を、開札日

（(4) イの定めにより新たに落札候補者になった者については、提出を求めた日）から翌開庁日の午後

５時までの間に財政局契約第一課へ提出し、また確認のために必要な指示に従わなければならない。上

記期間内に書類が提出されない場合又は指示に従わない場合には、当該落札候補者は入札参加資格を満

たす者でないとし、(4) イの手続により落札者を決定する。 

(6) (4) イの手続により、落札候補者の入札を無効とした場合には、入札を無効とした理由を付して、当

該落札候補者に通知する。 

(7) 開札後、落札決定するまでの間に、当該落札候補者が指名停止等措置要綱第２条第１項、第３条又は

第４条に該当した場合（ただし、軽微な事由による停止措置を除く。）には、その者を落札者とせず、

予定価格の制限の範囲内の価格で最低制限価格以上の価格をもって入札した他の者のうち最低の価格を

もって入札した者を新たに落札候補者とする。 

６ 入札保証金及び契約保証金 

(1) 入札保証金はこれを免除する。ただし、工事ごとの注意事項に、入札ボンド制度の試行対象工事であ

る旨の記載がある工事については、入札保証金の納付を求める。この場合、金融機関の入札保証等をも

って入札保証金の納付に代えることができる。また、入札保証保険契約の締結を行い、又は契約保証の

予約を受けた場合は、入札保証金を免除する。入札保証金の納付等に係る書類の提出期限、場所及び方

法等については、入札保証金の取扱いに係る説明書に定めるほか、工事ごとに定める。 

(2) 契約保証金の要否については、工事ごとに定める。 

(3) 契約保証金を求める場合の取扱いについては、入札参加要領第27条から第29条までの規定による。 

７ 契約金の支払方法 

(1) 前金払の有無及び方法並びに部分払の回数は、工事ごとに定める。 

なお、前金払は部分払の回数に含まない。 

(2) 工事ごとに定める前金払の方法が「する（一括）」とある場合には、契約を締結した会計年度におい

て契約金額の10分の４以内の額を支払うとともに、横浜市交通局公共工事の前払金に関する規程第２条

第３項に規定する認定を受けたときには、追加して、契約金額の10分の２以内の額を支払う。また、工

事ごとに定める前金払の方法が「する（各年）」とある場合には、契約で定める各会計年度の出来高予

定額の10分の４以内の額を当該会計年度ごとに支払うとともに、横浜市交通局公共工事の前払金に関す

る規程第２条第３項に規定する認定を受けたときには、追加して、契約で定める各会計年度の出来高予

定額の10分の２以内の額を当該会計年度ごとに支払う。 

  なお、平成25年度における前払金には、消費税の税率の改正による消費税の増加分を含まないものと

する。 

(3) 工期が複数年度に渡る場合の契約金の支払いは、契約期間中の各会計年度において、契約で定める当

該会計年度の支払限度額の範囲内で、出来高に応じて行う。 

  なお、平成25年度における出来高に係る部分払金には、消費税の税率の改正による消費税の増加分を

含まないものとする。 

８ その他 

(1) 建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事に該当するか否

かは、工事ごとに明示する。 

(2) 当該工事に直接関連する他の工事の請負契約を、当該工事の請負契約の相手方と随意契約により締結

する予定がある場合には、工事ごとに明示する。 
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(3) 入札を執行し、落札者が決定したときは、本市の定める契約書の取り交わしをするものとする。この

場合、契約書の作成費用は落札者が負担するものとする。 

(4) 配置技術者の届出後、当該工事が完成するまでの間は、当該技術者の変更はできない。ただし、技術

者の変更が真にやむを得ないと認められる場合で、かつ、新たに配置する技術者が、工事ごとに定める

入札参加資格（変更すべき事由が生じた日を基準日とする。）を満たすと確認された場合はこの限りで

ない。 

(5) 必要と認めるときは入札を延期（入札期間の延長を含む。）し、中止し、又は取り消すことがある。 

(6) 本市の都合により、開札日時を変更する場合、運用基準第14条第４項に定めるとおりとする。 

(7) 開札後、次のいずれかに該当するときは、指名停止等措置要綱第２条の規定により、一般競争参加停

止及び指名停止の措置を行う。 

ア 落札候補者となった者が、正当な理由なく落札者となることを辞退した場合 

イ 落札候補者となった者が、５(5) に定める書類の提出をしない場合 

(8) ５(3) の入札参加資格の確認とあわせて、入札取扱要綱第25条第１項の規定に基づき適格性の審査を

行い、当該工事の請負業者としての適格性に欠ける者と認定された場合は、当該工事の契約は締結しな

いものとする。 

(9) (8)の適格性の審査にあたり、予定されている現場代理人が、工事請負契約約款第11条第２項に定め

る常駐義務を満たさないおそれがある場合は、入札取扱要綱第25条第１項第８号に該当し、適格性に欠

ける者となるので留意すること。 

ただし、工事監督課が同一であり、かつ、監督員と常に携帯電話等により連絡をとれる体制が確保

されている場合で、次のアからウのいずれかに該当するときは、この限りではない。 

ア ２件の工事請負契約の場合で、それぞれの予定価格（消費税及び地方消費税相当額を含む。）が

2,500万円（工種「建築」の工事請負契約の場合は5,000万円）未満のとき。 

イ 工種「建築」の工事請負契約を含まない３件の工事請負契約の場合で、予定価格（消費税及び地

方消費税相当額を含む。）の合計が2,500万円未満であるとき。 

ウ 工種「建築」の工事請負契約を含む３件の工事請負契約の場合で、予定価格（消費税及び地方消

費税相当額を含む。）の合計が5,000万円未満であるとき。ただし、３件の中に、工種「建築」以外

の工事請負契約を含む場合には、工種「建築」以外の工事請負契約の予定価格（消費税及び地方消

費税相当額を含む。）の合計が2,500万円未満であること。 

なお、工事現場への出動体制について制限を設けている工事請負契約、現場説明書に兼任を認めな

い旨を記載している工事請負契約及び設計変更等に伴う契約変更により請負代金額（消費税及び地方

消費税相当額を含む。）が2,500万円（工種「建築」の場合は5,000万円）以上となった工事請負契約

については、現場代理人の他の工事との兼任を認めないものとする。 

(10) (8)の適格性の審査にあたり、開札日において、平成25・26年度の横浜市入札参加資格審査結果（変

更届を提出した場合は、審査が完了し、資格審査申請システムに登録されているもの。）における当該

工事と同工種の元請最高請負実績額が当該工事の工事費（当該工事の予定価格（消費税及び地方消費税

相当額を含む。））の６割に満たず、かつ、当該工事と同工種の下請最高請負実績額が当該工事の工事

費（当該工事の予定価格（消費税及び地方消費税相当額を含む。））の８割に満たない者は、入札取扱

要綱第25条第１項第９号に該当し、適格性に欠ける者となるので留意すること。 

(11) 特定建設共同企業体による入札を行う場合は、入札の前に特定建設共同企業体の情報について横浜

市のホームページから登録（以下「特定ＪＶ登録」という。）を行い、提出書類のうち共同企業体協定

書兼委任状を、入札締切日時までに、横浜市役所内郵便局に到着するよう横浜市財政局契約第一課あて

の書留郵便により郵送し、又は横浜市財政局契約第一課まで持参しなければならない。 

なお、特定ＪＶ登録並びに共同企業体協定書兼委任状の作成及び提出方法等の詳細については、横浜

市のホームページを参照すること。 

(12) その他、この公告に規定のない事項については、横浜市交通局契約規程、横浜市交通局公共工事の

前払金に関する規程、入札取扱要綱、運用基準、入札参加要領及び入札保証金の取扱いに係る説明書等

に定めるところによるものとする。 
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契約番号 １３５３０１００９４ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
センター南駅連絡橋通路設置その他工事（電気設備工事） 

施工場所 
都筑区茅ケ崎中央１番１号 

工事概要 

連絡橋通路設置工一式、待合施設設置工一式、外壁補修工一式 ほかの建築工事に伴う電 

気設備工事一式 

工期 契約締結の日から平成２６年１０月３１日まで 

予定価格 ２０，３２０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

登録工種 電気 

格付等級 【電気：Ｂ】 

登録細目 【電気：電気設備工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

電気工事業に係る主任技術者を施工現場に配置すること。 

当該技術者は開札日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、（２）当該雇用期

間が３か月間経過しており、（３）専任配置を要する他の工事に専任の技術者として従事して

いない者でなければならない。  

その他 

次の入札参加資格を全て満たす者であること。（詳細は公告本文１（４）参照） 

（１）次のア又はイのいずれかの入札参加資格を満たす者であること。 

  ア 平成２４年度又は平成２５年度の設備部門に係る優良工事表彰事業者であるこ  

   と。    

  イ 平成２４年１月１日から平成２５年１２月３１日までの間の最新月に完成した工 

   種「電気」に係る工事成績が８０点以上の者であること。  

（２）有資格者名簿において企業規模が「中小企業」であること。 

（３）現場代理人は、開札日において、直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、かつ、当該 

  雇用期間が３か月間経過している者であること。 

提出書類 

（１）配置主任技術者・現場代理人（変更）届出書（第７号様式） （２）（１）に記載 

した資格を証明する書類（建設業法に定める技術検定の合格証明書の写し等） （３）配 

置する技術者及び現場代理人の雇用（期間）が確認できる書類（健康保険被保険者証の写 

し又は雇用保険被保険者証の写し等） （４）入札参加資格その他（１）イの場合、工事 

完成検査結果通知書の写し 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２６年 ２月１４日（金）午前 ９時００分から 

平成２６年 ２月１８日（火）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２６年 ２月１９日（水）午前 ９時１５分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 しない 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当しない 

注意事項 

（１）入札参加にあたっては、公告本文の記載事項を確認すること。特に、工事費内訳書 

  の作成及び提出、現場代理人の工事現場への常駐並びに最高請負実績額に係る適格性 

  の審査について、公告本文（３（４）、８（９）及び８（１０））に記載があるので 

  留意すること。 

（２）消費税率８％適用に伴う入札金額、予定価格、最低制限価格、前払金及び部分払金 

  の取扱いについて、それぞれ公告本文（３（５）、３（６）、５（１）、７（２）及 

  び７（３））に記載があるので留意すること。 

工事担当課 交通局電気課 電話 ０４５－３２６－３８１６ 

契約事務担当課 財政局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６ 
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交通局調達公告第12号 

特定調達契約に係る一般競争入札の施行（消費税率８％適用） 

次のとおり一般競争入札を行う。 

平成26年１月28日 

 横浜市交通事業管理者    

 交通局長 二 見 良 之  

１ 競争入札に付する事項 

(1) 件名及び数量 

  ア バス車両の車検整備（滝頭） 一式 

  イ バス車両の車検整備（本牧） 一式 

  ウ バス車両の車検整備（港南） 一式 

  エ バス車両の車検整備（鶴見） 一式 

  オ バス車両の車検整備（磯子） 一式 

  カ バス車両の車検整備（保土ケ谷・浅間町） 一式 

  キ バス車両の車検整備（港北・緑） 一式 

 (2) 業務内容 

   入札説明書による。 

 (3) 履行期間 

   平成26年４月１日から平成27年３月31日まで 

 (4) 履行場所 

   入札説明書による。 

(5) 入札方法 

   第１号アからキまでに掲げる件名ごとに入札に付し、概算数量の総価により行う。 

２ 入札参加資格 

入札に参加しようとする者は、次に掲げる条件をすべて満たし、かつ入札参加資格を有することの確

認を受けなければならない。 

(1) 横浜市交通局契約規程（平成20年３月交通局規程第11号。以下「契約規程」という。）第２条にお

いて準用する横浜市契約規則（昭和39年３月横浜市規則第59号。以下「契約規則」という。）第３条

第１項に掲げる者でないこと及び同条第２項の規定により定めた資格を有する者であること。 

(2) 平成25・26年度横浜市一般競争入札有資格者名簿（物品・委託等関係）において「自動車修理・点検

」の細目Ｄ「一般乗合自動車（バス）」に登録が認められている者であること。 

(3) 平成26年２月７日から開札日までの間のいずれの日においても、横浜市一般競争参加停止及び指名

停止等措置要綱に基づく一般競争参加停止及び指名停止の措置を受けていない者であること。 

(4) 当該業務の実績又は車両総重量14トン以上のバス車両の車検業務（複合ブレーキ、フルエアーブレ

ーキ、ホイールパークチャンバー及びアンチロック・ブレーキ・システム装置の分解修理を含むもの

に限る。）を、入札参加を希望するブロックと同程度の数量を１年間に行った実績を有する者である

こと。 

(5) 入札参加を希望する当局バス車両整備工場の事務所を起点として、半径25キロメートル以内に当局

の大型バス車両（車両総重量14トン程度）が入庫可能な車両整備工場を有する者であること。 

(6) 保土ケ谷・浅間町及び港北・緑の２ブロックに入札参加を希望する場合は、上記の車両整備工場が

高圧ガス保安法に基づくCNG容器検査所として登録されていること。 

３ 入札参加の手続 

当該入札に参加しようとする者（前項第２号に規定する登録のない者で、入札説明書に定める名簿登

載手続を行うものを含む。）は、次のとおり入札参加資格の確認申請を行わなければならない。 

(1) 申請期限 

平成26年２月７日（ただし、前項第４号から第６号に該当することを証する書類は平成26年２月17

日）午後５時 

(2) 提出書類、提出方法及び提出期間 

入札説明書による。 

(3) 契約条項等に関する問い合わせ先 

〒220-0022 西区花咲町６丁目145番地 
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横浜市交通局総務部経営企画課契約会計管理係（横浜花咲ビル７階） 

長岡 電話 045(326)3807（直通） 

４ 入札参加資格の喪失 

入札参加資格の確認結果の通知後、入札参加資格を有することの確認を受けた者が次のいずれかに該

当するときは、当該入札に参加することができない。 

(1) 第２項に定める資格条件を満たさなくなったとき。 

(2) 入札説明書に定める提出書類（当該書類に記載すべき事項を記録した電磁的記録を含む。以下同じ

。）に虚偽の記載をしたとき。 

５ 入札に必要な書類を示す場所等 

当該契約に係る入札説明書等は、次項第２号に掲げる部課において、この公告の日から開札日まで閲

覧に供する。 

６ 入札説明書等の交付方法等 

横浜市ホームページ発注情報詳細画面よりダウンロード可能。 

  また、次に掲げる期間・場所で貸出しを行う。 

(1) 貸出期間 

公告日から平成26年２月24日まで（ただし、日曜日、土曜日及び国民の祝日に関する法律（昭和23

年法律第178号）に規定する休日並びに12月29日から翌年の１月３日までを除く毎日午前９時から正午

まで及び午後１時から午後５時まで） 

(2) 貸出場所 

〒220-0022 西区花咲町６丁目145番地 

横浜市交通局総務部経営企画課契約会計管理係（横浜花咲ビル７階） 

電話 045(326)3807（直通） 

７ 入札及び開札 

(1) 入札方法及び入札期間等 

入札に参加しようとする者は、次のいずれかの方法により入札書を提出すること。 

ア 持参による入札書の提出 

(ｱ) 入札日時 

第１項第１号アからキまでに掲げる件名ごとに、次のとおりとする。 

ア 平成26年３月12日午後２時30分 

イ 平成26年３月12日午後２時40分 

ウ 平成26年３月12日午後２時50分 

エ 平成26年３月12日午後３時 

オ 平成26年３月12日午後３時10分 

カ 平成26年３月12日午後３時20分 

キ 平成26年３月12日午後３時30分 

   (ｲ) 入札場所 

西区花咲町６丁目145番地 

   横浜市交通局会議室（横浜花咲ビル７階） 

イ 郵送による入札書の提出 

平成26年３月11日午後５時までに第３項第３号に掲げる部課に必着のこと。 

(2) 開札予定日時 

第１項第１号アからキまでに掲げる件名ごとに、次のとおりとする。 

ア 平成26年３月12日午後２時30分 

イ 平成26年３月12日午後２時40分 

ウ 平成26年３月12日午後２時50分 

エ 平成26年３月12日午後３時 

オ 平成26年３月12日午後３時10分 

カ 平成26年３月12日午後３時20分 

キ 平成26年３月12日午後３時30分 

８ 入札の無効 

次の入札は、無効とする。 

(1) 契約規程第２条において準用する契約規則第19条の規定に該当する入札 
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(2) 第２項に定める入札参加資格を満たさない者が行った入札 

(3) 入札説明書に定める提出書類に虚偽の記載をした者が行った入札 

(4) 前各号に定めるもののほか、入札説明書に定める方法によらない入札 

９ 落札者の決定 

契約規程第２条において準用する契約規則第13条の規定に基づいて作成された予定価格の制限の範囲

内で最低の価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。 

10 入札保証金及び契約保証金 

いずれも免除する。 

11 契約金の支払方法 

(1) 前金払 

行わない。 

(2) 契約金の支払方法 

   １箇月間の出来高分に応じて、検査終了後、その１箇月分をまとめた請求に基づき支払う。 

12 その他 

(1) 契約手続において使用する言語及び通貨 

日本語及び日本国通貨に限る。 

(2) 契約書作成の要否 

要する。 

(3) 契約の条件 

この契約は、平成26年度横浜市各会計予算が平成26年３月31日までに横浜市議会において可決され

た上、同年４月１日以降に契約書を交換することによって確定するものとする。 

(4) 詳細は、入札説明書による。 

13 Summary 

(1) Subject matter of the contract: 

① Vehicle inspection for the Yokohama Municipal Buses of Takigashira Depot 

② Vehicle inspection for the Yokohama Municipal Buses of Honmoku Depot 

③ Vehicle inspection for the Yokohama Municipal Buses of Konan Depot 

④ Vehicle inspection for the Yokohama Municipal Buses of Tsurumi Depot 

⑤ Vehicle inspection for the Yokohama Municipal Buses of Isogo Depot 

⑥ Vehicle inspection for the Yokohama Municipal Buses of Hodogaya Depot and Sengencho 

Depot 

⑦ Vehicle inspection for the Yokohama Municipal Buses of Kohoku Depot and Midori Depot 

(2) Date of tender: 

① 2:30 p.m., 12 March, 2014 

② 2:40 p.m., 12 March, 2014 

③ 2:50 p.m., 12 March, 2014 

④ 3:00 p.m., 12 March, 2014 

⑤ 3:10 p.m., 12 March, 2014 

⑥ 3:20 p.m., 12 March, 2014 

⑦ 3:30 p.m., 12 March, 2014 

(3) Contact point for the notice: Management Planning Division, Transportation Bureau, City 

of Yokohama, 6 - 1 4 5  H a n a s a k i - c h o , Nishi-ku, Yokohama, 220-0022 TEL 045(326)3807 
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交通局調達公告第13号 

一般競争入札（交通局経営企画課契約分）の施行 

次のとおり、「鉄くず（車輪）15,722キログラムほかの売払」の契約について、一般競争入札を行う。 

平成26年１月28日 

横浜市交通事業管理者 

交通局長 二 見 良 之 

１ 入札参加資格 

入札参加者は、開札日（ただし、基準日を別に定める場合を除く。）において、次に掲げる資格をすべ

て満たしていなければならない。 

(1) 横浜市交通局契約規程（平成20年３月交通局規程第11号）第２条の規定により読み替えて準用する横

浜市契約規則（昭和39年３月横浜市規則第59号）第３条第１項に掲げる者でないこと及び同条第２項の

規定に基づき横浜市物品・委託等に関する競争入札取扱要綱第３条第１項により定める資格を有する者

であること。 

(2) 平成25・26年度横浜市一般競争入札有資格者名簿（物品・委託等関係）（以下「有資格者名簿」とい

う。）に登載されている者であること。 

(3) 横浜市一般競争参加停止及び指名停止等措置要綱に基づく一般競争参加停止及び指名停止措置を受け

ていない者であること。 

(4) 契約ごとに定める入札参加資格をすべて満たす者であること。 

(5) ＩＣカードを購入し、電子入札システムにより利用者登録を行った者であること。 

(6) その他、詳細については横浜市交通局契約規程、横浜市物品・委託等に関する競争入札取扱要綱、横

浜市電子入札運用基準（物品・委託等関係）及び横浜市物品・委託等競争入札参加者要領等に定めると

ころによる。 

２ 入札参加手続等 

(1) 入札に参加するための事前の入札参加申請手続は要しない。 

(2) １に掲げる入札参加資格の確認は、開札後に資格を確認する必要があると認める者について行う。 

３ 設計図書の交付等 

(1) 設計図書の交付 

 設計図書の交付については契約ごとに定める。 

(2) 設計図書に関する質問及び回答 

ア 質問の締切日時及び方法 

別途指定がある場合を除き公告日の３日後（ただし、日曜日、土曜日及び国民の祝日に関する法律

（昭和23年法律第178号）に規定する休日並びに12月29日から翌年の１月３日まで（以下「休日等」

という。）を含まないものとして計算することとする。）の午後４時までに、質問書（書式はダウン

ロード可能。）を電子メール（送信先アドレスは「kt-keiyaku@city.yokohama.jp」）により交通局

経営企画課へ提出すること。 

イ 質問に対する回答 

別途指定がある場合を除き入札期間の初日の２日前（ただし、日曜日、土曜日及び休日を含まない

ものとして計算することとする。)の午後１時までに発注情報詳細の「添付文書」欄において行う。 

４ 入札方法等 

(1) 入札の期間及び開札予定日時については、契約ごとに定める。 

(2) 入札参加者は、定められた期間内（休日等を除く。）において、電子入札システムにより入札書を提

出すること。また、郵便による入札は認めない。 

(3) 紙入札による参加については、横浜市電子入札運用基準（物品・委託等関係）第７条に定める場合を

除き、認めない。 

(4) 落札決定にあたっては、別途指定がある場合を除き入札金額に当該金額の1 0 0分の５に相当する額を

加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てた金額）をもって落札価

格とするので、入札参加者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを

問わず、見積もった契約希望金額の1 0 5分の1 0 0に相当する金額を入札金額とすること。 

(5) 入札の回数は２回までとする。 

(6) 合併入札の場合には、金額はすべての契約の合計金額を記載すること。 

５ 入札の無効 
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次の入札は、無効とする。 

(1) 横浜市交通局契約規程第２条の規定により読み替えて準用する横浜市契約規則第19条の規定に該当す

る入札 

(2) １に定める入札参加資格を満たさない者が行った入札 

(3) 共同企業体による入札の場合に、共同企業体協定書兼委任状の提出をしない者が行った入札 

(4) 共同企業体と当該共同企業体のいずれかの構成員が同一の案件において入札を行った場合における、

当該共同企業体が行った入札及び当該構成員が行った入札 

(5) 共同企業体と当該共同企業体のいずれかの構成員を構成員とする他の共同企業体が同一の案件におい

て入札を行った場合、これらの共同企業体が行った入札 

(6) 中小企業等協同組合と当該中小企業等協同組合のいずれかの組合員が同一の案件において入札を行っ

た場合における、当該中小企業等協同組合が行った入札及び当該組合員が行った入札 

(7) 中小企業等協同組合と当該中小企業等協同組合のいずれかの組合員が加入する他の中小企業等協同組

合が同一の案件において入札を行った場合、これらの中小企業等協同組合が行った入札 

(8) 横浜市一般競争入札参加資格審査申請における代表者又は受任者以外の名義人によるＩＣカードを用

いて行った入札 

６ 入札参加資格の確認及び落札の決定 

  開札後、次の手続により入札参加資格の確認及び落札の決定を行う。 

なお、最低制限価格制度適用案件においては、「予定価格以下の価格」は「予定価格以下の価格で最低

制限価格以上の価格」と、読み替えるものとする。また、種目「不用品買受」に係る契約については「予

定価格以下の価格」は「予定価格以上の価格」と、「最低」は「最高」と、読み替えるものとする。 

(1) 開札後、契約ごとに定める予定価格以下の価格をもって入札を行った者のうち最低の価格をもって入

札を行った者について、横浜市物品・委託等に関する競争入札取扱要綱第21条第１号から第６号までに

定める事項のうち、当該契約ごとに定める入札参加資格を満たす者であるかを確認するものとする。 

(2) 前号の規定により確認を行った者の取扱いは、次のいずれかによるものとする。 

ア 当該入札者が入札参加資格を満たす者であることを確認した場合には、その者を落札候補者とし、

入札参加者にその旨を通知し、落札の決定は保留する。 

イ 当該入札者が入札参加資格を満たす者でないことを確認した場合には、その者の入札を無効とする

。この場合、予定価格以下の価格をもって入札した他の者のうち最低の価格をもって入札をした者に

ついて、(1)の入札参加資格の確認を行う。以後、落札候補者が決定するまで同様の手続を繰り返す

。 

(3) 予定価格以下の価格をもって入札を行った者のうち最低の価格をもって入札を行った者が２人以上あ

るときは、(1)の入札参加資格の確認を行った上で、入札参加資格を満たすことを確認した者について

、電子くじにより落札候補者を決定するものとする。 

(4) 落札決定を保留した後、落札候補者について、横浜市物品・委託等に関する競争入札取扱要綱第21条

第７号から第10号までに定める事項のうち、当該契約ごとに定める入札参加資格を満たす者であるかを

確認するものとする。 

(5) 前号に規定する確認の結果により、落札候補者の取扱いは次のいずれかによるものとする。 

ア 当該落札候補者が入札参加資格を満たす者であることを確認した場合には、その者を落札者とし、

入札参加者にその旨を通知する。 

イ 当該落札候補者が入札参加資格を満たす者でないことを確認した場合には、その者の入札を無効と

する。この場合、予定価格以下の価格をもって入札した他の者のうち最低の価格をもって入札をした

者について、(1)の入札参加資格の確認を行う。以後、落札者が決定するまで同様の手続を繰り返す

。 

(6) (1)において予定価格以下の価格をもって入札を行った者のうち最低の価格をもって入札を行った者

がないとき若しくは(2)イ又は(5)イにおいて予定価格以下の価格をもって入札した者が他にないときは

再度の入札を行うこととし、この場合においても(1)から(5)までの手続は同様とする。なお、すでに無

効の入札をした者及び最低制限価格制度適用案件において最低制限価格未満の入札をした者の入札は認

めない。 

(7) (4)の入札参加資格の確認にあたっては、当該落札候補者は、別途指定のある場合を除き、契約ごと

に定める提出書類等を、開札日（(2)イにおいて新たに落札候補者になった者については、提出を求め

た日）の２日後(ただし、休日等を含まないものとして計算することとする。）の午後５時までに電子

メール（送信先アドレスは「kt-keiyaku@city.yokohama.jp」）により交通局経営企画課へ提出し、ま



横浜市報調達公告版 

第４号 平成26年１月28日発行 

228 

 

た、確認のために必要な指示に従わなければならない。上記期間内に書類等が提出されない場合又は指

示に従わない場合には、当該落札候補者は入札参加資格を満たす者でないとし、(5)イの手続により落

札者を決定する。 

(8) (5)イの手続により、落札候補者の入札を無効とした場合には、入札を無効とした理由を付して、当

該落札候補者に通知する。 

(9) 開札後、落札決定するまでの間に、当該落札候補者が横浜市一般競争参加停止及び指名停止等措置要

綱第２条第１項、第３条又は第４条に該当した場合（ただし、軽微な事由による停止措置を除く。）に

は、その者を落札者とせず、予定価格の制限の範囲内の価格をもって入札した他の者のうち最低の価格

をもって入札した者を新たに落札候補者とする。 

７ 入札保証金及び契約保証金 

(1) 入札保証金はこれを免除する。 

(2) 契約保証金の有無については契約ごとに定める。 

８ 契約金の支払方法 

(1) 部分払の有無及び回数は、契約ごとに定める。 

(2) 長期継続契約、継続費又は債務負担行為に係る契約である場合には、契約ごとに明示する。この場合

の契約金の支払いは、契約期間中の各会計年度において、契約で定める当該会計年度の支払限度額（長

期継続契約については支払予定額）の範囲内で、履行済部分に応じて行う。 

９ その他 

(1) 入札を執行し、落札者が決定したときは、本市の定める契約書の取り交わしをするものとする。この

場合、契約書の作成費用は落札者が負担するものとする。 

(2) 必要と認めるときは入札を延期（入札期間の延長を含む。）し、中止し、又は取り消すことがある。 

(3) 本市の都合により、開札日時を変更する場合、横浜市電子入札運用基準（物品・委託等関係）第13条

第４項に定めるとおりとする。 

(4) 開札後、次のいずれかに該当するときは、横浜市一般競争参加停止及び指名停止等措置要綱第２条の

規定により、一般競争参加停止及び指名停止の措置を行う。 

ア 落札候補者となった者が、正当な理由なく落札者となることを辞退した場合 

イ 落札候補者となった者が、６(7)に定める書類の提出をしない場合 

(5) ６(1)及び(4)の入札参加資格の確認とあわせて、横浜市物品・委託等に関する競争入札取扱要綱第23

条第１項の規定に基づき適格性の審査を行い、当該契約の相手方としての適格性に欠ける者と認定され

た場合は、落札者として決定しないものとする。 

(6) 地方自治法第234条の３に規定する長期継続契約である場合、契約締結日の属する年度の翌年度以降

において、当該契約に係る本市の歳出予算が減額又は削減されたときは、本市は当該契約を変更し、又

は解除することができるものとする。 

(7) その他、この公告に規定のない事項については、横浜市交通局契約規程、横浜市物品・委託等に関す

る競争入札取扱要綱、横浜市電子入札運用基準（物品・委託等関係）及び横浜市物品・委託等競争入札

参加者要領等に定めるところによるものとする。 
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契約番号 １３５３０５５０５０ 

入札方法 電子入札による 一般競争（条件付） 

件名 
鉄くず（車輪）１５，７２２キログラムほかの売払 

納入／履行場所 
交通局上永谷検修区修繕工場 

概要 

 

納入／履行期間等 契約締結の日から平成２６年 ３月２８日まで 

調査基準価格 - 

最低制限価格 - 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

種目 不用品買受 

格付等級 - 

登録細目 【不用品買受：鉄くず、非鉄金属くず】 

所在地区分 市内 

その他 

①有資格者名簿において上記の種目を第３位までに登録していること。 

 

②当該物品の買受実績又はこれと同種の買受実績を有する者。 

提出書類 

不用品買受に関する実績及び搬入予定先についての申告書 

設計図書 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２６年 ２月 ７日（金）午前 ９時００分から 

平成２６年 ２月１２日（水）午後 １時００分まで  

開札予定日時 平成２６年 ２月１２日（水）午後 １時１０分  

支払い条件 前金払 しない 部分払 しない 契約保証 免除 

注意事項 

①本案件の契約担当局は交通局です。電子入札システムの「契約担当局選択画面」では、 

必ず「交通局」を選択してログインしてください。 

 

②売払対象物品の確認を希望する場合は事前に発注担当課に連絡し、日程の調整をするこ 

と。 

 

③上記「支払い条件」は横浜市交通事業管理者が支払うことについて明示したものであり 

、本案件の買受代金の納付については、契約約款及び仕様書に記載されたとおりとする。 

発注担当課 交通局車両課 

契約事務担当課 交通局経営企画課  
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交通局調達公告第 14 号 

   特定調達契約の落札者等の決定 

 特定調達契約の落札者等を次のとおり決定した。 

   平成 26 年１月 28 日 

                                   横浜市交通事業管理者 

交通局長 二 見 良 之 

番 

号 

落札又は随意

契約に係る物

品等又は特定

役務の名称及

び数量 

契約に関する

事務を担当す

る部課の名称

及び所在地 

落札者

又は随

意契約

の相手

方を決

定した

日 

落札者又は随意契

約の相手方の氏名

又は名称及び住所

又は所在地 

落札金額又は

随意契約に係

る契約金額 

契 約 の

相 手 方

を 決 定

し た 手

続 

当 該 入

札 公 告

を 行 っ

た日 

随 意 契

約 の 理

由 

１ 軽油（１月～

３月分）第１

ブロック 約

1,206 キロリ

ットルの購入 

交通局総務部

経営企画課 

中区港町１丁

目１番地 

平成 26

年１月

１日 

株式会社サンオー

タス 

港北区新横浜二丁

目４番地 15 

円

141,181,596

随 意 契

約 

平成 25

年 10 月

29 日 

政府調

達に関

する協

定（平

成７年

条約第

23 号）

第 15 条

第１項

（ａ）

２ 軽油（１月～

３月分）第２

ブロック 約

972 キロリッ

トルの購入 

同 同 同 

113,808,564

同 同 同 

 


